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序文 
  
 近年、政府開発援助（以下、ODA）は、より効果的・効率的な事業の実施が求められてお

り、その中で評価の在り方が検討・改善されてきています。2010 年には外務省により「ODA
のあり方に関する検討最終とりまとめ」が策定され、ODA 評価の改善策の一つとして、「過

去の成功例・失敗例から確実に教訓を学び取るための仕組の構築」に取り組む方針が示さ

れました。また、2012 年には「戦略的・効果的な援助の実施に向けて（改訂版）～ODA 事

業の透明性向上と継続的改善～」が策定され、過去の教訓を踏まえた ODA 事業の継続的改

善を行うため、評価情報の「見える化」の徹底と「PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクル

の強化」が進められています。 
 
JICA では事業の更なる改善と国民への説明責任を果たすことを目的として、技術協力、

有償資金協力、無償資金協力それぞれのプロジェクトレベルにおいて、PDCA サイクルに沿

った事業評価を実施しています。特に、「評価による事業のさらなる改善」については、40
年以上の過去の途上国の現場における多様な事業実績を通じて蓄積された JICA ならではの

ナレッジとも言える「教訓」を活用し、途上国の複雑かつ困難な開発課題の解決に向けた

より効果的な事業の実施が重要です。こうした認識のもと、これまで JICA の評価制度の拡

充・強化も併せ、評価結果の事業へのフィードバックを目的とした様々な取組みが行われ

てきました。 
他方、事業評価の結果導き出される教訓や提言の事業へのフィードバックとその活用が

必ずしも十分でないという反省もあり、組織内外からの指摘や改善要望も多い状況です。 
 
本調査では、JICA における教訓活用の現状を分析して教訓活用上の課題と要因を整理し、

他組織における教訓活用の事例を参照して、改善の方向性を整理することで、JICA の PDCA
サイクルにおける教訓活用マネジメントの強化の具体策の検討を目的としました。調査の

結果、教訓の活用やプロジェクトリスクの管理を促進するユーザーフレンドリーなツール

の提案や、プロジェクトの PDCA サイクルにおける教訓活用を定常業務化するための教訓

活用マネジメントシステム（Lesson Learned System:LLS）とその導入方法（人材育成等）の

提案を行いました。 
 
本調査による提案は、ソリューションプロバイダーを目指す JICA の事業マネジメントと

ナレッジマネジメントに係る重要な提案と考えます。今後、具体化に向けて検討・取組み

を進めることにより、JICA 事業の質の向上・改善が進められ、類似問題の発生・繰り返し

改善提案を作成する作業の重複を防ぎ、事業成果の最大化およびその持続性の向上に貢献

できればと思います。 
 

 最後に、本調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心より感謝申し上げま

す。 

 

2014 年 1 月 

独立行政法人国際協力機構 

評価部長 村岡敬一 
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本テーマ別評価の概要 

1．本テーマ別評価の背景と目的 

JICA では、ODA 事業の更なる改善と国民への説明責任を果たすことを目的として、各スキーム（技術協

力、有償資金協力、無償資金協力）のプロジェクトを対象とし、PDCA（Plan-Do-Check-Action）サイクル

に沿った事業評価を実施している。「評価による事業の更なる改善」を実践していくには、40 年以上にわ

たる途上国の現場における多様な事業実績を通じて蓄積された JICA ならではの付加価値ともいえる「教

訓」や「提言」を、新規事業の改善や協力ツールの開発に繋げていくことが重要である。また、JICA が、

「ソリューションプロバイダー」として、途上国の複雑かつ困難な開発課題に対する解決策を提示し、支

援を提供するための体制強化に当たっても、こうした取組みは不可欠となっている。 

JICAは事業評価を通じて、事業の更なる改善に向けた「教訓」および「提言」を数多く蓄積してきており、

さらに評価業務の強化を図るため、重点的な評価の実施、評価結果のデータベース化、評価の「見える化」

などに取り組んできている。しかしながら、依然として事業評価の結果導き出される教訓や提言の事業へ

のフィードバックとその活用が十分でないとの指摘や、改善を求める声が組織内外から多く挙がっている。

こうした状況が生じている要因として、①教訓の質が低く適用しにくい、②教訓情報が散在しており検索

しにくい、③参照すべき重要な教訓の類型化・選別が体系的に行われていない、④教訓の活用状況やその

結果が把握されていない等が、その要因として考えられる。 

教訓の活用を徹底し、「事業の更なる改善」に効果的に結び付けていくためには、教訓活用の仕組みと運用・

活用状況に関する情報を整理・分析して教訓活用のボトルネックを明らかにするとともに、他ドナーや民

間企業などの他組織における教訓活用法やリスク管理の方法と比較するなど、より良い教訓活用の在り方

の検討が必要となっている。 

本業務では、JICAの事業評価における教訓活用の仕組みと教訓の運用・活用状況をレビューするとともに、

他ドナーや民間企業での教訓活用方法やリスク管理の事例を検証する。それら調査結果に基づき、アクセ

スが容易で、かつ職員が活用しやすい（ユーザーフレンドリーな）執務参考資料の整備や教訓活用の義務

化（徹底）に向けた業務フロー（Lesson Learned System：LLS／教訓活用マネジメントシステム）の改善案

を提示し、JICA の PDCA サイクルにおける教訓活用マネジメントの強化の具体化に寄与することを目的

として実施するものである。 
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2．調査のフローと実施スケジュール 

本調査の作業フローは下図のとおりである。 

 

教訓のスクリーニング

活用すべき教訓の抽出

教訓の類型化

開発課題別代表的指標および
教訓レファレンスの抽出
（パイロット2分野：防災・

基礎教育）

教訓活用の現状分析
（業務フロー、教訓情報の管理
状況、教訓の活用状況、活用

事例の確認）

課題別指針等のレビュー
（パイロット2分野：防災および

基礎教育）

他
ド
ナ
ー
・民
間
企
業
・

そ
の
他
組
織
の
教
訓
活
用

・�
ス
ク
管
理
事
例
の
分
析

分野横断的事業リスクの抽出
業務フローに反映すべき教訓

の抽出

教
訓
活
用
に
向
け
た
業
務
フ
�
ー
の

仮
説
の
妥
当
性
の
検
証

教訓活用マネジメントシステム
（LLS）

分野横断的事業リスク
チェックリスト

開発課題別代表的指標および
教訓レファレンス

最終報告書
教訓活用のためのガイドライン・

レファレンス

最終成果物の作成

JICAの教訓活用に向けた業務フローの仮説の策定

JICA職員向けセミナーの開催

教
訓
活
用
シ
ス
テ
�
の
実
施
可
能
性
・

活
用
可
能
性
の
検
証

Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
関
係
者
の
意
識
調
査
・

実
態
調
査
お
よ
び

Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ａ
関
係
者
と
の
協
議

仮説の

修正

 

図 1 本調査の作業フロー 

 

以下のスケジュールにより、業務を実施した。 

① 契約締結・作業開始  ：2013年6月下旬 

② インセプションレポートの提出 ：2013年7月中旬 

③ 中間報告書の提出   ：2013年11月上旬 

④ セミナー発表及びドラフト報告書提出 ：2013年12月中旬 

⑤ 最終報告書ドラフト提出  ：2013年12月下旬 

⑥ 最終報告書提出   ：2014年1月下旬 
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3．調査の枠組み 

JICA の教訓活用の現状分析を行い、把握された課題や改善へのニーズを踏まえて、「教訓活用マネジメン

トシステム（Lessons Learned System）」として、改善案をとりまとめた。実施した調査の枠組みとその成果

は、以下の通りである。 

表 1 本調査の枠組み 

分析の視点 調査方法 
1. 教訓内容の実用性 利用者にとって教訓は使いやすい内容か。 案件別事後評価の教訓の実用性の分析、

ワークショップ、アンケート 

2. 教訓情報へのアクセス

の利便性 
教訓の情報はわかりやすいところに保管さ

れ、検索しやすいか。 
教訓情報の管理方法・状況分析(資料、シス

テムのレビュー、キーインフォーマントから

のヒアリング） 
3. 活用する教訓の選定 利用者は活用すべき重要な教訓を適切に選

定しているか。 
ワークショップ、アンケート、業務フローの確

認 
4, 教訓の活用状況 ・教訓発生箇所はどのような傾向か。 ・案件別事後評価の教訓の類型分析（発生

箇所の頻度分析） 
 ・事前評価時の過去の教訓検討内容で具体

的対応策が書かれているか。 
・事前評価表等の教訓活用レビュー、ワーク

ショップ、アンケート、業務フローの確認 
5. 教訓活用のフィード 

バック 
教訓の適用について実施状況がフォローさ

れ、適用結果の有効性が検証されているか。 
業務フローの確認、事業評価年次報告書の

分析のレビュー（過去 10 年間の取組と変

遷、年報での指摘および過去の取組） 
 
 

教訓活用マネジメント
システム（LLS）の提案

⑤計画時に適用した教訓の活用
結果が検証されていない （フィー
ドバック）

要 因課 題

教訓の目的・必要性が抽象的

ナレッジ化に向けた教訓抽出のガイ
ディングが不明確

組織として重要な教訓を認定・権威付
けするプロセスの不足

作成者や目的に応じて教訓情報や保
管形態の種類が多数あり一元的に管
理・蓄積されていない

業務フロー上での教訓活用の手順が
定常化されていない

事業マネジメントや教訓活用に関す
る人材育成の機会不足

教訓を 分析・加工するプロセスが不
十分（教訓のナレッジ化）

教訓活用結果のフィードバックプロセ
スが不明確

①抽出した教訓のナレッジ化
（具体的な対応策の提示）の促
進が必要（実用性）

②教訓情報が大量かつ散在し
アクセスしづらい （アクセス）

③参照すべき重要な教訓が選定
されておらず、大量情報の中から
どの教訓を使えば良いかわからな
い （選定）

④職員によって教訓の活用度合
にばらつきがある （ユーザー）

同じような教訓が繰り返し抽出され続
けている
＝「同じ失敗」の繰り返し
＝「同じ対応の再発明」の繰り

返し

職員側の制約（時間、キャパシティ）

組織として教訓を重要なナレッ
ジとして認定し、プロジェクトの
PDCAサイクルにおける活用が

定常業務化されていない

対応策

「個別プロジェクト教訓シート」の提案

「ナレッジ認定教訓シート」（類似教訓の
分析・加工による汎用性・利用可能性

の確保および活用すべき教訓の
選定）」の提案

教訓情報の一元管理（教訓シートを活
用した蓄積・保管、検索）の提案

ナレッジ認定教訓の権威付（組織として
活用すべき教訓の認定）の提案

分野横断的プロジェクトリスク管理
ツールの提案

課題別代表的指標・教訓レファレンスの
提案

研修による人材育成の提案

 
図 2 本調査で抽出された課題とその要因および対応策 



テーマ別評価「プロジェクトの PDCAサイクルにおける教訓活用マネジメントの強化策の検討」 

iv 

3．実施体制 

(1) コンサルタントチームの構成 

本業務は、以下のコンサルタントチームにより実施した。 

氏名 担当 業務内容 

中村 桐美 

総括・組織改

善／プロジェ

クトマネジメ

ント 

総括として、本業務全体の調査設計を行い、調査全体を監理する。P2M
や PMBOK の視点等、プロジェクトマネジメントの視点も踏まえた、業

務改善に向けて、PDCA サイクルによる業務フローに即した教訓活用マ

ネジメントシステム（ガイドライン等を含む）、開発課題別の代表的指

標・教訓レファレンス、分野横断的な事業リスク管理チェックリストを

含む、JICA 職員の執務参考資料として有益な最終報告書のとりまとめ、

最終成果品のクオリティ・コントロールを行う。 

三島 光恵 
副総括・事業

評価／評価マ

ネジメント 

副総括として、本業務全体の調査設計および業務監理を支援するととも

に、ODA 事業の改善に資する教訓の質の改善の必要性も踏まえ、主に

事業評価および評価マネジメントの観点から、業務フローの改善に向け

た分野横断的な教訓の類別の視点を整理し、業務フローの改善に有効な

ナレッジマネジメントを含む教訓活用マネジメントシステムの設計、分

野別（パイロット 2 分野）の開発課題別の代表的指標・教訓レファレン

スを作成する。 

飯田 利久 

事業マネジメ

ント事例分析

／事業リスク

分析 

過去の事業評価から導き出された教訓のレビューを行い、教訓を類型化

し、活用可能な教訓を整理するとともに、他ドナーや民間企業等のプロ

ジェクトマネジメントの事例を精査し、プロジェクトの計画・運営段階

における分野横断的な重要な事業リスクを取りまとめ、事業リスク管理

チェックリストを作成する。また、教訓活用マネジメントシステムのた

めのガイドラインのうち、特に、事業リスクに関わる事項をとりまとめ

る。 

藤原 純子 

業務フロー分

析／プロジェ

クト監理（無

償資金協力・

技術協力） 

JICA の人事制度、研修を含む人材育成制度、業務フローにおける既存

の教訓活用の仕組みやその運用状況について情報収集・整理を行うとと

もに、無償資金協力および技術協力プロジェクトの案件監理の観点から

分析を行い、教訓活用のニーズと教訓活用に当たっての課題を把握し、

業務フローの改善策を作成する。また、案件監理の観点から、事業改善

に向けての開発課題別の教訓レファレンスの作成支援を行う。 

村山 なほみ 

ナレッジマネ

ジメント分析

／プロジェク

ト監理（有償

資金協力） 

JICA における主要な教訓情報の管理状況を確認するとともに、JICA の

既存のプロジェクトマネジメント体制およびプロジェクトマネジメン

トに係る既存の執務参考資料とその活用状況等を含むナレッジマネジ

メントの現状について整理・分析を行い、効果的なナレッジマネジメン

トの観点から教訓活用マネジメントシステムの提言を作成する。また、

有償資金協力の案件監理の観点から事業リスク管理に関する分析を行

い、事業リスク管理チェックリストへの提案を行う。 

 

また、技術的見地から、防災分野については東洋大学国際地域学部教授 松丸亮氏から、基礎教育分野に

ついては上智大学総合人間科学部教育学科教授 小松太郎氏からそれぞれ助言を得た。 

(2) JICA検討会の体制 

本調査を実施するにあたっては、JICA評価部が事務局となり、人事部、企画部、地域部、課題部、国際協

力人材部、国際協力専門員等、関係者の参加のもと、検討会を開催し、現状分析結果および改善提案の内

容について議論・検討を行った。検討会メンバーのリストは次の通り。 
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No. 所属 役職 氏名 

1 評価部 部長 村岡敬一 

2 評価部 次長 越知直哉 

3 評価部事業評価第二課 参事役兼事業評価第二課長 米崎紀夫 

4 評価部事業評価第二課 調査役 中村康子 

5 評価部事業評価第二課 調査役 齋藤大輔 

6 人事部 次長 藤谷浩至 

7 企画部 参事役 田和正裕（2013年11月まで） 

8 企画部 参事役 山田浩司（2013年11月から） 

9 企画部総合企画課 主任調査役 井上陽一 

10 企画部業務監理・調整課 主任調査役 渋谷幸弘 

11 企画部業務企画第 1 課 企画役 菅原美奈子 

12 企画部業務企画第 2 課 副調査役 原絵理子 

13 国際協力人材部人材養成課 企画役 石橋匡 

14 農村開発部計画課 課長 武市二郎 

15 農村開発部計画課 主任調査役 波多野誠 

16 東・中央アジア部計画課 課長 田邉秀樹 

17 国際協力専門員 （民間セクター開発） 上田隆文 

18 国際協力専門員 （自然環境保全） 長谷川基裕 
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第 1 章 教訓活用マネジメントシステムの導入の目的と活用方法 

1．1 教訓活用マネジメントシステム（LLS:Lesson Learned System）の概要 

1．1．1 PDCAサイクルにおける「ナレッジ」としての教訓活用 

「教訓」とは、「経験を通じて得られるナレッジ」であり、「ナレッジとしての教訓」を活用する最も重要

な目的は、「学習する組織（Learning Organization）1」としてより良い事業の実施を通じて、効果の最大

化を図ることにある。 

「学習する組織」とは、「目的を達成する能力を効果的に伸ばし続ける組織」であり、「学習の目的」は、

「一定の質の結果を確実に生み出す能力を開発する」ことであり、「知識・技能・ツールの習得」にとどま

らず、それらを実践して一定の質の成果を生み出し続けることにある。 

JICAが、ODA事業実施機関として世界が常に変化している中で適切な支援を実施していくために「学習

する組織」であることが求められている。そのため、JICAの事業マネジメントにおける「教訓活用」の

目的は、「教訓」をナレッジとして組織に定着させ、プロジェクト実施へのその反映・実践を通じて、効

率的な事業マネジメントを実現するとともに、JICA事業の質の向上・改善を果たすことにあると換言さ

れる。 

 
図 3 学習する組織としてのナレッジの活用 

本調査で把握された教訓活用上の課題を改善し、「「教訓」を組織としての重要なナレッジとして、その活

用を促進することにより、事業マネジメントおよび業務の効率化と JICA 事業の質の向上・改善を図り、

もって事業成果の最大化と持続性の向上に寄与すること」を目的として、「PDCA サイクルにおける教訓

活用マネジメントシステム」（LLS: Lessons Learned System、以下、LLS）を提案する。ここでいう JICA事

                                                        
1 Peter M. Senge （マサチューセッツ工科大学経営大学院上級講師）が提唱する組織論。”The Fifth Disipline the Art and Practice of 
the Learning Organization”, (2006) 
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業は有償資金協力、無償資金協力および技術協力プロジェクトを指す。また、本調査で扱う「教訓」の範

囲（定義）は、「事業評価の結果得られる教訓」を主とするが、「モニタリングや完了時など、事業の実施

を通じて得られる教訓」もリアルタイム教訓として重要なものが多く、これらも含めるものとする。 

LLS は、「組織としての教訓のナレッジ化（教訓から活用すべきナレッジを創出する）のプロセス」とプ

ロジェクトの「PDCA（Plan、Do、Check、Action、計画、実施、モニタリング・評価、対応・フィードバ

ックの一連のサイクル）サイクル上の教訓活用のプロセス」を定常業務化（ルーティン化）する体制とし

て提案するものである。また、本調査では、LLSにおける教訓活用を定常業務化し、促進するためのツー

ルとして、「開発課題別の代表的指標および教訓レファレンス」および「分野横断的プロジェクトリスク管

理ツール」を併せて提案し、その具体的な利用方法についても提示する（これらのツールについては2章、

3 章を参照）。なお、本調査に基づく提案については、JICA がそれぞれの提案事項の実施可能性を検討の

上、導入を行っていく必要がある。 

LLS導入による事業改善の最終的な目標は、以下の通り整理される。 

 LLSによるナレッジ（教訓）の活用によるJICA事業の質の向上・改善により、類似問題の発生・

同じことの再発明を防ぎ、事業成果の最大化とおよびその持続性が向上される。 

 LLSによる事業マネジメント上の手続きの標準化により業務が効率化される。 

LLS の詳細については 1.2 において詳述するが、LLS では案件形成の早い段階から「重要なナレッジ」と

して教訓を活用するステップを事業マネジメントの一環として組み入れることを想定している。したがっ

て、プロジェクトの計画・デザインを検討する早い段階から、効果を確保する、あるいはリスクを回避・

軽減する対応策を、教訓を参照して検討することになるため、類似案件で見られた問題等を回避し、プロ

ジェクトの効果およびその持続性を確保・向上させることにつながるものと期待される。同様に、過去の

プロジェクトにおいて有効であったアプローチを記した教訓を用いることで、事業成果の最大化につなが

ることも期待される。こうした取組を進める上で、教訓をナレッジ化するに当たっては、教訓の活用促進

につながるよう、できる限り形式知化に努めるべきである。 

また、LLSでは事業マネジメント上でタイムリーかつ適切に教訓を活用・反映するため、教訓の形式知化

を行う際には教訓を抽出・蓄積するフォーマットのみならず、教訓を活用するためのフォーマットや、手

続きの標準化を図ることで、業務の効率性と質の向上を図ることも狙いとしている。教訓の抽出・蓄積用

のフォーマットでは、統一的な分類やキーワードの使用により検索性を高めることで、事業担当者の教訓

情報へのアクセスを円滑にし、適切な教訓を参照できるようになり、類似案件の教訓を探し出す時間や手

間を短縮することができる。さらに、過去に繰り返し教訓とされた課題を整理することにより、事前に発

生が想定される問題の把握やその問題への対応策を案件形成の早い段階から検討し、実施段階での問題発

生を予め回避することが可能となり、問題が発生した場合のトラブルシューティングのための労力や時間

の節約が期待される。併せて、これらLLSの一連のプロセスにおいて、フォーマットを用いて教訓の形式

知化を進める中で、関係者が教訓を抽出・検討・協議する機会を設定し、暗黙知の共有が促進されること

も期待される。 



テーマ別評価「プロジェクトの PDCAサイクルにおける教訓活用マネジメントの強化策の検討」 

3 

1．1．2 他組織における教訓活用の事例 

本調査では、効果的な「ナレッジ」の活用システムとしてのLLSを導入するため、他の組織等で行われて

いる教訓活用の事例について分析を行い、JICA における教訓活用のシステムに参考となる要素を抽出し、

取りまとめた。 

(1) プロジェクトマネジメントにおける教訓活用の潮流 

一般的に最近のプロジェクトマネジメント論では、実施プロジェクトからの教訓を新規プロジェクトへ活

用することの重要性が述べられており、民間企業のプロジェクトマネジメント／リスクマネジメントの一

環として取り組まれてきている。プロジェクトマネジメントの国際標準となっているPMBOK（Project 
Management Body of Knowledge）2では、教訓を、将来の事業パフォーマンス改善を目的に、プロジェクト

でどのようにすべきであったか、また、将来どのようにすべきかなど、プロジェクト実施中に得られた知

識と定義し、組織的な教訓情報の蓄積およびその活用の重要性が示され、統一的なテンプレートによるそ

れらの管理・活用が推奨されている。Project Management Institutte 日本支部 3では、日本企業のPMBOK活
用を促進するために、MS Office Projectをツールとする教訓活用表、教訓レポート等を含むPMBOKテンプ

レートを開発している。 

また、民間企業の具体的な例としては、日本IBMでは、プロジェクト最終報告書の中で教訓チェックリス

トを記載することが標準化されており 4、日立では事業部門横断的なプロジェクトマネジメント教訓事例

共有のために教訓記載・記述様式を設定し、事業部門横断的な教訓共有への取り組みがなされている 5。

このように、プロジェクトマネジメントの世界においては、組織的な教訓蓄積・活用やそれを容易にする

教訓のテンプレート化が世界的な潮流となっていると言える。 

ただし、民間企業では、組織としての「利潤追求」という明確なミッションを持ち、そのミッションに従

ってプロジェクトが計画、実施される。通常の民間企業のプロジェクトマネジメントは、その企業の顧客

に対する的確な財／サービスの提供のために実践されるものであり、マネジメントの主体は基本的に該当

部署あるいはプロジェクトチーム自身等の社内内部となる。失敗は企業の存続にかかわる損失をもたらす

可能性もあるため、モニタリングによる的確な軌道修正へのインセンティブが働きやすく、また自分自身

へのフィードバックであるため比較的実施が容易となる。加えて、民間企業の場合には一つのプロジェク

トの実施にプロジェクトチームが立ち上げられるなどし、着実な遂行・目標達成のために、プロジェクト

に関わるメンバーは問題などの発生により入替えが必要にならない限り、大幅な交代などは行われない例

が多い。 

                                                        
2 米国の非営利団体Project Management Instituteが提案したプロジェクトマネジメントの知識体系による標準をまとめたもの。

米国のプロジェクトがベースに分析されたが、広く様々なプロジェクトマネジメントに適用できる世界標準となっている。

PMBOK第5版では、プロジェクトマネジメントは5つのプロセスグループ（立上、計画、実施、モニタリング/コントロール、

完了）と10の知識グループ（統合、スコープ（プロジェクトの目的と範囲）、タイム、コスト、品質、人材、コミュニケーシ

ョン、リスク管理、調達、ステークホルダー）で行うことが提唱されている。 
3 米国の非営利団体Project Management Institute の日本支部（2009年に従前のPMI東京支部から名称変更）。 
4 山本和男（2007）「プロジェクト教訓（Lessons Learnd）の取りまとめ活用の提案」（プロジェクトマジメント学会2007年春

季研究発表大会予稿集） 
5 小池太他（2008）「事業部門横断的なプロジェクトマネジメント教訓事例共有のための取り組み（第1報）」（プロジェクト

マネジメント学会2008年度春季研究発表大会予稿集）。 
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一方、JICAの場合は、日本の政府開発援助（ODA）を一元的に行う実施機関として、「グローバル化に伴

う課題への対応」、「公正な成長と貧困削減」、「ガバナンスの改善」、「人間の安全保障の実現」を組織のミ

ッションとして掲げている。これらのミッションは、多様な背景を持つ開発途上国の現場での諸事情を踏

まえて援助の方針に反映され、プロジェクトの計画・実施に至る。この場合の事業（プロジェクト）マネ

ジメントの対象は、当該国政府/実施機関の顧客（裨益者）に対する的確な財/サービス/技術等の提供を通

じた開発課題の解決であるが、事業の主体者（オーナー）はあくまで当該国政府/実施機関であることから、

モニタリングによる軌道修正や想定されるリスクがより複雑・困難なものにならざるを得ない。 

これに加え、JICAでは、一つのプロジェクトの計画段階から完了までに様々な部署がそれぞれの役割を担

う体制がとられている一方で、プロジェクトの期間や人事異動上、一つのプロジェクトを同一の職員が計

画段階から完了までを一貫して担当することは限定的である。また、上述の通りプロジェクトの主体者（オ

ーナー）はあくまで途上国側であり、開発ドナーとしての立場からプロジェクト効果についての説明責任

（結果責任）が求められており、「成果重視の事業マネジメント」の観点から、質の改善に取り組むことが

求められている。そのため、本調査では、こうした開発ドナーとしての JICA の組織特性に鑑みて、国際

協力機関では世界銀行（WB: World Bank）グループ、アジア開発銀行（ADB: Asian Development Bank）、ま

た、他の組織の例では、JICAの教訓活用・リスク管理の際に参考となると考えられた保健・医療機関の事

例を参照した（詳細は別添２を参照）。 

(2) 国際援助機関（WBグループおよびADB）の事例 

WBグループ（WB、IFC:International Finance Corporation、MIGA:Multilateral Investment Guarantee Agency）
およびADBは、途上国の社会経済開発を支援する国際機関であり、JICAと類似の組織ミッションを有す

る。資金協力および技術支援を通じて、社会経済開発のためのプロジェクトの実施に関与しており、支援

機関としての立場によるプロジェクト効果についての説明責任を有し、「成果重視の事業マネジメント」の

観点からプロジェクトの質の改善に取り組むことが求められているという点において、JICAとの共通項が

見られる。 

WBグループおよびADBにおける教訓抽出では、全件の案件別事後評価を実施するのではなく、組織とし

てフィードバックすべき重要な教訓を得られるプロジェクトを選定して（例えば、新スキームにより実施

された案件や大規模案件等）選択的に案件別事後評価を実施し、教訓を抽出している。WBグループのIFC
の案件の場合、こうした教訓は標準化されたテンプレートを使用して統一的な記載方法により、最低限の

記載内容および質の均質化が図られており、教訓情報を参照する際の利便性が確保されている。また、評

価に当たっては、当該案件評価に必要な分野の専門家や内部オペレーションを十分に経験した専門家が投

入されており、評価や教訓の質が確保されている。また、ADBやIFCでは、こうした専門家は案件形成チ

ームにも参加する場合もあることから、類似案件の案件形成の早い段階から、教訓の反映・活用を可能と

する体制となっている 6。併せて、これらの国際援助機関のトップマネジメントからは、「成果重視の事業

マネジメント」が打ち出され、教訓を活用してより良い効果を上げるための対応がなされているかについ

てのチェックが行われている。さらに、IFCやMIGAでは投融資案件 7のレーティング結果が人事考課に反

                                                        
6 WBでは、案件形成には一切参加しない。 
7 投融資案件であるので、IFCでは IFCへの財務リターン等も評価項目にあげられており、今回調査対象の JICA事業とは性

質が異なるものである。 
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映されることにより、教訓を活用したより効果の高い案件の形成・実施を行うことの強い動機づけとなっ

ている。 

教訓活用を促進するにあたっては、事業担当者が必要な教訓情報を容易に入手できることが不可欠である

が、これらWB グループおよびADB においては検索性の高いデータベースが整備されており、かつ、組

織内部においてセミナーやワークショップを通じて教訓を共有する機会が頻繁に設けられており、教訓情

報の共有化が図られている。 

これら国際機関と JICAでは、組織体制や人事制度等に相違があるため、教訓活用の促進策として JICAに

必ずしも適さないものも含まれているが、LLSを検討するにあたっては、以下のポイントが参考になると

考えらえる。 

 教訓の内容・均質化を図るためのテンプレートの使用 

 経験豊富な専門家のナレッジ反映による教訓の適用可能性、汎用性の向上 

 案件形成の早い段階における教訓を反映するための仕組み（事業マネジメントへの反映） 

 トップマネジメントによる教訓活用意識とシニア職員・上司によるチェックを通じた教訓活用の

動機づけ 

 一元的な教訓情報の管理・蓄積と検索性の向上 

 セミナー・ワークショップの開催を通じた教訓情報の共有化 

以下に、WB グループおよび ADB における教訓活用に関連する制度・仕組みと、LLS 提案に参考となる

ポイントを取りまとめた（表 2） 
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表 2 WBグループおよびADBの教訓活用に係る制度・仕組みと JICAへのLLS提案に参考となる

ポイント 

教訓活用促進策 WB グループ、ADB LLS に参考となるポイント 
① 教訓の質向上 (a) 教訓記載テンプレートによる統一的

記載方法（IFC のケース）及び最低限

記載事項確保による教訓の記載方法

の質及び利便性確保 
(b) 経験豊富な専門家等のレビュー等に

よる品質確保 

(a) 教訓記載ガイドライン作成により、教訓に含ま

れるべき必要な情報の確保、記載方法の統一化

による教訓の分析・加工の利便性並びに教訓情

報の検索性・参照性の向上 
(b) 経験豊富な専門家ナレッジの事後評価から抽出

された教訓への反映による教訓の適用可能性・

汎用性の向上 

② 案件形成に教

訓を活用させ

る仕組み 

(a) 案件形成チームに種々専門家を含み、

各分野での類似案件・教訓活用の知識

を基に早い段階から担当者にコメン

トする仕組み 

(a) 案件形成のより早期の段階において、有益な教

訓を参照し、対応策を検討する機会を事業マネ

ジメント上の業務として位置づける 
 

③ 教訓活用文化

の育成 
(a) 組織からの独立した評価局が直接理

事会へ評価結果を報告、それによる事

業方針への反映、トップマネジメント

による過去案件から学習する文化の

促進を中期計画での重点としての打

ち出し 
(b) シニア・マネジメント、上司等から教

訓活用状況に関するチェック等 

(a) 職員の意識を変えるには、まずトップマネジメ

ントの意識改革が必須であり、トップマネジメ

ントへの評価結果やナレッジ認定教訓の共有に

よる教訓の権威付け、教訓活用推進を徹底する

方針を明確化する。 
(b) シニア・マネジメントや担当部署上司等から、

教訓活用状況のコメント等チェックの徹底化を

図り、教訓を活用する文化を育む。 

④ 教訓情報発信 (a) 利便性の高い教訓データベース 
(b) 教訓情報発信のためのワークショッ

プ等開催 
(c) セミナー形式での失敗事例研究また

は成功事例研究による教訓活用の啓

蒙 

(a) 検索キーワード、問題点タグ、教訓ヘッドライ

ン等を利便性の高い教訓の一元的な管理・蓄積 
(b) 年報やデータベース以外で、教訓情報発信のた

めのワークショップを定期的に開催する。 
(c) 通常の定期研修の他に、毎年数回の失敗事例研

究を、当該案件の担当者や経験豊富なスタッフ

と若手職員とを交えて、案件の問題点、どの時

点で何をすべきであったか等議論することによ

り、生の声、暗黙知を踏まえた議論をすること

を通じて教訓を共有する。 

(3) 保健・医療機関の事例 

JICAの教訓活用・リスク管理の参考となる手法として、保健医療機関で実践されている「根拠に基づく医

療（EBM：Evidence-Based Medicine）」が挙げられる。 

「根拠に基づいた医療（EBM）」とは、「最良の医学的知見を用いる」ことにより患者に「最良の結果」を

もたらすことを目的とした、「最良の治療法」を選択する方法論である。EBMでは、患者の問題について

定式化し、問題のカテゴリーによって解決すべき手段についての情報（臨床研究結果の論文等）を検索し、

得られた情報（論文）に対する批判的吟味（critical appraisal）により当該研究成果の信頼性や適用可能性に

ついて検証を行ったうえで、エビデンスとともに患者の価値観やニーズも踏まえて、最適・最良の治療法

の選択を行うというプロセスを経る。EBMは標準化されたマニュアルといった形式知のみで適用・実践で

きるものではなく、個々の患者の特性、医療環境や医療チームの技術水準、さらには患者の価値観やニー

ズを適切に把握する必要があるため、患者や他の医療者との対話やコミュニケーション、状況判断、統合

力など、治療者としての豊富な経験と高度な技術が求められる。 

EBMのプロセスは、JICAのより良い案件形成のプロセスに役立つものと考えられる。教訓の中から、「批

判的吟味」を経て対象案件に適合した実用性の高い教訓を選定し、そうした「根拠に基づく教訓」を活用
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した案件形成を行うプロセスの構築は、予めリスクの回避や十分な対応策を検討し、かつ、より効果の高

いアプローチの適用につながる。また、対象国や分野に関する豊富で高度な知見を有する JICA 内外の人

材を動員し、過去の案件から得られた教訓を十分に吟味し、対応策を検討する体制の整備にあたっても、

参考となりうるものである。 

以下の表 3にEBMの手順を示すとともに、JICAの事業マネジメントに参考となるポイントを示す。 

表 3 EBMの手順と JICAの事業マネジメントに参考となるポイント 

 EBM JICA事業マネジメントの比較と参考となるポイント 

ステップ1 【治療を行う患者についての問題*の定式化】 
・Patient, population, problem：どのような対象に？ 
・Intervention, indicator, expose：どのような治療を

行う？ 
・Comparison, control：治療を行わない場合に比べ

て、他の治療と比べて 
・Outcome：どのように結果が異なるか？ 
 
* 問題のカテゴリーは、以下の 7 つ 
治療、予防、頻度、診断、予後、病因／危険因子、

害/副作用 

問題の定式化のプロセスは、JICA のプロジェクト

の形成段階における対応すべき課題を把握するプ

ロセスとの類似性が高い。 
・Target：どのような対象（国、地域、セクター、

受益者）？ 
・Intervention／Project：どのような介入／プロジ

ェクトを行う？ 
・Comparison, contorl：プロジェクトを行わない場

合に比べて、他の手段と比べて 
・Outcome：どのように結果が異なるか？ 
 

ステップ2 【定式化した問題を解決する情報の検索】 
・問題を解決できる適切な研究デザインを想定し、

適切なデータベースを検索することで、そのよう

な研究結果が存在するかどうか調べる。 

想定された課題を解決するための情報（問題を解決

できる過去の類似案件の評価報告書を含む関連資

料・情報）を検索し、活用可能な教訓の有無を把握

する。 

ステップ3 【検索して得られた情報の批判的吟味】 
・入手した具体的な情報（論文）について、評価を

行う。医学研究では、計画段階からデータ収集、

解析、報告に至るまで、さまざまな形で結果に影

響する要因（バイアス）が存在するため、それら

を適切に評価したうえで、当該研究結果の信頼性

（内的妥当性）と他のケースへの適用可能性（外

的妥当性）を判断する。医学的な知識に加えて、

臨床疫学や統計学などの知識も活用した検討が

必要となる。 

「批判的吟味」、すなわち、得られた情報の信頼性

と類似案件への適用可能性を、徹底的な分析・検証

によって検討判断を行い、「実用性の高い教訓」を

選び出すプロセスを標準化する。 
当該国に関する知見・経験、当該分野の専門知識・

経験、分野横断的な知見を有する人材を動員した教

訓の分析（批判的吟味）を行い、適用条件とアプロ

ーチを確認し、「教訓の適用可能性」を高める。 

ステップ4 【批判的吟味した情報の患者への適用】 
・問題の解決に向けて、得られた医学情報に加えて、

一般常識や患者の希望を含めて、最良の選択肢を

検討する。 
・標準的治療のガイドラインを現場で適用する。 

案件形成の早い段階から、実施機関に対し、類似案

件から得られた実用性の高い教訓を共有し、当該国

のニーズ・状況も踏まえて、対応策を検討する。 
組織として参照すべき教訓をレファレンスとして

まとめ、適用を促す。 

ステップ5 【上記 1～4のステップの評価】 
・ステップ 4 までの判断が適正であったかについ

て、事後評価を行い、今後の改善につなげる。 
・ガイドラインの有効性の評価（ガイドラインを用

いた結果として、①医師の診療行為が改善した

か、②患者の健康アウトカムが改善したか、の検

証） 

類似案件・教訓の適用結果について分析・評価を行

い、その有効性を検証して、次なる教訓を得て、事

業の改善につなげる。 

（出所）「診療ガイドラインの作成の手引き2007」監修 Minds診療ガイドライン選定部会 

また、保健・医療の現場では、複数の医療従事者がそれぞれの役割（責任）をもって1人の患者の診断・

治療に当たるため、カルテ（患者の症状および治療の履歴）をベースとした診断・治療体制がとられてい

るが、診断・治療に関する適切な情報共有による、誤った投薬・治療等による医療事故を防ぐためのリス
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ク管理の徹底が図られている（図 4）。計画・立案からモニタリング・評価、フィードバックといった一

連のPDCAサイクルにおける JICA事業管理体制を見ると、プロジェクトの計画概要をベースとして、JICA
担当者、途上国側の実施機関等の関係者、専門家、コンサルタント、といった複数の関係者が様々な役割

を持ってプロジェクトへの関与を行うという観点から類似性が見られる。JICAにおいても、標準化された

文書を通じた関係者間での適切な情報共有を徹底し、教訓を活用した対応策の有効性のモニタリング・検

証を行う体制・プロセスを構築することは、リスクの回避と効果の確保に重要であると考えられる。 

 

カルテ

【医療機関における教訓活用・リスク管理】

・カルテに基づいて、複数の医療従事者による診断・治療

・診断の適正化および誤診の回避のための症例検討会

・最適な治療および患者にとって望ましい治療を行い、不適切な

治療を回避するための「根拠に基づく医療」（EBM：Evidence-Based 
Medcine）

 

図 4 医療機関における教訓活用・リスク管理の概念図 

 

また、治療方法の選択は患者の意思決定に委ねられるが、医療従事者は患者の状況に即した治療を行うこ

とが求められ、かつ、医療従事者は治療の結果（健康状態の回復）についての説明責任を負う上、問題が

発生した場合には医療従事者の責任が問われる場合もある。医療現場においては、診断・治療における判

断のミスのみならず、投薬等の手順のミスや患者の取り違えにより重大な医療過誤を引き起こし、人命に

重大な影響を及ぼすこともある。そのため、これまでに発生した重大な医療事故からの反省・教訓を踏ま

え、厚生労働省および関係機関によりガイドライン等が作成され、これらを活用した人材育成と現場での

実践の徹底が図られている。医療従事者の人材育成についての重要性は高く、業務基準が設定され、組織

として実践すべき内容、方法が規定されたうえで、具体的にどのような能力を持った人材の育成が必要で

あるかを規定した詳細なガイドラインや基準が作成され、それに沿った教育・研修が行われている（図 5）。
これらのガイドラインでは、医療従事者として習得すべき知識・技術のみならず、現場で実践できる能力

が身についているか、また、適切に実践しているかといった観点での評価も含まれている。こうした取り

組みは、JICA職員として習得すべきCore Competenceを明確にし、教訓活用を含め、業務における実践を

徹底するにための人材育成体制を検討するうえで、参考となると考えられる。 
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求められる業務 人材育成の枠組み

看護者の倫理要領

看護者業務基準

（基本的考え方）
看護を行う権限と責務

（看護実践の基準）
看護実践の責務・内容・方

法・専門分化

（看護実践の組織化の基準）

看護職員の教育・研修

新人看護職員研修ガイド

ライン

（新人職員向け）技術指導例

継続教育（看護業務従事者

向け）研修計画・プログラム

新人保健師の到達目標

各項目に係るアセスメント

のチェックリスト

 

図 5 看護業務に係る人材育成の枠組み 

 

1．2 JICAにおける教訓活用上の課題と対応策（LLSの導入） 

1．2．1 教訓活用の課題と要因分析 

本調査で実施した JICA におけるプロジェクトの教訓活用に係る現状分析により、教訓の生産および活用

に係る、以下の 5 つの課題が把握された。（詳細分析結果については「別添 1：JICA における教訓活用の

現状分析」を参照）  

課題1． 教訓の利用者からは、教訓の他の類似案件への適用しやすさが求められている。教訓の利用者に

とって、教訓が使いやすいか否かという実用性の面を分析をした結果、抽出される教訓に具体的

な対応策が提示されておらず使いにくいものが多いことが確認された。 

課題2． 大量の教訓情報が、多様な媒体で保管されており、一元的に管理されておらず、アクセスしにく

い。 

課題3． 組織として活用すべき重要な教訓が選定されておらず、事業担当者は、大量な教訓情報の中から

関連する教訓情報を個別に選別せねばならず、どの教訓を使えば良いか判断し難い状況にある。 

課題4． 活用すべき重要な教訓が十分に組織内で共有されていない中、教訓の活用は事業担当者の個々の

判断によるため、教訓の活用のレベル感にばらつきがみられる。利用者側である事業担当者の教

訓を活用するために必要な能力が、個々人の事業経験のレベルにより異なることも一因であると

考えられる。 

課題5． プロジェクトの計画段階で活用が検討された教訓について、実施段階での教訓の活用状況や活用

結果を検証するプロセスが、業務フローに十分組み込まれておらず、当該教訓が実際に有効なも

のであったかどうか評価されていない。 
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表 4 教訓活用の現状分析の結果及び特定された課題と要因（まとめ） 

分析の視点 調査結果 把握された課題とその要因 

1． 教訓内容の実用性 教訓の利用者にとって、具体的対策等が

記載された教訓に対するニーズがある。 
案件別事後評価報告書で抽出された教訓

606 件のうち、「将来または実施中の類似

案件に対する提案」となっているもの（単な

る反省や問題の指摘は除く）は 428 件 
上記 428 件中、利用者の求める実用性に

耐えうると判断されるものは、155 件（全

606 件中の 26％） 

【課題 1】 
抽出される教訓において、具体的な対応策を提示され

ていないものが多く使いにくい。 
【要因】 
評価ガイドラインにおける教訓の目的・必要性の記載

が抽象的 
教訓抽出のガイディングが不十分 
「実用性のある教訓＝ナレッジ」を抽出するための分

析・加工のプロセスの整備が不十分 

2． 教訓情報への 
アクセスの利便性 

非常に膨大な教訓情報が、その種類、目

的、利用方法、過去の経緯により、様々な

媒体で保管されている。 
すべての教訓情報を一括して検索できる

システムはない。 
教訓情報の管理方法や更新頻度等、標準

化・統一化された制度はない。 

【課題 2】 
大量の教訓情報が多様な媒体で保管されているた

め、利用者が保管場所・媒体を認識していないことも

ある。 
一括して検索できるシステムがなく、教訓情報が散在

しているため、教訓情報を効率的に検索しにくい。 
【要因】 
教訓情報の管理に関する明確な方針・基準が整備さ

れておらず、一元的な管理が行われていない。 

3． 活用する教訓の 
選定 

JICA 職員を対象とするアンケート調査で

は、参照する教訓情報としては、事業評価

報告書（全回答者の 73％）、暗黙知（同

75％）が多い 
参照すべき重要な教訓が選定されている

か、が確認できる明確なプロセスはない 

【課題 3】 
活用すべき教訓について、組織として統一した基準は

整備されておらず、事業担当者がそれぞれ選び出さ

なければならない。 
他方、事業担当者は業務負担が重く、教訓の選定に

かける時間を確保することが難しいことがアンケート

から類推される。 
【要因】 
組織として、「活用すべき重要な教訓」を認定し、権威

付けするプロセスの整備が不十分である。 

4．教訓の活用状況 各事業スキームに共通して、実施プロセス

においては「案件形成段階」、PMBOK の

知識エリアでみると「スコープ」に関する教

訓の発生頻度が高い。 
事前評価表（2013 年度公表分を対象）に

おける「過去の類似案件の教訓」の記載の

分析では、78件中49件において具体的な

対応策や適用条件の記述が必ずしも十分

でない。 

【課題 4】 
案件形成段階での、プロジェクトのアプローチやデザ

インの検討において、教訓活用の状況にばらつきが

みられる。 
【要因】 
具体的な対応策と適用条件が整理されていない教訓

があるため、適用しにくい。 
提供すべき教訓の情報が、利用者（事業担当者）に十

分共有されていないと想定される。 
利用者（事業担当者）が、教訓を活用するための知

見・経験を十分に有していないという指摘もある。 

5． 教訓活用のフィー

ドバック 
計画時に記載された教訓の適用の結果の

フォロー・検証を行うプロセスは、業務フロ

ー上、特に設定されていない。 
過去10年間のJICA事業評価年次報告書

においては、「計画時におけるニーズの十

分な把握」、「実施機関の能力分析」、「関

係機関とのコミュニケーション」等、類似の

指摘が繰り返しなされている。 

【課題 5】 
計画時に参照された教訓の適用状況やその結果につ

いての検証が確認できていない。 
【要因】 
教訓の活用状況およびその結果の検証、フィードバッ

クを行うプロセスが、組織としての業務に明確に位置

づけられていない。 

（注1）*本調査では、教訓の利用者が使い易いかどうかという観点から、教訓の実用性を、「情報の具体性（記載されている

内容は具体的か）」、「論理性（評価分析に照らして論理的に整合しているか）」、「汎用性（類似案件に適用可能であるか）」、「実

現可能性（類似案件において実施可能なものであるか）」という4つの視点で分析した。 
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特に、職員へのアンケート調査やヒアリングの結果、事業担当者が他の類似案件等への適用するにあたっ

て、具体的な対応策が記載された教訓を必要としていることが確認されており、個別案件の評価結果から

抽出される素材の教訓情報から、具体的な対応策・アプローチを導き出し実用性および汎用性の高い教訓

に変換する（ナレッジ化する）必要がある。このため、実用化（ナレッジ化）に必要な要件を抽出し、そ

の要件を踏まえて専門的な知見から分析・加工する必要があることが確認された8。 

また、文献レビューや関係者へのヒアリング、アンケート等を通じ確認された結果としては、案件別事後

評価および終了時評価報告書や、事業評価年次報告書等で繰り返し類似の教訓が抽出されていること、ま

た、外務省の主催する開発協力適正会議などにおいても外部有識者等からも同様の指摘を受けている状況

も確認された。 

事業マネジメントを行う PDCA サイクル上における教訓活用では、JICA 職員を対象とするアンケート調

査、ワークショップ、ヒアリング結果によると、プロジェクト研究等により実用化（ナレッジ化）された

教訓の活用の例は比較的少なく、個別案件の事業評価結果と暗黙知の活用に頼るケースが多いことが判明

した。また、事前評価表等に記載された類似案件の教訓の活用に関する記載を見ると、教訓を踏まえた問

題解決のための対応策が具体的に記載されていないケースが確認された。 

また、案件別事後評価を分析して、教訓の発生箇所および頻度を分析した結果、案件形成時のスコープに

関連する課題に起因する教訓の発生頻度がどのスキームにおいても最も高いことが確認された。 

1．2．2 特定された5つの課題解決に向けての基本的な考え方 

前項で特定された教訓活用上の5つの主要課題を解決し、PDCAサイクル上での教訓活用マネジメントを

推進するにあたっては、まず、個別案件の評価結果から抽出される素材の教訓情報から、具体的な対応策

アプローチを導き出し、実用性および汎用性の高い教訓に変換（分析・加工）する（ナレッジ化する）た

めの教訓生産プロセスの構築・強化が必要となる。また、それらが他の類似案件等に実際に活用されるた

めには、プロジェクトのPDCAサイクルの各段階において、その活用を業務フローに組み込み、業務の標

準化と定常化を行う教訓活用プロセスの構築が重要である。さらに、こうした教訓生産サイクルが円滑に

機能し、「役立つ教訓」を生産し続けるためには、プロジェクトを担当する JICA職員を中心に、プロジェ

クトに関わる専門家やコンサルタント等の関係者の「事業の質の向上のための教訓活用」に対するモチベ

ーションと能力強化が不可欠となる。 

図 6に示すとおり、教訓活用マネジメントシステム（LLS）の導入で、教訓生産プロセスにおいて「有効

な教訓」が蓄積され、また、教訓活用プロセスとして、プロジェクトのPDCAサイクル上にそうした有効

な教訓の活用・反映が位置づけられることで、2つのプロセスが JICA事業の質の向上と業務の効率化に機

能することが期待される。 

                                                        
8 これら教訓生産における課題が抽出された現状分析については別添1参照。 
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図 6 教訓活用マネジメントシステム（LLS）の概念図 

図 7は、教訓生産プロセスの現状と、LLS導入後の教訓生産プロセスの改善案を示したものである。現状

では、様々な教訓情報が様々な媒体に散在しており、その活用にあたっては、上述の通り、各事業担当者

が自ら選定し、どのように適用すべきかを検討している状況であり、組織として個別案件からの教訓を実

用化（ナレッジ化）する標準化され、統一化されたプロセス・体制は整備されていない。本調査の成果と

して提案するLLSの一部である、教訓生産プロセス（案）は、教訓のナレッジ化に向けて、組織としての

標準化され、一元化された教訓生産プロセスを整備し、定常業務として位置づけ、ナレッジマネジメント

の一環として、持続的な教訓活用を促進することを目指すものである。具体的には、 

① ナレッジの要素となる「素材となる教訓」を個別案件から抽出する。 

② 抽出された教訓を課題別、国・地域別、事業マネジメントに関わる分野横断的、等に分類・整理

する。 

③ 個別案件からの教訓を関係事業部に「講評」として伝達する。 

④ 課題、地域・国、事業マネジメント等の知見・経験を有するナレッジ・マネジメント・ネットワ

ークを動員して、ナレッジ化（実用化）に向けた分析・加工を行う。 

⑤ ナレッジ化された教訓を組織として活用すべき教訓として、認定、権威付けを行う。 

⑥ ナレッジ化された教訓を一元的に管理・蓄積し、利用者の利便性を高める。 

という、プロセスが想定される。（教訓生産プロセスの詳細は、1．2．3参照） 
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事後評価

終了時
評価

抽出 活用

事業完了
報告
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事後評価

抽出 分析
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蓄積
DB

認定
権威付け LLS

P

D

C

A

STEP1. 評価結果、事業実施を通じ個別案件の教訓を抽出
STEP2. 抽出された教訓の分類整理（課題、国・地域、事業マネジメント）
STEP3. 関係事業部門への文書と口頭による“講評”伝達 （伝わらない→伝わるようにする）
STEP4. もう一歩踏み込んだ分析と加工による具体的な対応策の提示＝ナレッジ化＝実用化” （使えない→使えるようにする）
STEP5. 組織的に“権威付け”を行い認定 （言いっぱなし→ 重要・活用すべき教訓を選別）
STEP6. 認定された教訓は一か所にナレッジとして蓄積 （情報が散在 → アクセスしやすくする）

分類 講評

STEP1 STEP2 STEP3 STEP6STEP5STEP4

改善後

現状

教訓の活用
（定常業務化）

整理

年次評価
報告書

JICA HP
（評価検索S）

JICA HP
（評価検索S）

年次評価
報告書

○ 個別案件の評価結果は「報告書」」として外部公開
○ 評価結果は分析され、教訓・提言として「年次評価報告書」で整理
△ 抽出された“教訓”情報の質にばらつき有り、汎用性に問題あり
△ 問題・課題の具体的な“解決策アプローチ”の検討は不十分
△ 情報が多くどの教訓が組織として重要か分かりにくい

（説明責任）

（学習・フィードバック）

技術的分析によるナレッジ化 （実用化）収集・整理 結果の伝達 一元管理

教訓
シート

DB

評価部 評価部 KMネットワーク
地域部・その他

ナレッジ
管理部門

－課題・国・事業マネジメントの3領域で教訓ナレッジ化プロセスを定常業務化する－

STEP7

 
（出所）JICA評価部 

図 7 教訓生産プロセス（案） 
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（出所）JICA評価部 

図 8 プロジェクトPDCAサイクルにおける教訓活用マネジメント（案） 
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図 8は、定常業務化が求められる、教訓活用プロセス案を示したものである。業務の効率化および事業の

質の向上に向けて、組織的にナレッジとしての教訓活用を促進するにあたっては、図7で示した課題に対

応し、事業マネジメント上で、教訓を具体的にいつ、どのように活用するのかを明確化し、定常業務化す

ることが求められる。案件計画段階、実施段階、モニタリング・評価、フィードバック（改善策の検討・

反映）の各段階において、ナレッジ化した教訓を参照して対応策を検討するとともに、かつ、教訓の活用

状況を検証し、より有効なナレッジを引き出すためのフィードバックを円滑に行えるよう、PDCA の各段

階で作成される文書・資料に適切に記録・反映する体制の整備も重要である。 

1．2．3 LLSにおける具体的な対応策の提案 

前述の基本的考え方に示す、教訓生産プロセスおよび教訓活用プロセスを併せて、「LLS」として以下に改

善案を提示する。また、改善案を実施するためのツールとしての、文書・様式の提案を含めるものとする。

なお、これらの改善提案は、JICAの事業マネジメント上において、定常業務化することが望まれるが、具

体的な対応については今後実施可能性を十分に吟味したうえで、検討・導入を図ることが必要とされる。

LLSでは、以下の8つのステップとその前提となる条件（＝前提条件）を踏まえることにより、教訓の実

用化（ナレッジ化）を行い、活用を促進することを想定している。 

前提条件の整備：教訓の目的・必要性の明確化 

① ステップ1：個別プロジェクト教訓の抽出 

② 個別プロジェクト教訓の分類・整理 

③ 個別プロジェクト教訓の講評 

④ 個別プロジェクト教訓の分析・加工（ナレッジ化） 

⑤ ナレッジ認定教訓の認定・権威付け 

⑥ ナレッジ認定教訓の蓄積 

⑦ ナレッジ認定教訓の活用 

⑧ 教訓活用結果のフィードバック 

図 9は、LLSの各ステップが対応すべき課題と、想定される対応方針を示したものである。 
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評価ガイドラインに個別プロジェクト教訓の抽出のガイ
ディングを明記。統一した個別プロジェクト教訓シート
を用い、個別プロジェクト教訓の作り手の能力強化

教訓をJICAの「重要なナレッジ」として位置づけ、JICA
ナレッジマネジメントの指針に明記し、事業の効果を高
めるために教訓を活用することを明確化

個別教訓の分析・加工作業後、事業マネジメント上に
反映すべき教訓を「組織としての重要なナレッジ」＝
「ナレッジ認定教訓」として認定するための審査・認定
を一元的に行う体制・プロセスを整備、理事会への報
告し、権威付けの体制整備

検証された教訓の活用結果をフィードバックするプロセ
スを、事業マネジメント上に明確に位置づけ、同時に
教訓生産サイクルにフィードバックし「ナレッジ認定教
訓」の質・有効性を高める体制整備。

実用的な教訓生産のための「個別プロジェクト教訓」の
分析・加工のガイディングを整備するとともに、一元的
に分析・加工を行う体制を整備

効率的な類似教訓の検索を可能とし、「使える教訓」の
分析・加工を行うため、統一化された教訓の分類シス
テムにより、一元的に整理・類型化を行う体制を整備

分類整理した教訓の講評をまとめ、関係事業部へ
フィードバック

「ナレッジ認定教訓」を組織として一元的に管理する体
制整備

案件形成段階から、教訓をどのように活用するのかを
要望調査、案件採択検討、事前評価の段階で作成さ
れる各種文書に明確に記載。個別案件のモニタリン
グ・評価を通じて、反映された教訓の活用状況をモニタ
リングし、教訓の活用結果を検証するプロセスを、事業
マネジメント上に位置づけの明確化。

• 教訓の目的・必要性が必ずしも明確でない。

• 案件別評価による教訓はそのままでは使えない
ものが多い

前提：教訓の目的・必要性
の明確化

• 教訓抽出のガイディングが明確でない

• 評価者の経験・知見の違いが、教訓の内容・質
に影響する

1．個別プロジェクト教訓の
抽出

• 組織として一元的に教訓の分類を行うプロセスが
ない

• 気づきの格納・参照先が散在している

2．個別プロジェクト教訓の
分類・整理

• 毎年の事後評価から抽出・分類された教訓につ
いて関係事業部へのフィードバックがなされてい
ない

3. 個別プロジェクト教訓の
講評

• 教訓を実用化（ナレッジ化）する、分析・加工を行
う一元的なプロセスがない

• プロジェクトに反映できる実用的な教訓の分析・
加工の体制が整備されていない

4．個別プロジェクト教訓の
分析・加工

課 題 想定される対応方針

• 事業マネジメント上反映すべき「重要なナレッ
ジ」として教訓を認定し、活用を徹底するプロセ
ス・体制が整備されていない

5．ナレッジ認定教訓の

認定・権威付け

• 様々な主体により様々な媒体に教訓が蓄積さ
れ、散在している

• ナレッジサイトに蓄積される教訓情報は、更新
頻度や内容等にばらつきがある

6．ナレッジ認定教訓の
蓄積

• 教訓活用を徹底するプロセス・体制が事業マ
ネジメント上明確でない

• 案件の実施に関わる関係者に教訓が認識さ
れていない場合が多い

• 教訓の活用状況がモニタリングされず、結果
も検証されていない

7．ナレッジ認定教訓の
活用

• 組織として「ナレッジとしての教訓」を取りまと
める体制が整備されていない

• 教訓の活用結果を組織的にフィードバックする
機会が整備されていない

8．教訓の活用結果の

フィードバック

教訓生産・活用のステップ

 

図 9 教訓生産の各ステップの課題と対応方針 
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以下に、教訓生産の各ステップと、想定される対応方針および対応策の詳細を示す。 

前提：教訓の目的・必要性の明確化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教訓活用の第一歩として、JICA 職員および関係者に対し、「何のために教訓を抽出し、活用するのか」と

いう目的・必要性を明確化し、動機づけを行うことが重要である。教訓は、JICAの事業マネジメント上の

「重要なナレッジ」であり、教訓活用の最大の目的は、「JICA 事業の効果の向上」である。そのため、個

別プロジェクトの評価（事業評価）における教訓抽出の目的も、これに応じて「プロジェクトの効果およ

びその持続性の向上」として明確化することが求められる。 

また、JICAに蓄積されてきた評価から得られる教訓は、事業部において活用に向けた対応策の検討を行う

必要があり、活用を促進するにはその対応策を促す仕組みを整理する必要がある。個別プロジェクトの事

業管理、モニタリング、評価等の一連のPDCAサイクル上で浮かび上がってくる類似性の高い教訓を集め

て、分析・加工を行い、実用化に向けて「ナレッジ認定教訓」として整理することが求められる。さらに、

教訓活用の推進にあたっては、「ナレッジ認定教訓」を組織として事業運営に反映し、事業マネジメント上

活用すべき「重要なナレッジ」として位置づけられることが不可欠でる。 

 

 

目的・ 
必要性 

【課題】 

1-1 評価ガイドライン

における「教訓」の目

的・必要性が必ずし

も明確でない。 

 

1-2 案件別評価から

導き出せる「教訓」は

そのままでは使えな

いものが多い。 

【想定される対応策】 

 教訓を、JICA が「学習する組織」として事業の効果をより高めるための具

体的な改善につなげるために「重要なナレッジを形成するもの」と定義し、

位置づける。 

 教訓を 2 種類のカテゴリーに分類し、教訓として管理すべき対象を明確化

する。 

① 個別プロジェクトから得られた一次的な教訓→「個別プロジェクト教訓」

（素材） 

② 「個別プロジェクト教訓」を分類・分析・加工した二次的な教訓→「ナレッ

ジ認定教訓」 

 教訓として成立するための要件を明確化し、抽出すべき「個別プロジェクト

教訓」の定義を「JICA 事業評価ガイドライン」に明記する。 

 「ナレッジ認定教訓」については JICA として組織的な認定を行い、事業運

営に反映していくことを事業マネジメントの基本方針として位置づける。 

 

【想定される対応方針】 

教訓を JICA の「重要なナレッジ」として位置づけ、JICA ナレッジマネジ

メントの指針に明記し、事業の効果を高めるために教訓を活用するこ

とを明確にする。 
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ステップ1：個別プロジェクト教訓（素材）の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教訓活用の目的に沿って、ナレッジ化した実用的な教訓を生み出すには、個別プロジェクトの経験からの

教訓に、できるだけナレッジ化に必要な要素が含まれることが必要となる。そのため、個別プロジェクト

からの教訓を抽出・作成するには、どのような要素を教訓として記載すべきか、具体的なガイディングを

行うことが求められる。対応策としては、記載すべき教訓の要素（問題が発生した原因とその対策【誰（組

織・担当者等）が、どの時点・段階で（タイミング）、どのような課題に対して、何をすべきであったか】）

を明確にし、必要な情報を備え、かつ、具体性の高い教訓を抽出するためのガイディングを、事業評価ガ

イドラインの教訓の項目に明記することが一案として挙げられる。事業評価の際には、可能な限り、この

ガイディングの項目にそって教訓を抽出することとする。また、この教訓抽出のガイディングは、事業評

価のみならず、プロジェクトの案件形成から完了時点までのあらゆる段階において、JICA の事業担当者、

事務所、プロジェクトに関わる専門家やコンサルタント等の関係者の気づきを教訓の素材（ナレッジ）と

して蓄積できるよう、各段階で作成される報告書等の教訓の記載にあたっても参照されるよう、位置づけ

ることが必要である。 

同時に、次のステップにおける一元的な教訓の分類・整理を円滑に行うためには、プロジェクトから教訓・

気づきを抽出する際に、標準化したフォーマット（「個別プロジェクト教訓シート」）に記録する体制を整

備し、「個別プロジェクト教訓シート」により、教訓抽出のガイディングで示された教訓の要素を項目ごと

に整理して記載することが不可欠である。 

 

1.抽出 【課題】 

1-1 評価ガイドラインに

おいて「教訓」の抽出

のガイディングが必ず

しも明確でない。 

 

1-2 評価者の経験・知

見が教訓の内容・質に

影響を及ぼしており、

必ずしも「教訓」といえ

ないものも、教訓とし

て記載されている例も

散見される。 

【想定される対応策】 

 事業評価による教訓については、把握された課題への対応策も含めた

個別プロジェクト教訓の要素(誰が、どの段階で、どのような課題に対し、

何をすべきであったか)を明確にし、具体的に何を書くべきかを示す教訓

抽出のガイディングを事業評価ガイドラインに明記する。 

 評価者、事業担当者、専門家等、個別プロジェクト教訓生産者は「個別プ

ロジェクト教訓シート」を用いて教訓を抽出する。「個別プロジェクト教訓シ

ート」は事業評価ガイドラインに明記された教訓抽出のガイディングを反

映した統一フォーマットとする。 

 プロジェクトの案件形成から完了時点までの様々な段階において、JICA
本部の事業担当者、事務所、専門家、コンサルタントなど、関係者の気付

きを、教訓の素材として蓄積できるよう、各段階で作成される記録書類に

教訓・気づきの記載欄（モニタリングシート、事業完了報告書等）を設定す

る。教訓・気づきの記載にあたっては、評価ガイドラインの教訓抽出のガ

イディングを参照する。 

 教訓の抽出とその活用に向けた関係者を対象とする研修・ワークショップ

を開催する。（JICA アカデミー、専門家向け研修等） 

【想定される対応方針】 

事業評価ガイドラインにおいて「実用性のある教訓」の要素（5W1H）を明

確にした、素材となる個別プロジェクト教訓の抽出のガイディングを明記

し、統一した個別プロジェクト教訓シートを用いる。個別プロジェクト教訓

の作り手の能力強化を図る 
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図 10 個別プロジェクト教訓シート（案） 

こうした統一的で標準化されたフォーマットの活用とガイディングにより、個別プロジェクトから失敗や

成功の要因に関する情報を得ることで抽出される「素材となる教訓」の質の確保を図り、次のステップに

おける教訓の分類・整理、加工を効率的に進めることが可能となる。個別プロジェクトから抽出される教

訓の質の確保には、教訓抽出のガイディングに係る関係者（JICA職員、評価分析を行う専門家・コンサル

タント等）への研修・ワークショップ等を通じて、これら関係者の能力向上を図ることも重要である。 
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ステップ2：個別プロジェクト教訓の分類・整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状では、膨大な教訓が各媒体に散在しており、プロジェクトに教訓を活用する際の効率的な検索や効果

的な教訓の参照を阻害する要因となっていることから、類似教訓の効率的な検索を可能とし、次のステッ

プにおける「実用性のある教訓」の分析・加工を円滑に行うため、統一化された教訓の分類方法およびキ

ーワードリストを使用して、検索性を高めることも重要である。また、教訓シートに通し番号を付して、

類似教訓の蓄積・整理を円滑に行うことも求められる。併せて、素材となる教訓の一元的な品質管理（「個

別プロジェクト教訓シートの記載内容のチェック」を行う体制の整備も必要であり、一案としては、現行

の体制で評価報告書の品質管理を行っている評価部がこれを担当することが考えられる。 

 

2.分類・ 
整理 

（個別プロジェクト 
教訓） 

【想定される対応方針】 

効率的な類似教訓の検索を可能とし、「実用性のある教訓」の分析・加

工を行うため、統一化された教訓の分類システムにより、一元的に整

理・類型化を行う体制を整備する。 

【課題】 

2-1 組織として「教訓」の

分類を行うプロセスが

一元的でなく、様々な形

で教訓が取りまとめら

れている（事業評価年

次報告書、プロジェクト

研究、テーマ別評価や

過去作成の教訓データ

ベース(DB)等） 

2-2.気づきの格納先と

参照先が散在しており、

教訓のタグ付がされて

おらず、検索しにくい。

（HP（事業評価案件検

索）、有償資金協力事業

評価報告書検索 DB、

等） 

【想定される対応策】 

 個別プロジェクト教訓シートには、類似教訓の蓄積・整理のための

通し番号(code)を付し、検索性を高める。また、類似案件への教訓

の検索性を高めるため、教訓の分類にあたっては、標準化した分類

（マネジメント上の横断的教訓、テーマ別、国別・地域別等）および標

準化したキーワードのリストを作成し、これにそって分類・キーワード

を記入する。教訓の内容の記載には、教訓の要素、適用の前提条

件、想定される対応策等の記入欄を設ける。さらに、教訓の活用状

況・活用結果を把握するため、当該教訓シートの参照状況の記載欄

を設定する。 

 抽出された個別プロジェクト教訓の一元的な品質管理は評価部が

担当し、分類・整理の上、講評をとりまとめることが想定される。 
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ステップ3：個別プロジェクト教訓の講評  

 

 

 

 

 

 

 

 

現状では、案件別事後評価等について、各案件の評価報告書のコメント依頼あるいは事業評価年次報告書

の回覧等、を通じて、教訓情報の共有が行われてきているが、評価部から直接関係事業部へフィードバッ

クする機会は必ずしも十分とは言えない。個別プロジェクトから抽出される教訓の中には、適宜活用可能

なものも存在することから、例えば品質管理を行う評価部で、重要性が高く、適用可能性も高い個別プロ

ジェクトの教訓・気づきについては、関係する課題部、地域部職員、プロジェクト専門家、国際協力専門

員の他、講評内容によっては企画部や調達部など業務手続きと関連する部署の職員、等へ個々の事業評価

結果の講評等を年間業務に位置づけ、評価部が中心となって定期的に直接的なフィードバックを行うこと

が効果的と考えられる。こうした直接的なフィードバックは、関係者間での教訓・気づきの共有を促すと

ともに、事業の質の向上に向けた教訓活用の重要性に対する認識を高めることにつながることが期待され

る。 

 

3.講評 
【想定される対応方針】 

分類整理した教訓の講評をまとめ、関係事業部へフィードバックする。 

【課題】 

毎年の事後評価等から

抽出・分類された教訓

について関係事業部へ

の個別・直接的なフィー

ドバックが十分でない 

【想定される対応策】 

 事後評価結果等から導き出される個別プロジェクト教訓の講評を毎年

一定の時期にフィードバックする。個別プロジェクト教訓の質を高める

ため、関係事業部への直接的なフィードバック説明会を定例化する

（国、課題、事業マネジメントの 3カテゴリ―等の分科会形式、カテゴリ

ー別の教訓の傾向・内容についての丁寧に詳細報告し、意見交換を

行う）。 
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ステップ4：個別プロジェクト教訓の分析・加工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教訓の利用促進のために教訓の利用者にとって、適用しやすい教訓の要件を確認する観点から、案件別事

後評価等で抽出された教訓のレビューを行った。その結果、そのまま類似案件に適用することが可能な教

訓は限定的であり、個別プロジェクト教訓や気づきの多くは、複数の類似教訓を分析したうえで、ナレッ

ジ化を行い、「実用性のある教訓」として加工することが必要となる。 

他方、これまでも、テーマ別評価やプロジェクト研究等を通じて、課題別の教訓や気づきが整理されてい

るが、質・内容にばらつきがみられる。したがって、「使える教訓」を「組織としての重要なナレッジ」と

して生産するには、素材としての「個別プロジェクト教訓」から、組織全体として一元的な教訓の分析・

加工を行う体制を整備する必要がある。教訓は、国、課題、事業マネジメントの三領域で分類することが

適当であり、課題に関する教訓の分析・加工については、課題部またはナレッジマネジメントネットワー

クが、国については、地域部が、事業マネジメントについては教訓の内容に応じた関連部署（あるいは新

設の組織）が中心となり、事業経験が豊富な職員も参加し、分析加工を行うべきである。いずれのチーム

編成においても、こうした専任チームの草案作成の主力メンバーには国際協力専門員やエキスパート職群

（E 職群）の人員がなることが想定される。なお、こうした教訓の分析・加工は、「JICA の組織としての

重要なナレッジ」の整備のプロセスとなるため、JICA職員を主体とした体制整備が望まれるが、現状存在

している膨大な素材となる教訓の分析・加工にあたっては、外部専門家も動員することも検討する必要が

ある。 

また、「個別プロジェクト教訓」には、必ずしも「ナレッジ認定教訓」として「形式知化」するのになじま

ないものも含まれることが想定される。これらの「気づき」「暗黙知」も組織としては「重要なナレッジ」

であるため、「形式知化」は行わないものの、分析プロセスを通じて、分析を行う職員に蓄積され、事業マ

4.分析・ 
加工 

【課題】 

4-1 課題部、ナレッジ

マネジメントネットワ

ーク、各種調査にお

いて個別の対応が行

われており、組織とし

て「実用性のある教

訓」の分析・加工を行

う一元的なプロセスが

なく、分析・整理され

た教訓の内容・質に

ばらつきがある。 

4-2テーマ別評価やプ

ロジェクト研究の成果

では、プロジェクトに

反映できる、実用的な

ものとしての教訓の

分析・加工が必ずしも

行われていない。 

【想定される対応方針】 

実用的な「ナレッジ認定教訓」の生産のための「個別プロジェクト教訓」

の分析・加工のガイディングを整備するとともに、事業部門が主体の分

析・加工を行う体制を整備する。 

 【想定される対応方針】 

 個別プロジェクト教訓の類似教訓の分析結果を「ナレッジ認定教訓」とし

て取りまとめるためのナレッジ認定教訓シートを作成し、教訓の分析・加

工方法にかかるガイディングを整備する。「ナレッジ認定教訓シート」に

は、関連する個別プロジェクト教訓が検索できるよう関連付ける通し番

号、分類、キーワードを記載した上、ナレッジ認定教訓の要素と適用条

件、適用事例・結果等を記載する。 

 「個別プロジェクト教訓」として作成されるものの中には、必ずしも「ナレッ

ジ認定教訓」として「形式知化」になじまない「気づき」や暗黙知化されて

いるものも含まれることが想定されるため、分析段階においてこうした

「暗黙知」を類別し、これらについては「ナレッジ認定教訓」とはしない。 

 課題、国・地域、事業マネジメント等の知見・経験の豊富な職員（国際協

力専門員、E 職群、および中堅職員）の参加のもと、事業部門を主体とし

たナレッジ認定教訓生産のための分析・加工体制を整備する。 
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ネジメントに活用されることが期待される。将来的には JICA 内のコミュニケーションネットワークのイ

ンフラの改善でこうした暗黙知、気づきの共有が図られていくものと考えられる。 

 
図 11 ナレッジ認定教訓シート（案） 
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ステップ5：「ナレッジ認定教訓」の認定・権威付け  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業マネジメントに反映すべき「教訓」については、組織の「重要なナレッジ」として認定され、その活

用に向けて組織のトップマネジメントレベルで権威付けが行われることが不可欠である。ステップ4で分

析・加工された教訓について、課題、国・地域、事業マネジメント、評価等の知見・経験の豊富な管理職

以上の職員で構成されるナレッジ認定委員会を設置するなど「重要な教訓（ナレッジ）」を一元的に認定し、

権威付けを行う体制の整備が求められる。「ナレッジ認定教訓」の選定・認定体制の整備にあたっては、評

価主任制度の機能強化といった既存の制度の活用、あるいは、国際協力専門員やE職群の職員が主力認定

メンバーとなることも考えられる。当面の体制としては、評価部が事務局となり認定委員会を開催するな

どの対応が考えられる。長期的には、組織的なコンセンサスが得られた場合には、認定・権威づけを行う

独立した部署の設置も一案として考えられる。 

また、認定された教訓については、活用を促進するために「ナレッジ認定教訓シート」として整備すると

ともに、理事会など経営ボードへの報告を行い、事業マネジメントへの反映を権威づけることも重要であ

る。併せて、「ナレッジ認定教訓」の周知を行うため、年間業務とし定例化し、関係者向けのセミナー・勉

強会の開催を行うことが望ましい。 

 

 

5.認定・ 
権威付 

【課題】 

事業マネジメント上

反映すべき教訓を組

織として「重要なナレ

ッジ」として認定し、

活用を徹底するプロ

セス・体制が整備さ

れていない。 

【想定される対応方針】 

「ナレッジ認定教訓」（案）のうち、事業マネジメント上に反映すべき

教訓を「重要なナレッジ」として認定するための選定・認定を一元的に

行う体制・プロセスを整備する。同時に「組織としての重要なナレッジ」

としての「ナレッジ認定教訓」を理事会など経営ボードに報告する等、

組織として重要な教訓を認定・権威付けするための体制を整備する。 

【想定される対応案】 

 課題、国・地域、事業マネジメント、評価等の知見・経験の豊富な管理

職以上の職員によるナレッジ認定委員会を設置し、事業マネジメントの

一環として定期的にナレッジ認定教訓の認定を行い、事業マネジメント

上に反映すべき「重要なナレッジ」として「ナレッジ認定教訓」を選定し、

「ナレッジ認定教訓シート」として整備する。（事務局設置による横断的

体制または認定を行う独立部署の設置等が考えられる。） 

 認定委員会で認定された「ナレッジ認定教訓」については、事業マネジ

メントの一環として理事会など経営ボードへの報告と共有を定期的に

（例えば年一回）行い、組織としての権威づけを行い、事業マネジメント

への反映を図る。 

 JICA 職員、専門家、コンサルタント等、関係者への認定教訓の周知と

活用促進を図るため、認定教訓に関するセミナー・勉強会等を開催す

る。 
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ステップ6：ナレッジ認定教訓の蓄積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

教訓情報の散在・散逸を防ぐとともに、「重要なナレッジ」としての「ナレッジ認定教訓」の品質管理を図

るため、本調査で提案するLLSが導入され、ナレッジ認定教訓が作成・権威づけされた後、一元的な管理

を行う必要がある。LLSにおいては、ナレッジ認定教訓が作成・権威付された後に一元的に蓄積・管理で

きる「教訓の保管場所」を組織として明確に定めるべきである。その保管場所は、JICAの情報システムと

して、全組織的にアクセス・管理体制が整った基幹システムに設置し、一元的にナレッジ認定教訓を蓄積

することが望ましい。 

 

 

 

 

【想定される対応方針】 

「ナレッジ認定教訓」を組織として一元的に管理する体制を整備する 

6.蓄積 
(ナレッジ 
認定教訓) 

【想定される対応方針】 

「ナレッジ認定教訓」を組織として一元的に管理する体制を整備する 

【想定される対応案】 

 ナレッジ認定教訓を一元的に管理できる機能を構築し、①全ての「ナレ

ッジ認定教訓」がシートで一元的に収集・蓄積・管理され、②一元管理

された情報に対し関係部が自由かつ容易にアクセスできるものとす

る。 

 ナレッジ認定教訓シートを類型・番号整理し、格納する「教訓保管場所」

を組織として明確に定め、JICA 情報システムの「基幹情報システム」と

して位置づけ、整備する。（固定化・定常化） 

【課題】 

6-1 様々な主体が生

産した教訓が様々な

媒体 に散在 し て い

る。（プロジェクト研

究、テーマ別評価、

研究所の研究、事後

評価から左記プロセ

スで得た教訓） 

6-2 ナレッジネットワ

ークによるナレッジ

サイトに蓄積される

教訓情報は、開発課

題 に よ っ て 更 新頻

度、内容等にばらつ

きがある。 
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ステップ7：ナレッジ認定教訓の活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7．教訓 
の活用 

【課題】 

 

教訓活用を徹底するプ

ロセス・体制が事業マネ

ジメント上明確でなく、プ

ロジェクトの PDCA サイ

クル上での教訓活用は

必ずしも徹底されていな

い。 

 

（案件形成段階） 

事前評価表等において

類似案件の教訓の反映

を記載する欄があるも

のの、必ずしも具体的

にどのように反映したの

か明確に記載されてい

ない例が散見されてい

る。 

 

（案件実施段階） 

教訓の活用が必ずしも

明記されていないため、

案件の実施に関わる関

係者に教訓が意識され

ていない場合が多い。 

 

（モニタリング・評価） 

教訓の活用状況のモニ

タリングあるいは活用結

果を検証することが明

確に位置づけられてお

らず、報告書等に教訓

の活用状況・結果に関

する記載がされている

ことは少ない。 
 

 

【想定される対応案】 

（ナレッジ認定教訓の PDCA サイクル上参照すべき資料への反映） 
 課題別指針および国別分析ペーパーに特に重要な認定教訓については

留意点や教訓として反映する。 
 本調査で提案する「開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス」に反映

する。 
 本調査で提案する「プロジェクトリスク管理ツール」のリスク項目として反

映する。 
 
（案件形成段階） 
 在外事務所における案件形成段階から、「プロジェクトリスク管理ツー

ル」のチェック表を活用して、類似案件の教訓からリスク・課題を把握

し、想定される対応策の検討を開始する。 
 類似案件からの教訓を先方政府と共有して、対応策を検討する。 
 在外における案件形成・計画段階の文書に教訓に基づく対応策（グッ

ドプラクティスの活用を含む）の検討を入れる。 
 対応策の検討等に反映した「ナレッジ認定教訓シート」（場合によって

個別プロジェクト教訓シートでも可）を添付する。 
 

（案件形成：詳細計画・実施可能性の検討段階） 
 「プロジェクトリスク管理ツール」のチェック表で把握されたリスク・課題

について、協力準備調査、詳細計画策定調査等、案件開始前に（又は

協力計画策定のために）実施される調査の調査方針に、教訓に基づく

対応策の検討を反映する。また、これら調査の業務指示書等には調査

方針で特定された対応策につき詳細検討を行う項目も含める。 
 具体的なプロジェクトのデザインの検討にあたっては、「開発課題別の

代表的指標・教訓レファレンス」等を参照し、協力計画（ログ・フレーム

／PDM 等）を組み立て、適切な運用・効果指標を設定するとともに、リ

スクへの対応策・グッドプラクティスを協力計画として組み入れる。 
 
（案件形成：審査・採択検討段階） 
 案件計画調書・審査調書等、案件の審査・採択検討時に作成される文

書で過去の教訓活用参照元の「ナレッジ認定教訓シート」を添付する。 
 事前評価表において、モニタリング・評価の際に参照できるよう、具体

的にどのように教訓を活用するのか、記載内容の充実化を図る。その

内容についてはモニタリング・評価の際にも継承し、検証する。 
 
（案件実施・モニタリング／評価段階） 
 個別プロジェクトのモニタリングおよび事業完了時に作成される文書

（有償：PSR／PCR、無償：完了届や瑕疵検査報告書受領時の供覧文

書等、技術協力：モニタリングシート、事業完了報告書、等）において、

教訓の活用状況、活用結果について記載する項目を加え、記載を促

す。 
 事業完了報告会の有り方を見直し、当該案件の実績・成果確認のみな

らず、振り返り反省会を、当該案件の形成から携わった担当職員、当

該分野・地域に精通した職員・専門員の参加の下、教訓の活用状況、

活用結果、把握されていなかった教訓の抽出（フィードバック）を行う。 
 案件別事後評価において、事前評価表に記載された教訓の活用につ

いての結果と教訓の有効性について検証する。 

【想定される対応方針】 
案件形成段階から、教訓をどのように活用するのかを案件形成、審査、

事前評価の段階で作成される各種文書に明確に記載する。個別案件の

モニタリング・評価を通じて、反映された教訓の活用状況をモニタリング

し、教訓の活用結果を検証するプロセスを、事業マネジメント上に明確に

位置づける
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「個別プロジェクト教訓」および「ナレッジ認定教訓」を活用し、JICAプロジェクトの質の向上を図るた

めには、JICAの事業マネジメントの各段階において、教訓の活用が明示的に組み入れられることが不可欠

である。組織全体としての教訓活用の環境整備としては、課題別指針や国別分析ペーパー等の JICA 事業

の方針を示す文書に、「ナレッジ認定教訓」を明記し、案件形成の段階から認識を促すことが重要である。

また、特に、プロジェクトを実施するうえでの阻害要因や効果・持続性の阻害要因として頻出している課

題については、先方政府からの要望が出された段階など、案件形成の早い段階から「プロジェクトリスク

管理シート」を活用し、教訓を活用した対応策を検討することが求められる。加えて、本調査で提案する

「開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス」の活用により、プロジェクトの効果のロジックの組立て

（ログフレーム／PDM）や効果を測定するための指標の設定を行うとともに、レファレンスに示される「代

表的教訓」から該当する「教訓シート」を検索・参照することで、プロジェクトの計画・デザインへの教

訓の効果的な活用が期待される。さらに、事前評価表により具体的な教訓の活用を記載し、案件実施・モ

ニタリング・評価を通じて、教訓の活用状況やその結果を検証することにより、教訓の質を高めるととも

に、「組織の重要なナレッジ」の質の向上が図られ、更なる JICA事業の質の向上が期待される。案件完了

時点においても、「事業完了報告会」等の機会に、当該案件の案件形成・計画から実施に携わった職員や、

当該分野に精通した職員・国際協力専門員等の参加の下、教訓の活用状況とその結果の検証を行うととも

に、完了時点までに抽出されていなかった教訓を抽出し、関係者へのフィードバックを行うことを通じて、

暗黙知の把握と類似案件への活用も高まる。 

また、より効果的に教訓を活用するには暗黙知を動員することが重要であり、事業マネジメントの各ステ

ップにおいて、ナレッジ・マネジメント・ネットワークを活用して、「ナレッジ認定教訓」の活用方法や対

応策の検討について、事業担当者に対しコメント・助言を行う機会を設けるなどの体制を整えることも重

要である。職員へのアンケート調査の結果、多くの職員が上司、国際協力専門員等の暗黙知を活用してい

る一方、これら内部有識者に関する情報が共有化・表出化されていないことから、JICA内のコミュニケー

ションインフラ等を改善し、事業経験等から得られる教訓ナレッジを有する職員を特定できる環境を整備

し、当時の案件内容や関係者についての問い合わせが円滑かつ迅速に行えるようにするなどの取組みも併

せて実施されることが望ましい。 
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ステップ8：教訓の活用結果のフィードバック  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「実用性のある教訓」を組織としての「重要なナレッジ」として蓄積し、効果的に活用し、業務の効率化・

質の向上を図るためには、教訓の活用状況およびその結果を検証し、フィードバックするプロセスを、事

業マネジメントに明確に位置づけることが必要である。具体的には、教訓活用の検証結果を、教訓を認定

する委員会等の機関でレビューし、トップマネジメントによる教訓活用文化の形成に向けて検証結果を理

事会に報告するとともに、関係者に周知することが求められる。有効性が確認された教訓については、「グ

ッドプラクティス教訓」として事業評価年次報告書等を通じた情報公開を行うとともに、「ナレッジ認定教

訓シート」に活用された案件と活用結果についての情報を追記し、更なる活用の促進を図ることが望まし

い。他方、有効性が検証されなかった場合には、「ナレッジ認定教訓シート」で当該教訓の活用の留意点と

して記載するとともに、複数案件で有効でないことが明らかとなった場合には、ナレッジ認定教訓から除

外するなどの対応が求められる。 

 

1．2．4 LLS活用に向けた人材育成方法 

(1) LLS導入・実践に向けた研修 

LLSの目的である「組織としての重要なナレッジである教訓の活用」を事業マネジメントのサイクル上で

徹底するには、各職員の事業マネジメントに関する知識の習得・定着が重要であり、事業マネジメントを

実践するためのツールとして、LLSの各ステップで活用が想定される教訓シートの作成等に関する能力強

化が必要とされる。 

8．活用結果 
のフィード 
バック 

【想定される対応案】 

 教訓活用の検証結果を認定委員会でレビューし、有効であるとされ

た教訓については、「ナレッジ認定教訓シート」に活用された案件、活

用状況とその結果を記載する。有効性が確認されなかった教訓につ

いては、「ナレッジ認定教訓シート」にその旨記載し、当該教訓を参照

する際の適用条件や留意点を追記する。また、複数案件で有効性が

確認されなかった教訓については、「ナレッジ認定教訓」から除外す

る。 
 教訓活用の結果の認定委員会での検証結果については、理事会で

「グッドプラクティス教訓」および「ナレッジ認定教訓から除外される教

訓」として報告する。 
 有効性の高い「グッドプラクティス教訓」については、事業評価年次報

告書に掲載する他、国別分析ペーパーや課題別指針の留意点や教

訓欄に反映する。 
 事業担当者、コンサルタント、専門家向けワークショップ・勉強会を開

催して、教訓の活用結果を関係者にフィードバックする。 

【想定される対応方針】 

検証された教訓の活用結果をフィードバックするプロセスを、事業マネジメ

ント上に明確に位置づけるとともに、教訓生産サイクルにフィードバックし

「ナレッジ認定教訓」の質・有効性を高める体制を整備する。 

【課題】 

8-1 教訓活用の事例や

活用結果の記録は、事

業評価年次報告書のコ

ラムなどの記載にとど

まり、組織としてのナレ

ッジとして取りまとめる

体制は整備されていな

い。 
 
8-2 教訓の有効性が検

証されていないため、実

用化された教訓の有効

性に関するフィードバッ

クは行われていない。 
 
8-3 教訓の活用した結

果を直接関係者へフィ

ードバックする組織的な

機会は整備されていな

い。 
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LLSの実践に必要と
される

「核となる能力」＝
事業マネジメント

【個別プロジェクト教訓の抽出に係る

能力強化】

・事業評価による教訓抽出に係るガイディング

・個別プロジェクト教訓シートの作成方法

【個別プロジェクト教訓の分析・加工に
係る能力強化】

・ナレッジ認定教訓シートの作成方法

・開発課題別の代表的指標・

教訓レファレンスの作成方法

【ナレッジ認定教訓の活用に係る
能力強化】

・プロジェクトリスク管理シートの作成・活用方法

・開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス
の活用方法

・教訓シートの活用方法

 

図 12 LLSの実践に必要となる能力強化 

 

JICAの既存の人材育成体制としては、新入職員向けの導入研修、階層別研修（3年次、指導職、新任管理

職、経営職）の他、様々な能力強化のテーマに対応する JICA アカデミーがある。人材育成の方法として

は、JICA職員に関しては、これら既存の研修制度に事業マネジメントに関連する研修テーマを組み入れる

とともに、「組織として重要なナレッジ」である「ナレッジ認定教訓」の共有化を徹底するための定例のセ

ミナー・ワークショップの開催を行うことが必要である。特に、JICA 職員へのアンケートでは、JICA 職

員として「核となる知識・能力」に位置づけられるべき事業マネジメントに関連する研修へのニーズが高

い。したがって、事業マネジメント研修の強化の一環としてLLSの導入・実践に係る能力強化を図ること

は、こうしたニーズに対応することにつながるとともに、「重要なナレッジの活用」の推進の面から望まし

いと言える。また、教訓活用の促進には、JICA事業に関わる専門家やコンサルタント、途上国の実施機関

等の関係者への啓発も必要であり、これらの関係者向けの研修、セミナー・ワークショップの実施も求め

られる。LLSの導入・実践に向けて想定される研修プログラムとして、下記にとりまとめる。 

 

 

LLSで必要となる能力

強化 
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表 5 LLS導入・実践に向けて想定される研修プログラム 

研修目的 対象者 方法 テーマ・内容 

個別プロジェクト教訓の 
抽出に係る能力強化 

JICA 事業担当者 
JICA 評価部職員 
国際協力専門員 

導入研修、階層別研修の事

業マネジメントに係るテーマ

への組み入れ 
JICA アカデミーの実務研修

／事業実施運営への組み入

れ 

個別プロジェクトのモニタリン

グ・評価からの教訓抽出のガ

イダンス 
個別プロジェクト教訓シート

の作成方法 

評価分析コンサルタント 
 

評価者向けセミナー・ワーク

ショップ 
同上 

個別プロジェクトに参加する

専門家 
専門家派遣前研修 同上 

個別プロジェクトの分析・ 
加工に係る能力強化 

ナレッジマネジメントネットワ

ークメンバー、E 職群、他事業

実施経験が豊富な中堅職員・

管理職、国際協力専門員 

導入研修、階層別研修の事

業マネジメントに係るテーマ

への組み入れ 
JICA アカデミーの実務研修

／事業実施運営への組み入

れ 

ナレッジ認定教訓シートの作

成方法 
開発課題別の代表的指標・

教訓レファレンスの作成方法

（課題体系マッピング、代表

的指標のロジックモデル、等） 

ナレッジ認定教訓の活用

に係る能力強化 
JICA 事業担当者 導入研修、階層別研修の事

業マネジメントに係るテーマ

への組み入れ 
JICA アカデミーの実務研修

／事業実施運営への組み入

れ 

プロジェクトリスク管理ツール

の作成・活用方法 
教訓シートの活用方法 
開発課題別の代表的指標・

教訓レファレンスの活用方法 

ナレッジ認定教訓の共有

化 
JICA 事業担当者、国際協力

専門員 
個別プロジェクトに参加する

専門家 
評価分析コンサルタント 

ナレッジ認定教訓の認定後、

セミナー・ワークショップを開

催し結果を共有 

ナレッジ認定教訓の類似案

件への反映・対応策の検討

等 

 

なお、JICA職員のニーズとしては、より実践的な研修への要望が強いことから、実際の事例を活用した内

容や実際の業務に直結する内容（例：受講者が実際に担当している案件のプロジェクトリスク管理シート

の作成を行う実務研修）とするなどの工夫が求められる。 

また、これらに加えて、途上国の実施機関・カウンターパート機関への教訓のフィードバック・能力強化

の一環として、JICA が実施している国別・テーマ別研修において、「ナレッジ認定教訓」を紹介し、対応

策の検討などを組み入れることも一案である。 

(2) 継続的な能力向上への支援 

LLSを機能させ、事業マネジメントの効率化・円滑化とともに、JICA事業の効果・持続性の向上を図るに

は、職員レベルの能力強化に加えて、習得された知識の事業マネジメント上での実践を通じた継続的な能

力の向上を促す組織的な動機づけが不可欠である。 

動機づけの一つとしては、LLSのステップ5で示した「ナレッジ認定教訓」を組織として活用することを

徹底するためのトップマネジメント（理事会）による権威付けが挙げられる。これにより、「組織として活

用すべき教訓・ナレッジ」として周知され、事業担当者および関係者に意識付けされることになる。 
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また、案件形成段階や事業実施段階において、ナレッジ・マネジメント・ネットワークを通じて、「ナレッ

ジ認定教訓」の活用方法や対応策の検討へのコメント・助言を行うことも、事業担当者による積極的な教

訓の活用の促進につながるものと考えられる。加えて、既存の評価主任制度を見直すなどした上で、LLS
で提案する「プロジェクトリスク管理ツール」や「開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス」に基づ

いて作成される、各種文書・資料における、リスクへの対応策、プロジェクトのロジックや指標の設定、

事前評価表への教訓活用の記載内容等、についての適切なチェック・指導を行う体制を整備し、かつ、実

施中のモニタリングについてもチェック・指導を行うことで、事業担当者の教訓活用を支援することも、

効果的な動機づけとなることが期待される。 

 

ナレッジ認定教訓の
権威付け

ナレッジ・マネジメン
ト・ネットワーク等によ

る活用支援

評価主任によ
るチェック・指導

継続的な

能力向上

 

図 13 LLSへの取組みの動機づけ 
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第 2 章 開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス 

2．1 開発課題別の代表的指標・教訓レファレンスの考え方および作成方法 

2．1．1 LLSにおける開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス 

JICA では 2012 年度以降、課題別指針における開発課題体系図をベースに、協力の効果を「客観的」かつ

「定量的」に分かりやすく示すための参考とし、解決すべき開発課題や問題タイプに応じた標準的な指標

例と過去の類似案件における成功／失敗例などの代表的教訓をプロジェクト計画に反映することが可能と

なるよう、指標・教訓レファレンスを整備している。これらの取組みにおいては、スキーム別にレファレ

ンスが整備されているが、将来的には有償資金協力、無償資金協力および技術協力の3スキーム統合型の

レファレンスの整備が計画されている。本テーマ別評価では、3 スキーム統合型のレファレンスを想定し

た考え方と作成方法を、既存の JICA作成資料等に基づき検討した。 

開発課題別の代表的指標・教訓レファレンスは、LLSにおけるステップ7「教訓活用」の重要なツールの

一つとして位置づけられるものである。本レファレンスの活用により、JICA の事業担当者が案件形成・

計画立案段階において、過去の類似案件からの重要な教訓およびナレッジの活用を促進し、プロジェクト

の効果の向上を図るとともに、その効果の測定・検証方法の改善につなげることが期待される。本レファ

レンスを有効に活用するためには、アクセスが容易かつ活用しやすい執務参考資料として位置づけられる

ことが不可欠であり、課題別指針に添付されることが望ましい。 

本レファレンスは、①開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス（まとめ）、②課題体系マッピング、

③代表的指標のロジックモデル、④参照すべき教訓のポイント、の4つのコンポーネントにより構成され

る（図 14）。特に、④参照すべき教訓のポイントは、LLSのステップ4「個別プロジェクト教訓の分析・

加工」と関連付けて、「ナレッジ認定教訓」としての活用を図る重要なツールとなる。 

開発課題別の代表的

指標・教訓レファレンス
（まとめ）

• プロジェクトの重点アプローチ、解決すべき課題（プ
ロジェクト目標）、プロジェクトレベルの指標と設定の
ポイント、参照すべき教訓のポイント・参照すべきプ
ロジェクトの一覧

課題体系マッピング
• プロジェクトのアプローチの範囲、

セクター全体における位置づけ、
外部要因の把握

代表的指標の

ロジックモデル

• プロジェクトのアウトプットと運用効
果指標、期待される効果の道筋・
ロジックの把握

参照すべき教訓
• 参照すべき教訓のポイ

ントと活用方法の把握

 

図 14 開発課題別の代表的指標・教訓レファレンスの枠組み 
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本調査では、パイロット2分野（基礎教育、防災）について、試験的に代表的指標・教訓レファレンスの

作成を試みた。パイロット2分野のレファレンスの作成にあたっては、JICAが保有する既存の文書・資料

（過去の案件に基づく情報、課題別指針、ポジションペーパー等）、過去の案件別事後評価において導き出

された教訓についての詳細な分析結果に基づいて、教訓の参照すべきポイントを抽出し、類型化するとと

もに、参照活用すべき代表的な教訓を整理し、例示した。 

2．1．2 開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス（まとめ）の考え方と作成方法 

開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス（まとめ）では、開発課題別重点アプローチについて、対応

しようとするセクターの開発課題、プロジェクトで解決しようとする具体的課題、プロジェクトレベルの

指標とその設定のポイント、参照すべき教訓のポイントと参照すべきプロジェクトを一覧にまとめている。

事業担当者は、本レファレンス（まとめ）を参照することで、案件形成・準備段階において、基本的なプ

ロジェクトの枠組みおよび検討すべきポイントを、簡易に把握することができる。 

本レファレンス（まとめ）の作成にあたっては、課題別指針を補完する資料として、当該課題別指針の作

成主管部門によって作成することが望ましい。過去の開発課題別指針やポジションペーパーに加えて、本

調査で提案する LLS において抽出される「ナレッジ認定教訓」等を参考として、とりまとめることが求

められる。 

資料の位置付け

• 課題別指針の添付資料

• 具体的な案件検討時の
参照資料

活用のタイミング

• 案件形成・準備段階

• 事前評価表作成段階
• 案件のモニタリング・評価

開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス（まとめ）

 

図 15 開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス（まとめ）の作成と活用 

2．1．3 課題体系マッピングの考え方と作成方法 

課題体系マッピングは、課題別指針やポジションペーパー、課題体系図に示される重点課題やサブ分野の

当該セクターにおける位置づけやサブ分野間の関係等を把握するとともに、JICA の支援実績、今後取り

組もうとするプロジェクトの位置付けを把握することを目的として作成する。他ドナーの支援状況等の情

報も反映することで、JICAのスキーム間連携のみならず、他ドナーとの支援の重複の回避や連携の可能性

を検討することにも活用が可能となる。また、モニタリングおよび評価にも活用することで、プロジェク

トの外部条件・要因、プロジェクトの効果・持続性に影響を及ぼす要因の把握が容易となり、その分析に

も活用できる。 

課題体系マッピング案の具体例を、2.2のパイロット2分野向けに作成した案として示している。作成の体

制・手順としては以下の通り。 
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① 課題別指針を補完する資料として、各課題部において重点分野の位置付けを示すために作成する。横

軸には、当該分野の主なアプローチを置き、縦軸には対象とするレベル（一般的には行政レベル）を

置く。 

② そのうえで、案件形成・準備段階において、関係者との協議を行いながら、事業担当者が各国ごとの

課題体系マッピングを作成することが望ましい。横軸には、当該国のセクター政策を踏まえて、より

具体的な施策をマッピングし、JICAが支援を計画しているサブ分野に色付けをし、全体における JICA
の支援の位置付けを明示する。また、他ドナーの支援が行われている場合には、色を変えて、他ドナ

ーの支援が行われているサブ分野を明確にし、JICA の支援との関連性の有無もマッピング上で明ら

かにする。これにより、ドナーによる支援が行われるサブ分野とそうでない分野が明確となるととも

に、リスクの所在も把握しやすくなる。 

③ さらに、プロジェクトの実施中においても、本マッピングを活用して、モニタリングを行い、政策・

制度上の変更や他ドナー等の支援による影響を把握しつつ、必要に応じて当該プロジェクトの計画変

更等、必要な対応策を検討・実施していくことが求められる。 
 

 

図 16 課題体系マッピングの作成・活用の流れ 

 

2．1．4 代表的指標のロジックモデルの考え方と作成方法 

サブ分野のプロジェクトの効果を測定するため、主要なアウトプットとその運用指標および効果指標を、

効果の道筋として示したものが、「代表的指標のロジックモデル」である。運用指標と効果指標を明確に分

類して整理することにより、「アウトプットの活用（運用指標）⇒それによる効果」を明確に把握すること

ができ、プロジェクトで狙うべき効果とその戦略のロジックの組み立てが容易となる。なお、代表的指標

のロジックモデルで示す指標は、あくまで「代表的な指標」であり、具体的なプロジェクトの運用・効果

指標を設定する際には、プロジェクトの対象地域や国全体でのデータの信頼度、入手可能性、モニタリン

グの難易度等のデータ収集の実施可能性を検討することが不可欠である。 
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「代表的指標のロジックモデル」は、課題別指針が策定される段階で、国際協力専門員、ナレッジマネジ

メントネットワーク等、当該分野の知見のある職員との協議を行い、課題部により作成されることが望ま

しい。ただし、ロジックモデルとして論理的に適切に組み立てるには、ロジックモデルに精通した人材の

関与が不可欠である。長期的には、課題部の職員がロジックモデルの理論および構築のノウハウを習得す

ることが求められるが、当面の間はロジックモデルに精通した外部人材を活用して作成を行うことも一案

である。 

作成された代表的指標のロジックモデルは、案件形成・準備段階において、事業担当者が参照し、各プロ

ジェクトの運用・効果指標として設定するために活用することが期待される。 

2．1．5 参照すべき教訓（ここがポイント！）の考え方と作成方法 

「ナレッジ認定教訓」として認定された教訓をベースに、教訓の要素を整理し直し、「教訓のポイント」お

よび「活用方法」を抽出し、明示することを目的として、課題別指針の添付資料として作成する。これに

より、事業担当者の教訓への参照性を高め、教訓活用を促進し、プロジェクトの効果・持続性の向上を図

る。事業担当者は、案件形成・準備段階においてプロジェクトのデザインへの反映やプロジェクト実施中

に問題などが発生した場合への対応などの際に参照し、活用することができる。 

「参照すべき教訓（ここがポイント！）」は、課題別指針作成時に各課題部が、「ナレッジ認定教訓シート」

を参照し、必要に応じて「個別プロジェクト教訓シート」の情報も活用して、「教訓のポイント」および

「活用方法」としてとりまとめることが望ましい。フォーマット案としては、「効果の発現確保・向上」

と「効果の持続性確保・向上」の大きく2つの教訓に類別し、それぞれ①案件形成段階、②実施プロセス・

マネジメント、③外部要因、についての「グッドプラクティス」と「改善事項・リスク」として、マトリ

ックスの形式で取りまとめることを提案する。なお、ここで改善事項・リスクとして挙げている事項につ

いては、該当する類似案件の場合、プロジェクトリスク管理（3 章で詳述）として、案件形成段階から対

応策を検討すべきものである。 

なお、「ナレッジ認定教訓」が十分蓄積されないと、マトリックスのすべての項目を埋める作業を効率的に

行うことが難しくなる。「ナレッジ認定教訓」が十分蓄積されるまでの間は、過去に実施された案件別事後

評価、テーマ別評価やプロジェクト研究等の成果や、各課題に関する経験・知見が豊富な職員の暗黙知を

活用し、必要な「教訓」を引き出す作業が必要となる。 

2．2 パイロット2分野の開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス案 

本調査では、基礎教育および防災の2分野をパイロット分野として、開発課題別の代表的指標・教訓レフ

ァレンス案を作成した。 

2．2．1 基礎教育 

(1) 開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス（まとめ） 

技術協力プロジェクトのモデルのフォーマットをベースに、有償資金協力、無償資金協力、技術協力の3
スキームを網羅したレファレンスを作成。1ページに様々な情報がまとめられていると、参照性が高く、
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利便性は高いものの、情報が多すぎると見難くなるため、表の項目は絞り込み、プロジェクトを検討する

プロセスに沿った順に配置した。各項目の内容は以下の通り。 

① 中間目標：協力プログラムが対応する開発課題レベルとして、基礎教育ハンドブックの課題体系図か

ら抽出。学校運営改善は「就学促進・格差是正」あるいは「教育の質の向上」をサポートする内容と

して整理。 

② サブ分野：協力重点分野の3分野（「学校建設」、「教員研修」、「学校運営改善」） 

③ 中間サブ目標（プロジェクト目標）：「基礎教育協力の評価ハンドブック」（2011年11月 人間開発部

教育課題タスクフォース）で提示されたロジックモデルから抽出。なお、教員の能力強化には無償資

金協力等で支援される「教員養成校の整備・拡充」が含まれていない為、これを追加。学校運営改善

は、「学校運営体制の改善」と「地方教育行政の改善」に整理。「学校運営体制の改善」については、

ハンドブックでは「学校運営委員会」のみが取り上げられているが、無償の学校建設の運営維持管理

体制を見ると、必ずしも学校運営委員会に限らないため、「運営委員会」とはせず「運営体制」として

整理。 

④ プロジェクト目標の記載例：プロジェクトによるアウトプットを明確にし、その運用→効果のロジッ

クをわかりやすく記載。技術協力プロジェクトのモデル案では、ロジックの飛躍、あるいはアウトプ

ットとプロジェクト目標の言い換え（プロジェクト目標もアウトプットレベル）が見られる。 

⑤ プロジェクトレベルの指標：プロジェクトの効果発現の道筋が明確になるよう、プロジェクト目標記

載例に示された主なアウトプットの運用指標および効果指標の代表的な指標を記載。道筋として代表

的指標のロジックを参照することでより明確になるよう設計。学校運営改善は活動のプロセス指標が

中心となりモニタリング対象も多岐にわたるため、「プロジェクトとして何を目指しているのか」が明

確になる指標のみ記載。 

⑥ 指標設定のポイント：データ収集や計画値・目標値の設定、モニタリング設定上の留意点を記載。 

⑦ 参照すべき教訓のポイント：現時点ではまだナレッジ認定教訓がないので、例としてハンドブックや

事後評価の教訓から、「効果の発現」「持続性の確保」の観点から一般化され、重要と思われる教訓の

ポイントを記載。参照すべき教訓の要素を含むプロジェクトについては事後評価済みのプロジェクト

を選定。添付の「参照すべき教訓：ここがポイント」に詳細を記載。どのような視点で何について対

応すべきかのポイントをまとめ、また、参考文献も記載。 



テーマ別評価「プロジェクトの PDCAサイクルにおける教訓活用マネジメントの強化策の検討」 

37 

表 6 開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス（まとめ）（基礎教育）（例） 

開発戦略目標： 質の伴った初中等教育の普及

中間目標 サブ分野
中間サブ目標

（プロジェクト目標）

プロジェクト目標記載例
（ロジックモデル）

プロジェクトレベルの指標 指標設定のポイント 参照すべき教訓のポイント

協力プログラムが
対応する開発課題

レベル

当該分野の
重点アプローチ

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

（アウトプット）により（直接的アウトカム）を図
り、もって（インパクト）に寄与する。

標準的な運用指標（アウトプットの活用状況を示す指標）
標準的な効果指標（アウトプットの活用によって生み出される直

接的効果）

指標を設定するに当たっての
留意点

「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施における教訓の活用・反映上のポイント
参照すべき教訓の要素を含むプロジェクト（事後評

価済）
その他のグッドプラクティスを有するプロジェクト

【運用指標】
・整備された学校に通う生徒数
・就学できた生徒のうち女子生徒の増加数
・通学距離（平均値、最長距離）の減少
（・通学時間（平均・最長時間）の減少）

【効果指標】
・対象地域における就学率の向上
・就学生の男女比の改善
・修了者数・率の向上
・中途退学者数・率の減少

【運用指標】
・学級数の増加
・学年数の増加
・1教室当たりの生徒数の減少
（・授業時間数の増加）

【効果指標】
・1クラス当たりの生徒数の減少
・教員1人当たり生徒数の増加
・シフト制が行われている学校数/教室数の減少
・教員の負担軽減
（・対象地域における就学率の向上）
（・留年者数・率の減少）

（教育宿舎が建設
される場合）

【教員宿舎の建設】により【必要な教員の配
置】を図り、もって【就学の促進/格差の是正】
に寄与する。

【運用指標】
・必要な教員の配置

【運用指標】
・教員養成校の入学者数
・教員養成校で新たに養成された教員数
・養成された女性教員数
（・教員養成校で再訓練された現職教員数）

【効果指標】
・小中学校に配置された教員数の増加
・小中学校に配属された女性教員数の増加
（・生徒1人当たり教員数の改善）
（・教員1人当たりの生徒数の増加）
（・女子就学者数の増加）
（・学習環境の改善による就学者数の増加）

【運用指標】
・研修を受講した教員数

【効果指標】
・習得した教授技術を実践している教員数の増加
（・生徒の理解度の変化）
（・授業の質の改善）
（・生徒の学習態度・意欲の変化）

・学校運営体制の
改善

【学校運営体制の整備・改善】により【学習環
境の改善】を図り、もって【就学機会の拡大】
に寄与する。

【運用指標】
・学校活動計画により整備された施設・教材等
・コミュニティによる資金提供額
・コミュニティの学校への関心の向上

・地方教育行政の
改善

【地方教育行政の強化・改善】により【学校活
動の改善】を図り、もって【学習環境の改善】
を図る。

【運用指標】
・学校活動に対するモニタリング回数・指導件数
・各学校への予算配分
・地方教育計画の予算額の充足率
・教員配置の充足率

【効果指標】
・学校活動計画の進捗率の向上
・1教室当たり生徒数の減少・改善
（・学校環境の改善/コミュニティの学校への関心の向上による就
学者数の増加）

参照すべきプロジェクト

・児童中心型教育強化プロジェクトフェーズ1および2
（ミャンマー、技術協力）
・SMASTE理科研究授業支援プロジェクト（ザンビ
ア、技術協力）
・算数指導力向上プロジェクト（ホンジュラス、技術
協力）

就学の促進および
格差の是正

学校建設

≪施設の有効活用≫
・ドッソ県・タウア県小学校建設計画（無償）
≪施設の維持管理体制の整備≫
・コミュニティによる維持管理：貧困地域中等教育
拡充事業（フィリピン、有償）
・技術協力との連携による学校運営委員会の活用
（ドッソ・タウア県省小学校建設計画（ニジェール）、
無償）

・配置された教員数については、学校建設計画お
よび教員養成計画の妥当性を確認し、当該事業と
の整合性を確認した上で、計画値・目標値の設定
を行う。

・生徒の学校への
アクセスの改善

【小中学校/生徒寮の建設】により【整備され
た学校に通う生徒数の増加】および/あるい
は【学校へのアクセスの改善】を図り、もって
【就学の促進/格差の是正】に寄与する。

上記2つの課題を
サポート

学校運営改善

上記2つのプロジェクト目標共通

【教員研修の改善・拡充】により【質の高い教
員の増加】を図り、もって【学習環境の改善】
に寄与する。

教育の質の向上

・教員養成校の拡
充

【教員養成校の建設/拡張】により【質の高い
教員の増加）】を図り、もって【学習環境の改
善】に寄与する。

教員の能力強化

・教育データが未整備な場合、対象学校レベルで
収集可能な指標を対象として検討する。
・計画人数（現状の生徒数と将来予測に基づく想定
人数）と実績人数の確認ができるよう、ベースライ
ンデータを整備しておく。
・周辺校から新設校への転入が進むケースもある
ので、周辺校の生徒数の変化も併せて確認するこ
とが望ましい。

・学校環境の改善

【既存の小中学校の改修/教室の増設】によ
り【学校環境の改善】を図り、もって【就学の促
進/格差の是正】に寄与する。

【効果の発現確保・向上】
・学校建設へのニーズに応じた建設計画（遠隔地で学校へのアクセスの改善に重点が置かれる場合、
小規模かつ簡易なスペックでも通学距離と人口分布状況に応じた学校の配置が重要）
・施設の有効活用（質の高い学校建設は、コミュニティ・保護者らの学校への関心を高めることにつなが
り、夜間における成人識字教育の実施などの効果につながる）
・計画時の精度の高い需要予測による不測の事態の回避（想定以下の就学者数や想定以上の就学者
数の増加）

【効果の持続性】
・施設の維持監理体制の整備（コミュニティによる維持管理に必要な資金・資源・労働等の提供、技術
協力との連携による学校運営委員会を活用した維持管理体制の整備、等）
・教員採用・配置、学校の維持管理予算の配分やそれらに係る権限等、教育政策・行政の変化のモニ
タリング

・教員研修の質の
向上

【効果の発現確保・向上】
・政府/教育省の中期的な学校建設および教員養成・採用計画の慎重な検討（政府の財政状況によ
り、学校建設は進められても教員養成・採用は削減されることもあるので注意。）
・施設の有効活用（コミュニティへの講堂の貸し出し、財務的にはプラスであるが使われ方によっては施
設が痛みマイナスになることもあるので注意）

【効果の持続性】
・施設の維持監理体制の整備（ソフトコンポーネントによるマニュアル整備および技術指導）
・教員採用・配置、学校の維持管理予算の配分やそれらに係る権限等、教育政策・行政の変化のモニ
タリング

・学校運営委員会支援プロジェクト（ブルキナファ
ソ、技術協力）
・地方教育行政改善計画（インドネシア、技術協力）
・タイズ州地域女子教育向上計画（イエメン、技術
協力）
・住民参画型学校運営改善計画（みんなの学校）
フェーズ2（ニジェール、技術協力）
・南部3県におけるコミュニティ・イニシアティブによる
初等教育改善プロジェクト（ラオス、技術協力）

・活動のプロセスを示す指標、モニタリング対象（ス
テークホルダー）が多く、定性的な指標が主体とな
るが、期待される成果（誰の何を変化させるのか）
を明確にしたうえ、必要最低限な指標に絞り込む

【効果の発現確保・向上】
・プロジェクトスコープの検討（学校運営改善を手段として教育へのアクセス・質の改善を目指す）
・モニタリング・評価の対象の明確化（データがなく達成状況が判断できない指標が多くある場合には、
対象ステークホルダーの能力向上が検証できず、効果があいまいになる）
・対象地域内のすべての学校を対象にし、地域としてのまとまりによる活動の促進、地方行政組織との
連携、支援を円滑化する。
・学校運営委員会や住民等による緩やかなマッチングファンドの形成により、活動主体の連帯意識、地
域社会との関係、学校教育への関心を高める。
・モデル構築、能力強化の定着、制度化に鑑みたプロジェクト期間の検討（パイロットについては、3サイ
クルの事業実施（約3年）が必要）

【効果の持続性】
・コミュニティの負担能力の検討（コミュニティにとって負担能力を超えた過剰な資金・労働提供は行わ
ない）
・学校運営改善モデルの普及体制の検討（プロジェクト実施中の現地事情に精通したNGOの活用は、
効率的・効果的な活動の実施につながるが、当該国政府機関や行政のオーナーシップの低下を招く可
能性もあるため、出口戦略が必要）
・当事者の学校運営に係る裁量・自由度を確保によるニーズに合わせた活動の実践と経験値の蓄積
・関係者間（学校、行政、住民）の不信感を排除し、信頼関係構築のための教育改善への取組み姿勢
の明確化と会計管理の透明性の確保

≪モニタリング・評価の対象の明確化≫
・住民参画型学校運営改善計画（みんなの学校）
（ニジェール、技術協力）
≪学校運営改善モデルの普及≫
・住民参画型学校運営改善計画（みんなの学校）
（ニジェール、技術協力）

≪教育省の計画の検討≫
・クアンバ教員養成学校建設計画（モザンビーク、
無償）
≪施設の維持管理体制の整備≫
・初等教育教員養成校整備計画（セネガル、無償）

・教員が研修での習得事項を日常の授業で実践し
ているかを評価するため、評価ツールを用いて授業
観察を行い、研修内容を実践する教員の割合、実
践の度合いの変化を測定する体制を整備する必要
がある。
・教員が身に付けるべき知識・技能を習得できたか
については、理解度テストやアンケートによる検証
も必要。
・生徒の学習の変化を測定するためのツールは統
一されたものはないが、プロジェクトで学力テストを
作成し、学力の変化を測定することも検討。ただし、
テストの質により結果にばらつきがでるため、留意
が必要。

【効果の発現確保・向上】
・教育行政、地理的条件、地域特性等、基礎条件に鑑みた研修方式の検討（カスケード方式、校内研
修/クラスター方式、教授法ガイドブック方式、大学・教員養成校における教員養成・現職教員研修）
・教員研修効果の普及体制の検討（カスケード方式では段階が多くなりすぎないよう設計に留意すると
ともに、地方レベルでの研修体制・予算の確保が重要。クラスター方式では、校内研修の徹底を通じた
学校全体の能力向上を図ることが重要）
・カスケード方式による教員研修における研修内容の概念化（キーワードによる概念化・共有化は有効
だが、間違った伝達がないよう十分な整理が必要）
・現場のニーズを反映した教材開発。母語教材の開発による普及可能性の向上。
・一貫した指標による教員研修効果の把握（教員研修により何がどう変わったのか、研修・実施評価、
授業の評価（教員、生徒）において一貫した目標を設定する必要がある。）
・生徒の学習の変化・改善の評価方法の検討（方針・研修内容に応じた「生徒の学力」に重点をおいた
カスタマイズした評価法の適用）

【効果の持続性】
・教員研修の制度化に向けたアプローチの検討（運営しやすい研修システムの構築、既存の教員研修
制度をベースとしたアプローチにより行政支援・制度化を実現）
・教科を限定しない教員研修の制度化（特定教科に限定した教員研修を対象とした支援を行った場合、
他教科が対象とならないため制度化が困難）
・最終受益者である教員や生徒からの指示に関する客観的なデータ（教材等に関する満足度や理解
度、使用頻度、等）の提示により現地政府関係者の認識を促し、研修の制度化・政策支援の促進を図
る。

≪カスケード方式≫
・中等理数科強化教育強化計画フェーズ2（ケニア、
技術協力）
・初等酋長理数科教員研修強化計画プロジェクト
（フィリピン、技術協力）
≪クラスター方式≫
・貧困地域中等教育拡充事業（フィリピン、有償）
≪教員研修の制度化≫
・貧困地域中等教育拡充事業（フィリピン、有償）
・中等理数科教育強化計画フェーズ2（ケニア、技術
協力）
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(2) 課題体系マッピング（例） 

基礎教育分野については、課題別指針に示される4つのサブ分野①学校建設、②教員養成、③学校運営改

善、④教育行政強化を横軸とし、教育行政のレベル（①中央、②地方、③学校、④コミュニティ）を縦軸

とした。 

学校建設 教員養成 学校運営改善 教育行政強化

中
央
�
ベ
�

学
校
�

ベ
�

基礎教育政策：万人に対する基礎教育の普及

学校建設計画

地
方

�
ベ
�

教員養成計画

教員養成校建設学校建設

教員養成の強化

教員研修の強化

カリキュラムの改善

教科書の拡充
（質・量）

指導書・教材の拡充

学校運営改善モデルの普及

コ
ミ
�
ニ

テ
ィ

学校運営改善モデルの確立

 

図 17 課題体系マッピング（基礎教育分野） 

 

(3) 代表的指標のロジックモデル 

4 つのサブ分野ごとに、それぞれの主要なアウトプット、アウトプットの運用指標、効果指標、間接的効

果をロジックモデルで示す。
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サブ分野 問題タイプ
アウトプット

（プロジェクトによって得られる
具体的な成果物）

運用指標
（アウトプットの活用状況を示す

指標）

直接的効果
（アウトプットの活用によって生

み出される直接的効果）

間接的効果

就学機会の拡大
万人に対する質の高い基礎教

育の普及

新設された小中学校
整備された学校に通う生徒の増
加数

対象地域における就学率の向上
地域間および異集団間の就学機
会格差の是正（他地域・国の平均
値との比較）

生徒寮

就学できた生徒のうち、制約が
あった集団のアクセス改善（女
子、障害者、少数民族等の生徒
数の増加）

就学生全体での男女比、障害者
や少数民族等の比率の改善

地域の教育水準の向上

学校へのアクセス（通学距離・時
間）の改善

修了者数・率の向上/中途退学者
数・率の減少

中・高等教育への進学率の向上

改修/建て替えられた小中学校 授業時間数の増加 留年者数・率の減少

教室の増設 学級数の増加
1クラス当たりの生徒数の減少・改
善

シフト制が行われている学校数/
教室数の減少

1教室当たりの生徒数の減少/改
善

【教員宿舎が建設された場合】
必要な教員の配置

学校建設

プロジェクトレベルの標準的指標

学
校
へ
の
ア
ク
セ
ス
の
改
善

学
校
環
境
の
改
善

教員宿舎

学年数の増加

教員の負担軽減

教員1人当たり生徒数の減少/改
善

生徒の学力の向上

授業の質の向上

 

図 18 代表的指標のロジックモデル（学校建設）（例） 
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サブ分野 問題タイプ
アウトプット

（プロジェクトによって得られる
具体的な成果物）

運用指標
（アウトプットの活用状況を示す

指標）

直接的効果
（アウトプットの活用によって生

み出される直接的効果）

質の高い教員の増加 学習環境の改善 就学機会の拡大
万人に対する質の高い基礎教

育の普及

教員養成校の入学者数
小中学校に配置された教員数の
増加

地域間・異集団間での就学機会
格差の是正

教員養成校で新たに養成された
教員数

地域・少数集団の教育水準の向
上

就学生全体で少数集団の比率の
改善

中・高等教育への進学率の向上

教員養成校で再訓練された現職
教員数

対象地域における就学率の向上

【カスケード型】
研修システム（研修講師、教材開

発）

新たな教員研修カリキュラムによ
る研修コース数

教員養成校/教員研修の授業時
間数

留年者数・率の減少

習得した教授技術を実践している
教員数の増加

修了者数・率の向上/中途退学者
数・率の減少

【校内研修/クラスター研修型】
育成された指導者（指導主事・校

長）

校内研修/クラスター研修に参加
した教員数

プロジェクトレベルの標準的指標

教
員
研
修
の
質
の
向
上

教
員
養
成
校
の
拡
充

間接的効果

整備された教員養成校

育成された教官による教員養成
/現職教員研修コース

【教授法ガイドブック開発型】
教授法ガイドブック（教員用指導

書）

育成された指導者による校内

研修/クラスター研修の件数

教授法ガイドブックの内容を実践
している教員数の増加

【教員養成・現職教員研修】

（大学・教員養成校）

育成された教官（大学教官・教

員養成校教官）

養成された少数集団に属する教
員数（女性、少数民族等）

小中学校に配属をされた少数集
団に属する教員数(女性、少数民
族等）の増加

教員の能力強化

教授法ガイドブックに係る研修
を受けた教員数

新たな教員研修コースを受講し
た教員数

生徒1人当たりの教員数の改善

教員1人当たりの生徒数の改善

少数集団に属する就学者数の増

加

授業の質の改善

生徒の学習態度・意欲の変化

生徒の理解度の変化

授業目標を達成する生徒の割合
の向上

生徒の学力の向上（学力テスト
の結果等）

（学習環境の改善による）就学者
数の増加

 

図 19 代表的指標のロジックモデル（教員の能力強化）（例） 
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サブ分野 問題タイプ
アウトプット

（プロジェクトによって得られる
具体的な成果物）

運用指標
（アウトプットの活用状況を示す

指標）

直接的効果
（アウトプットの活用によって生

み出される直接的効果）

学習環境の改善 学習環境の改善 就学機会の拡大
万人に対する質の高い基礎教

育の普及

学校レベル

1教室当たりの生徒数の減少・改
善

対象地域における就学率の向上 地域間就学機会格差の是正

地域の教育水準の向上

地域レベル

能力向上された地方教育行政官
学校活動に対するモニタリング回
数・指導件数

各学校への予算配分額

プロジェクトレベルの標準的指標

間接的効果

学
校
運
営
改
善

地
方
教
育
行
政
の
強
化

設立された学校運営委員会

学校活動計画の予算額の充足
率

地域ニーズに対応した地方教
育計画

中央（教育省）との調整機能

授業の質の改善

学校運営改善

地方教育計画の予算額の充足
率

（学習環境の改善による）就学者
数の増加

能力向上された学校長

作成された学校活動計画

【学校活動計画の実施状況】
学校活動によって整備された施
設・教材等（新設・増設された教
室、配布された教科書数、整備

された教材数、等）

学校活動に関する会計報告

教員配置の充足率

コミュニティによる資金提供額

学校への関心の向上

コミュニテイの参加

教員1人当たりの生徒数の減少・
改善

学校活動モニタリング 学校による説明責任の促進

 

図 20 代表的指標のロジックモデル（学校運営改善）（例） 
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(4) 参照すべき代表的教訓（例） 

4つのサブ分野ごとの、参照すべき代表的教訓とレファレンスプロジェクトは以下の通り。 

参照すべき教訓：ここがポイント！ 

（学校建設） 

 

  グッドプラクティス 改善事項・リスク 

効
果
の
発
現
の
確
保
・向
上 

案件形成・計画 【施設の有効活用】 

質の高い学校建設は、コミュニティ（保護者、

周辺住民）の学校への関心を高めることに

つながり、施設の有効活用というインパクト

をもたらす。 

（例） 

・夜間の成人向け識字教育（ニジェール、ドッ

ソ県・タウア県小学校建設計画、無償） 

【ニーズへの対応】 

学校建設が必要となっている課題に応じた建設

計画の重要性 

・教室の定員を大幅に超え、過密状態の場合：教

室数の増加による対応が必要であるが、教員の

確保が担保されなければ、問題は解消されな

い。 

・遠隔地で学校へのアクセスが悪い場合：小規模

かつ簡易なスペックでも、通学距離に鑑みた人

口分布状況に応じた学校の配置が重要。遠隔地

の場合、教員の確保も課題となるため、教員宿

舎の建設の検討も必要 

実施プロセス・ 

マネジメント 

 

 

【相手国政府の行政手続きのモニタリング】 

教員採用・配置、生徒募集など、開校に合わせて

遅延なく行われるよう、行政的続きのモニタリン

グや、申し入れなどの実施促進が必要。 

外部要因   

効
果
の
持
続
性
の
確
保
・向
上 

案件形成・計画 【施設の維持管理体制の整備】 

住民参加型（コミュニティ）の学校運営・施設

の維持管理体制の整備により、継続的な施

設の維持管理体制を確保する。 

（例） 

・コミュニティによる維持管理に必要な資金・

資源・労働等の提供（フィリピン、貧困地域中

等教育拡充事業、有償） 

【他スキームとの連携による維持管理体制・

能力の改善】 

学校運営の改善に係る技術協力プロジェクト

等との連携により、施設の維持管理能力・体

制の改善を図る。 

（例） 

技術協力プロジェクト（みんなの学校プロジ

ェクト）により学校運営委員会が設置され、施

設の維持管理を年間学校活動計画に盛り込

まれた。（ニジェール、ドッソ県・タウア県小

学校建設計画、無償） 

 

実施プロセス・ 

マネジメント 

  

外部要因  【教育政策・行政の変化のモニタリング】 

・教員採用・配置、学校の維持管理予算の配分等

の権限や実施の体制の確認（中央、県教育局、

郡教育局、市町村、学校） 

 

個別プロジェクト教訓とナレッジ認

定教訓の蓄積によって今後記入 
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【役立つ資料】 

 基礎教育協力の評価ハンドブック（2011年）（JICA 人間開発部 教育課題タスクフォース） 

 事後評価報告書「ドッソ県・タウア県小学校建設計画（ニジェール）」（2009年） 

 事後評価報告書「貧困地域中等教育拡充事業（フィリピン）」（2011年） 
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参照すべき教訓：ここがポイント！ 

（教員の能力向上） 

 

  グッドプラクティス 改善事項・リスク 

効
果
の
発
現
の
確
保
・向
上 

案件形成・計画 【基礎条件に鑑みた研修方式の検討】 
教育行政、地理的条件、地域特性を十分考

慮して、カスケード型、クラスター型、教授法

ガイドブック開発型、大学・教員養成校にお

ける教員養成・現職教員研修、のタイプを選

定する。 
 
【教員研修効果の普及体制の検討】 
（カスケード方式） 
・カスケード方式の場合には、段階が多いと

その過程において伝達内容が薄まり、研修

効果も低減するため、カウンターパート(C/P)
機関、指導員、研修の対象となる教員の能

力等に合わせた設計とする必要がある。 
・カスケード方式では、地方レベルでの研修

予算の確保、実施体制の整備が必要となる

ため、こうした体制がない場合には、プロジ

ェクトでの取組が必要。 
（クラスター方式） 
・クラスター方式では、校内研修（研修を受け

た指導者が校内の教員への研修を行う）の

実施を徹底することで、教員の個人的レベル

の能力向上のみならず、学校組織全体の能

力向上に寄与する。そのためには、学校長

等関係者の理解・指示が重要。 

【教育政策・計画に応じた教員養成校の設計・計

画】 
教員養成人数・採用人数は、教育省の方針・予算

配分に左右されるため、中期的な学校建設計

画、教員養成計画の妥当性、実施可能性を慎重

に分析する。 
（例） 
・当該国の財政事情により、教員養成校を卒業し

ても採用されない卒業生が多数にのぼり、一時

的に全国の教員養成校の入学者が制限された。

（モザンビーク、クアンバ教員養成学校建設計

画、無償） 

実施プロセス・ 
マネジメント 

 
 

【実施条件に合わせた教員研修の設計変更】 
設計した研修の枠組みで実施した結果を分析

し、その結果を反映した軌道修正の重要性。 
（例） 
・3 段階のカスケード方式による研修システムの

問題点を把握し、2 段階に修正（ケニア、

SMASSE、技術協力、フィリピンのケースでは軌

道修正せず、研修効果を十分上げることができ

なかった） 
【一貫した指標による教員研修の効果の把握】 
・教員研修により何がどう変わったのかを把握す

るためには、研修・実施評価、授業の評価（教

員）、授業の評価（生徒）というプロセスの中で、

一貫した目標（指標）を設定し、モニタリング・評

価する必要がある。 
【生徒の学習の変化・改善の評価法の検討】 
・当該国の方針や研修内容に応じて「生徒がどれ

だけ学習できるようになったか」に重点を置い

て、カスタマイズした評価法を適用することが重

要である。 
・従来の授業評価ツールでは、「授業目標が達成

されたか」と「教材が使用されたか」、「生徒の活

動が行われたか」という次元の異なる評価項目

について、合計評価点の平均値で評価されてき

たため、授業目標が達成されなくても評価点が

向上するといった状況が見られた。 
 

個別プロジェクト教訓とナレッジ

認定教訓の蓄積によって今後

記入 



テーマ別評価「プロジェクトの PDCAサイクルにおける教訓活用マネジメントの強化策の検討」 

45 

外部要因   

効
果
の
持
続
性
の
確
保
・向
上 

案件形成・計画 【制度化のためのアプローチの検討】 
教員研修への行政支援・制度化の実現に

は、途上国側で運営しやすい研修システム

の構築、相手国の行政システムに合わせた

制度化を検討する。既存の教員研修に必要

な改善を加えるというアプローチも有効。 
（例） 
・フィリピン側で実施していた校内研修制度

を、プロジェクトで強化・普及を行った。（フィ

リピン 初中等理数科教員研修強化計画プロ

ジェクト、技術協力） 

【制度化に向けた投入の検討】 
プロジェクト終了後、当該国政府の制度として「残

すべき仕組み・活動」については、案件計画策定

時に当該国政府による予算措置を行うことを合

意することが必要。プロジェクト開始後の変更は

極めて難しい。 
【教科を限定しない教員研修の制度化の検討】 
特定の強化を対象とした教員研修を制度化する

場合、将来的に他教科にも導入するためのコン

ポーネント等の検討が重要。 
（例） 
・ケニアでは、中等理数科のみを対象とした教員

研修としたため、制度化が困難な状況となった。 

実施プロセス・ 
マネジメント 

  

外部要因   

 

 

 

 

 

 

 

【役立つ資料】 

 基礎教育協力の評価ハンドブック（2011年）（JICA 人間開発部 教育課題タスクフォース） 

 事後評価報告書「貧困地域中等教育拡充事業（フィリピン）」（2011年） 

 事業評価報告書「中等理数科教育強化計画フェーズ2（ケニア）」（2011年） 

 事業評価報告書「クアンバ教員養成学校建設計画（モザンビーク）」（2012年） 

 「評価結果の総合分析（初中等教育/理数科分野）」 



テーマ別評価「プロジェクトの PDCA サイクルにおける教訓活用マネジメントの強化策の検討」 

46 

参照すべき教訓：ここがポイント！ 

（学校運営改善／地方教育行政強化） 

 

  グッドプラクティス 改善事項・リスク 

効
果
の
発
現
の
確
保
・向
上 

案件形成・計画  【プロジェクトのスコープの検討】 
・「学校運営改善事業や側面支援する中央・地方教

育行政の能力強化を目的とする場合」と「学校運営

改善を手段として、教育へのアクセスや質の改善を

実現しようとする場合」の違いを認識することが重

要。前者では、「住民参加型の学校運営が改善す

る」などが目標となる一方で、後者は「対象校の学

習環境が改善される」などがプロジェクト目標として

設定される。後者の場合、様々な要因が影響する

ので、留意が必要。 
実施プロセス・ 
マネジメント 

 【モニタリング・評価上の検討】 
・活動のプロセスを示す指標、モニタリング対象（ス

テークホルダー）が多いうえ、定性的な指標が主体

となる。期待される成果（「誰の何を変化させるの

か」）を明確にしたうえで、必要最低限な指標に絞り

込むことが必要。 
（例） 
・「運営モデルの強化」について、データがないため

判断できない指標が多数散見され、対象のステー

クホルダーのモニタリング能力の向上・体制強化に

つながったとは言い難い状況が見られた。（ニジェ

ール、住民参画型学校運営改善計画（みんなの学

校）、技術協力） 

外部要因  【教員の配置】 
・正規教員の雇用・罷免の権限は中央政府（教育省

など）にあることが多いため、学校運営委員会を通

じた住民による教員の監督制度が導入されても、教

員の勤務態度の改善につながらない場合もある。 

効
果
の
持
続
性
の
確
保
・向
上 

案件形成・計画 【学校運営改善モデルの普及】 
・国家政策への反映による政策的な裏付け

と他ドナー等の資金の支援が重要。 
・他方、現地事情に精通したNGOをプロジェ

クトの実施において活用することは活動の

効率的・効果的な実施にプラスであるが、当

該国政府機関等のオーナーシップを低下さ

せ、活動への関与を限定的にしてしまう可能

性について留意が必要（ニジェール、住民参

画型学校運営改善計画（みんなの学校）、技

術協力） 

【コミュニティの資金・労働負担の検討】 
・コミュニティの負担能力を超えた過剰な資金・労働

提供を求めるものとならないよう、留意が必要。 

実施プロセス 
・マネジメント 

  

外部要因   

 

 

【役立つ資料】 

 基礎教育協力の評価ハンドブック（2011年）（JICA 人間開発部 教育課題タスクフォース） 

 事後評価報告書「住民参画型学校運営改善計画（ニジェール）」（2009年） 

個別プロジェクト教訓とナ

レッジ認定教訓の蓄積によ

って今後記入 
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2．2．2 防災 

(1) 開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス（まとめ） 

① 中間目標：協力プログラムが対応する開発課題レベルとして、課題別指針防災の課題体系全体図

から抽出。技術協力プロジェクトの標準案件モデルと無償、有償の実績から、「災害リスクの把

握」と「コミュニティ・社会の災害対応力向上」とした。 

② サブ分野：技術協力プロジェクトのモデルと無償、有償資金協力の実績から整理。「ハード対策

による抑止力の向上」については、有償および無償資金協力によるハードの整備の実績が多くあ

るため、洪水対策のみを対象。「地震対策」については、技術協力プロジェクトのモデルに挙げ

られているが、コンポーネントは、他のプロジェクトのコンポーネントと重複するため、除外。 

③ 中間サブ目標（プロジェクト目標）：技術協力プロジェクトのモデルおよび、無償、有償資金協

力の実績から整理。  

④ プロジェクト目標の記載例：プロジェクトによるアウトプットを明確にし、その運用→効果のロ

ジックをわかりやすく記載。技術協力プロジェクトのモデル案では、ロジックの飛躍、あるいは

アウトプットとプロジェクト目標の言い換え（プロジェクト目標もアウトプットレベル）が見ら

れる。 

⑤ プロジェクトレベルの指標：プロジェクトの効果の発現の道筋が明確となるよう、プロジェクト

目標記載例に示された主たるアウトプットの運用指標および効果指標の代表的な指標を記載。道

筋については、代表的指標のロジックを参照することで、より明確になるように設計。 

⑥ 指標設定のポイント：データ収集や計画値・目標値の設定、モニタリング設定上の体制等の留意

点を記載。防災の場合、運用指標は設定できても、実際に災害が起こらないと効果が図れないケ

ースもあるため、検証可能な効果指標の設定が困難な場合が多い。また、避難対策では、住民の

意識の変化（警報が出たら即避難などの、災害マニュアルに沿った行動の実践）が主な効果とな

るが、住民の意識調査の他は、避難訓練や実際の警報の際の住民の避難状況といったモニタリン

グデータで図ることになるため、データ収集が困難なことも予想され、現実的な指標の設定を行

うことは難しいとの専門家からのコメントがある。 

⑦ 参照すべき教訓のポイント：現時点ではまだナレッジ認定教訓がないので、例としてハンドブッ

クや事後評価の教訓から、「効果の発現」「持続性の確保」の観点から一般化され、重要と思われ

る教訓のポイントを記載。参照すべき教訓の要素を含むプロジェクトについては事後評価済みの

プロジェクトを選定。添付の「参照すべき教訓：ここがポイント」に詳細を記載。どのような視

点で何について対応すべきかのポイントをまとめ、また、参考文献も記載。技術協力プロジェク

トのモデルで挙げられているプロジェクトは実施中のものが多く、効果・持続性の確認・検証が

行われていないため、事後評価済みの案件から教訓を抽出、参照すべき教訓のポイントを追加。
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表 7 開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス（まとめ）（防災分野）（例） 
開発戦略目標： 災害に強いコミュニティ・社会づくり

中間目標 サブ分野
中間サブ目標
（プロジェクト目

標）

プロジェクト目標記載例
（ロジックモデル）

プロジェクトレベルの指標 指標設定のポイント 参照すべき教訓のポイント

協力プログラムが対
応する開発課題レ

ベル

当該分野の
重点アプローチ

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

（アウトプット）により（直接的アウトカム）を図り、もって（インパクト）に寄与す
る。

標準的な運用指標（アウトプットの活用状況を示す指標）
標準的な効果指標（アウトプットの活用によって生み出される直

接的効果）

指標を設定するに当たっての
留意点

「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施における教訓の活用・反映上のポイント 参照すべき教訓の要素を含むプロジェクト（事後評価済） その他のグッドプラクティスを有するプロジェクト

【運用指標】
・観測地点数の増加
・観測値精度の向上
・正確で早い情報伝達
・情報の正しい認識

【効果指標】
リアルタイム情報の精度の向上

【運用指標】
・気象監視能力の向上
・気象予報提供の即時性の向上

【効果指標】
・気象情報提供の改善
・気象予報の質の向上

データ分析能力の
改善

【データベースの整備】および／または【職員の能力向上】により【データ分析
能力の改善】を図り、もって【災害リスクの把握】に寄与する。

利用者の理解力の
向上

【研修の実施】および／または【啓発活動の実施】により【利用者の理解力の
向上】を図り、もって【災害リスクの把握】に寄与する。

【運用指標】
・適切に組織化された防災組織の増加
・防災組織職員の増加
・適切に組織化された民間防災組織の増加

【効果指標】
・防災施設の増加

【運用指標】
・調整メカニズムの合意
・整備されたマニュアル類の増加
・伝達される情報類の増加
・コミュニティレベル防災組織の増加
・災害時パートナーシップの合意
・研究推進体制への合意
・研究テーマの増加
・研究成果の共有と活用の増加

【効果指標】
・効率的な施策実施
・災害対応の効率化
・コミュニティでの災害対応能力向上

【運用指標】
・専門的知識を持つ行政官の増加
・防災に関連する研究者の増加
・専門的知識・技医術を持つ技術者の増加
・コミュニティリーダーの増加

【効果指標】
・防災人材の知識・技能の向上
・各レベルでの有事対応の改善
・意識の変化

洪水防御（外水対
策）

【流量低減による対策】および／または【河川改修による対策】および／また
は【維持管理能力の向上】により【洪水防御（外水対策）】を図り、もって【治水
安全度の向上や住環境の改善】または【安心・安全なまちづくり】に寄与す
る。

【運用指標】
・計画高水量流の低下
・河川流下（疎通）能力の向上
・氾濫面積の減少
・氾濫水深の減少
・氾濫継続時間の短縮

排水改善（内水対
策）

【排水能力の向上】および／または【流出の抑制】および／または【維持管理
能力の向上】により【排水改善（内水対策）】を図り、もって【治水安全度の向
上や住環境の改善】または【安心・安全なまちづくり】に寄与する。

【運用指標】
・氾濫面積の減少
・排水路疎通能力
・排水機場容量

【効果指標】
・直接被害の減少
・間接被害の減少

ハザードマップ等基
礎情報の整備

【ハザードマップの整備】および／または【基礎情報データベースの整備】によ
り【基礎情報の整備】を図り、もって【災害による人命損失の根絶】に寄与す
る。

【運用指標】
・気象監視能力の向上
・気象情報警報の即時性の向上

【効果指標】
・気象情報警報の改善
・警報発令のタイミングの改善
・気象予報の質の向上
・災害被害軽減

避難所・災害対応・
避難用機材等の整
備

【避難所の指定・整備】および／または【避難所用資機材整備】および／また
は【災害対応用資機材整備】および／または【避難用資機材整備により【避
難所・災害対応・避難用資機材等の整備】を図り、もって【災害による人命損
失の根絶】に寄与する。

【運用指標】
・避難訓練の実施

【効果指標】
・住民意識の変化

【効果の発現確保・向上】
・総合的な水資源関連対策に基づく、水資源管理の一環としての洪水制御・治水事業の取組の重要性
（例1）環境省による連携・調整をベースに、商業省（工場排水対策）、林業省（植林）、農業省（灌漑）、
保健省（公衆衛生）、等と連携して河川保全を実施
・ハード対策ではある程度までの災害の抑止は可能だが、完全に災害を防ぐことはできず、被害の規
模をできる限り小さくするためにはソフト対策が重要。当該地域に適したハード対策・ソフト対策の組み
合わせの検討が必要。

【効果の持続性】
住民のニーズを反映した取り組みによる円滑な運営維持管理
（例2）住民（組織）やNGOが参加した、水質保全・環境保護、防災に向けた取組、河川の船型変更後に
新たに発生した土地の有効利用法の検討、など

・整備された施設が想定の効果を発揮するには、現場技術者による施設の運営維持管理に係る能力
が重要。
（例3）中級・初級技術者の指導を行う水利指導者を育成し、現場技術者による治水・砂防施設の品質
管理、適切な維持管理能力の向上。

・維持管理の不備による機能不全は大きな被害につながるため、運営維持管理に必要な予算につい
ての優先的な配分の有無、洪水発生後の緊急メンテナンスに係る費用への予算確保の有無の確認
（例4）洪水防御に係る運営維持管理業務への優先的予算配分、洪水発生後の緊急メンテナンスに係
る緊急時予算の確保、等

＜法制度・規則を踏まえた体制構築＞
・チタルム川上流域治水事業（I）（II）（インドネシア、有償）

＜住民参加型による河川保全活動＞
・チタルム川上流域治水事業（I）（II）（インドネシア、有償）

＜施設の運営維持管理体制・能力の確認＞
・水利人材養成プロジェクト（中国、技術協力）

＜運営維持管理予算の確保＞
チタルム川上流域治水事業（I）（II）（インドネシア、有償）

・治水行政機能強化プロジェクト（フィリピン、技術協力）
・河岸侵食対策技術プロジェクトフェーズ２（ラオス、技術協力）
・中部地域災害に強い社会づくりプロジェクト（ベトナム、技術協
力）
・ジャカルタ市内貧困地区排水改善計画（インドネシア、無償）
・プノンペン市排水防御・排水改善計画（カンボジア、無償）
・長江堤防補強計画（中国、無償）

上記2つのプロジェクト目標共通

・対象国における河川砂防技術基準の有無を
確認する。
・当該河川の最大流量や降雨量、洪水氾濫
面積記録、被害建造物等の蓄積データの有
無を確認する。

【効果の発現確保・向上】
・予警報の発令に十分な能力があるか、ない場合には技術協力等との連携により強化を図る必要があ
る。
・防災マップ等のツールを活用しながら、当該地域の災害リスクに対する認識を深め、防災訓練の実
施、災害に対するコミュニティの啓発、避難路や避難所の検討を行うことが必要。
・対象地域・コミュニティに発生する可能性がある自然災害（災害履歴、ない場合には他の被災事例）、
その想定される被害（人的・物的・経済的）、現況（人口、建物分布・強度、防災構造物の配置、防災組
織・体制、等）を正確に把握する。
・災害種やコミュニティにより、災害情報の伝達手段は異なることから、特性を把握したうえで、情報伝
達手段を検討することが不可欠。

【効果の持続性】
・機材稼働に必要な安定的な電力供給等や電気代の支払いが確実に行われるかについての確認が
必要。
（例3）民間による電力供給を予定していたが、関連政府機関からの許可を得るまでに時間を要し、稼働
が遅れ、供給開始までの間は自家発電による短時間稼働にとどまった。また、電力供給開始後も不安
定な電圧により一部機材の故障を招いた。
（例4）費用便益試算が計画段階で行われず、設備の連続稼働による電気代の支払いが大きな負担と
なっている。

＜世銀、UNDPとの協調＞
・第5次多目的サイクロンシェルター建設計画（バングラデシュ、
無償）

＜専門家派遣、技術協力、無償の複数スキームによる相乗効
果＞
・ライヌラー河洪水予警報システム整備計画（パキスタン、無償）

・気候変動に対応した防災能力強化プロジェクト（スリランカ、技
術協力）
・テヘラン地震災害軽減プロジェクト（イラン、技術協力）
・大洋州地域コミュニティ防災能力強化プロジェクト（フィジー・ソ
ロモン、技術協力 ）
・ジャカルタ首都圏水害軽減組織強化プロジェクト（インドネシア、
技術協力）
・気象予測及びデータ解析のための人材育成プロジェクト（モン
ゴル、技術協力）
・気象情報ネットワーク改善計画（モンゴル、無償）
・漢江洪水予警報機材整備計画（中国、無償）
・マヨン火山周辺地域避難所整備計画（フィリピン、無償）
・ダム放流に関する洪水予警報能力強化（フィリピン、技術協
力）
・カリブ災害管理プロジェクトフェーズ2（カリブ地域、技術協力）
・気象観測能力災害対策向上計画（サモア、無償）
・気象観測装置整備計画（ミャンマー、無償）
・サイクロン「ナルギス」被災地小学校兼サイクロンシェルター建
設計画（ミャンマー、無償）
・第5次多目的サイクロンシェルター建設計画（バングラデシュ、
無償）
・気象サービス計画（モーリシャス、無償）

予警報機材・システ
ムの整備

住民の組織化・訓
練等

【効果の発現確保・向上】
・予防策の推進および迅速かつ効果的な災害対応には、各部局・組織間の責任分担や予算措置、連
携体制を明確にする必要がある。
・防災事業には各行政機関との横断的な情報共有・連絡や組織間の調整が必要となる。一元的に行う
災害管理センター等の設置も一案。
（例1）関連機関をまきこんで活動を行うことによって、政策レベルと事業実施レベルにおける効果発現
が促進される。

・マニュアル・ガイドラインの整備とそれによる訓練が重要。
・災害の予防策の確実な実行には、各種技術基準を含む法体系の整備が不可欠。
・災害に対する国の活動方針を規定した防災木基本計画や、具体的な対応を規定した地域防災計画
（予防、応急対応、復興・復旧）の策定が重要。
・災害対応は行政のみではできないため、官民学の連携を法令およびガイドラインにおいて責任範囲
および活動事項を定めておく必要がある。
・あらゆるレベルでの啓発活動・育成が重要。
（例2）小学校で災害軽減教育が実施された。
（例3）学会が設立され、大学レベルで防災分野の修士コースが開設された。
（例4）国家技術者資格取得により、指導者のレベル向上が客観的に測定された。

＜国家計画への防災軽減対策の反映、関係機関による減災活
動協力＞
・自然災害軽減支援プロジェクト（ネパール、技術協力）

＜子どもの啓発＞
・同上

＜高等教育機関における防災教育＞
・同上

＜国家資格取得＞
・水利人材養成プロジェクト（中国、技術協力）

・防災能力向上プロジェクト：“BOSAI”（フェーズ1）（中米広域、
技術協力）
・カリブ災害管理プロジェクト（バルバドス、技術協力）
・火山地域総合防災プロジェクト（インドネシア、技術協力）
中部地域災害に強い社会づくりプロジェクト（ベトナム、技術協
力）
・災害リスク削減・管理能力向上プロジェクト（フィリピン、技術協
力）
・防災能力向上プロジェクト（タイ、技術協力）
・防災能力向上プロジェクト フェーズ2（タイ、技術協力）
・気候変動に対応した防災能力強化プロジェクト（スリランカ、技
術協力）
・水利人材養成プロジェクト（中国、技術協力）

連携体制の改善

【中央政府組織間の連携体制の構築】および／または【中央‐地方‐地域（コ
ミュニティ）間の連携体制の構築】および／または【官‐民‐学の連携推進】に
より【連携体制の改善】を図り、もって【コミュニティ・社会の防災力の向上】に
寄与する。

防災人材の育成

【防災・災害対応に従事する人材の育成】により【防災人材の育成】を図り、
もって【コミュニティ・社会の防災力の向上】に寄与する。

コミュニティ・社会の
災害対応力向上

防災体制の
確立・強化

防災組織強化

【政府（中央・地方）組織の強化】および／または【民間防災組織の強化】に
より【防災組織強化】を図り、もって【コミュニティ・社会の防災力の向上】に寄
与する。

ハード対策による
抑止力の向上
（洪水対策）

【観測能力の向上】および／または【予警報基準の策定】および／または【予
警報伝達手段の確保】により【予警報機材・システムの整備】を図り、もって
【災害による人命損失の根絶】に寄与する。

【住民の組織化】および／または【啓発・訓練】により【住民の組織化・訓練
等】を図り、もって【災害による人命損失の根絶】に寄与する。

予警報・避難対策
の整備

参照すべきプロジェクト

災害リスクの把握
災害リスクの把握

（気象）

気象情報の取得精
度の改善

【気象観測能力の強化】および／または【観測データ伝達能力の強化】により
【気象情報の取得精度の改善】を図り、もって【災害リスクの把握】に寄与す
る。

①リアルタイムなのか、一日数回程度なのか
②標準的な項目をどの程度網羅しているか
③有無、対象項目（降水量、気温、湿度、風
速など）
④例：的中率など
（補助）
①何kmメシュか

【効果の発現確保・向上】
・観測データ分析に十分な能力があるか、ない場合には技術協力等との連携により強化を図る必要が
ある。
（例１）プロジェクト実施前に機材活用法の指導などが行われたうえで、さらに気象予測・データ解析に
関する人材育成が行われ、利用者が使いやすい気象情報サービスの提供が促進された。
（例2）カウンターパートの理数科能力が低く、応用的な活用が困難である。
・防災マップ等のツールを活用しながら、当該地域の災害リスクに対する認識を深め、防災訓練の実
施、災害に対するコミュニティの啓発、避難路や避難所の検討を行うことが必要。

【効果の持続性】
・機材稼働に必要な安定的な電力供給等や電気代の支払いが確実に行われるかについての確認が
必要。
（例3）民間による電力供給を予定していたが、関連政府機関からの許可を得るまでに時間を要し、稼働
が遅れ、供給開始までの間は自家発電による短時間稼働にとどまった。また、電力供給開始後も不安
定な電圧により一部機材の故障を招いた。
（例4）費用便益試算が計画段階で行われず、設備の連続稼働による電気代の支払いが大きな負担と
なっている。

＜専門家派遣、技術協力、無償の複数スキームによる相乗効
果＞
・「気象予測及びデータ解析のための人材育成プロジェクト（モン
ゴル、技術協力）

＜実施機関の能力強化の必要性＞
・モウルビバザール気象レーダー設置計画（バングラデシュ、無
償）
・気象監視システム整備計画（ラオス、無償）

＜関連インフラ・サービス、予算確保の必要性＞
・モウルビバザール気象レーダー設置計画（バングラデシュ、無
償）
・気象監視システム整備計画（ラオス、無償）

・気象水文業務改善計画プロジェクト（ラオス、技術協力）
・日中気象災害研究センタープロジェクト（中国、技術協力）
・気象予測及びデータ解析のための人材育成プロジェクト（モン
ゴル、技術協力）

予測（予報）能力の
改善

【短期予報の能力向上】および／または【中長期予報の能力向上】および／
または【予報結果の公表・伝達能力向上】により【予測（予報）能力の改善】を
図り、もって【災害リスクの把握】に寄与する。
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(2) 課題体系マッピング（例） 

防災については、防災の4つの段階①災害予防、②事前対応・減災、③災害対応／救援、④復旧・復興、

を横軸とし、防災のアプローチ（活動主体）（①公助、②共助、③自助）の3つを縦軸とした。 

：事後評価対象案件に該当がなかったサブ目標のうち、モデルとなっているもの ：関連性の図示：サブ目標ではないが注目すべき活動

空白部分

災害予防 事前対応／減災 災害対応／救援 復旧・復興

公
助

自
助

モデル⑦⑧

「ハード対策による抑止
力の向上」

共
助

モデル⑤

「防災体制の確立・強化（連携
体制の構築）」

暮らし
向きの
回復

モデル⑨
「予警報・避難対策の整備」

被災地の
再建

モデル③

「地域コミュニティとの共有（防災マップの作
成等）」

モデル④「法整備・計画策定」

経済的な備え

被害状況・応急対応
ニーズの把握

モデル⑩「応急対応体
制整備」

救命・救
助活動
実施

救急医療実施

緊急（一次）避難

食糧・飲
料水・生
活物質
の供給

応急的仮設住宅の確保

保健医療対策

復旧復興ニーズの把握

復旧復興
体制整備

復旧復興計画策定

生活インフラ
の復旧復興

公共サービス
の復旧復興

経済システム
の復旧復興

：過去3か年の事後評価対象案件の位置付け（無償8件、有償7件、技協6件） ：他スキームによる支援

モデル⑥「防災体制の確立・強化（防災人材育成）」：コミュニティリーダー

モデル⑥「防災体制の確立・強化（防災人材育成）」：政府職員

住宅の耐震化

コミュニティによる施設管理

防災知識の向上（防災教育）

防災訓練

こころのケア

モデル①②「災害リスクの把握」

災害保険

黒字

赤字  

図 21 課題体系マッピング（防災分野） 

 

(3) 代表的指標のロジックモデル（例） 

10のモデルのうち、3つについてそれぞれの主要なアウトプット、アウトプットの運用指標、効果指標、

間接的効果をロジックモデルで示す。 
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中間サブ目標 問題タイプ アウトプット 運用指標 直接的効果 間接的効果

プロジェクトレベルの標準的指標

予
測
（予
報
）能
力
の
改
善

災
害
�
ス
ク
の
把
握
（気
象
）

気
象
情
報
の
取
得
精
度
の
改
善

デ
ー
タ
分
析
能

力
の
改
善

利
用
者
の
理
解
力

の
向
上

研修の実施（行政官）、研修の実施（メ

ディア等）、啓発活動の実施（住民等）

など

データ分析能力の改善

気象観測能力の強化

観測データ伝達能力の強化

短期予報の能力向上

気象情報伝達システムの構築、自動

気象情報伝達システムの構築、表示

システム等の改善、マニュアル類の

整備、メンテナンス人材の育成など

従来手法による予報精度向上、数値

モデルの導入、予報官の能力向上な

ど

気象レーダーの設置・改善、観測所の

増加、観測機材の更新、自動観測所

の設置、観測マニュアルの整備、観測

員の能力向上など

利用者の理解力の向上

中長期予報の能力向上

数値モデルの導入、予報官の能力向

上など

予報結果の公表・伝達能力向上

公表・伝達のメカニズム構築など

データベースの整備、職員の能力向

上

情報の正しい認識

正確で早い情報伝

達

観測値精度向上

観測地点数の増加

リアルタイム情報の精度

向上

気象災害リスクの把握

予報期間の拡大

気象情報の多方面への

活用

気象サービスの普及

 

図 22 代表的指標のロジックモデル（災害リスクの把握（気象））（例） 
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中間サブ目標 問題タイプ アウトプット 運用指標 直接的効果 間接的効果

プロジェクトレベルの標準的指標

排
水
改
善
（内
水
対
策
）

ハ
ー
ド
対
策
に
よ
る
抑
止
力
向
上
（洪
水
対
策
）

洪
水
防
御
（外
水
対
策
）

流量低減による対策

内容：治水ダム・調整池・

放水路等の建設など

氾濫水深の減少

計画高水流量

の低下

直接被害の減少
治水安全度の向上

安心・安全なまち

河川改修による対策

内容：河道の拡幅・浚渫、

堤防の建設、捷水路の

建設、河口部の改修など

維持管理能力の向上

内容：管理用資機材の整

備、マニュアル類の整備、

人材育成など

排水能力の向上

内容：排水路の整備、排

水機場（ポンプ施設）の

整備など

流出の抑制

内容：調節池の建設、雨

水浸透施設の建設など

維持管理能力の向上

河道流下（疎通）

能力の向上

氾濫継続時間

の短縮

氾濫面積の減少

間接被害の減少 住環境の向上

内容：管理用資機材の整

備、マニュアル類の整備、

人材育成など

域内の移動時間の短縮、

物質の移動の改善、健康

改善、民生の安定

浸水戸数の減少、被害人

口・被害額の減少、浸水

期間の減少

家計の改善、水系感染症

の減少

居住不適地に居住する世

帯・流入する住民数の減

少、アクセスの向上

 

図 23 代表的指標のロジックモデル（ハード対策による抑止力向上：洪水対策）（例）
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中間サブ目標 問題タイプ アウトプット 運用指標 直接的効果 間接的効果

プロジェクトレベルの標準的指標

連
携
体
制
の
改
善

防
災
体
制
の
確
立
・強
化

防
災
組
織
強
化

防
災
人
材
の
育
成

コミュニティレベルの防災

組織の形成

行政官の育成

技術者の育成

研究者の育成

防災情報伝達

ネットワークの構築

官－民－学の

連携推進

防災・災害対応に従事す

る人材の育成

コミュニティリーダーの育

成

政府（中央・地方）組織の

強化

民間防災組織の強化

民間防災組織の強化

中央政府組織間の

連携体制の構築

中央－地方－地域（コ

ミュニティ）間の連携体制

の構築

組織間調整メカニズムの

構築

役割分担の明確化

マニュアル類の整備

調整メカニズムの構築

役割分担の明確化

マニュアル類の整備

防災センターの設置

災害時パートナーシップ

（PPP）の構築

役割分担の明確化

マニュアル類の整備

研究推進体制の構築

研究成果共有メカニズム

の構築

組織の提示

機能の提示

体制（人員・機材等）の提

示

防災情報伝達

ネットワークの構築

専門的知識を持つ行政官

の増加

整備されたマニュアル類

の増加

コミュニティリーダーの増

加

整備されたマニュアル類

の増加

整備されたマニュアル類

の増加

防災に関連する研究者の

増加

専門的知識・技術を持つ

技術者の増加

適切に組織化された防災

組織の増加

調整メカニズムの合意

調整メカニズムの合意

災害時パートナーシップ

の合意

研究成果の共有と活用の

増加

コミュニティレベル防災組

織の増加

研究推進体制への合意

研究テーマの増加

適切に組織化された民間

防災組織の増加

防災組織職員の増加

伝達される情報類の増加

伝達される情報類の増加

防災施策の増加

災害対応の効率化

効率的な施策実施

コミュニティでの災害対応

能力向上

防災力の向上

避難経路・場所の整備

防災関連イベントの開催

避難訓練実施件数の増加

地区防災リーダー人数の増

加

災害に強い工法の開発・

普及

災害情報・知識の普及

 

図 24 代表的指標のロジックモデル（防災体制の確立・強化）（例） 

 



テーマ別評価「プロジェクトの PDCA サイクルにおける教訓活用マネジメントの強化策の検討」 

53 

(4) 参照すべき教訓（例） 

参照すべき教訓：ここがポイント！ 

（災害リスクの把握（気象）） 

  グッドプラクティス 改善事項・リスク 
効
果
の
発
現
の
確
保
・向
上 

案件形成・計画 【予警報システムの運営体制の確認】 
予警報の発令に十分な能力があるか、ない

場合には技術協力等との連携により強化を

図る必要がある。 
（例） 
・プロジェクト実施前に機材活用法の指導な

どが行われたうえで、さらに気象予測・デー

タ解析に関する人材育成が行われ、利用者

が使いやすい気象情報サービスの提供が

促進された。（モンゴル、気象予測及びデー

タ解析のための人材育成プロジェクト、技術

協力） 
・実施機関の能力不足により、予警報が発令

できない状況にある。（バングラデシュ、モウ

ルビバザール気象レーダー設置計画、無

償） 

【災害リスクの把握の重要性】 
対象地域・コミュニティに発生する可能性がある自

然災害（災害履歴、ない場合には他の被災事例）、

その想定される被害（人的・物的・経済的）、現況（人

口、建物分布・強度、防災構造物の配置、防災組

織・体制、等）を正確に把握する。 
【適切な情報伝達手段の検討】 
災害種やコミュニティにより、災害情報の伝達手段

は異なることから、特性を把握したうえで、情報伝

達手段を検討することが不可欠。 
【行政とコミュニティの協働による避難体制の整備

の検討】 
防災マップ等のツールを活用しながら、当該地域の

災害リスクに対する認識を深め、防災訓練の実施、

災害に対するコミュニティの啓発、避難路や避難所

の検討を行うことが必要。 
 

実施プロセス・ 
マネジメント 

  

外部要因  【関連インフラ・サービスの確認】 
レーダー等の機材の稼働に必要な安定的な電力供

給等が確実に行われるかについての確認が必要。

（例） 
・民間による電力供給を予定していたが、関連政府

機関からの許可を得るまでに時間を要し、稼働が遅

れ、供給開始までの間は自家発電による短時間稼

働にとどまった。また、電力供給開始後も不安定な

電圧により一部機材の故障を招いた。（バングラデ

シュ、モウルビバザール気象レーダー設置計画、

無償） 
 

効
果
の
持
続
性
の

確
保
・向
上 

案件形成・計画   
実施プロセス・ 
マネジメント 

  

外部要因   

 

 

 

 

【役立つ資料】 

 課題別指針 防災（2009年） 

 事後評価報告書「モウルビバザール気象レーダー設置計画（バングラデシュ）」（2011年） 

 事後評価報告書「気象予測及びデータ解析のための人材育成プロジェクト」（2011年） 

個別プロジェクト教訓とナレッジ

認定教訓の蓄積によって今後

記入 
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参照すべき教訓：ここがポイント！ 

（防災対策の確立・強化（防災人材育成）（連携体制の構築）） 

 

  グッドプラクティス 改善事項・リスク 

効
果
の
発
現
の
確
保
・向
上 

案件形成・計画  【防災事業体制の検討】 
予防策の推進および迅速かつ効果的な災害対応に

は、各部局・組織間の責任分担や予算措置、連携体

制を明確にする必要がある。防災事業には各行政

機関との横断的な情報共有・連絡や組織間の調整

が必要となるため、一元的に行う災害管理センター

等の設置も一案。マニュアル・ガイドラインの整備と

それによる訓練が重要。 
【法体系の整備の重要性】 
災害の予防策の確実な実行には、各種技術基準を

含む法体系の整備が不可欠。また、災害に対する

国の活動方針を規定した防災木基本計画や、具体

的な対応を規定した地域防災計画（予防、応急対

応、復興・復旧）の策定が重要。 
【連携体制および啓発活動の重要性】 
災害対応は行政のみではできないため、官民学の

連携を法令およびガイドラインにおいて責任範囲お

よび活動事項を定めておく必要がある。また、あら

ゆるレベルでの啓発活動・育成が重要。 
 

実施プロセス・ 
マネジメント 

  

外部要因   

効
果
の
持
続
性

の
確
保
・向
上 

案件形成・計画   

実施プロセス・ 
マネジメント 

  

外部要因   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【役立つ資料】 

 課題別指針 防災（2009年） 

個別プロジェクト教訓とナレ

ッジ認定教訓の蓄積によって

今後記入 
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参照すべき教訓：ここがポイント！ 

（ハード対策による抑止力の向上） 

 

  グッドプラクティス 改善事項・リスク 

効
果
の
発
現
の
確
保
・向
上 

案件形成・計画 【法制度・規則を踏まえた体制構築】 
総合的な水資源関連対策に基づく、水資源管理の一

環としての洪水制御・治水事業の取組の重要性 
（例） 
・環境省による連携・調整をベースに、商業省（工場排

水対策）、林業省（植林）、農業省（灌漑）、保健省（公衆

衛生）、等と連携して河川保全を実施（インドネシア、チ

タルム川上流域治水事業（I）（II）、有償） 

【ハード対策とソフト対策の組み合わせの

検討】 
ハード対策ではある程度までの災害の抑

止は可能だが、完全に災害を防ぐことは

できず、被害の規模をできる限り小さくす

るためにはソフト対策が重要。当該地域

に適したハード対策・ソフト対策の組み合

わせの検討が必要。 
実施プロセス・ 
マネジメント 

  

外部要因   

効
果
の
持
続
性
の
確
保
・向
上 

案件形成・計画 【住民参加型による河川保全活動】 
住民のニーズを反映した取り組みによる円滑な運営

維持管理 
（例） 
・住民（組織）や NGO が参加した、水質保全・環境保

護、防災に向けた取組、河川の船型変更後に新たに

発生した土地の有効利用法の検討、など（インドネシ

ア、チタルム川上流域治水事業（I）（II）、有償） 
【施設の運営維持管理体制・能力の確認】 
整備された施設が想定の効果を発揮するには、現場

技術者による施設の運営維持管理に係る能力が重

要。 
（例） 
中級・初級技術者の指導を行う水利指導者を育成し、

現場技術者による治水・砂防施設の品質管理、適切な

維持管理能力の向上。（中国、水利人材養成プロジェ

クト、技術協力プロジェクト） 
 

 

実施プロセス・ 
マネジメント 

  

外部要因 【運営維持管理予算の確保】 
維持管理の不備による機能不全は大きな被害につな

がるため、運営維持管理に必要な予算についての優

先的な配分の有無、洪水発生後の緊急メンテナンスに

係る費用への予算確保の有無の確認 
（例） 
・洪水防御に係る運営維持管理業務への優先的予算

配分、洪水発生後の緊急メンテナンスに係る緊急時予

算の確保、等（インドネシア、チタルム川上流域治水事

業（I）（II）、有償） 
 

 

 

 

 

【役立つ資料】 

 課題別指針 防災（2009年） 

 事後評価報告書「チタルム川上流域治水事業（I）（II）（インドネシア）」（2009年） 

 事後評価報告書「水利人材養成プロジェクト（中国）」（2011年） 

個別プロジェクト教訓とナレ

ッジ認定教訓の蓄積によっ

て今後記入 
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第 3 章 分野横断的なプロジェクトリスク管理 

3．1 LLSにおけるプロジェクトリスク管理 

LLSを通じ生産されるナレッジ認定教訓は、主として分野課題、国／地域および事業マネジメントの3領
域に大別されると想定されるが、これら領域に横断的な教訓も存在する。こうした分野横断的な教訓のう

ち、頻繁に繰り返される教訓については、できる限り案件形成の初期段階より JICA 職員が意識したうえ

で、その対応・回避策も含め検討することが重要と思われる。本調査ではこれら教訓を「リスク」として

認識し、LLS におけるステップ 7「教訓活用」の一環として分野横断的なプロジェクトリスク管理を提案

するものである。 

(1) LLSにおけるプロジェクトリスクの定義 

本調査が提案する「プロジェクトリスク管理」の「リスク」とは、案件別事後評価等で述べられた教訓の

基となる課題を指し、過去の教訓・知見から導き出された分野横断的に適用される課題に対象を絞るもの

とする。過去の経験から判明している頻出する分野横断的な課題とその対応策について、在外における案

件形成・立上げ段階及び案件事前評価・審査段階に必ず適用することを意図したものである。 

(2) LLSにおけるプロジェクトリスク管理ツールの目的・概要 

過去の教訓で述べられた課題の中から、頻出しかつ分野横断的に適用される課題を LLS のフレームワー

クの中で対応すべきリスクとして整理し、認定教訓等の有効活用によりそのリスクに対する対応策の事前

検討、実施期間中のリスクモニタリング実施により、そのリスクの発現回避あるいはリスク発現の際の被

害軽減を図り、ひいてはプロジェクト効果やその持続性の向上を図ることをを目的とするものである。対

応策の検討にあたっては、「ナレッジ認定教訓シート」や「個別プロジェクト教訓シート」等を参照する

ことが有用である。また、リスクへの対応策が事前に講じられず、トラブルシューティング業務が発生す

る場合に比して、案件形成の早い段階からリスク管理の意識を高め、リスクの把握および検討策を検討し

ている場合の業務負担は、事業マネジメント上、相対的に軽減されることも期待される。 

LLS では図 25 に示すとおり、PDCA サイクルの各段階（計画・実施・モニタリング・評価・フィードバ

ック）で、プロジェクトリスク管理ツールを用いてプロジェクトに大きな影響を及ぼすリスクが想定され

るか否かを分析する。プロジェクトリスク管理ツールには、「想定されるリスクと分析の視点」と「プロジ

ェクトリスク管理チェック表」（表 8と表 9にて一部例示。表の例の全ては別添3を参照のこと）がある。 

 

 
図 25 PDCAサイクルにおけるプロジェクトリスク管理 
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表 8 プロジェクトリスク管理ツールの「分析の視点」（例） 

分析項目 
想定されるリスク 

（何に対するリスクか？） 
分析の視点 

1．計画・デザイン 

1.1 受益者ニーズ 【受益者のニーズとの不整合による事業効果・持続性の低減】  受益者性向のデザイン、設計、スペック等へ

の影響 

 需要予測の適切性の影響 

 需要の変化の影響（外部要因、市場環境の変

化等） 

 受益者のニーズに合致しないデザイン、設計、スペック等による不使

用・低稼働 

 需要の変化による不使用・低稼働 

1.2地域状況分析 【政治・社会、経済状況、社会・商習慣、気候、関連インフラの整備

状況等との不整合による事業効果・持続性の低減】 

 現地の状況の機材、施設の稼働率・活用度へ

の影響 

 現地の状況の機材、施設の安全性、耐用年数、

維持管理費への影響 

 スペア部品等の入手経路・困難度 

 民間事業者・利用者組合等の活動への影響 

 一体的に運用される施設・設備の一部のみを

支援する場合の、施設・設備整備の全体計画

の実施可能性（含む、資金手当て） 

 現地の状況との不適合による機材、施設不使用、低稼働 

 現地の状況との不適合による機材・施設の故障 

 現地の状況との不適合による事故の発生 

 現地の状況との不適合による耐久性の低下による効果・持続性の低減 

 スペア部品等の入手困難による機材・施設の低稼働、維持管理費の増

加 

 経済状況、政策変更等による民間事業者・利用者組合等の案件への非

参加による低稼働、運営の非効率 

 一体的に運用される施設・設備の一部のみを支援する場合の、施設・

設備整備の全体計画の実施の遅れによる事業の遅延、効果の低減 

 

 
 

  

  

 

 

 

表 9 プロジェクトリスク管理ツールのリスク管理チェック表（例） 

分析項目 当該プロジェクトの現状 具体的対応策 対応策の結果 

1．計画・デザイン 
1.1 受益者ニーズ 
（プロジェクトの

スコープ・質） 

（記載例） 
事業対象地域における受益者調査は実

施されていない。 

（記載例） 
協力準備調査時に、事業対象地域における

受益者調査を実施し、ニーズに即した設備

の規模・デザインを基本設計に反映する。 

 

1.2 地域状況分析 
（政治・社会・経

済状況、社会・商

慣習、気候、イン

フラ整備状況等） 
（プロジェクトの

スコープ・質） 

（記載例） 
事業対象地域では、経済悪化が危惧さ

れており、輸入によるスペア部品によ

る対応では、部品調達不調による機材

修理困難、機材未稼働となる可能性が

高い。現状経済状態は悪化傾向にあり、

本リスク発生の可能性は高く、その際

には持続性が大きく損われ、想定する

プロジェクトの目的の達成に支障を生

じる可能性が高い。 

（記載例） 
案件形成時に、機材のスペア部品を輸入調

達に依存する機材導入ではなく、国内で容

易に調達可能な部品で構成される機材に変

更した。ただし、純正部品でないため、耐

用年数等への影響の可能性がある。 

 

1.3 関係者の分

析 ・協議・合意 
（プロジェクトの

スコープ、質、コ

ミュニケーショ

ン） 

（記載例） 
〈住民移転が必要な場合〉 
プロジェクト対象地域の市政府が住民

移転計画を作成し、住民の合意を得る

必要があるが、早めのプロジェクトの

計画の発表は、カットオフデート前の

不法居住者の流入を招くとして、プロ

ジェクトの計画は発表されておらず、

住民の合意形成の準備は進められてい

ない。 

（記載例） 
協力準備調査時に、住民説明会を開催し、

住民移転計画を含むプロジェクトの計画を

説明する。 
合意された住民移転計画の実施がプロジェ

クト実施の条件となるため、住民移転計画

のモニタリングを行う。 
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なお、プロジェクトリスク管理ツールの利用と記録の方法に関しては、案件形成から審査、モニタリング

等で作成する各種様式の項目との重複部分も一部あることから、以下二つの利用法を提案する。 

① リスク管理チェックリストとしての活用：プロジェクトリスク管理ツールの「想定されるリスク

と分析の視点」と「リスク管理チェック表」をプロジェクト管理上のリスクをチェックするため

のリストとして用い、該当項目に関しプロジェクトリスクと対応策を検討し、その検討結果を案

件形成から審査、モニタリング等で作成する既存の様式の該当項目に記載して、プロジェクトリ

スクを管理する方法（詳細は、後掲3.2.1参照）。この方法であれば、既存の様式を作成する際の

執務参考資料に、リスク管理ツールの使用を義務付けることで、既存の作成書類との重複を避け、

業務負担量を増やすことなく、プロジェクトリスク管理を強化する取り組みを導入することがで

きると考えられる。一方、プロジェクトリスクの情報は、既存の各種書類の中に散在することに

なり、リスクに関する情報の参照性や案件形成段階から案件終了までの一貫したリスク管理が円

滑に行えるかには懸念が残る。 

② 個別のプロジェクトリスク管理シートとしての活用：プロジェクトリスク管理ツールの「想定さ

れるリスクと分析の視点」と「リスク管理チェック表」を用いてプロジェクトリスクと対応策を

検討し、その検討結果をリスク管理チェック表と同じ様式で「プロジェクトリスク管理チェック

シート」としてまとめ、案件形成から終了までプロジェクトリスクを管理する方法（詳細は、後

掲3.2.2参照）。プロジェクトリスク管理シートを主としたリスク管理方法では、案件形成段階か

ら案件終了までの一貫したプロジェクトリスク管理が可能となる他、現状、対応策、対応策実施

結果の記録が当該プロジェクトの関係者間で共有あるいはプロジェクト担当の後任者等に引き

継がれやすい。一方、プロジェクトリスク管理シートとすることで、既存の様式との重複、業務

負荷の増加、新たな書式の組織内定着までの時間がかかるなどの課題が考えられる。 

なお、いずれの方法においても、過去の教訓分析から想定されるリスクの場所、内容把握やリスクの対応

策を考え、対応策実施、リスクモニタリングをする。対応策がリスクの回避・軽減に有効であったかにつ

いての検証も行うことを提案する。 

 

3．2 プロジェクトリスク管理の方策 

3．2．1 教訓分析結果から判明した分野横断的プロジェクトリスク 

(1) 教訓分析から確認されたリスク分野の傾向 

過去 3 年間（2009～2011 年）の事後評価報告書に記載されている教訓を、PMBOK の基本的体系である 5
つのプロセスグループ（立上げ、計画、実施、モニタリング／コントロール、終結）と10の知識エリア（統

合、スコープ、タイム、コスト、品質、組織、コミュニケーション、リスク管理、ステークホルダー、調

達）を基に、JICAの案件形成・実施等の業務プロセスを考慮して3つのプロセスグループ（案件形成、実

施、外部要因）と8つの知識エリア（統合、スコープ、タイム、コスト、品質、組織、コミュニケーショ

ン（含むステークホルダー）、調達）に集約したうえで類型化し、頻出している教訓の原因箇所を検証した。
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その結果、各スキーム共通でプロセスにおいては「案件形成段階」、知識分野では「スコープ」に関する

課題の発生頻度が突出して多いことが明らかとなった（詳細は別添1参照）。 

表10にある具体例は、教訓の内容で、案件形成時のスコープに共通する指摘事項のうち、スキーム別に留

意すべき「プロジェクトリスク」としてとらえられる点のみを抽出したものである9。この表でみると、プ

ロジェクト実施機関・維持管理機関の能力（組織体制・財務・技術）を十分に分析・検討し、リスクがあ

ると想定される場合にはその対応策を講じるべきであったとの指摘が非常に多くあげられている。また関

連インフラ整備等、JICA事業の効果発現に影響を及ぼす事業との連携不足や関係機関の調整・連携の必要

性についての指摘もよく挙げられている。実施機関や維持管理体制の整備や能力強化については、JICAの

個別プロジェクトのみでは十分対応できないことが多い。そのため、有効性、持続性、インパクトの発現

を狙って有償資金協力、無償資金協力、技術協力の各協力スキーム間で連携すべきであったとの指摘も多

く、日本の援助スキームの中での連携あるいは他ドナーのプロジェクトや関係機関と連携を通じ、プロジ

ェクト実施機関や維持管理機関の体制強化も並行的に行うことにより、有効性、持続性の低減リスクの回

避の対策となる。 

一般的にプロジェクトリスクは内部リスクと外部リスクに分けられる。内部リスクとは、プロジェクト内

部に関する事項で一般的にプロジェクトで直接コントロール可能なものである。例えば、プロジェクトの

実施組織体制や能力によるものがあげられる。外部リスクとは、一般にプロジェクトが直接コントロール

できないリスクであり、例えば国の既存の政策・制度や政治・社会構造などがあげられる。 

表10にまとめた案件別事後評価報告書からの教訓の分析結果は、これまでの JICAに対する会計検査院の

指摘事項や外務省の開発協力適正会議の指摘事項とも重なる部分が多い。過去 10 年間（2003～2012 年）

の JICA事業評価年次報告書（統合前の JBIC報告書も含む）の評価結果の横断分析結果においても同様の

教訓が課題として繰り返しあげられている（詳細は別添1参照）。いずれもプロジェクトの効果を発現させ

るために「計画時の対応」が特に重要であることが繰り返し述べられている。 

 

                                                        
9 「指標が設定されていない」等のプロジェクト評価手法に関する指摘も教訓の中で比較的多い。プロジェクト目標が指標に

より示されていなかったため、達成度を評価できないというものである。これは、プロジェクトリスクと必ずしも直結するも

のではなく、評価手法や評価分析の質の問題でもある。評価マネジメント上の問題となるこの点については、本章のリスク管

理の分析対象からは除いている。 
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表 10 案件形成時（PLANの段階）のスコープに共通してみられる課題（例） 

教訓で指摘が多い事項およびスキーム別の具体例 
 プロジェクト実施機関・維持管理機関の体制・能力 

共通  実施機関（C/P も含む）の実施体制、実施能力不足、維持管理能力不足、維持管理予算不足。特に小規模

地方分散型案件の実施・維持管理体制や能力が不十分 

有償  実施機関の実施体制・能力不足による事業遅延、期待された効果の未達 
 事業実施に際して想定されるリスクの十分な検討、リスク回避・抑制対策が十分に取られていないことに

より、そのリスクが発現した場合の事業遅延や、効果発現抑制（例えば、新技術導入時の円滑な施工＆維

持管理、有償資金協力事業を初めて実施する実施機関の実施体制、調達手続能力、維持管理技術能力等）

無償  施設や機材の維持管理容易性を十分に考慮しない機材導入や施設設計 
 維持管理能力・体制強化のためのソフトコンポーネントや技協連携を考慮しない案件形成による低持続性

 相手国負担事項が予定どおり実施されないことにより、事業の有効性・持続性への影響 

技協  C/P の組織体制・能力強化や運営維持管理費確保等、協力期間終了後の持続性を踏まえた投入・活動が案

件形成・実施中に計画されておらず、協力期間終了後に支援効果が継続せず持続性に影響 

 受益者ニーズ 
有償 
無償 

 地域現状や受益者ニーズ等合致した案件内容となっていないことによる低有効性 
 過大な需要予測に起因する施設の低稼働率 
 現地の気象条件、社会慣習に合致しない機材導入や施設設計による低稼働 
 施設や機材の維持管理容易性を十分に考慮しない機材・施設整備計画 
 維持管理能力・体制強化のためのソフト支援を考慮しない計画による低持続性 

技協  社会的慣習や行動様式など行動変容を必要とするプロジェクトで、啓蒙活動等行動変化を促すための活動

が十分に案件に組み込まれていないことによる低いプロジェクト効果 

 プロジェクト間の連携 
共通  プロジェクトの有効性、持続性、インパクトへの相乗効果をねらった有償、無償、技協スキーム連携、

あるいは他ドナーとの連携の検討 

 関係機関との調整・連携 
共通  事業に関連するインフラ整備連携や事業実施に必要な許認可取得等、関連省庁・機関との十分な協議・

連携不足による事業効果低減や事業遅延 
有償  住民移転、用地取得が必要な案件での、円滑実施のための移転計画、補償計画等が不十分、対象住民と

の協議・コミュニケーション不足による事業遅延 
技協  新制度導入案件における関連法制度等の調査が不十分なため、必要な投入・活動が行われず、効果発現

を阻害 
 モデル・地域普及型プロジェクトの展開 (主に無償や技術協力スキーム) 

共通  普及方法・体制等の仕組み未整備（含む実施体制） 
技協  国全体への普及を目的とするモデル型プロジェクトで、実証段階がスコープ外となっている、関連省庁

等への普及促進が活動に組み込まれておらず、国の政策として認知されない。 
（出所）2009～2011年度事後評価報告書（含む内部評価）503件のレビューより作成。 

(2) リスク対応のタイミングと内容 

図 26は、事後評価で教訓として抽出された、主な課題の発生のタイミングとその要因をPDCAサイクル

上で示したものである。白色の四角のボックスには「課題」を、白色の楕円のボックスには「課題の発生

原因」をそれぞれ示し、オレンジの楕円のボックスには（事後評価で抽出されていはいないものの）「課題」

の発生原因として想定される内容を示している。図上に置かれたそれぞれのボックスの位置は、PDCA サ

イクル上でいつの時点で発生したか（発生したと想定されるか）を表している。 

この図で示されるように、事後評価結果において、「計画時」における「分析の不十分さ」を課題発生のタ

イミング、原因としてあげているものが最多となっている。実施中の教訓としての記載であるが、その後
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のCHECK （モニタリング・評価）とACTION（フィードバック、変更・改善）の段階で何をすべきだっ

たのか、明確に書かれているものは少ない。このことから、LLSにおけるプロジェクトリスク管理につい

ては、特に案件形成（立上段階：採択前）に最も留意しつつ、リスクのモニタリングと対応策の適用結果

までをフォローする、といったPDCAサイクルを通じたリスク管理を行うことの重要性が示唆される。こ

のようなリスク管理が無ければ、より効果的なリスク対応のタイミングと対応策の内容についての教訓の

抽出も得にくいと考えられる。 

基本的には、リスク対応策の検討・構築にあたっては、可能な限り案件形成の初期段階より関連情報収集

を十分に把握しておくことが必要となる。過去の教訓の分析結果からは、「案件形成の非常に初期段階でさ

らに情報・収集分析をすることが重要であった」と指摘しているものが多い。また途上国側の課題の現状

やC/P機関等のパフォーマンスの分析のみではなく、JICAの支援スキームを効果的に組み合わせることや

他ドナーとの積極的な連携など、開発ドナー側のパフォーマンスの向上を図ることで、潜在的なリスクを

軽減可能な場合があると考えられる。相手国受益者の現状やニーズを的確に把握すること、地域的なモデ

ルプロジェクト事業の場合は、将来的な全国展開のシナリオについて可能な限り早期の計画段階から明確

な長期ビジョンを掲げ、国家政策や制度としての位置づけの確保が担保されることが望ましい。 

プロジェクト関係者（JICA側担当者、プロジェクト実施者等）に対して必要なリスク対応策は、具体的に

「どのような場合」に「どのような対応をとること」によりプロジェクトのリスクが回避・緩和されプロ

ジェクトの効果・持続性が見込まれるかといった例やヒントを蓄積し、提案することによって成功率を高

めることである。過去の例については、関連性のある案件の教訓を分析した「ナレッジ認定教訓シート」

や「開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス」の参照を定常の業務の手続きとすることを提案する。

場合によっては個別プロジェクト教訓シートも参照することも考えられる。蓄積された経験や知見を最大

限用いることはLLSの事業マネジメントの根幹をなす基本姿勢としている。 
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PDCAサイクル
案件形成/準備 事前評価/審査 案件実施 事業の効果・持続性 実施中のモニタリング・評価 事後評価 実施中の計画変更 フォローアップ事業 類似案件へのフィードバック

（協力準備調査/詳細計画策定

調査）
（JICAによる支援） （実施機関による運営・実施）

（中間レビュー・（運営指導）・終
了時評価）

（案件別事後評価、事後モニタリ
ング）

事後評価で抽出された教訓（課題） 事後評価で抽出された教訓（「課題」と「発生原因」）の関連性

事後評価で抽出された教訓（発生原因） 事後評価で抽出された教訓（「課題」）と、想定された「発生原因」との関連性

事後評価で抽出された教訓（課題）から想定される発生原因（注：事後評価で抽出された教訓の中では指摘されていない）

有償

無償

技術協力

Plan（計画） Do（実施） Check（確認・評価） Action(変更・改善）

JICA業務フロー

事後評価による教訓の分析結果と教訓活用における課題

実施機関の能力不足による事業の遅延・期待された効果の未達

・計画・審査段階における、実施機関の能力の把握・分析が不

十分？
・実施機関の能力に合わせてプロジェクトの実施体制、計画・デ

需要予測と設備容量・性能のギャップに起因する設備の低稼働率（効果の未達）

・住民移転計画/用地取得計画の検討が不適切/不十分 住民移転・用地取得の遅れ

関係省庁との協議・許認可に時間を要し

たことによる事業の遅延

・需要予測の検討が不適切/不十分？

・ニーズを反映した設備設計の検討が不適切/不十分？

関連施設の整備状況の遅れ、未整備、不十分な連携による事業効果の未達・低減

運営維持管理機関の能力不足による不適

切な施設・設備の維持管理、故障、稼働不
能、等の持続的な活用に係る問題の発生

・関連施設の整備計画および実施状況の確認が不十分？
・関連施設の整備計画および実施状況に鑑みたプロジェクトの
計画（規模、実施時期等）の検討が不適切/不十分？

・計画時の実施手続き等の確認が不十分？

実施機関の調達能力不足による事業の遅

延
調達プロセスのモニタリングが不
十分？

・計画の見直しに関する検討の欠
如？

計画の見直しに関する検討の欠如？

調達支援の検討の遅れ/欠如？

住民移転計画/用地取得計画のモニ
タリングが不十分？

・計画・審査段階における、実施機関の能力の把握・分析が不

十分？
・実施機関の能力に合わせてプロジェクトの実施体制、計画・デ
ザインの検討が不適切/不十分？

計画・審査段階における関連する周辺インフラや関連機関との連携の

確認・検討が不十分

気候条件、社会環境・習慣等の使用条件の確認が不十分

必要な投入・活動が行われず、効果の発

現を阻害
・プロジェクトの活動に関連する法制度等の検証が不十分

組織体制や予算が不十分で、プロジェクト

の効果の持続性が確保できない。

・/t組織の能力・体制上の課題が把握されていたものの、体制整
備や予算確保への取組が不十分・欠如

プロジェクトの効果の検証が困難

プロジェクトの進捗の把握およびそ
の阻害要因の把握の欠如/不十分？

計画変更の検討の遅れ/欠如？

・プロジェクト目標と上位目標のロジックが不明確・不適切

行動変容が求められるプロジェクトで、対

象者への啓蒙活動が不十分で、プロジェ
クトの効果が低減/発現を阻害

・対象者の現状に関する分析が不十分？
・啓蒙活動に関する計画・デザインの検討が不十分/不適切？

プロジェクトの進捗の把握およびその
阻害要因の把握の欠如/不十分？

計画変更の検討の遅れ/欠如？

プロジェクトで構築されたモデルが普及さ

れない/普及が不十分
・普及体制の検討の欠如・不十分
・関連機関との連携の必要性の確認の欠如・不十分

普及活動へのフォローアップ支援の検討の
欠如？

周辺インフラ等の連携、関連機関との
連携が不十分であったことによる事業
効果の低減/効果発現の遅れ

機材選定・施設設計が不適切なことに
よる低稼働率・事業効果の低減

 

図 26 PDCA サイクル上の教訓発生箇所と原因（例） 
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3．2．2 PDCAサイクルにおけるプロジェクトリスク管理 

多くのリスクは、計画段階で丁寧に分析し、その対応策をプロジェクト計画に組込むことで回避・軽減・

受容が可能であり、リスク発現可能性を低下させることで、万一のリスク発現時のプロジェクト効果への

影響を最小限に組み止めることを可能にする。そのため、まず最初の取組みとしては、早期の段階で関連

するリスクの洗い出し、その発生源や発生可能性を検討し、対応策を講ずべきものについては、リスク対

応策をできるだけ案件形成時に案件デザインの中に組み込む、あるいは案件実施後直ぐに対応できるよう

な仕組みを構築することが重要である。なお、リスクの特性によっては案件実施中に対応策を講ずべきも

のや、プロジェクトに大きな影響を与えうる外部環境リスク等、計画段階において対応策を事前に講じら

れないものがある。そういったリスクについては、各時点でリスクに関する情報を迅速に収集し、その都

度、分析し、リスク発現時への対応策を講じることが必要である。 

プロジェクトリスク管理は、案件形成段階から案件完了までの間、「プロジェクトリスク管理ツール」を参

照して分析する。特に立上げ（協力準備調査前）の段階で、必ず押さえるべきリスクチェックを行い検討

することを主眼とする。また、その後の対応策の有効性を検証することにより対応策の改善を図る必要も

ある。その記録は「プロジェクトリスク管理ツール」を用いて管理することも考えられる。プロジェクト

リスク管理ツールは、計画、実施、評価と PDCA サイクルの各段階においてプロジェクトリスクの把握、

リスクへの対応に活用し、本管理ツールに基づいてモニタリングを行うとともに、対応策がリスクの回避・

軽減に有効であったか、想定されたリスクが各プロジェクトの効果の発現およびその持続性の確保にどの

ように影響を与えたか、について検証を行う際に JICA 職員が活用することを目的とする。プロジェクト

サイクルにおけるリスク管理ツール利用の流れは図 27のとおりとなる。 

案件形成 案件実施・モニタリング 案件終了時評価・事後評価 

想定されるリスクの特定と対応策の

検討・準備・実施 

 

「リスク管理ツール」によって 

 想定されるリスクを把握し、その

対応策を検討 

 案件形成中に実施可能な対応策

は検討 

 上記は事前評価表等、へ記載 

リスク対応策の実施・モニタリング 

 

「リスク管理ツール」で以下の点につい

て再整理・追記・修正する。 

 

 案件形成段階で検討した対応策の

実施 

 想定されたリスクのモニタリング（対

応策が実施できたか。また対応策は

有効であったか） 

 対応策が充分でなかったときは具体

策の再検討・実施 

 環境変化等により、新たなリスクが

生じた場合、それらについても具体

策を再検討 

 

分析結果を記載した文書は、事業実施

途中の報告書に適宜記載／添付 

リスク対応の分析・評価 

「リスク管理ツール」の分析結果と事

業実施中の報告書をレビューし 

 分析されたリスクとの対応策の有

効性、リスクの効果発現および持

続性の確保に与えた影響につい

て検証 

 

事業完了報告書には、適宜リスクの

分析結果を添付 

新規に判明したリスク・対応策の 

フィードバック 

 

 新規リスク、新規対応策等に関し、

検証の結果得られた有効なリスク管

理の方法は、教訓シートに転記し、

認定教訓として蓄積。新規案件形成

時の資料として追加 

案件形成へのフィードバック 

 

図 27 プロジェクトサイクルにおけるプロジェクトリスク管理ツールの利用 

プロジェクトリスク管理ツールの分析項目について、案件形成・審査、実施・モニタリング、終了時評価、

事後評価の各段階でレビューする。各リスクレビューの際、想定したリスクの発現状況とその対応策の実

施状況、リスク発現可能性の有無、当初想定していなかったリスクの出現等、モニタリングすべきリスク

の状況を文書として記録し組織内で共有することが必要である。リスク分析の結果の取りまとめ方は、3.1
で示した通り二つの方法があるが、ここでは両者に共通する、PDCA の各段階での具体的なリスクのレビ

ューの在り方について説明する。 
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(1) PLAN（案件形成段階） 

案件形成の初期段階で、当該事業で想定されれうるリスクに関する情報を収集し、それらの情報に基づい

て初期の段階でリスク分析を行う。初期段階の限られた範囲の情報収集は、必ずしも十分でないが、過去

に繰り返し頻出している課題を避けるために、最低限抑えておくべきプロジェクトリスクを洗い出し、大

まかな対応策を検討することは、案件の立ち上げから形成段階で行うことが重要である。また、初期段階

で洗い出されたプロジェクトリスクについて、事前評価／審査の前の協力準備調査等の段階から調査項目

に反映し、専門家による調査によって必要な情報を収集・分析して、より具体的なリスクへの対応策を考

えることが重要である。可能な限り、事業事前評価時には具体的に対応策が組み入れるように取り組む。

案件形成段階での対応が困難であるが、案件実施段階で再検討する余地があるものについては、その分析

結果を記す。 

(2) DO（案件実施段階） 

プロジェクト実施中においても、リスク管理ツールを使って、リスクの発生状況、対応策実施状況等のモ

ニタリングを定期的に実施する。案件形成段階のリスク分析での指摘事項をフォローし、実施段階で可能

な対応策がある場合は必ずそれを実施し、対応策の結果を記録する。また一方、案件形成段階で想定して

いなかった、あるいは、分析が不十分であったリスクがある場合は、改めてそれらのリスク分析し、可能

な限り具体的対策をとる。対応策の変更の必要性が生じた場合には、それらに迅速に対応することが望ま

しい。 

(3) CHECK（案件のモニタリング・評価） 

リスク管理の結果採用されたリスクの対応策の有効性について、プロジェクトの効果発現および持続性の

確保に与えた影響の観点から検証する。リスク対応策を講じなかった場合はどうなっていたか、の視点も

踏まえて分析する。 

(4) ACTION（案件実施あるいは案件形成へのフィードバック） 

CHECKの段階の検証の結果得られた有効なリスク管理の対応策は、「個別プロジェクト教訓シート」とし

て蓄積する。また有効でなかった対応策等についても、その要因を分析し、同シートに残すようにする。 

3．2．3 プロジェクトリスク管理シートを活用する場合のモニタリング 

3.1で示した通り、プロジェクトリスクの分析・対応策の結果をプロジェクトリスク管理シートに記載する

方法も提案した。ここでは、プロジェクトリスク管理シートの作成・記載方法について補足する。 

プロジェクトリスク管理シートは、図 28 および図 29 に示すとおり、リスク項目が類似している有償資

金協力事業および無償協力事業用のシート、それらの案件とはリスク項目が異なる技術協力プロジェクト

用シートと2タイプに分けている。対象プロジェクトの事業効果や持続性に大きな影響があり得る基本的

リスクの分析結果を記述することになっている。現状を分析し、具体的対応策を提案し、対応策の結果も

記録することで、モニタリング・評価時に役立てられる。 
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対応策の結果については、案件実施中に記入できる事項（実施機関に関するもの、投入に関するもの等）

は記入する。それ以外（運営維持管理に関するもの等）ついては、実施完了時あるいは事後評価で確認で

きた時点で記入あるいは必要があれば既に書かれている事項について、修正や追記を行う。 

 
分析項目 当該プロジェクトの現状 具体的対応策 対応策の結果 

1．計画・デザイン 
1.1 受益者ニーズ 

（プロジェクトのスコープ・質） 
   

1.2 地域状況分析（政治・社会・経済状況、社会・商

慣習、気候、インフラ整備状況等） 
（プロジェクトのスコープ・質） 

   

1.3 関係者の分析 ・協議・合意 
（プロジェクトのスコープ、質、コミュニケーシ

ョン） 

   

1.4 投入 
（タイム・コスト） 

   

2．実施 
2.1 実施機関の組織・体制    
2.2 実施機関の技術    
2.3 実施機関の財務    
2.4 実施に係る調達・監理    
3．運営維持管理 
3.1 組織・体制    
3.2 技術    
3.3 財務    

図 28 有償資金協力（円借款）・無償資金協力事業のプロジェクトリスク管理シート案 

 
分析項目 当該プロジェクトの現状 具体的対応策 対応策の結果 

1．計画・デザイン 
1.1 受益者ニーズ    
1.2 政策・制度環境分析    
1.3 投入（タイム・コスト）    
1.4 モデルの普及体制（モデル構築型事業の場合）    
2．C/Pの能力 
2.1 C/Pの適切性    
2.2 組織体制    
2.3 技術    
2.4 財務    

図 29 技術協力事業のプロジェクトリスク管理シート案 

プロジェクトリスク管理シート作成プロセスについては、図 30 に示すとおりである。 

案件形成段階の分析項目について、「想定されるリスクと分析の視点」とを参照して、対象案件について「大

きなリスクが想定される事項」は、現状分析と対応策について記載する。大きなリスクが想定されない事

項については、その旨を記録する。大きなリスク（＝発生確率が高く、影響が大きい）か否かの判断や具

体的な対応策は、過去のナレッジ認定教訓シートあるいは個別プロジェクトの教訓シートや当該国、当該

セクターの知識や経験、過去の類似案件での成功や失敗事例、教訓等を参照して判断する。過去の教訓の

プロジェクト完

了後に結果記入 

プロジェクト実

施中／完了時に

記入 

可能な限り案件

形成時に記入。

その時点で具体

策検討が困難な

場合、いつ検討

すべきか記録。 
 
対応策の検討に

は「ナレッジ認

定教訓」等を参

照。 
実施中のモニタ

リング時に適宜

対応策の修正・

変更・追加する。 

記載要領の「想定される

リスク」「分析の視点」

を参考にする。「ナレッ

ジ認定教訓」等を参照

し、リスクが発生する可

能性が高い内容につい

ては、現状分析を書く。 
 
実施中のモニタリング

のタイミングで、新たな

リスクが生じた場合は

適宜分析を追加する。 
 

同上 
 

同上 
 

プロジェクト実

施中／完了時に

記入 

プロジェクト実

施中／完了時／

完了後に記入
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参照には、案件内容が類似プロジェクトや、外部環境が類似している案件（同じ対象国）の教訓を参照し、

当該プロジェクトの場合の分析と具体的な対応策を記す。 

対応策については、①「予防策として講じるもの」、②「発生後に対策をとるもの」、③「特に対策はとら

ないがモニタリングを継続するもの」とに分かれる。（詳細は「事業マネジメントハンドブック（初版）」

（2007年12月）の参考資料5を参照）。対応策ではプロジェクトでの活動、アウトプット等、プロジェク

トコンポーネントとして組み入れること、または他スキームとの連携による対応を必ず検討する。難しい

場合については、実施の段階において検討することを引き継ぎ事項として付記する。 

プロジェクトリスクの対応策を検討する際、有効性および持続性を確保、あるいは、向上させるための JICA
の援助スキームあるいは他ドナーのプロジェクトとの連携を検討する際には、2 章で提案した開発課題別

の代表的指標・教訓レファレンスを参照することを提案する。同レファレンスを用いることで、より広い

視野でプロジェクトの位置を把握することで、プロジェクト目標達成までに何が必要か、別プロジェクト

や関係機関との連携あるいは投入・活動の調整か、といった検討の材料となりうる。 

対応策の結果がどうであったかについても、プロジェクト終了時点の事業担当者が必ず分析を記録として

残すことで、対応策の適用判断基準の素材が蓄積される。 

 

 

図 30 プロジェクトリスク管理の作業の流れ 

 

 プロジェクトリスク管理シートでリスクの分

析項目の洗い出し。 

 大きなリスクの可能性が高い事項について

は、記載要領の「想定されるリスク」「分析

視点」、「ナレッジ認定教訓」等から考察され

る分析をする。 

 

 大きなリスクが想定される事項は対応策

を検討。プロジェクト活動、アウトプットに

反映し、内部化する対策等を考える。 

 プロジェクト実施時に対応策を実施。 

 案件実施中 

リスク対応策の効

果がない場合は、

対応策を修正・変

更し、再度実施 

 

 案件実施後 

リスク対応策の有

効性類似案件の

ナレッジ教訓シー

トに反映 

作業内容 情報源・参考資料 

情報源（必須参照資料） 

 ナレッジ認定教訓シート 

 開発課題別の代表的指標・教

訓レファレンス（まとめ）、課題

体系マッピング、代表的指標

のロジックモデル、参照すべ

き教訓 

 (必要に応じて) 
個別プロジェクト教訓シート 

考察の参考資料（例） 
（過去に JICA で作成） 

 事業マネジメントハンドブック

（2007 年12 月） 

 行政機構診断ハンドブック

（2009 年12 月） 

 キャパシティアセスメントハン

ドブック（2008 年9 月）、等 

作業フロー 
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第 4 章 LLS 導入に向けた提言 

4．1 LLS導入に向けた提言 

組織としての重要なナレッジとしての教訓活用を推進するための体制整備である、LLSの導入にあたって

は、JICAの組織としての「ナレッジマネジメント推進」の一環として既に位置づけられているが、組織横

断的な取組みが行われることが求められる。 

(1) 「学習する組織」＝組織横断的な取組みが必要 

LLSで提案したプロセスにおいて関係する関連部門が多数考えられるが、それら関連部門が協力して組織

横断的に取り組む必要がある。事業評価という枠組みを超え、事業マネジメントを改善し、いかに組織と

して学習効果を高めていくか、という組織横断的な視点がLLS導入には不可欠である。 

(2) ナレッジマネジメント推進の一環としての取組み＝強力なトップマネジメントが必要 

JICAではナレッジマネジメントの推進が図られており、LLS導入はナレッジマネジメントの施策の一つと

して位置付けられている。また、ナレッジマネジメントでは、①個人のナレッジを組織のナレッジとして

活かす仕組み、②ナレッジの共有・適用・学習により新たなナレッジを創造できるプロセス、③そのプロ

セスを継続できる文化・環境・システムなどが必要とされる。本調査で提案したLLSは、①（個別プロジ

ェクト教訓の生産）および②（ナレッジ認定教訓の加工・権威付け）を含むものであるが、③のナレッジ

を創造し続けるための文化・環境の整備にあたっては、トップマネジメントによる強力なメッセージの発

信とコミットメントが不可欠である。 

(3) 定常業務としてLLSを確実に組み込む 

LLSを導入・実践するにあたっては、LLSの各ステップにおいて提案した対応策（業務）が、定常業務と

して位置づけられることが必要となる。教訓のナレッジとしての生産が定常業務として組織的に認知され

ることにより、業務の標準化が促進され、効果的なナレッジマネジメントの実践を通じた、業務の効率化

と事業効果の改善につながることが期待される。また、定常業務として教訓の活用が促されることで、よ

り良い教訓＝ナレッジの創出を含む教訓生産のプロセスの機能性の向上、さらには「学習する組織」に向

けた能力向上が見込まれる。 

(4) 導入の効果発現には一定の期間を要する＝中長期的な取組みが必要 

一方、LLS導入後、直ちに目に見える効果が発現するものではない。重要な教訓やプロジェクトリスクの

管理の効果は、途上国でのプロジェクト実践の過程を通じ、徐々に発現するものであり、短期的な効果を

期待するあまり、LLS 導入の取組みが停滞しないように、中長期的なスパンで取組む必要がある。また、

ナレッジマネジメントの定着の過程では、「知識・ノウハウ」の習得にとどまらず、「ナレッジ」の重要性

を認識し、業務に取り組む姿勢や実際の行動の変容、ひいては組織的変革が求められることになり、そう

した変容・変革を短期的に実現することは困難である。したがって、LLSの目的・効果とともに、その導
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入には時間がかかることについて、組織として共有化し、定着に向けた環境作りを進めつつ、関係各部署

において着実に導入を進めていく必要がある。 

4．2 LLS導入の手順に関する提案 

LLSの導入にあたっては、教訓（ナレッジ）を生産するプロセスの構築と継続的に実践していくための環

境作りを行っていく必要がある。他方、ナレッジマネジメントの導入・定着には相当の時間を要するため、

戦略的かつ段階的に取り組みを進めていくことが求められる。 

短期的には、パイロット分野となる国・地域・セクターを絞って試行的に導入することが想定される。特

に、過去多数の事業経験があり、今後も支援が続く分野において、利用できるナレッジ認定教訓を生み出

すことで、LLSの試行的実施に事業部のモチベーションが高まり、協力を得られると考えられる。こうし

た、試行的実施によって、教訓のみならず、成功例（サクセス・ストーリー）を提示すれば、本格導入に

つなげられると考える。 

こうしたパイロット的な取組を進める上で取り組むことが望まれる内容を以下の通り提言する。 

(1) ナレッジ認定教訓の整備 

LLSの枠組みを構築するだけでは、教訓（ナレッジ）の活用には結びつかず、活用すべき教訓（ナレッジ）

を早急に整備する必要がある。ナレッジ認定教訓の整備については、できるだけ早期に「個別プロジェク

ト教訓」の収集を開始すると同時に、既存の教訓情報をベースに「暫定的なナレッジ認定教訓」を作成し、

LLSを試行的に実践する体制を整備することが望ましい。 

① 個別プロジェクト教訓シートの早期導入：今後実施される事業評価を中心に、本調査で提案した

個別プロジェクト教訓シートをできるだけ早く導入し、「素材となる教訓」の収集を開始する。 

② 既存の教訓情報をベースとした暫定的な「ナレッジ認定教訓」の整備：JICA にはすでに大量の

教訓情報が存在しており、開発課題によってはすでに「ナレッジ」として整理されているものも

ある。既存の教訓情報をベースとして、暫定的な「ナレッジ認定教訓」を課題別・地域別あるい

は分野横断別に作成し、「ナレッジ認定教訓」の活用を開始できるよう準備する。なお、暫定的

な「ナレッジ認定教訓」の作成にあたっては、早期に教訓活用の体制を整えられるよう、集中的

な作業を行うことが望ましく、2～3年で、JICA事業でカバーする主要な開発課題、地域に関す

る暫定的な「ナレッジ認定教訓」を整備することが求められる。暫定的な「ナレッジ認定教訓」

作成作業については、JICA 職員を中心に、必要に応じて外部リソースを活用することも一案で

ある。 

③ 個別プロジェクト教訓シートから「ナレッジ認定教訓」を生産する体制の整備：暫定的な「ナ

レッジ認定教訓」の整備には 2～3 年を要するものと想定されるが、その間に一定量の個別プロ

ジェクト教訓シートが蓄積されるものと期待される。暫定的な「ナレッジ認定教訓」の作成が終

了次第、個別プロジェクト教訓シートの分析・加工作業を開始し、本格的な「ナレッジ認定教訓」

の作成に入れるよう、暫定的な「ナレッジ認定教訓」の作成の過程で、どのような作業が必要に

なり、どのような人員を動員すべきか、等の検証を行い、個別プロジェクト教訓シートから「ナ
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レッジ認定教訓」を生産する体制を検討し、整える。また、暫定的な「ナレッジ認定教訓」の作

成を、ナレッジの分析・加工や更新が進められている分野からパイロット的に開始し、必要な人

員、プロセス等の検証を行い、適用可能な体制を検討することが求められる。なお、プロセスの

標準化やナレッジ認定教訓の品質管理を行うことが重要であり、例えば、ナレッジ認定委員会に

よるチェックを行うなどの体制整備が望まれる。 

(2) 教訓（ナレッジ）活用ツールの整備 

教訓（ナレッジ）の活用の推進にあたっては、「ナレッジ認定教訓」の直接的な活用とともに、本調査で提

案した「開発課題別の代表的指標・教訓レファレンス」の整備・活用が鍵となる。「開発課題別の代表的指

標・教訓レファレンス」の有用性を検証し、事業マネジメント、特に、案件形成段階での効果的な活用を

促進するには、本調査で作成したパイロット2分野のレファレンスを精緻化するとともに、他分野につい

てもパイロット的に作成を進め、最終的に全開発課題を対象に作成することが望まれる。 

① 本調査のパイロット2分野のレファレンスの精緻化：本調査で試行的にレファレンスを作成した

「基礎教育」および「防災」について、内容の精緻化を行うとともに、それぞれのコンポーネン

ト（課題体系マッピング、代表的指標のロジックモデル）の有用性を検証する。また、「参照す

べき教訓（ここがポイント）」については、暫定的な「ナレッジ認定教訓」を作成する過程で併

せて作成し、ナレッジ認定教訓の具体的な活用の促進につなげることが望ましい。 

② 他のパイロット分野（2～3 分野）のレファレンスの作成：ナレッジの分析・加工、更新が比較

的進められている分野を対象に、レファレンスの作成を行う。レファレンスの作成にあたっては、

特に、「参照すべき教訓（ここがポイント）」の作成作業は、「ナレッジ認定教訓」の作成作業と

重複することから、暫定的「ナレッジ認定教訓」の作成作業とタイミングを合わせることが望ま

しい。作成作業にあたっては、暫定的な「ナレッジ認定教訓」の作成作業と同様、分野の知見・

経験を豊富に擁する JICA職員の他、ロジックモデルの構築や事業マネジメントに精通した外部

専門家の動員が必要とされる。 

③ レファレンス作成体制の整備と組織的導入：パイロット分野のレファレンスの作成過程を通じて、

レファレンス作成に必要な人員・体制の検証を行うとともに、パイロット分野でのレファレンス

の活用効果の検証を行ったうえで、必要な改訂を行い、組織的な導入を開始する。 

(3) 教訓の生産・活用の動機づけ 

教訓活用の推進には、教訓の活用を定着させる環境整備や組織文化の醸成が不可欠であり、LLSの導入・

実践にあたっても、そうした取組みが求められる。上述したトップマネジメントの強力なコミットメント

に加え、教訓の生産・活用に積極的に関与する姿勢を促す機会・仕組みを設けることが必要である。 

① LLS 導入に向けた能力開発：教訓の生産・活用の定着に向けた組織文化の醸成にあたっては、

研修等を通じた能力開発により、ナレッジを活用するための基盤である「事業マネジメント」に

関する知識・ノウハウの獲得を徹底するとともに、教訓の生産・活用に係る知識・ノウハウの普

及を図ることが重要である。上述の通り、既存の研修プログラムにおいて、教訓生産・活用に係

る知識・ノウハウに関するテーマを反映し、実例を対象にワークショップを行うなど、実務的な
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研修内容として、事業マネジメントの一環としての教訓生産・活用の意義や重要性の理解を促す

ことが求められる。また、ナレッジ・マネジメント・ネットワークや評価主任など、知見を有す

る職員の日常的なサポートによる継続的な能力向上も不可欠である。 

② 教訓生産のグッドプラクティスの評価：個人レベルでの能力開発に加えて、組織として「活用

すべきナレッジ」を積極的に生み出す環境整備の一環として、事業マネジメントの改善・効率化

や JICA 事業の効果の向上・改善に貢献する教訓（ナレッジ）を生産した部・課を対象に、「教

訓生産のグッドプラクティス」として表彰するなど、組織的に注目・評価し、インセンティブを

持たせるような制度を整備することが望ましい。これにより、教訓生産に対する組織的な認知度

が高まることになり、組織的な取組みが促進されることが期待される。また、評価の対象は生産

された教訓の内容にとどまらず、生産した部・課の体制、プロセスにおける工夫などを含めるこ

とで、ナレッジ認定教訓の作成作業等の体制整備・改善にフィードバックすることも可能となる。 

③ 教訓活用のグッドプラクティスの評価：同様に、積極的な教訓活用とその結果の検証を促す環

境整備として、事業マネジメントの効率化および事業効果の向上に資する教訓活用を行い、検証

結果を示した部・課を対象に、「教訓活用のグッドプラクティス」として、組織的に評価する制

度の整備が望まれる。教訓活用のグッドプラクティスの評価にあたっては、他部署における参考

となるよう活用された教訓の内容に加えて、活用のための体制整備や活用のプロセス等にも着目

し、具体的な教訓活用方法も含めたグッドプラクティスが提示されるようにする。こうした取組

みにより、教訓活用体制や方法の改善が促され、さらに、LLSで目指した教訓の活用結果のフィ

ードバックが促進されることが期待できる。 
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別添 1-1 

1. 案件別事後評価による教訓の類型化の分析 

1-1. 総合分析結果 

本調査では、教訓活用マネジメントシステム（業務フローの改善）に反映すべき教訓の有

用性の向上を図るため、PMBOKの基本的体系である 5 つのプロセスグループ（立上げ、計

画、実施、モニタリング/コントロール、終結）と 10 の知識エリア（統合、スコープ、タイ

ム、コスト、品質、人材、コミュニケーション、リスク管理、調達、ステークホルダー）1を

基に、JICAの案件形成・実施プロセス等を考慮し、分析を行った。具体的には、上記 5 つ

のプロセスグループについて、立上げと形成を「形成」に統合、実施とモニタリング/コン

トロールおよび終結を「実施」に統合し、形成、実施、外部要因の 3 つのプロセスグルー

プに集約した。また、知識エリアのうちステークホルダ―とコミュニケーションを「コミ

ュニケーション」として統合し、リスク管理を除外した 8 つの知識エリアに集約した。こ

れら、集約したプロセスグループと知識エリアにより、各支援スキームで発生している教

訓の基となる原因箇所や発生頻度について検証するとともに、「有益な教訓」抽出に向けて

既存の教訓の質とそれに影響を及ぼす要素について分析を行った。なお、過去 3 年間 2009
～2011 年の事後評価結果 計 503 件（含む内部評価）を文献レビューの対象とした。分析

結果の主なポイントは以下の通り。 

 案件別事後評価報告書に記載されている教訓の基となる「原因」箇所では、各支援ス

キーム共通して、実施プロセスでは「案件形成段階」、知識分野では「スコープ」に関

しての発生頻度が高い。すなわち、各事業案件形成段階においてにあたって、より持

続的な開発効果を念頭に入れたプロジェクトアプローチおよびデザインを検討するこ

とが重要である。 

 教訓の質（実用性）の分析の結果では、「情報具体性」、「論理性」、「汎用性」、「実現可

能性」の 4 つの観点全てにおいて、十分に記述されているとみなされるものは約 36%
であった。特に、情報具体性と実現可能な提案事項に係る記述が不十分と思われるも

のが多く見られた。教訓の活用性を高めるためにはこれらの点に留意して教訓の記述

を改善する必要がある。 

類似案件に適用しやすい教訓を得るには具体的対応策が必要である。教訓の質（実用性）

のバラツキについては、評価者の経験・能力の違いに起因する点があるとみられる。 

他方、個別案件の事後評価では、そもそも汎用性のある有効な教訓（失敗・成功要因）を

導くことが期待できる案件とあまり期待できない案件（突発的な外部要因により大きく影

響を受けた案件等）があると考えられる。また、個別案件の事後評価では、評価調査期間

や情報量の制約などもあり、他の類似案件の結果や学術的研究結果も十分に検討しなけれ

ば、有効な具体的対応策を提案することが難しい場合が多いと考えられる。 

 

                                                        
1 PMBOK 第 5 版では、このプロジェクトマネジメントの 5 のプロセスグループと 10 の知識グループのマ

ッピング実施により、プロジェクトマネジメントを実施（Project Management Institute. A Guide to the Project 
Management Body of Knowledge (PMBOK Guide)-Fifth Edition）。 
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別添 1-2 

1-2. PMBOK の体系による教訓の類型化の分析結果 

(1) 全体傾向 

下記の 3 つの図は、各スキームの案件別事後評価報告書に記載された教訓から確認された

問題の発生箇所を示している。いずれのスキームにおいても、案件形成段階で検討・対策

を講じておくべき課題に起因する教訓が大宗を占める。集約した 8 つの知識エリアで見る

と、案件形成時のスコープに関連する課題に起因する教訓の発生頻度がどのスキームにお

いても最も高く、次いでコミュニケーション（全スキーム）、人的資源（無償、有償）に係

る発生頻度が高い。 
 

 

図 1-1 有償資金協力案件における教訓の発生箇所および頻度 
 

 

図 1-2 無償資金協力案件における教訓の発生個所および頻度 
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図 1-3 技術協力案件における教訓の発生個所および頻度 
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(2) 案件スキーム別詳細分析結果 

 
表 1-1 有償資金協力の「知識エリア/スコープ」に該当する主な課題分野 

件数

26
21
19

関連施設整備・他セクター連携 12
現地事情、受益者ニーズ把握 9
想定された事業リスク対策 9
住民移転・用地取得 8

8
6

5

目標達成のための投入・活動内容不足

災害等外部要因リスク対応

指標
維持管理体制

項目
実施機関実施体制・能力（含む分散型実施体制）

需要予測

 
 

表 1-2 無償資金協力の「知識エリア/スコープ」に該当する主な課題分野 

件数

45
34
26
24
15
8

目標と事業内容 4
案件監理体制 0

3

実施機関維持管理能力
ソフトコンポーネント、他スキーム連携

項目

需要予測

指標

地域現状分析（含む受益者ニーズ）
関連施設整備状況

実施機関実施体制・能力（含む分散型）

 
 

表 1-3 技術協力の「知識エリア/スコープ」に該当する主な課題分野 

件数

20
18
15

指標 14
地域現状分析、ニーズ 7
適切なプロジェクト目標設定 5
他スキームとの連携 4
連携パートナー等ネットワーク 3
上位目標に至るロジック 3

実施監理 2
協力期間終了後の持続性を踏まえた投入・活動 2

項目
CP機関持続体制・能力
CP機関実施体制・能力
目標達成のための投入・活動内容
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① 有償資金協力 

教訓から判断される問題点分析（有償資金協力） 
１．プロセス 
(1) 案件形成段階で検討、対策を講じておくべき課題に起因する教訓が大半を占める。 
(2) 案件実施中の問題は、案件監理、実施中の状況変化等によるものがほとんどである。 
 
2．知識エリア 
(1) 案件形成時でのスコープに関連する課題が最も多い。スコープ内で発生頻度の高い事項は以下の通り。 

① 実施機関実施体制・能力が十分で無いことに起因する事業遅延や目標とする効果が達成できていない

（持続性、有効性） 
② 指標（指標未設定、目標に比して不適切な指標、指標データ未収集等）（有効性） 
③ 関連施設の整備状況や他セクターとの連携（事業と連結するインフラや関連する周辺インフラ整備状況整

備状況・進捗状況）との連携が不十分で、事業効果が十分に発現していない（有効性） 
④ 現地事情、受益者ニーズの不十分な把握や案件形成時に十分に反映されないことにより事業効果が十分

に発現していない（有効性） 
⑤ 案件形成時に事業実施に際して想定されるリスクの十分な検討、リスク回避・軽減策が十分に取られてい

ないことより、そのリスクが発現した場合にｌ事業遅延や、効果発現抑制（例えば、新技術導入時の円滑な

施工および維持管理、円借款事業を初めて実施する実施機関の実施体制、調達手続能力、維持管理等）

⑥ 住民移転・用地取得などが発生する案件で、円滑実施のための移転計画、補償等の計画が不十分であっ

たり、移転対象住民等のコミュニケーションが不十分なケース。同様に、好事例として、住民との十分な協

議の実施、手続きの透明性、適正な情報共有、用地取得費および市場価格を考慮した補償費、等による

円滑実施もあげられている。 
⑦ 過大な需要予測に起因する低施設稼働率等、より精度の高い需要予測が必要なケース（有効性） 

(2) コミュニケーションでは、事業実施に関する許認可取得等他機関との協議に係る事業遅延（効率性）、関連

インフラ等整備に係る関係省庁との連携の必要性に関するもの（インパクト） 
(3) タイムは、関係省庁との協議に時間を要する遅延（効率性）が主なもの。 
(4) 人的資源は、実施機関の実施能力、維持管理能力不足に関連するもの（有効性、持続性） 
(5) 調達は、実施機関の調達手続能力不足に起因する遅延が主なもの（効率性） 
 
3． 5 項目評価 
各項目に関連する主な問題点は以下の通り。 
(1) 有効性：地域の現状や受益者ニーズに基づいた適切な案件内容、道路・橋・港湾、発電・変電設備等広域

に効果を及ぼす案件での事業の有効性に影響を及ぼす関連施設の整備状況、不適切な需要予測に起因

する施設低稼働率による効果阻害、小規模インフラ地域分散型案件における不十分な現地実施体制に起

因する効果の抑制、実施機関実施能力が脆弱にもかかわらず能力強化支援等を実施しないことによる事業

効果抑制、プロジェクト目標と案件内容の整合性、プロジェクト目標達成に必要な投入・活動、効果測定のた

めの指標の適切性。 
(2) 効率性： 

(a) 時間：実施体制・能力不足に関連する事業実施遅延、関係機関協議が円滑に進展しなかったことによる

遅延、施工業者能力不足と施工監理能力不足、土地収用関連、b) 事業費：FS から長期間経過したことによ

り、事業実施中の細かなスコープ変更によるコスト超過、事前の調査不足による詳細変更・コスト超、自然災

害等。 
(3) 持続性：実施機関維持管理能力、維持管理予算確保、小規模インフラ分散型案件における案件実施・監

理体制 
(4) インパクト：環境、住民移転、河川・港湾等整備による地元小規模業者廃止等の負のインパクト、周辺関連

施設との連携による正のインパクト。 
(5) 妥当性： 当該国のセクター政策の中での当該案件と周辺同種インフラとの関連性 
 
4． 総括 
有償資金協力事業においては、実施機関の実施体制・能力不足に起因する、不適切な施工管理、調達手続

き、関係省庁との調整等案件実施に係る問題点、不十分な受益者ニーズ把握や他関連インフラとの調整等案

件内容・有効性に係る問題が、半数以上を占める。事業実施機関の体制や能力は、案件形成段階で十分に検

討される必要があり、十分でないと判断された場合には、有償資金協力事業における能力強化コンポーネントの

組み入れや技協との連携による実施体制強化・能力強化支援というリスク対応が必要と思われるが、実際にその

ようなリスク対応が十分な案件は少ない。実施機関体制のみならず、案件形成段階でのリスク箇所の把握、検

討、その対象方法を案件に組み込む等の事前のリスク対応が不十分なケースが散見されている。 
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② 無償資金協力 

教訓から判断される問題点分析（無償資金協力） 
１．プロセス 
(1) 案件形成段階で検討、対策を講じておくべき課題に起因する教訓が大半を占める。 
(2) 案件実施中の問題は、案件監理、実施中の状況変化等によるものがほとんどである。 
 
2．知識エリア 
(1) 案件形成時でのスコープに関連する課題が最も多い。スコープ内で発生頻度の高い事項は以下のとおり。

 ① 実施機関維持管理能力（維持管理能力・体制が十分でないことに起因する不十分な施設維持管理）（持続

性） 
 ② ソフトコンポーネント・他スキーム連携（実施機関等の実施機関能力、維持管理能力が十分に備わっていな

い場合、ソフトコンポーネント導入や、実施中の技術協力との連携、または、中期的・戦略的な継続・包括的

支援として無償案件に導入する技術支援）（持続性） 
 ③ 指標（指標未設定、目標に比して不適切な指標、指標データ未収集等）（有効性） 
 ④ 実施機関の実施能力（効率性） 
 ⑤ 地域現状分析（実施地域現状、受益者状況・ニーズ等に基づいた適切な案件内容）（有効性） 
 ⑥ 関連施設整備状況（事業と連結するインフラや関連する周辺インフラ整備状況整備状況・進捗状況）（有効

性） 
(2) 人的資源が 2 番目に多いが、実施機関の実施体制、維持管理能力に関連するもの。 
(3) コミュニケーションは、事業に関連する関係政府機関等との密接な協議が十分に実施されていないための

事業遅延（効率性）、適切な案件設計（有効性）、関連インフラ整備との連携（有効性）に影響 
(4) 質に該当する主なものは、以下の 2 点に集約 
 ① 現地の気候状況や社会慣習等に合致しない機材導入や施設設計（有効性） 
 ② 現地での維持管理が容易でない機材導入（持続性） 
(5) コストは、主に①維持管理費不足、②事業費超過である。 
(6) タイムは、事業遅延への影響あるいは実施期間に関わるもの。 
 
3．5 項目評価 
各項目に関連する主な問題点は以下の通り。 
(1) 持続性：実施機関の維持管理能力、スペアパーツの入手し易さ、現地でのメインテナンスのし易さ、現地事

情に合った仕様など現地での維持管理容易性を考慮した機材導入、維持管理予算確保、小規模分散型

の場合の案件実施・監理体制 
(2) 有効性：地域の現状や受益者ニーズに基づいた適切な案件内容、地域の実情、社会的慣習に適した機材

導入、道路・橋・港湾、発電・変電設備等広域にわたる効果が期待される案件での事業の有効性に影響を

及ぼす関連施設の整備状況、案件の全体計画の中の位置付けを明確にした上での案件形成、プロジェク

ト目標と案件内容の整合性、プロジェクト目標達成に必要な投入・活動、指標の設定 
(3) 効率性：(a) 事業期間:実施体制整備に関連する遅延、関係機関協議による遅延、施工業者能力不足と施

工監理、土地収用関連、b) 事業費：相手国側負担分の実施の遅延 
(4) インパクト：インパクトに係る指標の妥当性、関連インフラ整備、環境に対する負のインパクト、住民移転・用

地取得、他の支援スキームとの連携、道路整備に伴う交通事故、建設労働者を地元住民（貧困層含む）か

ら雇用することによる地元住民の所得向上への貢献（貧困層雇用に焦点をあてた場合は、貧困削減へのイ

ンパクト）。 
(5) 妥当性：(a) 当該国の政策に合致し、対象案件のセクター全体計画に鑑みた案件実施、(b) 社会的慣習

や受益者ニーズを十分に考慮しない案件形成、当該国政策とは異なる方法での案件形成、当該国の全体

政策の中での案件位置付け。 
 
4． 総括 
過去 3 年の無償資金協力案件の案件別事後評価報告書に記載された教訓から、実施形成段階において対応

策を検討・計画をすべきであった課題がほとんどを占めていることが判明した。その中でも、事業の持続性、維持

管理に係る課題が多く、無償資金協力による施設機材整備だけでなく、その施設に係る維持管理能力を十分に

検討の上、必要に応じてソフトコンポーネントや技協連携、維持管理費用の確保による持続性向上を案件形成

段階から十分に検討して、機能するような仕組みを構築することが必要と思われる。また、有効性に係る課題に

関しては、地域状況、受益者ニーズ等を十分に考慮し案件内容の計画や、周辺インフラ等事業に関連する施設

整備状況等について関連機関と十分に協議しながらの案件形成が必要とされる。
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③ 技術協力 

教訓から判断される問題点分析（技術協力） 
１．プロセス 
(1) 案件形成段階で検討、対策を講じておくべき課題に起因する教訓が大半を占める。 
(2) 案件実施中の問題は、案件監理、実施中の状況変化等によるものがほとんどである。 
 
2．知識エリア 
(1) 案件形成時でのスコープに関連する課題が最も多い。スコープ内で発生頻度の高い事項は以下のとおり。

 ① 案件終了後における C/P 機関の実施体制・能力が不十分で案件効果の持続性が阻害されるケース。 
(a) 事業期間内に、自立可能な実施組織体制確立、運営維持資金確保等への考慮や支援がされず、事業完了後、維

持管理に問題があるケース。 
(b) 本邦研修等の研修効果が研修受講生だけに留まり、受講生による他者への研修等、研修効果が拡がる仕組みとな

らず C/P 機関への有効性が限定されるケース。 
 ② 案件実施中の C/P 機関の実施体制・能力が十分でなく、案件効果が十分に発現しないケース 

(a) 技術協力の成果を国内普及させるための案件で、行政機能を有さない研究機関を C/P 機関に選定し、普及活動が

出来ない。 
(b) 新設組織を C/P 機関としたため、プロジェクト期間中に実施体制が十分に構築されず、効果発現が抑制される。 
(c) 複数国での普及を狙った案件において、C/P 機関の語学能力が不十分で他国普及事業の効果発現を抑制してい

る。 
(d) 新制度導入を目的とする案件で、関連する諸法規制度を十分に検証せずに実施開始をしたため、投入・活動が不

足したり、不十分となり、効果の発現が抑制される。 
  ③ プロジェクト目標達成のための投入・活動内容が不十分で効果発現が制約され、有効性に影響を及ぼし

ているケース。 
(a) モデル型や地域普及型で周辺地域への波及を目的とする案件で、効果波及を促進するための投入・活動が無く効

果波及が制限されている。 
(b) 同様にモデル型で国全体への波及を目的とする案件において、関連中央省庁に対する活動が無く、国の政策とし

て認知されない他、協力終了後の維持管理費捻出にも問題が発生しているケースがある。 
(c) 社会的慣習や行動様式に変化を必要とする案件（例えば、住民参加による維持管理等）で、その変化を促すための

啓蒙活動等が活動に含まれず、行動変化が進んでいない。 
(d) 地域医療向上を目的として高次病院への支援を実施する案件で、下位病院に対する取組が実施されず有効性が

限定されているケース。 
 ④ 指標関連（指標未設定、指標定義、収集方法等が未合意等）（有効性） 
 ⑤ 上位目標及びプロジェクト目標関連（有効性） 

(a) 上位目標を達成するためのロジックが明確になっていないことによる不明確なプロジェクト目標設定及び不十分な投

入 
(b) プロジェクト目標が両者で明確に合意されておらず、実施段階になってその解釈が異なり活動に齟齬が生じている。

 ⑥ 地域現状分析（実施地域現状、受益者状況・ニーズ等に基づいた適切な案件内容）（有効性） 
 
(2) コミュニケーションでは、事業の円滑・効果的実施には他関係機関との密接な協議が必要であるが、それ

が十分に実施されていないことによる事業遅延（効率性）、案件設計の適切性（有効性）。 
(3) タイムとして分類されるものには、①技術協力事業の効果発現には長期間を要する場合が多いが、短期計

画で終了してしまっている場合、②①に関連して、運用効果指標の達成期間が適切ではない、が含まれる。
 
3． 5 項目評価 
各項目に関連する主な問題点は以下の通り。 
(1) 有効性：上述 2．(1)にあるように、目標達成には不十分な投入・活動、地域の現状や受益者ニーズを十分

に考慮しない案件内容、プロジェクト目標が不明確、上位目標を達成するためのロジックが不明確、適切な

C/P 機関が選定されていない、指標が設定されていない、あるいは必要データが収集されていない。 
(2) 持続性：事業実施後の効果持続性を考慮した実施中の投入・活動不足や検討不足に起因する、実施能力

不足、維持管理費用等が中心。 
(3) 効率性：(a) 事業期間：実施体制整備に関連する遅延、関係機関協議による遅延、(b) 事業費：相手国側

負担事項の遅延、維持管理費の不足 
(4) インパクト：モデル型、地域普及型事業における限定的な波及効果、研修内容の限定的な波及効果 
 
4． 総括 
技術協力案件の内容は多岐にわたるため、問題点の一般化自体は必ずしも適切ではないが、過去 3 年の技術

協力案件の案件別事後評価報告書に記載された教訓をレビューすると、上位目標、プロジェクト目標、活動、投

入のロジック明確化、事業終了後の効果の持続性の考慮、目標達成に向けた適切な活動・投入の検討、といっ

た案件形成の基本部分のいずれかが不十分な場合に、想定された効果発現が確保されていないケースが散見

されている。また、技術協力の性質上、効果発現には必要十分な投入と時間の確保、あるいは投入・時間に制

約に鑑みた妥当な目標設定が必要ということも判明した。 
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1-3. 教訓の質の分析 

過去 3 年間の有償資金協力、無償資金協力、技術協力の 3 つのスキームの案件別事後評価

実施案件 503 案件（含む内部評価）のうち、教訓が記載された案件は 366 案件（複数の教

訓がある案件含む）（全体の 73%）であり、総計 606 件の教訓が抽出された。しかし、そ

のうち、本来行われるべき基本的事項が実施されていなかったなど、当該案件の「反省」

となっているもの、教訓というよりもむしろ当該案件への「提言」となっているものなど、

JICAの定める教訓の定義である「将来または実施中の類似案件に対する提案 2」に該当しな

いもの等が見られた。そのため、上記の教訓に該当しないもの等以外の教訓は全レビュー

教訓 606 件中 428 件と、全体の 71%となった。これは、教訓の中身以前の問題として、教

訓の形式的な要件を満たしていないことに係る評価者の十分な認識不足に加え、JICA評価

ガイドラインの形式的な要件に関し、十分なチェックがなされていなかったことが要因と

みられる。なお、案件別事後評価報告書における教訓は、外部評価者の客観的な視点によ

る分析を通じて抽出されたものであり、JICA関係者が気づかないような指摘も含め貴重な

情報源となっているが、評価調査期間や情報量の制約などもあり、他の類似案件へ実用可

能な具体策の提示やより汎用性の高い教訓の生産については、自ずと限界があるとも考え

られる。よって、他の類似案件等に活用できるような型に教訓を変換するためには、当該

プロジェクトを熟知し、当該分野、地域の情報を有するJICAの事業担当部門による分析・

加工も必要不可欠となる。 

本調査では、上記を踏まえ、以下の 4 つの視点で、評価結果から得られた 428 件の教訓の

類似案件への適用性に係る分類を試行した 3。なお、この分類は、評価報告書における「教

訓」の記載内容のみを俯瞰して実施したものであり、情報具体性や論理性等、報告書の他

部分に記載されている事項については考慮していない。また、案件別事後評価という位置

づけから、上述の様な調査期間や情報量の制約もあり、評価からの教訓においては、必ず

しも「類似案件への適用可能性」や「実現可能性」については十分な検討がなされるには

限界がある点も付記しておく。  

 「情報具体性（必要な情報が具体的に記載されているか）」 
 「論理性（分析結果との整合性はあるか）」 
 「汎用性（類似案件への適用可能性は高いか）」 
 「実現可能性（問題解決に実施可能で、具体的な解決策を示しているか）」 

                                                        
2 JICA 評価部、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版」、2010 年 6 月 
3 (1) 情報具体性：教訓として必要な情報が具体的に記載されているか否か。必要な情報とは、①発現事

象、②その事象を発現させている問題点。全く情報がこれらの情報が無い場合には×、一部ある場合には

△、両方ある場合には○を付した。 
(2) 論理性：記載された情報等から提案に至る論理性は十分にあるか否か。十分に論理性がある場合は○、

多少ある場合は△、全くない場合には×を付した。 
(3) 汎用性：教訓に記載された提案が、類似案件にも適用可能か否か。十分に一般化可能で適用可能と思

われるものは○、可能性があるものは△、個別事案過ぎて適用不可能と思われるものは×を付した。 
(4) 実現可能性：教訓に記載された提案が、①問題解決に十分且つ具体的な提案となっているか否か、②

実現の可能性があるいか否か。問題解決に十分な提案で、且つ実現可能性があると思われるものは○、不

十分な提案ではあるが、その部分は実現可能性があると思われるものは△、提案自体に論理性がなく、且

つ実現可能性が乏しいと思われるものには×を付した。 
(5) なお、好事例として記載されている教訓についても、上記(1)～(4)の判断基準により分類した。 
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これらの 4 つの視点すべてに○が付された教訓は、類似案件に適用し易い教訓と判断され

る。図 1-4 にみられるように全 4 項目で○が付された教訓は分類された教訓の約 36%（教

訓全体の 606 件に対しては約 26%）に留まっている。 
 

155件

(36%)

48件)
(11%)79件(19%)

72件

(17%)

74件

(17%)

4つ○が付された教訓

3つ○が付された教訓

2つ○が付された教訓

1つ○が付された教訓

一つも○が付されな

かった教訓

分類教訓数＝428
 

図 1-4 事後評価による教訓の類似案件への適用し易さ（活用可能性）の分析 
 
分類別の内訳をみると、図 1-5 にあるように、実現可能性、情報具体性に○が付されていな

い教訓が多い。実現可能性については、「・・・に留意すべき」あるいは「・・・を検討す

べき」に留まっている教訓が多く、問題解決には十分でなく、かつ具体性に欠ける提案を

示している教訓が多い。情報具体性については、①記載情報が不十分であるため、教訓を

読んだだけでは内容把握が困難なもの、②問題分析が不十分なため、問題点の所在が教訓

から把握できないものが多い。特に問題分析については、実現可能性とも関連するが、問

題の根本的原因が探求されていないことにより、問題解決に対する十分な提案がなされず、

次の案件形成等にとっての利用価値が低い教訓が多い。なお、好事例についての教訓も多

数存在するが、成功要因がどのように達成されたのか、案件自体がその成功要因に貢献し

たのか等、具体的な記載が乏しい教訓が多い。 
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図 1-5 教訓の活用可能性の要因分析 
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類似案件に適用しにくい教訓、適用し易い教訓の具体例は、以下の通りである。 
 

類似案件に適用しにくい教訓事例 
（教訓としての記述の仕方に改善を要すると思われる事例も含む） 

（2009～2011 年事後評価報告書（含む内部評価）および 2013 年度における技術協力プロジェクト終了時報告書より） 

【本来行うべきことがなされていなかった事項等、案件の反省のみが記載された教訓】 
 PDM については、プロジェクト実施段階、活動内容に応じて必要な修正を施すことが必要であり、

日本側及び相手国側が PDM の内容を共有し理解しておく必要がある（プロジェクト実施中に本来行

うべき事項の反省）。 
 プロジェクト開始後、日本人専門家ならびに○●人 C/P が PDM 上の指標の不適切性に気づいていた

にも関わらず、専門家は多忙な活動のため議論する時期を逸し、C/P 側は日本人専門家が議論の対象

として取り上げなかったため、プロジェクト終了時まで修正されなかった。JICA 側も、JCC や進捗

報告等に加え、より密にプロジェクトのモニタリングを実施し、C/P や専門家との意見交換をすべき

であったように思われる（プロジェクト実施中に本来行うべき事項やコミュニケーション不足につ

いての反省）。 
 技術移転の対象となる組織、または移転された技術を普及するための手段は事前に特定されていな

ければならない。技術移転の対象となるグループをある程度明確にし、だれが日本人専門家から技

術移転を受け、だれがそれを他の組織や個人に普及するのかを明確にしておくことが肝要である（基

本的事項が十分に調査されず、プロジェクト開始までに行われるはずのアレンジが全くできていな

い） 
 ○○側で水産業振興に寄与するための運営方針が策定され、人事、財務、設備等の管理が行われて

いくこと、事業実施に際しては○○側の、適切な人員配置、予算措置を含めた負担事項の履行状況

を報告する等の措置を行う、また本事業実施中も必要に応じ○○側の方針、施設の運営状況を確認

していくことが望ましい（教訓ではなく提言）。 
 持続性の担保のためには関係省庁を巻き込みつつ事業を実施する必要がある（基本的事項の指摘で

あり且つ問題解決のための具体的提案がない）。 
 

【教訓の基となる背景、問題点等情報量が不足している教訓】 

 本事業は、地方分権の進む中で、連邦 EPA が主導することを前提とした案件形成が為されたことか

ら実施上の困難が生じた。中央での一括雇用については計画時から○○側でも議論があり、計画の

現実性を疑問視する声も上がっていた。相手国側が確約し、文書に署名した事項でも、その実現の

可能性については事前に十分に調査・検討しておく必要がある（中央一括雇用等、地方分権と連邦

主導との関係が不明確。また、地方分権が進む中で、何故連邦主導を選択したのか、その際のリス

クを十分に検討したのか等が教訓として提示されるべき）。 
 類似案件実施の際は、土地の所有形態などを十分に調査した上でモデル農村学校を選定する事を提

言する（情報量不足により土地所有形態とモデル農村学校の関係が不明。また、土地所有形態の何

が問題となったか等の背景に関する情報が不明） 
 プロジェクトの財務面での持続性を確保するためには、プロジェクト実施中に予算策定に関する支

援をすべきであるといえる。医療機器の保守管理、在庫管理のための研修費、交通費、普及活動等

の必要資金は計画時に年間経費に含めて計上しておくことが望ましい（財務持続性の確保には実施

機関の予算策定能力だけが課題とは限らない。本案件でもそれが唯一の課題なのかどうか情報が不

十分。） 
 プロジェクトの戦略、方向性をプロジェクト開始当初に両国間で明確にしておくことが重要である

（基本的事項の指摘であり、何故そのようになったのかの問題分析が無い）。 
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【提案に至るロジックが不明確な教訓】 

 持続的な施設の維持管理コストの負担に関し、本件では○○ からの財政的な支援が行われている。

学校施設整備の経費の一部を地方に負担させることは、地方自治体のオーナーシップを高め、教育

分野への財政支援増加のインセンティブを付与することにつながる点が教訓としてあげられる（経

費一部負担、地方自治体のオーナーシップ、教育分野への財政支援増加の間のロジックに飛躍があ

る。また、学校施設整備経費一部負担による負の影響（教員給与カットや人員削減等）の可能性が

排除されない中、セオリーの確かさが確認されない）。 
 本件のように当該国において民営化や株式会社化等、市場競争原理を導入していくセクター改革が

伴う場合は、資金計画についても民間企業としての競争条件も想定し、住民に対するサービス向上

の方向性、顧客数とニーズ、適正な価格と費用に対する実施期間内の認識強化に対して十分に留意

しつつ、必要と判断されればスコープの変更等に対応できる柔軟な支援が望ましいと考えられる（セ

クター改革とスコープ変更のロジック不明確、同様に、資金計画についての競争条件の意味が不明

確）。 
 本事業では、センター設立後時間をおいて水産開発・運営管理技術アドバイザーや青年海外協力隊

員が運営維持管理面で支援を行った。しかし、センター設立当初、適正な賃貸料の設定、パソコン

による賃貸契約・経理の管理、水道・電気料金の徹底的な管理などが不十分であったため、赤字が

続いた。今後の類似案件では計画段階から専門家やソフトコンポーネントによる支援も含めて運営

維持管理体制が早期に確立されるような支援対策を検討する必要がある（運営維持管理「体制」が

構築されると継続赤字が解消となるロジックが不明確。会計スキルやパソコンスキル、出納管理等

の「個々人のスキル」が低いため収入支出が正確に管理されていないことによる可能性が排除でき

ない）。 

【グッドプラクティスの教訓で、当該案件による効果なのかが不明な教訓】 

 本事業は無償資金協力と技術協力の連携好例である。 すなわち、無償資金協力によって整備された

施設および機器が技術協力プロジェクトにおけるカウンターパート機関の参加意欲を高め、結果と

して持続的な能力強化に結びついている（無償協力による施設・機器整備がどのように C/P の参加

意欲を高めたのかロジック不明。また、当該技協でそれが如何に持続的能力強化に結びついている

のか不明。参加意欲向上が他要因によってもたらされた可能性を排除できない） 

【問題解決には不十分又は非現実的であろうと思われる提案をしている教訓】 

 住民参加型の事業では実施機関と住民との信頼関係が重要で、信頼関係熟成のため、実施機関と住

民が互いのニーズと役目を含めた状況を理解した上で歩み寄ることが重要であるということが教訓

として言える（住民と歩み寄ることだけで問題解決可能だったのか不明）。 
 

【具体的提案のない教訓】 

 水管理委員会は、給水システムの運用・維持管理という役割を果たし、システムの持続性を確保す

るための十分な能力を備えているべきである（持続性確保のために何をすべきか具体的提案がな

い）。 
 調達機材はバスなどの車両も含め定期点検やそのための予算措置を継続的に行うよう十分に実施機

関に指導する必要がある（定期点検の指導や予算措置をするための具体的な提案が無い）。 
 持続性の担保のためには関係省庁を巻き込みつつ事業を実施する必要がある（どのように巻き込む

べきか具体的提案が無い）。 
 プロジェクト完了後の機材の維持管理費が相手国側より捻出されるよう早い段階より中央政府に働

きかける必要がある（維持管理費確保に関する問題点分析がないため、中央政府への働きかけのポ

イントが不明）。 
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類似案件に適用しやすい教訓の事例 
「情報具体性」、「「論理性」、「汎用性」、「実現可能性」がある教訓 

（2009～2011 年事後評価報告書（含む内部評価）より） 

【有償資金協力】 

 建設前の地域住民との対話の重要性 
下水処理場事業においては、影響を受ける地域住民の不安や誤解を解消し、不必要な実施の遅れを

防ぐために、地域に対する情報普及・啓蒙活動を遅くとも建設開始までに実施し、事業の目的、便

益、環境への影響などについて正確な情報を伝達することが非常に重要である。本事業では地域住

民の反対は誤った情報が流されたことに端を発し、それが政治的問題に発展したことで、最終的に

は○○処理場の完成が大幅に遅れた。さらに、そのことが××処理場の計画変更につながり、同時

に、○○処理場の陥没事故の遠因になった可能性もある。 

 設計段階から地元自治体・受益者の意見聴取 
洪水制御・灌漑事業ともに、受益者となる地方自治体のコミットメントの低さが見られた。住民の

意見がより組み込まれていれば防げた施設の不備の問題もあった。今後は、地元自治体や受益者が、

設計段階から、事前協議やワークショップなどを通しより積極的に参加するべきである。これによ

り、事業へのオーナーシップも形成され、対象地域の他目的への転換の防止、現地事情を反映した

事業設計、施設維持管理、効果の発現に貢献する。 

 現場ニーズの正確な把握に基づく配水計画の策定 
灌漑施設の利用管理において、施設利用者間の争いや不満が生じる一つの要因として、水配分がニ

ーズに対応していないことがあるが、本事業では、利用者のニーズを正確に把握し、それを配水計

画に反映しており、利用者の満足度が大変高い。効率的な水資源の利用のため、事業対象地区では、

農民の要望を把握するための活動が村民委員会や水利ステーションにより実施されており、現場の

ニーズを正確に反映した配水計画が県の灌漑管理所により策定され、遵守されている。一般に灌漑

事業では、配水量の配分等の利害調整が持続性を確保する上で重要となるが、このような取り組み

をこまめに行い、受益者間の調整に行政機関が一定程度介入することで、適切な管理を行うことが

できる。受益者による自立的な運営・管理を実現するには一定の時間がかかるため、持続性を確保

する上では、政府機関等が適切なレベルの介入を行うことで、事業効果の継続的な発現を確保しな

がら、徐々に効率的な運営に向けた環境整備を進めることが重要と考えられる。 

【無償資金協力】 

 全体計画の作成、事業のタイムリーな実施、および信頼関係の構築 
本事業を含む一連の協力では、連携による相乗効果が正のインパクトとして発現した。その成功要

因は、①全体計画の作成、②事業のタイムリーな実施、③信頼関係の構築であった。案件の連携を

検討する場合は、先発案件における一定の成果を基に後発案件群の計画を含む一連の協力の全体計

画を綿密に作成することが望ましい。その上で、適切な時期に事業を実施することが相乗効果の発

現につながると考えられる。また、実施においては、実施機関と日本人関係者が今後の課題および

将来の方向性を明確に共有し、信頼関係を醸成することが重要である。 

 高度の施設・機器導入の際の持続性の条件 
本事業は、相手国にそれまで存在しなかった高度施設・機器を導入したにもかかわらず高い持続性

を達成している。これは、次のような複数の条件の組み合わせによってもたらされていると考えら

れる。①当該分野に対する緊急かつ排他的なニーズの存在（本事業の場合、○○国内の他機関では

経験のない、高危険度病原体の取扱を適切に行う必要性）、②ハード面（本無償資金協力事業）およ

びソフト面（本事業のソフトコンポーネントおよび技術協力プロジェクトによる能力向上）の支援

の連携、③実施機関の金技術受入能力の高さ。先端技術導入を伴う事業は、これらの条件を可能な

限り満たすことが提案される。 

 対象地域の天候に合った計画・仕様 
本事業では施設の設計の際に、酷暑対策として、壁・屋根の断熱性能を高めること、庇を深くする

こと、その他に階高の設定、日光入射の調整、通風の確保に配慮した。これらの措置は高温多湿の

○○国において有効に機能していると思われた。特に工学部ワークショップ部分の天井高が十分に

確保されていることは、作業空間の空気循環、ひいては安全性や快適性の向上にも効果があったと

感じられた。気象条件を十分に考慮した設計であったといえ、同様の気象条件下にある国における

施設整備事業実施の際に大いに参考になると考えられる。 
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【技術協力】 

 変化する組織に対応した活動継続体制の構築 
プロジェクト実施時とその後では、プロジェクト活動実施の責任権限を持つ部署が変化したり、責

任の比重が変ったりする場合がある。たとえば、本プロジェクトでは、後継者育成計画の実施責任

を持つ部署が明確に定められないまま支援期間が終了し、プロジェクト終了後に責任の所在が不明

瞭になってしまった。プロジェクト期間中に、人材育成において中心的役割を果たす人事・組織局

と税関研修校の責任・権限を見極め、これらの部署の役割をプロジェクト・デザインに明確に反映

させるべきだった。プロジェクト終了までに、プロジェクト管理委員会から関連部署に十分な引き

継ぎを行うことはもちろん、その後も将来にわたって活動が継続するよう、組織として活動継続体

制の構築を行うことが重要である。 

 C/P が新組織の際の活動継続の実施体制強化 
○○は、本プロジェクト実施に合わせて設立された機関であるため、××省内での立場が弱く、プ

ロジェクト実施にあたって××省内の継続教育や研修・モニタリングを実施している関連部門との

連携・調整に労力を要し、プロジェクト終了後にはそうした連携が弱まるケースが散見されている。

限られたプロジェクト期間内で円滑に活動を実施し、より着実に効果を発現させ、さらにそうした

効果の持続性を確保するには、プロジェクト終了後の実施体制について事前に十分協議しておく必

要がある。また、類似の役割を有する機関がカウンターパート機関以外にもある場合には、プロジ

ェクトで確立した成果の持続性を確保するため、プロジェクト完了時点までにカウンターパート機

関の位置付け・役割分担を明確化し、活動内容を差別化する一方、活動内容に重複が出ないよう類

似機関との連携・調整を行うことが求められる。今次実施が予定されている△△体制強化プロジェ

クトでは、予め対象地域での継続教育研修の実施体制について十分検討しておくことが求められ

る。 

 
教訓の記載内容については、現行、外部評価者の知見・経験に依存しているが、教訓利用

者の観点からは、少なくとも教訓を読んだだけで、問題点、それに対する対処方法が十分

に理解できることが重要であると考えられる。そのため、案件別事後評価から抽出される

教訓の質の向上とそうした素材となる教訓に基づく教訓のナレッジとしての一般化・体系

化と権威づけが求められる。なお、「類似案件に適用しにくい教訓事例」のように、本来

すべき事項が出来ていない反省を教訓に記載しているケースは教訓としては成立していな

い一方、このような基本的事項が出来ていない案件が存在することを指摘している点では

有益であると考えられる。 

 
以上の分析結果から、「類似案件に適用しやすい教訓」を抽出するには、以下の点で改善が

必要であると考える。 

 教訓の記述の改善：教訓を読んだだけで、教訓記載事項を理解することができるよう

な記述とする。教訓のポイントがすぐわかるように小見出しをつける。教訓にはその

教訓の背景や要因分析について案件形成に資する点に注視して具体的な記述を心がけ

る。実施の「どの段階」で、「何が問題」で「どこを対象」に「どのようにすべきであ

ったか」を記述する。 

 教訓における要因分析の改善：要因分析が十分になされており、類似案件に反映しや

すい書き方となるようにする。要因分析は、発生している事象へのアプローチだけで

なく、その発生事象を起因させている要因について分析する必要がある。その要因分

析が十分にできていれば、「どの段階」で「何が問題」で「どこを対象」にするかが明

確となる。 

 教訓における提案の改善：提案を「留意すべき」、「検討すべき」に止めず、できるだ

け具体的、かつ問題解決に必要な提案を記載することに努める。 



テーマ別評価「プロジェクトの PDCA サイクルにおける教訓活用マネジメントの強化策の検討」 別添１ 

別添 1-14 

2. 教訓活用に関する取り組み 

2-1. 過去 10 年間の事後評価年次報告書のレビュー（2003－2012 年度） 

JICA は、事業評価年次報告書において、評価結果の中から様々なレベルにおいて事業効果

に影響を与えた要素を抽出したものを基に、事業効果に関する課題を例示するとともに、

得られた示唆を紹介している。表 2-1 は、過去 10 年間（2003～2012 年）の事業評価年次報

告書で実施された評価結果横断分析で例示された課題項目を年度別に並べたものである。

組織統合（2008）以前は JICA・JBIC 両組織それぞれで事業評価年次報告書を刊行しており、

下表でも双方の取り組みについて纏めた。なお、2005 年度、2007～2009 年度については評

価結果の横断分析に関する記載は確認できなかった。 
 
事後評価の横断分析は、2010 年度以降は技術協力、有償資金協力、無償資金協力の３スキ

ームで行われているが、以下にあるように支援スキームの違いや時間の経過に拘わらず主

な課題項目は概ね 5 点に大別される。これらをレビューすると、過去 10 年間の年次評価報

告書において同様の課題や教訓が繰り返し指摘されていることがわかる。 
 
① 計画時におけるニーズの十分な把握、実施機関の能力分析、上位目標から活動・投入ま

でのロジック、適正な目標設定、事業デザイン 

② 計画時・実施段階における、関係機関との円滑なコミュニケーション、関連事業、連結

インフラ等との連携・協力関係構築、適切なモニタリングおよび現場での柔軟な対応 

③ 計画時・実施段階における、事業終了後の持続性確保を考慮した案件デザイン 

④ 上位機関や政策との関係 
⑤ 外部要因（特に政治経済面、政策面の変化） 
 
上記課題項目の多くは、「計画時」の対応について言及しており、事業効果を発現させるた

めに計画時の対応が特に重要であることが示唆されている。 
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表 2-1 JICA 事業評価年次報告書における評価結果横断分析から得られた課題項目 

  2003 年度 
（旧 JICA） 

2003 年度 
（旧 JBIC） 

2004 年度

（旧 JICA）

2006 年度 
（旧 JICA） 

2006 年度

（旧 JBIC）
2010 年度 2011 年度 2012 年度

① 

事前調査の徹底 事情調査

の徹底 

協力先機

関の活動

への需要

の把握 

受益者ニーズと協

力分野の合致、

協力手法・技術の

選択、専門家・

C/P 配置の適切さ

JICA との連

携による円

借款事業の

効果促進 

効果向上

に向けた

スキーム

間、ドナー

間の連携

インパクトの発

現のための教

訓となる事例 

効果に繋が

る事業デザ

イン及枠組

みの精査 

目標、アウトプット、

活動、投入の整合

性への十分な配

慮、相手国側と十

分な共通認識形成 

関係ステー

クホルダー

との協力関

係構築 

  
相手国・機関の共

通認識および目

標設定 
  

適切な目

標と指標

設定 

指標設定と適

時のプログラ

ム修正 

更なる効果

を生み出す

仕組みを組

み込んだ計

画の事例 

定期的モニタリン

グによる早期・適切

な計画の見直し 
            

事業全体の

把握と確実

な実施 

専門家の適切なタ

イミングでの派遣、

業務明確化 
  

協力先機

関の組織

運営への

配慮 

対象地域・機関の

選定 
        

② 関係機関等との協

力関係構築 

関連事業と

の連携・進

捗管理 

関係機関

との連携

や協力関

係構築 

プロジェクト内・関

係機関のコミュニ

ケーション 
    

複数事業の連

携の成否が事

業目標の達成

度合いに影響

を与えた事例 

  

③ 実施機関の運営

予算確保 
    

自立発展のため

の仕組みの組み

込み 
      

協力完了後

の在り方を

踏まえた検

討 

④     

上位機関

からの政

策的支援

確保 

上位機関の政策         

⑤   

外部環境

変化に応じ

た柔軟な対

応 

外部要因

への対応

外部要因への対

応 
        

（出所）JICA 評価部提供資料、JICA、JBIC 事業評価年次報告書（2003-2012 年） 
（注）2003、2004、2006 年度（旧 JICA）については技術協力のみ対象 
 
 
JICA では課題対応に向けての教訓活用に関して様々な取り組みがなされてきた。過去の事

業評価年次報告書を通じ確認された主な取組みは以下のとおりである。 
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表 2-2 JICA における教訓活用に関する主な取り組み（2001―2013 年度） 

年度 主な取り組み事項 
2001  事前評価表への「過去の類似案件評価と教訓」の項目設定（有償資金協力） 
2002  円借款事後評価フィードバック委員会の創設 

 テーマ別評価「評価結果の総合分析」導入開始 
 アクセス改善→JICA ホームページの改善 

2003  フィードバックの仕組み構築（業務プロセスにおける制度化）→「過去の類似案件からの教

訓の活用」欄の事前評価表への導入 
 評価結果の認識意識の改善→評価主任制度の導入 

2004  グッドプラクティスの選定と提供→グッドプラクティス評価賞の創設 
 「グッドプラクティスに学べ」特集：教訓の整理 

2005  評価結果の活用パターンの類型化 
 円借款事業評価報告書検索データベース 

2007  課題別指針の作成プロセスに評価結果から得られた教訓の反映 
2008  技術協力プロジェクト教訓データベースの試行導入 
2010  JICA 事業評価連絡会（年 2 回）の開始 

 JICA HP 上「事業評価検索データベース」の整備 
2013  開発課題別の指標と代表教訓レファレンスの策定 

（出所）JICA 評価部提供資料、JICA、JBIC 事業評価年次報告書（2001-2012 年） 
 
以上の様に、JICA の評価制度の拡充・強化も併せ、評価結果の事業へのフィードバックを

目的とした様々な取組みがこれまで行われてきた。特に、評価結果の総合分析や評価結果

検索 DB など、教訓の抽出分析や、アクセスの向上など、評価結果を事業に効果的に活用・

フィードバックするための調査研究やツールの整備などが行われてきており、確実に環境

が整備されつつある。しかしながら、上述の通り、過去 10 年間の事業評価年次報告書のレ

ビュー結果では、主に①計画時における事業デザインにかかわる課題、②計画から実施段

階での関係者の円滑なコミュニケーション・モニタリングの徹底、③計画から実施段階で

の持続性確保への配慮、等といった課題や教訓が繰り返し指摘されていることが確認され、

より実効性の高い改善策が求められる。 

その背景として、2000～2004 年度の事業評価年次報告書で言及されている「評価結果のフ

ィードバック、組織・事業の学習プロセスとしてのフィードバック調査」の結果で特定さ

れた課題の根本的な改善にはまだ到っていないことが考えられる。本調査で実施した職員

のワークショップ、職員のアンケート結果（詳細は、5．本調査における JICA 職員を対象

とするワークショップ・アンケート調査分析結果参照）においても、教訓の質の改善と使

いやすい情報の提供、教訓情報へのアクセスの改善、フィードバックの仕組みの構築、評

価に関する意識改善、というような同じ問題を未だ抱えていることが指摘されている。 

こうした状況を踏まえ、今後、これらの問題の根本的解決に到っていない要因を再度深堀

りして洗い出し、評価結果の活用を通じた事業そのものの改善、開発効果の向上を目指す

ことが必要と考えられる。 
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2-2. 事前評価表における教訓活用の記述の現状分析 

本調査時の 2013 年度（4 月～11 月末まで）に公表された無償資金協力、有償資金協力、技

術協力プロジェクトの事前評価表の「過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓」欄の

記述についてレビューを行った。レビューを行った事前評価表は 3 スキーム合わせて 78 件、

うち有償協力 15 件、無償協力 23 件、技術協力 40 件である。 

レビューの結果は下表のとおりである。全スキーム合計でみると、「対応の具体性」の記述

が無いと見なされるものは全体の 9%、実用の観点から記述の改善が必要と見なされるもの

は 51%であった。中でも技術協力案件については対応の具体性について記述が無い（18%）、

あるいは、さらに実用の観点から記述の改善が必要と見なされるもの（58%）の割合が多い

傾向である。これはレビュー対象案件の約半数が技術協力事業であることの影響は否めな

いが、ハードのインフラが主に対象となっている有償資金協力、無償資金協力と異なり、

人材や組織の能力向上が主な内容となる技術協力の場合は、実用性のある具体的な対応案

の検討が難しいという傾向もあることも関係していることが考えられる。ただし、今回の

分析結果のみではこうした傾向を一般化することは困難であり、更に様々な角度から検証

する必要がある。 

 

表 2-3 事前評価図「過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓」欄の記述のレビュー 

（全スキーム）  

情報量 論理性
対応の
具体性

○ 53% 55% 40%
△ 45% 42% 51%
× 3% 3% 9%

判定

教訓活用の記述

 

〇：十分に記述されている 
△：記述を充足できるとみられる 
×：記述なし 

 

（有償協力） （ 無償協力） （技術協力） 

情報量 論理性
対応の
具体性

○ 47% 80% 53%
△ 53% 20% 47%
× 0% 0% 0%

教訓活用の記述

判定

 

情報量 論理性
対応の
具体性

○ 39% 39% 57%
△ 57% 57% 43%
× 4% 4% 0%

判定
教訓活用の記述

情報量 論理性
対応の
具体性

○ 63% 55% 25%
△ 35% 43% 58%
× 3% 3% 18%

判定
教訓活用の記述

（出所）2013 年（11 月まで）の事前評価表を調査団でレビュー 
（注）判断基準は以下のとおり。 

情報：教訓活用の際の条件や背景等の情報の記載があるか 
論理：活用する理由が論理的に書かれているか、適用が妥当である理由に説得力があるか 
対応の具体性：どのように対応策を実現するか具体的に書いてあるか 
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3. 教訓情報の管理方法・状況 

3-1. 概況 

現在、JICA 内部で参照資料としてデータで教訓がまとめられているものとしては、図 3-1
のとおりである。 

 

図 3-1 JICA における教訓抽出からストックのフロー 

 

案件別事業評価から抽出された素材教訓は、①事業評価案件検索システム、②円借款事業

評価報告書検索データベースに蓄積されている。①および②については現在も使用可能で

あり、評価報告書全文を含めて入手が可能である。なお、図 3-1 の「技術協力プロジェク

ト教訓データベース」についてはシステムの関係上、現在は使用可能な状態にない。 

事業評価結果については、事業評価全体のレビュー、案件別事後評価の結果に基づく横断

的分析、レーティング結果の分析が行われており、毎年事業評価年次報告書にまとめられ、

JICA 内部のみならず、外部に広く公表されている（紙・電子媒体）。事業評価全体のレビュ

ーの結果から、評価結果の活用事例の紹介や評価体制へのフィードバックが行われている。

また、事後評価結果の分析から、横断的な教訓がとりまとめられている。 

また、開発課題別では、プロジェクト研究等の調査研究によりセクターごとの案件実施の

レビューが行われているケースも多く、抽出された教訓を整理・とりまとめており、ナレ

ッジサイトや課題別指針等に掲載されている。 

 

案件別の評価 素の教訓

事業評価案件検索システム

円借款事業評価報告書
検索データベース

技術協力プロジェクト教訓
データベース

事業評価年次報告書

ナレッジサイト

抽出

分析

横断分析

代表的な事例

レーティングの分析

プロジェクト研究 セクター毎の教訓

イントラネット

テーマ別評価
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図 3-1 に示されたデータベース・リソースの他にも、課題別指針やハンドブック、ガイド

ラインなど様々な形態で過去の案件からの教訓が取りまとめられ、基本的にはナレッジサ

イトに格納されている。教訓情報は様々な形態・整理の仕方で様々な場所に保管されてい

る。また、「事業評価において抽出された教訓」を一括検索するシステムは存在する一方、

事業評価の教訓を含むすべての教訓情報を一括して検索できるシステムは存在しない。組

織統合の影響もあり、現状、旧 JICA と旧 JBIC のシステムが併存する状態にあり、スキー

ムごとに検索システムが異なる。さらに、図書館ポータルサイト、JICA ホームページ見え

る化サイト等、活用目的によって同じ情報が部分的に、あるいは形式を変えて存在する。

以上より、どのサイトを検索すれば必要な情報を得られるのかが分かり難い。この点に関

しては、2009 年に実施された「評価結果の活用促進に向けた内部アンケート調査」におい

て、評価結果の利用・活用への改善に向けた取り組みとして「評価結果を入手しやすくす

る」という意見が多く挙がったことからも明らかである。 

 

3-2. 管理されている教訓情報の種類・保管場所・保管形態・媒体 

教訓情報の種類としては、以下のものがある。 

① 職員、国際協力専門員、プロジェクトに従事した専門家、コンサルタントが、プロジ

ェクト実施等を通して得た経験が蓄積されたもの（暗黙知） 
② プロジェクト実施当事者が、プロジェクト実施過程から抽出したもの（暗黙知の形式

知化） 
③ 第三者が、個別案件の評価を行った際に抽出したもの 
④ JICA 内で教訓情報を二次加工したもの 

 
①暗黙知 

暗黙知を得る方法として、国際協力専門員制度やナレッジマネジメントネットワークの

活用がある。国際協力専門員については機構内の業務委嘱依頼システムにより全専門員

の担当する専門分野（修士号・博士号や資格情報を含む）、所属学会、経験年数、海外経

歴（業務の内容等）の情報を参照することができ、それにより、参考にしたい暗黙知を

持っていそうな専門員に、問い合わせる事が可能である。ナレッジマネジメントネット

ワークで行われている定期・非定期の会合や勉強会などを通じて得るものが暗黙知に相

当する。 

②暗黙知の形式知化 

事業等に携わった職員や国際協力専門員、専門家、コンサルタント等が持つ暗黙知のう

ち、例えば、技術協力プロジェクトについて、文書化することが可能な内容、事項につ

いては、プロジェクト事業完了報告書、専門家業務完了報告書、プロジェクト事業進捗

報告書、個別案件活動進捗報告書、技術協力活動成果品等に纏められ、形式知として教

訓情報を将来の類似案件等に活用することが可能となっている。 

これらの報告書等の保管場所は一義的には本部の担当部であり、紙媒体及び PDF 化され
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た電子媒体として保管されている。また、これらは、担当部の共有フォルダ内、イント

ラネットの各部署のサイト、ナレッジサイトの課題別またはプロジェクト情報、JICA 図

書館ポータルサイト等に掲載することで共有される。 

プロジェクト毎に PDCA サイクルに沿って一連の情報が一覧可能となっているサイト

（見える化サイトや教育等一部のナレッジサイト）もある。またそれらの更新がタイム

リーに行われておらず、ばらつきがある。 

（ナレッジマネジメントネットワーク） 

暗黙知を形式知に変換することにより、既存のナレッジの共有や活用、新たなナレッジ

の創造・蓄積・発信を促進することにより、事業がもたらす成果や価値の最大化を通じ

た課題解決を図ることを目的として、ナレッジマネジメントが 2000年代初頭から旧 JICA
において導入された。 

2004 年度には 23 分野課題ごとに課題タスクが設置され、課題別指針の作成や、ナレッ

ジサイト（データベース）のコンテンツ作成・掲載を通じて既存ナレッジの共有・活用

等が図られてきた。しかしながら、当初設置された 23 分野課題の分類では、現在の新た

な課題やイシューに対応できない部分があったり、課題タスクの活動範囲が限定的にな

りがちで、部・課を越えたナレッジの共有や人材育成の基盤としての強化の必要性があ

ったことから、2013 年度、ナレッジマネジメント体制の改善が行われた。主な改善点は、 

 ナレッジマネジメント及びナレッジの新たな定義づけ 

 対象とする課題の再整理（19 分野課題に限定） 

 課題タスクからナレッジマネジメントネットワークと名称を変更し、JICA 内部に

おける人的ネットワークの整備、外部人材とのネットワーク強化 

である。これらの改善により、事業及びナレッジマネジメントの質の向上を目指してい

る。 

ナレッジマネジメントネットワークでは、会合や勉強会を通じた暗黙知の蓄積も行われ

るが、暗黙知を形式知化し、蓄積・共有する場として「ナレッジサイト（NS）」が非常

に重要な役割を果たす。情報は電子媒体でサイトに掲載され、分野（セクター）や課題

に関する課題別指針、基礎知識、国際的な援助動向、プレゼン資料などの JICA 作成資料、

広報資料やプロジェクトの案件情報を閲覧することが可能である。ただし、課題によっ

てナレッジサイトの充実度や更新頻度にばらつきがある。 

③第三者による事業評価 

実際に事業に携わった専門家等ではなく、第三者により事業を評価することにより得ら

れる教訓情報もある。代表的なものは事後評価報告書である。事後評価は、DAC5 項目

に基づき外部評価者により評価が行われ、その分析結果から教訓・提言が導き出される。

事後評価報告書は年報として紙媒体としても発表されるが、最も参照性が高い媒体とし

ては、JICA ホームページ上にある事業評価案件検索ページである。各事業評価は案件別
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に PDF で格納されている。 

一方、同じ事業評価報告書でも、JICA 図書館ポータルサイトでは事後評価発注先別の報

告書（PDF による電子媒体）が検索できる。「見える化」サイトでは、事前評価表・事後

評価報告書のリンクが張られている。ナレッジサイトでは、技術協力プロジェクトにつ

いては、電子媒体で事前評価表・事後評価報告書へリンクが張られているが、無償資金

協力、有償資金協力案件については事前評価表や事後評価報告書を必ず掲載するという

ルールはない。 

④JICA 内での二次加工教訓情報 

JICA 職員等により、内部資料として作成される資料の中に教訓情報を二次加工したもの

が多数存在する。代表的なものとしては、テーマ別評価で横断的な事業評価を通じ得ら

れる教訓や提言、各種プロジェクト研究等の調査研究、ナレッジマネジメントネットワ

ークのタスクメンバーにより生産される各種コンテンツ、さらにはこれら情報をベース

とした課題別指針や国別分析ペーパーの中に記載される教訓関連情報（留意事項、教訓

など）である。これらは、ナレッジサイトや国別・地域別情報データベース、JICA 図書

館ポータルサイト、本部担当部の共有フォルダ等に電子データとして格納されている。 

 

3-3. 教訓情報の更新頻度 

教訓が書かれている事後評価報告書は JICA ホームページ（事業評価案件検索）に掲載され

ており、これは年一回、更新される。JICA の内部システムにある円借款事業評価報告書検

索データベースの更新も年に 1 回である。 

また、暗黙知の形式知化を図るのに最も有効な手段のひとつであるナレッジサイトの場合、

本来、担当者が新たな情報が作成される都度入力すべきものであるが、実際には、ナレッ

ジマネジメントネットワークの活動に依存するところが大きい。教育や保健といった活発

に活動が行われているネットワークでは、年に 2 回、案件の基礎情報や案件が存在する国

の情報、プロジェクトの成果品、JICA が発表したプレゼンテーション資料等を収集し、ナ

レッジサイトに情報が更新されている。 

なお、調査報告書等が作成されてナレッジサイト等に掲載されると、イントラのお知らせ

を通じて全職員に周知される。しかし、お知らせには勉強会やナレッジサイトの更新情報

のみならず、落し物情報等あらゆる「お知らせ」が順次掲載されるため、関心を持ってチ

ェックしていないと重要な更新情報が見落とされることもある。 

 

3-4. データシステムのアクセス、活用のしやすさ 

JICA ホームページ上の事業評価検索サイトは、事業評価をした案件すべてを検索すること

が可能である。また、案件名からの検索のみならず、対象地域、国、分野、スキームごと

の評価種別（事前、中間、終了時、事後、事後モニタリング）、事業開始年度等の検索条件



テーマ別評価「プロジェクトの PDCA サイクルにおける教訓活用マネジメントの強化策の検討」 別添１ 

別添 1-22 

を選択することで、容易に検索可能である。また、事後評価報告書には教訓が書かれてい

るということは全職員が認識しているため、教訓を検索する際に最初に事業評価サイトに

アクセスする職員が多い。アンケート調査では 8 割以上の回答者が関連案件の事業評価報

告書を参照している。さらに、当ページには国別事業評価、テーマ別評価、協力プログラ

ム評価のページや外務省の ODA 評価のページへのリンクが貼られているため、二次加工さ

れた教訓や他機関による評価結果を検索することも可能である。しかし、アンケート結果

からは、これらの二次加工された教訓情報等へのアクセスはあまり多くないことがわかる。

同アンケート結果によれば、多くの職員が案件形成段階や事業評価を行う前に教訓情報へ

のアクセスをしており、「類似案件」の情報を求めていると考えられる。したがって、二次

加工された教訓情報が掲載されている調査研究やテーマ別評価等では、直接的に得たい教

訓情報をすぐに得られるか否かがわからないことが、アクセスの低さの要因として考えら

れる。 

JICA 図書館ポータルサイトでも事業評価報告書を検索することは可能であるが、上述の通

り事後評価調査が発注されたときのパッケージごとに報告書が掲載されているため、必要

な教訓情報を検索することが困難である。教訓情報を得るシステムとして、アクセスの容

易さという観点から図書館ポータルサイトは活用しやすいものとは言い難い。 

一方、職員に教訓の存在およびその所在が把握されておらず、またシステムが必ずしも使

いこなされてない。教訓を利用するインセンティブがあまりないことから、教訓の参照価

値が認識されていない。また、経年によるコンテンツの陳腐化は回避することができない

問題である。ナレッジサイトの活用状況はこうした問題を端的に示すものとなっている。

2009 年度から 2012 年度の 4 年間のアクセス分析では、本部からのアクセスが 60～65%、国

内機関と在外事務所がそれぞれ 15%程度、その他が 6～7%となっている。この傾向は過去 4
年間一定であるが、アクセス数総計（全課題）は年々減少傾向にあり、2009 年度は年間 46,893
件のアクセス数であったのに対し、2012 年度には 36,471 件と、約 10,000 件もアクセス数が

減少している。 

ただし、その中でも教育分野は着実にアクセス数を増やしており、2009 年度には 5,170 件

であったアクセス数が 2012 年度には 9,415 件にまで増加した。アクセス数増加の要因は、

定期的に情報が更新されていることや、サイト内に参照性の高い情報が多いことが考えら

れる。一方で、教訓活用という観点で教育課題のナレッジサイトを分析すると、表 3-2 に示

すとおり、共通コンテンツにある Hints & Tips（教訓）は 6 件（最終更新 2011 年）、レファ

レンスプロジェクトは掲載無し、グッドプラクティスは 16 件（最終更新 2013 年）となっ

ている。他分野の Hints & Tips（教訓）の数や更新時点もばらついている。グッドプラクテ

ィスについての情報は、教育が 14 件ある他、情報通信技術が 34 件あるが、他の課題分野

では 0 である。 
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表 3-1 過去の教訓に関する情報の種類と保管状況 

 教訓情報 形式（例） 量 保管場所 保管形態・媒体 更新頻度 アクセスのしやすさ 

① 経験の蓄積 暗黙知 ― 各個人 
ナレッジマネジメントネットワーク 

― ― 
課題による 

△ 
○ 

② 経験（暗黙知）の

形式知化 
実施報告書・完了報告書等 案件相当数 本部担当部（共有フォルダ等） 

ナレッジサイト 
JICA 図書館（ポータルサイト含む） 
技術協力プロジェクト HP 
円借款情報ポータルサイト 

紙媒体 
PDF (CD-ROM) 
HTML 

適宜格納 
課題による 
適宜 
― 
― 

△ 
△（但し課題による） 
○ 
○ 
○ 

③ 第三者の事業評

価・検査等 
事後評価報告書 
（中間レビュー・事後モニタリン

グ含む） 

2,384 JICA 図書館（ポータルサイト含む） 
JICA Website（評価検索・ODA 見える化サイト） 
円借款事業評価報告書検索 DB 
ナレッジサイト（一部） 
会計検査院決算検査報告データベース 
外務省 ODA ホームページ 

紙媒体（年報） 
PDF (CD-ROM) 
HTML 

適宜（年報発行後等） 
適宜 
年 1 回（年報発行後） 

課題による 
年 1 回 
適宜 

○（但し参照低） 
◎（評価検索） 
△（NS にリンク有） 
△（但し課題による） 
○（但し参照低） 
○（但し参照低） 

会計検査院決算検査報告書 各年度 1 

外務省による ODA 評価 139 

④ 第三者の二次加

工教訓 
テーマ別評価 
インパクト評価 
調査研究 

75 
10 
― 

JICA 図書館（ポータルサイト含む） 
JICA Websit（評価検索・ODA 見える化サイト） 
ナレッジサイト（一部） 
JICA 内共有フォルダ 
外務省 ODA ホームページ 

紙媒体（年報） 
PDF (CD-ROM) 
HTML 

適宜 
適宜 
課題による 
適宜 
適宜 

○（但し参照低） 
○（但し参照低） 
△（但し課題による） 
△ 
○（但し参照低） 

⑤ JICA 内での二次

加工教訓 
R/D 案件相当数 JICA 図書館（ポータルサイト含む） 紙媒体（年報） 

PDF (CD-ROM) 
HTML 

適宜 ○（但し参照低） 
M/D 案件相当数 JICA Website（評価検索・ODA 見える化サイト） 適宜 ○ 

審査調書 案件相当数 ナレッジサイト（一部） 課題による △（但し課題による） 

事前評価表 2,253 本部担当部（共有フォルダ等） 適宜 ○ 

課題別指針 20 円借款事業評価報告書検索 DB 年 1 回 ○（円借款関係者） 

ポジションペーパー 9 円借款案件検索 
（JICA HP：近年の案件については事前評価有） 

適宜 △（情報が部分的） 

調査研究 － 国別・地域別情報データベース 適宜 ○（円借款関係者 
     

国別分析ペーパー 主要援助国相当数    

（出所）JICA 提供資料 
（注）事後評価報告書、外務省による ODA 評価、手間別評価、インパクト評価、事前評価表、課題別指針、ポジションペーパーの数は外部公開サイトで確認できた件

数（2013 年 9 月時点） 



テーマ別評価「プロジェクトの PDCA サイクルにおける教訓活用マネジメントの強化策の検討」 別添１ 

別添 1-24 

表 3-2 ナレッジサイト上の教訓情報 

件数
最終更新年/

備考
件数

最終更新年/
備考

件数
最終更新年/

備考
教訓

レファレンス
プロジェクト

グッドプラクティス

教育 6 2011 0 無 16 2013 なし なし なし

保健医療 2 2013 0 無 0 無 なし なし なし

水資源 2 2013 0 無 0 無
あり9件/

2013年更新
なし

あり6件/
2011年更新

防災 0 無 0 無 0 無 項目有・登録無 なし 項目有・登録無

ガバナンス 0 無 0 無 0 無 なし
主要案件リストとして

35件/
2012年更新

なし

平和構築 31 2013 0 無 0 無 あり あり なし

社会保障 14 2012 0 無 3 2005 あり
あり（アプローチと重

点項目として）
なし

運輸交通 0 無 0 無 0 無 なし なし なし

情報通信技術 3 2007 0 無 34 2003 あり なし なし

資源・
エネルギー

9 2007 0 無 0 無 あり/2013年更新 あり なし

経済政策 5 2012 0 無 0 無 項目有・登録無 なし なし

民間セクター開
発

560
2012

（大半が2007年整
備）

0 無 0 無 なし なし なし

農業開発・農村
開発

1 2007 1 2010 0 無 あり/2011年更新 なし なし

自然環境保全 56 2010 0 無 0 無 あり/2009年更新 なし なし

水産 0 無 0 無 0 無 あり13件/2007年 なし なし

ジェンダーと
開発

51 2013 0 無 0 無
あり

（良い事例として）
あり

あり
（良い事例として）

都市開発・
地域開発

0 無 0 無 0 無 なし なし なし

貧困削減 38

2013/執務参考資
料・他ドナーの取組
等。しかし、JICA事

業実施の経験を踏ま
えたものでは無い。

0 無 0 無 なし あり/2013年 なし

環境管理 6
2012/1件除き5件は

2007年 0 無 0 無 なし なし あり5件/2007年

Hints & Tips（教訓） レファレンスプロジェクト グッドプラクティス

課題別指針・ポジションペーパー
と、作成資料（執務参考資料、勉
強会）、個別案件情報、関連情
報（基礎知識やドナー動向等）と
いった属性ごとに整理しなおして

ある。
プロジェクト一覧表はあることが
多いが、課題別指針や、執務参
考資料の中には、重点アプロー
チ等があり、その中に協力事例
が記載されていることがある。

サイトマップの特徴

サイトマップでの見出し項目の有無
共通コンテンツ サイトマップ

分野課題

 
（出所）JICA 提供資料
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4. 教訓活用のための人材育成・体制 

JICA の協力戦略の下で、職員は「目的指向で問題解決につながる柔軟な事業マネジメント

力」を養うことが求められている。また、事業完了後の効果発現に向け、的確な現状把握

に基いた事業の統合的な立案および運用を行う能力が不可欠となっている。具体的には、

客観的な根拠に基づき、効果発現に向けた①事業の計画・立案、②事業実施の監理・適切

な対応、③事業完了後の監理・適切な対応、④事業効果の計測・評価、評価結果から得た

知識・情報の活用、新規案件形成へのフィードバックを行うことが必要とされている。 

4-1. 人材育成体制および枠組み 

現在、JICA においては、人事部が人材育成を包括的に監理し、研修体系を策定している。

人事部は、新卒・経験者採用職員の導入研修および階層別研修を実施しており、人材育成

の実施の一部（コアスキル研修、赴任前研修）は人材養成課が担っている。人材養成課が

実施する研修内容は JICA アカデミーや OFF-JT カリキュラムとして組み込まれている。 

各種スキルの習得方法・手段として、職員研修（OFF-JT）・OJT および自己研鑚がある。職

員研修は、導入研修と階層別研修、その他（専門研修、赴任前研修、JICA アカデミー）に

分かれる。導入研修は新卒職員および経験者採用職員を対象とするもので、階層別研修は、

3 年次・指導職・新任管理職・執行職・経営職と対象別に実施されている。赴任前研修は、

職員および非職員を対象とする在外事務所・支所への赴任前の 1 か月弱の研修である。JICA
アカデミーは、職員や経験者採用職員、赴任前職員および契約職員（企画調査員、嘱託等）

を対象に開かれたコースであり、赴任前研修用の各コースと併せてコアスキルを身につけ

る機会又はコアスキルの更新を行う機会として広く提供されている。研修機会が少ない契

約職員による利用もよく見られる。 

ナレッジマネジメント推進に基づく基幹業務遂行能力（コアスキル）として、①論理的思

考、②文書作成・プレゼンテーション能力（日本語・英語）、③業務知識、④国・地域の開

発課題を把握し、解決策を導出するためのマクロ的見方、⑤目的指向で問題解決につなが

る柔軟で適切な事業マネジメント力 ⑥折衝調整 にかかるスキル獲得が求められていて

いる。職員に求められる能力要件および研修（OFF-JT）体系（改定案）の全体の枠組みは、

下図のとおりである。これらのうち、国を観る視点や課題を観る視点、課題対応力強化、

事例研究、事業マネジメント研修や PCM 研修、評価マネジメント研修、プロセスマネジメ

ント研修などの、プロジェクトの PDCA サイクルにおける教訓活用マネジメントに関する

研修は、コアスキル④および⑤の、下図のハイライトした項目に含まれる。また、JICA の

情報システムや事業管理支援システムはコアスキル③の「JICA 基幹システム」に含まれる。

これらのプロジェクトのPDCAサイクルにおける教訓活用マネジメントに関するスキルは、

職員研修を通して学ばれる一方、実践で発揮される性質のものであることから、OJT および

自己研鑚で習得することが強く期待されている。 
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①論理的思考

②文書作成・プレゼンテーション能力

③業務知識

④国・地域の開発課題を把握し、解決策

を導出するためのマクロ的な見方

⑤目的志向で問題解決につながる柔軟

で適切な事業マネジメント

⑥折衝調整

■論理的に考える・話す・書く能力

■文書作成・プレゼンテーション能力

II 案件・業務遂行

III 職務関連

■国・地域を見る能力

■開発課題分野を見る能力

■事業・業務を見る能力

■案件・業務遂行

■折衝・調整

■ビジネス上の基本スキル

■業務実施上求められる思考スキル

■援助全般

1. 総論

2. 日本の援助・ODA政策

3. 援助アプローチ（基礎概念理解）

4. 援助協調

1. 文書作成・監理

2. コミュニケーション（プレゼンテーション）

5. 事業実施に関する知識・手法

(1) 環境社会配慮ガイドライン

(2) ジェンダー

(3) 貧困削減

(4) 平和構築

(5) 気候変動対策

(6) 市民参加・民間連携

(7) 各種スキーム・援助ツールに関する知識・手法

■組織全般

1. 組織

2. 事業関連

3. 中期目標、中期計画、年度計画等

4. その他

■法務知識

■経理・予算知識

■金融の知識

■契約・調達の知識

■安全管理

■人事・労務関連

■JICA基幹システム

■健康管理・メンタルヘルス

■広報関連

■その他

I 開発援助一般

■援助計画立案や国・地域を把握するための手法

1. 国・地域を把握・分析する方法論

2. 知識・経験の概念化、体系化の手法

■援助計画立案のための課題を把握するための手法

1. 問題の構造を把握・分析する手法

2. 知識・経験の概念化、体系化の手法

■援助計画立案のための事業・業務を把握するための手法

1. 事業サイクル

(1) プロジェクトサイクルの概論

(2) 実施監理に関する手法

2. 評価に関する手法

■案件遂行上必要となる折衝・調整に関する手法

1. ビジネスマナー

2. ファシリテーション

基幹業務遂行能力（コアスキル） 基準人材における能力要件 項目

(7) 各種スキーム・援助ツールに関する知識・手法

■JICA基幹システム

2. ファシリテーション

 

（注）図中のハイライトした項目には、プロジェクトの PDCA サイクルにおける教訓活用マネジメントに

関連する研修、JICA の情報システムや事業管理支援システムに関する研修が含まれる。 

図 4-1 能力要件と職員（OFF-JT）研修（改定案）の枠組み 
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4-2. JICA アカデミー 

上記の人材育成ニーズを踏まえ、JICA アカデミーが 2013 年 6 月から開始されている。開講

ごとに新規研修テーマも加わり、内容の充実が図られつつある。JICA アカデミーは基本的

に隔月実施されており、2013年度JICAアカデミーの研修コース内容は下表のとおりである。

プロジェクトの PDCA サイクルにおける教訓活用マネジメントに関する内容は、表中のハ

イライトした研修テーマに含まれている。 

 
表 4-1 JICA アカデミー2013 年度講義概要 

研修目的 研修分野 研修テーマ 

事務所管理運営 総務 プロトコールの基礎知識 

安全・健康管理 安全管理 セルフディフェンス 

事業マインド形成 
計画策定関連 

・JICA 事業の課題と展望 

・気候変動対策 

・課題対応力と案件形成（概論編） 

・課題対応力と案件形成（実践編） 

・貧困削減・ジェンダー・平等 

・情報システム 

連携・調整 ・援助協調への取組 

実務研修/ 
事業実施運営 

事業スキーム理解 

・技術協力プロジェクト 

・無償資金協力 

・円借款外観 

・課題別研修 

・ボランティア事業 

・フォローアップ協力 

・市民参加協力事業 

・民間連携 

事業管理 

・専門家派遣の仕組みと運営 

・研修員受け入れ手続き 

・案件監理（円借款） 

・審査手法（円借款） 

・環境審査 

・借款契約の法的事項及び関連事務手続き上の留意点について

（円借款） 

・有償資金協力勘定の予算・財務及び資金管理 

コアスキル - 明確な目標設定と適切な指標 

専門家赴任前研修

との合同講座 
援助関連知識・ 
経験 

・人間の安全保障 

・キャパシティ・ディベロップメント 

・PM 力強化① 専門家のワークプロセスマネジメント（ワークショッ

プ） 
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4-3. 人材育成上の現在の課題 

(1) 事業マネジメント研修 

平成 23 年度までは事業マネジメントハンドブックを基にワークショップ形式で実施されて

いたが、平成 24 年度以降、休止中である。これまで行われていたワークショップは、事業

マネジメント総論、事業マネジメントにおけるプロジェクト・サイクル・マネジメント

（PCM）手法の問題意識、事業マネジメントのためのツールの紹介 などであり、協力戦

略に基づく事業マネジメントの強化の必要性や、事例を通した PCM 手法の有効な活用方法

と問題点が明らかにされるものとなっていた。しかし、座学半日・ワークショップ半日、

計 1 日間の構成で習得されるスキルが限定的である一方、日常業務からのフィードバック

や研修受講後の職場・現場でのフォローアップは行われていなかったのが実態である。現

在、JICA アカデミー講義として追加すべく準備作業が行われている。 

(2) PCM 研修 

計画立案コースは、新卒職員を対象とした導入研修で必修となっているが、モニタリング

評価コースについては任意となっている。受講歴は人事部が管理している。PCM 手法およ

び PDMの使い方が適切に理解されているかについてを確認する研修機会は提供されておら

ず、日常業務において上司や先輩・同僚から指導を受けることとなる。PDM は実施機関ら

の意見が反映され、合意形成が図られた上で最終化されるべきものであるが、詳細計画策

定調査団では、職員が作成した PDM が、カウンターパートとのワークショップが行われな

いまま正式版となってしまう例もある。 

 

(3) 評価主任研修（在外事務所向けを含む） 

技術協力プロジェクト事業事前評価表の作成方法について、具体的な事例を通して学ぶ機

会が設けられていたが、平成 19 年度以降実施されていない。また、評価主任ポストも統合

後、形骸化している。 

 

(4) 研修対象層 

新卒職員への導入研修やシニア職員への専門的研修は比較的実施が容易である一方、中堅

レベルの職員（主任調査役レベル）を対象とした研修が体系的に行われていない。また、

在外事務所での職員および専門家に対するフォローアップは現在行われておらず、強い要

望が挙がっている。 
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(5) 人材育成へのニーズ 

今回実施したアンケート調査（詳細については 5-2. アンケート調査分析結果を参照）にお

いて、管理職に対しては、「課員によるプロジェクト業務の向上に向けて、どのような研修

が役立つと思いますか」、入構後数ヶ年の事業担当者へは「プロジェクト業務の向上に向け

て、どのような研修が役立つと思いますか」と質問を行った。 

その結果、管理職と事業担当者との間に、全体的な傾向として大きな差は無く、事業マネ

ジメント研修が最もニーズが高く、事業評価研修、プロセスマネジメント研修、評価マネ

ジメント研修の順に続いた。なお、「PCM の具体的活用方法に関する研修」は管理職と事業

担当者との間に認識の差があり、また、「その他」について管理職からより多くの提案があ

った。 

管理職群のうち、所属別（在外（支所を含む）・本部（国内機関を含む））・職群別（エキス

パート職群・マネジメント職群）で見ると、事業マネジメント研修の要望が多いのは所属

別では在外（約 6 割）、職群別ではマネジメント職群（6 割）であった。プロセスマネジメ

ント研修の要望は在外（4 割弱）が顕著であった。 

在外およびマネジメント職はプロジェクトをトータルに捉え考える必要性があると考えて

いるため、プロジェクトマネジメント全体（過去の事例のどの局面でどういった問題があ

り、どう解決したかなどを俯瞰すること）を重要視しているものと考えられる。 

事業担当者の間では、所属別（地域部、課題部）では地域部が最も多く「事業マネジメン

ト研修」を要望し（約 7 割）、職種別では専門嘱託／調査員（7 割弱）が多かった。「PCM
の具体的活用方法に関する研修」および「プロセスマネジメント研修」は、所属別では地

域部に多く（それぞれ 35.0%、45.0%）ニーズが見られた。「評価マネジメント研修」は課

題部で多く挙げられた（3 割強）。専門嘱託／調査員の研修ニーズは全般的に高かった。 

地域部に「事業マネジメント研修」、「PCM の具体的活用方法に関する研修」および「プロ

セスマネジメント」の受講者が多い背景には、主な業務が案件形成・計画であることから、

トータルでプロジェクトを捉える視点が必要、もしくはプロジェクトサイクルを俯瞰した

上で案件形成を行う必要性が認識されていると考えられる。 

管理職は、「課員の受講が必要と考えられる『その他』の研修」として多くの例を挙げてい

る。その内容の大半は、選択肢にあった「事業マネジメント研修」、「事業評価研修」、「プ

ロセスマネジメント研修」、「評価マネジメント研修」をより効果的に行うための具体的内

容の提案であった。事業担当者は、選択肢以外の「その他」の研修を挙げた人数自体が小

数に留まり、またその内容は既存の研修を準えたものであった。管理職回答の内容は下表

のとおりである。なお、「web base の研修」との提案もあり、これは物理的に研修会場に赴

くことが困難な在外所員やナショナルスタッフを想定したものである。 
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表 4-2 「課員に受講させたい」研修の内容（管理職回答） 

研修テーマ 回答で得られた研修の具体的形態・内容 研修導入の現状および回答意見 

事業マネジ

メント 
（実施形態） 
 職員の能力向上ではなく、課単位としての事業

マネジメントにかかる研修 

（現状） 
 課単位としての事業マネジメント研修は導入

されていない。 
 JICA内での案件形成や実施モニタリング、評

価は複数の部署にまたがって行われている。

また、案件形成ワークショップは関係者の意

見を集約しつつ行うものであり、グループや

チームで取り組む実態がある。 
 

（内容の改善） 
 事業にまつわる全体の流れ、案件形成やモニ

タリング、評価を JICA ではどのようなツールを

使って行っているかを学ぶ機会となるもの 
 案件形成時のプロジェクト形成の際の相手側

のオーナーシップの導き方を学べるもの 
 できる限り具体的な事例（仮想例でも可）にもと

づいた、hands-on で勘所を伝授するような研修

（経験の浅い職員の場合にも理解が可能なよう

に） 
 課題抽出およびその解決能力（過去案件や技

術一般の既存情報の収集や分析等も含む） 
 

（回答意見） 
 「PDM 至上主義や、コンサルタント丸投げを

当然と考える職員がいるため、そもそものプロ

ジェクトの考え方等をきちんと研修する必要

がある。」 
（現状） 
 新卒職員の導入研修や在外事務所派遣前

研修で既に行われている。 
 「課題を見る視点」「課題対応力強化」講座が

JICA アカデミーで導入されている。 

事業評価 （実施形態） 
 若手職員が評価室に一か月缶詰で実施してい

た評価研修（旧 OECF 時代に実施されてい

た）。 
 

（回答意見） 
 「一度、自分で評価をしてみると、プロジェクト

サイクルを俯瞰することが出来るようになる。」
 

PCM （内容の改善） 
 事業の計画・立案や実施体制整備に関する研

修 
 開発課題別「標準的指標・教訓レファレンス」に

関する研修（特に新規案件の計画策定の際に

非常に有益） 
 

（回答意見） 
 「PDM を作る PCM は評判が悪いが、手法そ

のものではなく使い方の問題である。」 
 

プロセスマ

ネジメント 
- （回答意見） 

 「PCM はデザインを決める時など静的な状態

把握には良いが、日々動いているプロジェク

トの状態を把握できない。」 
 「PDM があることで柔軟なデザイン変更がで

きない。」 
 「プロジェクトの枠外に整理する外部条件に

対してプロジェクトが脆弱すぎる。」 
 

円借款調達 - （回答意見） 
 「DAC評価 5項目のうち効率性に大きな影響

を与えるから。」（意見） 
（現状） 
 JICA アカデミーで既に円借款関連講座が複

数導入されている。 
（出所）アンケート結果に基づき調査団作成。 
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また、研修の形態を取らないもの（当該セクターの勉強会、OJT の推進）も下表のとおり挙

げられた。 

表 4-3 課員に必要な勉強機会（管理職回答） 

要望 内容 

当該セクター

の勉強会 
事例研究 
 多くのケーススタディ研修を行い、ケースを通じて学ぶ 
 案件監理のノウハウ 
 プロジェクト事例に関する研修 
 優良事例・失敗事例に関する研修 
 失敗経験共有セミナー 
 特定専門分野（例えば上水道）に係る失敗事例を共有し、何故失敗したのかを考える

研修 
 過去にどんな案件を実施してきたか。どんな類似案件があるかを知る 
 実施中案件に基づく、ワークショップの開催 

セクターイシュー 
 当該セクターの基礎知識や技術的な内容の勉強会 
 外部講師を招いての講演会 
 コンサルタントとの勉強会 
 分野課題毎の教訓勉強会 
 JICA 事業だけでなく、他の機関の事業教訓例や批判的な論文、報告等一般化された

教訓とその対処例を理解するものがよい。 

ワーキンググループ 
 牽制部門や業務支援部門がリスクをつぶしあう業務実施体制や、責任の所在をより明

確にする（特に無償業務）規程類の整備 

OJT の推進  現場感覚を磨く 
 個別業務の実施 
 プロジェクト運営の現場に関わる 

情報リテラシー  教訓の位置情報、どんな情報がどこにあるか 
 検索方法 
 業務への活用方法 

コミュニケー

ションスキル 
 事業評価に生かせる情報を、どのように聞き出すのか 
 暗黙知部分に情報が溜まっている事を認識したうえで、それをどのように引き出すか

 問題案件や難易度の高い案件を持ち寄り、より実践的に行う 
 製造業のカイゼン WS といったものをベースに考える 

（出所）アンケート結果に基づき調査団作成。 

 
研修や勉強会等の学びの場は、現場での課題対応力強化や、PDCA サイクルを俯瞰する視野

の更なる育成への一助としての位置付けが強いと考えられる。 
 
これらを踏まえ、教訓活用の促進のために、新たに導入（もしくは内容を改善した上で実

施）可能な研修として、以下の内容が考えられる。 
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表 4-4 今後の研修実施の可能性およびその内容 

研修 
テーマ 

希望内容 
（アンケート結果より） 対象 

希望形態・ 
内容による実施

の有無（現状） 

導入の 
必要性 主旨 

事業マネジ

メント 
（形態） 
課単位の事業マネジメント

研修 

若手 なし ○ 意見集約やチームワーク手法を上司・先

輩から直接学ぶ機会、ピア教育の機会

として効果的 
中堅 なし ○ チームの中でのリード役としてのロール

強化を重点的に行う観点から効果的 
管理職 なし ○ マネジメント力強化を重点的に行う観点

から効果的 
（内容） 
事業にまつわる全体の流

れ、案件形成やモニタリン

グ、評価を JICA ではどのよ

うなツールを使って行って

いるかを学ぶ 

若手 なし OJT OJTで管理職から徹底した指導を受ける

ことが必要。 
中堅 あり 

3 年次 
指導職 

○ 
日常の業務における PDCA サイクルの

指導を徹底するためのマネジャー研修

に含めることが望ましい 管理職 なし ○ 

（内容） 
プロジェクト事例を用いたプ

ロジェクトマネジメントコース 

若手 なし ○ 実践的な内容（ケーススタディおよび業

務との抱き合わせ） 中堅 あり 
3 年次 
指導職 

○ 

管理職 なし 〇 管理職レベルでは当然知っているべき

事項であるが、現状、研修が休止されて

いることもあり、リフレッシュ研修として指

導者の立場の視点の内容のものが必要

と思われる。 
事業評価  旧OECF時代に実施して

いた、若手職員が評価室

に一か月缶詰で実施して

いた評価研修。 

若手 なし ○ PDCA サイクルの初歩を理解 
中堅 なし ○ （再研修として）PDCA サイクルを俯瞰 

管理職 なし × （不要） 

PCM  事業の計画・立案や実施

体制整備に関する研修 
 （案件形成）開発課題別

「標準的指標・教訓レファ

レンス」に関する研修 

若手 あり ○ より実践的なものに改善。職場・現場で

のフォロー体制の構築も必要。 
中堅 あり 

3 年次 
○ 再研修として、より実践的な内容で導入 

管理職 なし 〇 管理職レベルでは当然知っているべき事

項であるが、過去 10 年技術協力プロジ

ェクトの内容の傾向も大きく変化してお

り、リフレッシュ研修として必要と思われる。 
プロセス 

マネジメント 
 日々動くプロジェクト状態

の把握 
 柔軟なデザイン変更 
 外部条件の扱い方等 

若手 なし × （時期尚早） 
中堅 なし ○ PCM モニタリング評価コースと抱き合わ

せで実施する。職場・現場でのフォロー

体制の構築も必要。 
管理職 なし 〇 管理職レベルでは当然知っているべき事

項であるが、過去 10 年技術協力プロジ

ェクトの内容の傾向も大きく変化しており、

リフレッシュ研修として必要と思われる。 
評価マネジ

メント 
 若手 なし △ 一般職員には時期尚早だが、評価部の

若手職員については必要。 
中堅 なし ○ （再研修）個別案件の評価に留まらず、

俯瞰する視野を育てる。職場・現場での

フォロー体制の構築も必要。 
管理職 なし ○ 

円借款調達  若手 あり ○  
中堅 あり △ 旧 JICA職員を対象に再研修。実践的な

内容を業務との抱き合わせで実施。 管理職 あり △ 
○：全員向け必修、△：対象者指定で必修、×：不要 
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以上、JICA の職員に対する人材育成の考え方、実施されている研修、職員の要望の現状分

析結果をまとめると、事業マネジメントへの研修ニーズが高く、より実用的で業務につな

がるような研修が強く求められている。本調査で提案する研修についてはこれらの要素を

取り入れ、プロジェクトに関する課題分析やマネジメント力向上に資するものになる必要

がある。とりあげる題材も実際のプロジェクトのケースや自身が関与した案件について取

り上げ、参加者で対応案に有効性について議論し、理解を深めるような形式のものがより

必要と思われる。研修で得たものを直接現場で活用でき、またその活用結果から自身で学

ぶ力を向上させるものがよいと考える。 
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5. 本調査における JICA 職員を対象とするワークショップ・アンケート調査分

析結果 

5-1. ワークショップ結果 

教訓活用に係るワークショップを以下の通り開催した。 

【日時】2013 年 8 月 8 日（木）第一部：9:30～12:30、第二部：13:30～16:30 
【参加者】 
第一部：地域部、課題部の事業担当の中堅職員（主任調査役レベル）（11 名） 
第二部：地域部、課題部の管理職（次長レベル）および国際協力専門員（10 名程度） 

教訓活用の現状分析にあたっては、以下の問題系図を出発点とした。 

 

図 5-1 JICA における教訓活用の問題系図 
 

ワークショップの分析結果の主なポイントは以下の通り。 

【教訓活用に係る問題分析】 

≪事業評価から導き出される教訓の質に係る課題≫ 

 形式知として事業評価によって導き出される教訓は、対外的に公表されるため、一般

的過ぎるものが多くみられる一方、汎用性が低いものもあり、かつ、必ずしもすべて

を記述できないという制約もある。 
 1 つのプロジェクトを見るだけでは、一般化・体系化した教訓となりにくい。また切り

出された結果だけを集めても教訓を提供するための条件が把握できず、使える教訓と

はならない。 
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 何が使える教訓なのかが、教訓の作り手（評価者）にも使い手（JICA 職員）にも明確

になっていない。 

≪教訓の活用に係る課題≫ 

 教訓やその活用方法について、JICA 職員が十分理解していない。また、いつ、どの

ように活用すべきか、業務フロー上明確でない。また、教訓活用のレベル（「最低限、

避けなければいけない失敗を減らす」ためなのか、「より事業効果を高めるためなの

か」）によって、参照すべき教訓も異なり、活用の仕方も異なる 

 教訓を活用しなくても、表面上業務を進めることができてしまい、教訓活用の動機づ

けがなされない。 

 形式知を活用するには、その前提として暗黙知の活用が必要であるが、使い手の現場

経験が少なく、教訓活用の必要性が認識されていない。 

 教訓情報は大量に存在しているが、参照すべき教訓の選定がなされておらず、重要な

教訓の共有の機会が少ない。 

 目の前の業務に追われてしまい、教訓を探し、読み込む時間もなく、活用するために

咀嚼する時間がない。 

≪教訓の有効性に係る課題≫ 

 教訓の活用状況が把握されておらず、教訓をレビューする機会も限定的であるため、

教訓の有効性が検証されていない。 

【教訓活用に向けた改善策】 

 参照すべき教訓の定義を明確にし、必要とされる教訓を整理・分類し、検索しやすく

する。 

 マニュアルやチェックリスト、教訓集などの活用手段の整備 

 教訓を使うための人材育成のシステムの必要性。 

 教訓活用を義務付ける制度は必要であるが、仕組みだけでは不十分であり、環境作り

や動機づけが必要。 

 

5-2. アンケート調査分析結果 

管理職 160 名（評価主任、ナレッジネットワークマネージャー、エキスパート職群等）、事

業担当者 174 名（入構後数ヶ年程度の職員および専門嘱託、専門調査員、出向者等の非職

員）、計 334 名に対してアンケート用紙をメールにて送付して回答を依頼した。2013 年 8 月
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13 日～30 日の間に回収を行ったところ、管理職 118 名、事業担当者 102 名、計 220 名から

回答を得た。回収率は管理職 74%、事業担当者 59%、全体 66%である。 

 

在外事務所 在外支所 その他海外 本部 国内機関 その他 不明

不明・無回答 9 5 0 7 0 0 2

マネジメント職 31 0 0 36 0 0 3

エキスパート職 4 0 3 13 3 1 1
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図 5-2 回答者の所属（管理職） 
 
 

正職員
期限付

職員

専門嘱

託

専門調

査員

企画調

査員
出向 その他 不明

不明 9 0 4 0 0 0 1 3

地域部 19 0 17 2 0 1 1 0

課題部 24 0 9 0 0 4 7 1
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図 5-3 回答者の所属（事業担当者） 

 

アンケートの分析結果の主なポイントは以下の通りである。 
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【教訓の有用性】 

 回答者の 9 割を超える人数が教訓は役に立つと

みなしている。教訓に求められるのは、主に実

用性や実践性であり、どのような情報があれば

教訓として役に立つかについては、「案件の問題

点・失敗の要因が記載され、具体的な対応策が

示されている」、「類似案件についてどの段階で

どのようにすればよいかが具体的に記載されて

いること」が多く回答として選択された。 

それ以外に挙げられた「役に立つ」教訓として

は、普遍的であること、汎用性があること、一

般化ができること、情報量が十分であること、

実践性があること等があった。また、業務フロ

ー各段階に応じた使い分けをすることが重要で

あるとの回答も見られた。現在抽出されている

教訓が「役に立たない」理由として挙げられた

のは、具体性に欠ける、汎用性にかける（一般

化が難しい）、教訓の質が低い、等であった。 

また、回答からは、プロジェクト業務に従事する人材の判断力や理解力に拠る（経験に

拠る）ところも大きいことが伺われ、その裏返しとして、これらの経験や判断力、現場

対応力を養う上で役に立つ内容が教訓として求められていた。 

16.1%

50.0%

57.6%

28.8%

43.2%

66.1%

16.1%

6.8%

20.6%

37.3%

61.8%

24.5%

38.2%

52.9%

6.9%
9.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

a b c d e f g h

管理職 事業担当者

 （単位：人）
  a 

誰のためかが

明確 

b 
何のためかが

明確 

c 
類似案件での

反映に当たり

具体的 

d 
適用するため

の前提条件が

具体的 

e 
グッドプラクティス

である根拠や要因

が具体的かつ一

般化されている

f 
問題点・失敗

の要因および

対応策が 
具体的 

g 
その他 

h 
無回答 

 管理職 19 59 68 34 51 78 19 8 
 事業担当者 21 38 63 25 39 54 7 10 
      

図 5-5 どのような情報があれば教訓として役立つか 

図 5-4 教訓は役に立つか 

管理職による回

答

課員自身の回

答

無回答 2 4

役に立たない 5 5

役に立つ 111 93

94.1% 91.2%

4.2%
4.9%

1.7% 3.9%

0%

20%

40%

60%

80%

100%
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【教訓の参照性】 

 回答者の9割以上は、プロジェクト業務において過

去の案件の教訓を参照していると認識している。 

教訓の情報源は「関連案件の事業評価報告書」お

よび「関係者からの情報（暗黙知）」が突出して

多く、暗黙知は上司、国際協力専門員から得られ

ることが多い。 

テーマ別評価の参照の有無については、管理職と

事業担当者との間で認識に違いが見られる。管理

職は横断的評価の存在そのものを認知し、プロジ

ェクト業務を俯瞰する視点の重要性を認識する

一方、事業担当者は教訓リソースを抽出し、読み

込むための経験が浅い、また、日常の業務以外の

資料を読み込む時間的余裕を持たないといった

状況が考えられる。 

「参照しない」理由として挙げられた内容から、既

にある知見や経験、暗黙知を活用することで対応可

能である、教訓のストックが既にある、過去の案件

の教訓の参照性や参照価値が低い などが伺われる一方、教訓の所在・アクセス方法が分

からないといったリソースへのアクセスの問題も浮かび上がる。また、経験の不足から、

教訓を教訓として認識できない、良質の教訓リソースを抽出する視点や判断力に欠ける、

などの状況も見られる。それ以外には、目先の案件監理に終始し（忙しく）、過去の案件の

教訓を顧みる時間的余裕がない等が伺われた。 
 

図 5-6 過去の案件の教訓は

参照しているか 

管理職による
回答

課員自身の回
答

無回答 3 2

全く参照しない 2 6

時々参照 86 67

常に参照 27 27

22.9% 26.5%

72.9% 65.7%

1.7% 5.9%
2.5% 2.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%
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74.6%

19.5%

30.5%

77.1%

16.1%

4.2%

71.6%

3.9%

23.5%

73.5%

6.9% 6.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

a b c d e f

管理職による回答 課員自身の回答

 
 （単位：人）  

  a 
事業評価報告書 

b 
テーマ別評価等 

c 
マニュアル・ 
ハンドブック等 

d 
暗黙知 

e 
その他 

f 
無回答 

 

 課員の教訓情報源 
（管理職による回答） 

88 23 36 91 19 5 
 

 事業担当者による回答 73 4 24 75 7 7  

         

図 5-7 過去の案件の教訓を参照するときの情報源 

 
 

43.2% 43.2%

33.1%
26.3% 28.8%

24.6%

58.8%

43.1%

28.4%
23.5% 22.5%

26.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

1 2 3 4 5 6

管理職による回答 課員自身の回答

 
 （単位：人）  

 
 1 

上司 
2 

国際協力専門員 
3 

専門家 
4 

コンサルタント 
5 

その他 
6 

無回答 
 

 課員の暗黙知入手先 
（管理職による回答） 

51 51 39 31 34 29 
 

 事業担当者による回答 60 44 29 24 23 27  

         

図 5-8 暗黙知の情報源 
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 プロジェクト業務実施に当たってよく参照されているのは、事業評価報告書、マニュア

ル・ハンドブック、他案件の業務書類が多い。案件検索データベースは事業担当者に多

く参照されている。 

案件データベースの参照状況に管理職と事業担当者との間で認識ギャップがある背景には、

IT スキルのギャップ、システム上のアクセスの困難さ、紙文書に対する姿勢や意識の違い

等があると考えられる。 
 

 

73.7%

57.6%
51.7%

16.1%
20.3%

8.5%

83.3%

62.7%

54.9%

39.2%

6.9%
2.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

a b c d e f

管理職による回答 課員自身の回答

 
 （単位：人）  

  a 
事業評価報告書 

b 
マニュアル・ 
ハンドブック 

c 
他案件の 
業務書類 

d 
案件検索 DB 

e 
その他 

f 
無回答 

 

 課員へ指導する参照資料

（管理職に拠る回答） 87 68 61 19 24 10 
 

 事業担当者の回答 85 64 56 40 7 2  

         

図 5-9 プロジェクト業務実施上参照先 
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【教訓の活用】 

 回答者の 9 割前後は教訓を活用しているとの認

識を持っている。活用機会は案件形成段階が最

も多く、次いで事前評価・審査時となっている。

教訓の効果的な活用に当たって、教訓事例集・

データベースがあると役立つとした回答者が最

も多く、開発課題別事例レファレンスがこれに

続く。 

事業担当者レベルで「教訓を活用していない」

理由として挙げられた内容から、システム上の

整理が悪い（過去の案件の教訓の所在を知らな

い、アクセスがよくない）、教訓の質が悪い（具

体性に欠ける等）、経験の不足（教訓活用の具体

的な方策を認識していない、教訓を教訓として

認識できない、理解力や業務への精通度が相対

的に低い）が考えられる。 

管理職の回答からは、「教訓が解決策を提示するものとして受け止められていない」と

の意見が聞かれた。 

教訓の効果的な活用に当たって、やはり暗黙知が重要であるとの意見や、業務フロー上

必要となる段階でリマインド機能が備えられているとよい、情報の所在に関する情報・

システム改善、業務効率の改善 なども意見として聞かれた。 

 

80.5%

64.4%

52.5%

42.4%

6.8% 5.9%

70.6%

43.1% 41.2%

29.4%

3.9%

13.7%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

a b c d e f

管理職による回答 課員自身の回答

 （単位：人） 

  a 
案件形成段階 

b 
事前評価・ 
審査時 

c 
実施モニタリング

時 

d 
事業評価実施時

e 
その他 

f 
無回答 

 

 課員の教訓活用状況

（管理職による回答） 
95 76 62 50 8 7 

 

 事業担当者による回答 72 44 42 30 4 14  

    

図 5-11 教訓（暗黙知を含む）を活用するタイミング 

図 5-10 教訓（暗黙知を含む）活用

管理職による

回答

課員自身の回

答

無回答 6 2

活用していない 1 11

活用している 111 89

94.1%
87.3%

0.8%
10.8%

5.1% 2.0%

0%

20%

40%
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70.3%

29.7% 32.2%

57.6%

22.9%
27.1%

0.8% 0.8%

66.7%

36.3%

29.4%

44.1%

13.7%

6.9%
1.0% 2.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

a b c d e f g h

管理職による回答 課員自身の回答

 
   （単位：人）  

  a 
教訓事例集・

DB 

b 
報告会 

c 
マニュアル・

ハンドブック 

d 
開発課題別事

例レファレンス 

e 
プロジェクト業務

に関する研修 

f 
その他 

g 
必要なし 

h 
無回答 

 

 課員の教訓活用に

役立つツール（管

理職による回答） 
83 35 38 68 27 32 1 1 

 

 事業担当者による

回答 
68 37 30 45 14 7 1 3 

 

           

図 5-12 効果的な教訓活用に役立つツール 
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【プロジェクト業務に役立つ研修】 

 プロジェクト業務の向上に役に立つ研修として、事業マネジメント研修へのニーズが最

も高く、事業評価研修、プロセスマネジメント研修が続いた。 

56.8%

42.4%

22.9%

33.1%

25.4% 26.3%

2.5%
5.9%

60.8%

44.1%

30.4%

36.3%

28.4%

6.9% 7.8%
3.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

a b c d e f g h

管理職による回答 課員自身の回答

 
   （単位：人）  

  a 
事業マネジ

メント研修 

b 
事業評価研

修 

c 
PCM の具体

的活用方法

に関する研修 

d 
プロセスマネ

ジメント研修 

e 
評価マネジメ

ント研修 

f 
その他 

g 
必要なし 

h 
無回答 

 

 課員のプロジェクト業

務向上に役立つ研修

（管理職による回答） 
67 50 27 39 30 31 3 7 

 

 事業担当者による回

答 
62 45 31 37 29 7 8 4 

 

           

図 5-13 プロジェクト業務の向上に役立つ研修内容 

 

【教訓の質の向上に向けた事業評価の在り方】 

 プロジェクト業務およびプロジェクト自体の向上に役立つ教訓を抽出するために適切

な事業評価が実施されているか、との質問に対し、管理職の 6 割弱は「実施されている」

との認識であったが、3 割強は「実施されていない」と回答した。プロジェクトの効果

発現や持続性の確保向上に役立つ事業評価に記述されるべき内容として、「事業効果や

持続性、実施プロセスにおける促進・阻害要因の具体的かつ詳細な分析」を求める回答

者が多い。また、事業評価の教訓の質の向上を図るために必要なツールとして、事業評

価に係る職員向け研修、事業評価に係るガイドブック・ハンドブックの整備、JICA 職

員とコンサルタント間の情報共有が役に立つとの回答が多い。 

「実施されていない」理由として挙げられた内容から、外部公開上の制約、事業評価の

本来の目的と実態の相違（業務フロー上義務的に実施されている、PDM 作成や 5 項目
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評価を行うことが目的化している）、評価の制度設計上の問題、第三者評価の限界、業

務フローとのミスマッチ（事業評価の実施時期と教訓活用のタイミングとの間に齟齬が

ある）、教訓の質の問題（類似事業に活用するレベルまで掘り下げられていない）、教訓

活用現場の問題（フィードバックが難しい、アクセスが限られる）等が浮かび上がった。

また、「その他」のツールとして、情報へのアクセスの向上、組織内の周知徹底、先方

政府関係者向けの研修の実施、評価体制の改善、教訓を活かす場の設定などが挙がった。 

 

43.2%

76.3% 76.3%

39.0%

14.4%

1.7%
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82.4%
75.5%

44.1%

3.9% 2.9%
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30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

a b c d e f

管理職 事業担当者

 
   （単位：人）  

  a 
事業効果を定量

的に分析 

b 
事業効果や持続性

の促進・阻害要因

について具体的 
かつ詳細に分析 

c 
実施プロセスに

おける促進・阻

害要因を具体的

かつ詳細に分析 

d 
プロジェクトの 
外部要因の影響 
について具体的 
かつ詳細に分析 

e 
その他 

f 
無回答 

 

 管理職 51 90 90 46 17 2  

 事業担当者 53 84 77 45 4 3  

           

図 5-14 プロジェクトの効果発現や持続性の確保の向上に役立つ事業評価の内容 



 

 

 

 

 

別添 2 

他組織における教訓活用・ 

リスク管理の事例 

（国際援助機関、保健・医療機関） 
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1. 世界銀行(WB：World Bank) 

1-1. WB グループの事業評価体制等 

(1) 総論 

WB グループ全体（IBRD、IDA、IFC、MIGA）の戦略、政策、プログラム、プロジェクト、

活動の評価は、独立評価グループ（IEG：Independent Evaluation Group）が実施している。IEG
による評価業務の目的は、WB グループ業務結果の客観的な評価の提供及び経験から得られ

る教訓の確認およびその普及である。IEG は WB 内組織であるが、客観的評価を実施する

ために、独立組織となっており、その結果は直接 WB 理事会に報告される。 
 
IEG の主な評価業務は以下の通り。 
 
 プロジェクトレベル評価：ディスバース終了案件の内部評価報告書のレビュー及び現

地調査を含む事後詳細評価 
 国別評価：国別支援戦略（CAS）実施状況レビュー 
 グローバルプログラム評価：世界的、地域的、複数国に対するプログラム活動をパー

トナーとの評価 
 セクター評価：農業、運輸、教育等 WB が融資しているセクターにおける WB の活

動・経験の評価 
 テーマ別評価：貧困、ジェンダー等 WB が融資している分野における WB の活動・

経験の評価 
 WB グループのビジネス評価：WB グループの活動、政策等に係る評価 

 
IEG は局長の下に、Public Sector Evaluation 部門、Private Sector Evaluation 部門、Country, 
Corporate and Global Evaluation 部門、Strategy, Leaning and Communications 部門の 4 部門を有

する。IEG の職員は 107 名（2013 年度現在）の専門スタッフおよびアシスタントから構成

される。このうち 3 割弱がマネージャー/上級専門家以上の上級職員であり、WB 全体の比

率に比して専門性の高い割合となっている他、マネジャーレベルの職員割合も WB 全体の

割合よりも高く、相当の専門性を有する職員で構成されている。常勤スタッフの半数程度

が WB 内の種々セクターでの案件業務経験者、残り半数は外部からの雇用となっており、

評価専門家だけでなくセクター専門家/経験者も有している。それに加え、主に WB の OB
を中心としたコンサルタントを常勤ベースで雇用し、彼らの WB オペレーション経験を有

効活用しているなど、各種専門家が複合的となった案件評価実施体制を構築している。 

IEG の評価業務の品質確保を図るための主な活動は以下の通り1。 

 評価者間の品質齟齬を減少させるためのガイドライン 

                                                        
1 The Independent Evaluation Group, The World Bank Group, Self-Evaluation of the Independent Evaluation Group, 

2011 
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 評価時質問項目、評価アプローチ、方法論の概要を記した評価アプローチペーパー

作成および当該ペーパーの IEG マネジメント・チームへの共有、コメント、IEG リ

ーダーシップチームの承認 
 IEG マネジメント・チームからの品質管理に関しての評価チームに対する継続的なア

ドバイス・ガイダンス提供 
 全ドラフト評価報告書のコメント、レビューのための IEG マネジメント・チームへ

の回覧 
 外部ピアレビューの実施（少なくとも二回） 
 外部パネルによる報告書の品質、指摘事項、提言のレビュー 
 評価局長議長による報告書レビュー会議 

 

(2) 評価枠組み 

WB グループのプロジェクトレベルにおける評価フレームワークは以下の通り。 

表 1-1 WB グループの評価フレームワーク 

 WB IFC MIGA 
事業完了報告書 
（内部評価報告書） 

Implementation and 
Completion Reports (ICRs)

投融資案件：Expanded 
Project Supervision Reports 
(XPSRs) 
助言案件：Project 
Completion Reports (PCRs)

Project Evaluation Reports 
(PCRs) 

IEG による内部評価

報告書レビュー 
ICR Reviews IEG Evaluation Notes IEG Valuation Notes 

IEG による詳細事後

評価 
Project Performance 
Assessment Reviews 
(PPARs) 

- - 

（出所）Independent Evaluation Group, The World Bang Group, “Results and Performance of the World Bank Group 
2012” 

WB/IEG によるプロジェクトレベルの事後評価は、①机上ベースでの ICRs レビューと②現

地調査を含んだ PPARs による評価がある。ICR レビューは、ディスバース終了時点でのプ

ロジェクトチームにより実施される事業完了報告書（ICR）を IEG がレビューするものであ

る。通常は、担当者 1 名がレビューした後、ピアレビューを実施する。現在、100%の ICRs
を IEG では机上レビューしているが、2014-16 年度の Work Program では、費用対効果面を

考慮して選択的なレビューに変更することが提案されており、現在アカウンタビリティ確

保等を議論している最中である。ICR レビューでは、ICR でレーティングされている 4 項目

（アウトカム、アウトカムに対するリスク、WB パフォーマンス、借入者パフォーマンス）

のレビューに加え、モニタリングの質、ICR の質についてもレーティングを付す。2012 年

度で 178 件の ICR レビューを実施している。PPARs は通常案件終了 2～3 年後に現地調査を

含む詳細事後評価による報告書であり、事業達成度の評価、アカウンタビリティを目的と

した格付付与、プロジェクト経験からの教訓導出を実施している。PPARs は終了案件全件

を実施するのではなく、毎年選択的に案件を抽出して実施している。2012 年度では 40 件の
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PPARs を実施している。PPARs 実施の選択基準は以下の通り2。 

 セクター別、テーマ別、国別の評価に対する有益なインプットをもたらす案件。 
 成功案件、失敗案件等更なる教訓が得られる可能性のある案件 
 ICR によるレーティングと ICR レビューのレーティングに格差がある案件 

IFC のプロジェクトレベルの評価は、XPSRs（投融資案件）/PCRs（助言業務）のレビュー

が中心である3。IFC 投融資案件では、案件承認後平均 5 年経過後、投融資案件事業が操業

開始し財務諸表が 1～2 年程度提出される時点で、IFC スタッフによる XPSRs が作成され、

その作成後 IEG がそれをレビューする。IFC スタッフの XPSRs の作成は全案件ではなく、

ランダムサンプルで全体の 45～50%程度を毎年実施しており、実施された全 XPSRs につい

て IEG がレビューを行っている。IEG の XPSRs レビュー体制は、WB と同様に担当者 1 名

によるレビューに加え、ピアレビューによるチェック・コメントを通じた品質管理体制を

採用している。机上での XPSRs レビューに加え、環境・社会配慮面でのコンプライアンス

状況のレビューのために環境・社会配慮専門家による現地調査も実施される。XPSRs およ

び XPSRs レビューでは、財務面、経済面、環境・社会面、民間セクター開発への影響、IFC
業務の質、IFC への財務リターンが評価される。IFC の助言業務では、助言業務完了時に全

完了案件について IFC スタッフにより PCRs が作成され、IFC の Development Impact 
Department (CDI)によるレビュー後、そのうち 50％程度の PCRs を XPSRs のレビュー体制と

同体制で IEG がレビューしている。PCRs およびそのレビューでは、戦略的関連性、アウト

プット達成度、アウトカム達成度、インパクト達成度、効率性、IFC の役割・貢献度につい

てレーティングを実施する。IFC では、WB のような事業完了後の詳細な事後評価は実施し

ていない。なお、IEG の IFC 担当者は、主に現地事務所にいる XPSRs や PCRs 作成担当者

に対し、出張時トレーニング実施の他、早い段階から積極的にアプローチして、これらの

文書の作業過程、記載方法、記載内容等につき頻繁にガイダンスすることにより、これら

の文書の形式的要件の充足および最低限の品質確保を図るとともに、作成者の案件評価能

力の向上を図っている。 

 

1-2. 教訓活用の現状 

(1) 教訓のフィードバック 

IEG の業務目的の一つは評価業務からの教訓等知識・情報提供であり、従前から積極的に教

訓等のフィードバックを実施しているところである。IEG による教訓フィードバックの主な

方法は、①教訓データベース構築および②WB 内外でのセミナー、ワークショップ、トレー

ニングプログラム等開催による情報共有である。 

                                                        
2 The Independent Evaluation Group, The World Bank Group, “Annual Report 2013”, 2013 
3 IFC では XPSRs/PCRs の品質向上のためのガイドライン作成、本部、事務所でのトレーニング実施、

XPSRs/PCRs 作成者への継続的コンタクトを通じた助言を実施している。 
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① 教訓データベース 

教訓情報へのアクセス向上を目的として、WB/IFC イントラネット内で教訓データベー

スを構築している。 
 
WB の教訓データベース（Lessons Learned Databese）は、WB 全案件の ICR レビューが

含まれるイントラネット内データベースであり、地域、国、テーマ、セクターで検索

可能となっている。ただし、検索結果には、プロジェクト名等が並ぶだけで、案件内

容や教訓ヘッドラインが表示されないことから、利用者はプロジェクト名をクリック

して表示される ICR レビューを見る必要があり、決してユーザーフレンドリーとは言

えないシステムであり、教訓情報が十分に活用されない要因の一つと考えられる。 
 
IFC の教訓データベース（E-LRN）は、過去の全 XPSRs レビューが含まれるデータベ

ースであり、地域、国、セクター、テーマ、キーワードによる分類が可能の他、他職

員から教訓に対するコメントやレーティングを付すことが可能な相互インタラクティ

ブなシステムになっていることが特徴である。このインタラクティブシステムでは、

主に当該案件関連者や過去の関連者等専門家からのコメントが多く、暗黙知の共有に

効果を発揮している。XPSRs における教訓の書き方として、①当初 IFC が期待した効

果は・・・、②その効果を妨げた問題点は・・・、③それに対する教訓は・・・、と

いうように、書出しがテンプレート型されている他、教訓にはヘッドラインを付すこ

とになっている。このテンプレート化は、教訓に最低限の必要情報が含まれることを

確保している。教訓の整理、分類面では、標準化されたキーワードにタグが付けられ

検索性を高めている。検索後画面では、案件名、教訓ヘッドライン、タグが表示され

XPSRs レビューへのリンクをしなくとも教訓概要が把握できるようになっている。ま

た、全 XPSRs レビューには案件担当者名が記載され、必要な事項を担当者に確認させ

るような仕組みにもなっている。現在、IEG では同データベースを改訂中であり、新

データベースでは、検索後画面表示改善、検索記憶機能、類似案件機能、メール機能

も備えたよりインタラクティブなデータベースとなる模様である。 
 

② WB/IFC 内外でのセミナー、ワークショップ開催による情報共有 

IEG では評価からの教訓をシェアするためのイベントやワークショップを WB 内部や

途上国担当者等を対象に実施している。例えば、途上国向けとしては、年次総会時に

トピックに係る IEG からプレゼンテーションやビデオ会議によるプレゼンテーション

の実施、毎年の“Evaluation Week”の開催等啓蒙活動がある。Evaluation Week では教訓活

用に関するセッションや、案件デザイン・実施・M&E の優れた案件に対する“IEG Good 
Practice Awards”の贈呈等が実施される。このイベントは、外部参加者にも開放されて

おり、IEG のウェブサイト、フェースブック等からの視聴が可能であり、74,000 人以

上がフェースブックを通して本イベントを視聴している4。また、WB 職員向けには、

                                                        
4 The Independent Evaluation Group, The World Bank Group, Self-Evaluation of the Independent Evaluation Group, 
2011 
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新任研修プログラム、WB セクターウィーク、ランチイベント等において教訓・情報

の共有、フィードバックを積極的に図っている。 

なお、WB グループのマネージメントアジェンダの主要要素の一つとして、貧困削減

努力の有効性向上における知識の重要性が挙げられており、WB キム総裁は、“Develop 
a “science of delivery(and execution)” by more systematically learning from successful and 
failed projects, and also capturing and distilling the tacit knowledge of master practitioners in 
Bank Group Operation” と述べている。それを受け、2014-16 年度 Work Program におけ

る 4 つの重点分野の一つとして、WB グループの過去案件からの学習文化促進を支援

するための学習・知識共有システムのスケールアップが挙げられており、過去の案件

のからの教訓、グッドプラクティス等をより有効、システマティックに活用するため

の新たなラーニングシステム開発、業務実施チームをターゲットにした新たな学習プ

ログラム構築、IEG 文書の検索や分析を改善するための検索システム改善等の実施を

予定しており、総裁の発言を追い風として案件形成等への教訓の更なる活用を促すた

めのインフラ整備を実施しているところである。 

(2) 教訓活用状況/促進方法 

WB では、タスクマネージャーの他に、国、セクター担当、現地事務所担当、財務、調達等

案件に関連する部署の経験豊富な複数の人材が案件形成に携わり、その中で過去の類似案

件や教訓が議論されることになる。後述するように、教訓参照状況を見ると、案件形成時

のコメントをするために教訓を参照する例が最も多いが、これは種々の専門家が案件形成

時にタスクマネジャーに対するインプットとして各々担当分野の教訓を参照しているもの

である（WB/IEG でのインタビューでも同様のことが確認されている。）。また、審査調査に

も過去の類似案件からの教訓およびその教訓活用状況を詳細に記載することになっており、

教訓が活用されるような体制が構築されている。 

IFC でも WB と同様に案件形成には、セクターを熟知した職員や M&E オフィサーが案件形

成チームに配置され、これらの関連スタッフや上司からのインプットのためにり教訓が活

用される体制となっている。なお、IFC では、従前、審査調書に過去の類似案件及び教訓活

用について記載することになっていたが、スタッフが単に類似案件教訓を切り貼りするだ

けで実質的意味を有さなかったことからそれを廃止している。しかし、その形式的廃止は

教訓活用廃止を意味するのではなく、それは担当者以外の案件関係者からの教訓インプッ

トの重要性がより高まっていることを意味している。IEG の“Assessing the Monitoring and 
Evaluation System of IFC and MIGA”の中の外部専門家パネルのコメントにも、シニアマネー

ジメントや理事会は、IFC の過去投資案件や助言サービスからの教訓を学ぶ文化を継続的に

強化する必要があると述べている5。このほか、IFC 固有の教訓活用促進としては以下の通

り。 

                                                        
5 Independent Evaluation Group, the World Bank, “Assessing the Monitoring and Evaluation System of IFC and 
MIGA, Biennial Report on Operations Evaluation” 2013 
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 過去に携わった案件のレーティングが全て担当部署や個人の人事考課に反映されボ

ーナス/昇進等に影響を及ぼす仕組みとなっており、教訓を活用した優良案件形成の

インセンティブに繋がっている。 

 教訓データベースの利用し易さ価値の向上 

 ワークショップ等において、教訓活用による優良案件、教訓未活用や基本的事項見落

としによる失敗案件提示によるスタッフ啓蒙。 
 
ちなみに、IEG では 2012 年度に IEG がクライアントの必要性を満たしているかどうか、IEG
のインパクトはどうか等について把握するために、WB スタッフ、理事会メンバー、アカデ

ミック、民間企業、NGOs、外国政府等外部ステークホルダーに対して調査を実施した6。そ

の調査では、WB スタッフ間で、IEG 評価で最も Influence なものは、言い換えれば WB 業

務にとって重要度が高いものは、報告の対象分野および過去の経験からの教訓であること

が報告されており、WB スタッフ内で教訓参照が業務実施に必要であると認識されているこ

とが伺われる（表 1-2）。 
 

表 1-2 WB グループ・スタッフ間 IEG 評価報告書の重要度 

 6-Great 
Deal 

5-Very 
Much 

4-Some 
extent 

3 2 1-Not 
at all 

Top 3 
(4+5+6)

Subject Area 10 28 36 15 8 4 74 
Essential lessons from past operational 
experience 9 30 32 14 11 4 71 

WBG’s development effectiveness 7 21 41 16 9 5 69 
Development results of projects/operations 6 24 35 17 11 7 65 
Your organization’s activities in a sector 3 26 34 15 12 8 63 
Good Practice in operational work 5 26 31 15 15 8 62 
Your organization’s work in a country 4 20 28 20 15 13 52 
Overall Influence 6 25 34 16 12 7 64 
Sample sizes between n=235 and n=239 
（出所）GlobeScan, IEG’s 2012 Client Surveys: Topline Report of Key Findings, January 2013 

 
同様に、WB グループ・スタッフによる IEG 評価の利用頻度調査では、ICR review や PPARs
のプロジェクトレベル評価の利用度合高く、上記重要度と同様に参照頻度が比較的高いこ

とが伺われる。 
 

                                                        
6 GlobeScan, IEG’s 2012 Client Surveys: Topline Report of Key Findings, January 2013 
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表 1-3 WB グループ・スタッフの IEG 評価の利用頻度 

 6-Almost 
always 

5-Frequently 4-Some 
times 

3 2 1-Never Top 3 
(4+5+6) 

ICR Review(n=252) 8 27 42 13 7 4 77 
Review of IFC’s advisory 
services(n=34) 3 24 50 6 18 - 77 

PER Reviews(n=11) 9 27 36 9 - 18 73 
Global Program reviews(n=70) 4 23 43 7 9 14 70 
IEG’s impact evaluations(n=128) 2 21 46 21 9 1 69 
PPARs(n=49) - 22 45 18 10 4 67 
XPSR Reviews(n=52) 4 15 48 21 6 6 67 
WBAAA Reviews(n=70) 9 30 29 16 7 10 68 
Country program evaluation(n=78) 4 23 40 10 17 6 67 
Sector and thematic level 
evaluations(n=159) 2 24 40 19 10 17 6 

Corporate level evaluations(n=104) 6 23 36 23 8 5 66 
Annual reports(n=13) 5 14 42 27 4 7 61 
CASCR review(n=85) 4 14 42 21 13 6 60 
ECD working papers(n=15) - 7 47 20 20 7 54 
（出所）GlobeScan, IEG’s 2012 Client Surveys: Topline Report of Key Findings, January 2013 
 
WBグループ・スタッフによるIEG評価活用方法を見ると、スタッフはIEG評価を①案件に対

する具体的な活動を実施するため、②他者の業務へのコメントやインプットのため、③案

件の審査、監督、完了のため、に活用しており、新規融資/非融資案件のデザインのための

活用度合は他に比して低い。IEGの「2011 Self-Evaluation of the Independent Evaluation Group」
でも、IEG評価、教訓、提言を如何にWBグループ・スタッフにより関連付けさせられるか

を課題として挙げている 7。 
 

表 1-4 WB グループ・スタッフの IEG 評価活用方法 

 6-Great 
Deal 

5-Very 
Much 

4-Some 
extent 

3 2 1-Not 
at all 

Top 3 
(4+5+6) 

Making the case for a particular course of 
action 6 17 38 10 10 18 61 

Commenting on /making inputs to work of 
others 4 20 31 15 7 23 55 

Informing appraisal/supervision/completion 
of projects 7 13 34 14 10 23 54 

Providing advice to clients 5 15 26 16 10 29 46 
Designing/modifying results framework  3 14 29 13 11 30 46 
Designing new lending/non-lending 
operations 3 11 25 15 11 35 39 

Modifying policies and/or strategies 2 11 26 18 13 30 39 
Modifying on-going operations 3 8 27 16 12 33 38 

Sample sizes between n=224 and n=233 
（出所）GlobeScan, IEG’s 2012 Client Surveys: Topline Report of Key Findings, January 2013 

                                                        
7 The Independent Evaluation Group, The World Bank Group, Self-Evaluation of the Independent Evaluation Group, 
2011 
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なお、後述するように、WB では 2010 年 7月から通常融資案件については、ORAF（Operational 
Risk Assessment Framework）の下での、案件形成時の包括的リスク評価及びそれに基づく実

施中のリスクモニタリングが実施されている。IED は、従前から、国レベル、プロジェクト

レベルにおけるリスク管理方法の不十分さを指摘しており、その一つの結論として ORAF
による案件形成時のリスク分析及び案件実施中のリスク管理が実施されているものである。

そのため、ORAF の開始に伴い IED の評価観点や教訓のフィードフィードバック方法が変

更にはなっていない。一方、業務部門では、IED のリスク管理不十分という提言に対し、

ORAF によるリスク確認、リスク評価、対応策検討の包括的リスク管理手法導入がその解決

手法となっている他、教訓の活用のインセンティブに繋がっている例もある。例えば、保

健・栄養・人口（Health, Nuturition and Populaion）セクターでは、ORAF の積極的活用のた

めに、本部、現地事務所セクタースタッフの ORAF に係る研修の参加、セクター内部での

リスク対策のベストプラクティスや教訓の共有等により、セクターのリスク管理能力の向

上を図っており、ORAF 導入はある意味教訓活用のインセンティブを与えているものとなっ

ている。また、一般的にも、リスク確認、リスク量測定、対応策の十分な検討には、当該

国、セクターの知見だけでなく、類似案件の教訓、グッドプラクティスの情報等を十分に

分析する必要があるので、案件形成時に教訓をより活用するという点では、ORAF の導入は

貢献していると考えられる。 
 
 

1-3. WB の事業リスク管理の概要（事業管理リスクの在り方への参考） 

WB は、2009 年 2 月以降、借入国ニーズや世界環境の変化により適切に対応するために投

融資改革を実施している。同改革では、これまでの案件形成を重視する仕組みから、その

プロセスを簡素化し、効率性を向上させ、結果重視の実現に向けた事業実施支援を重視す

る仕組みへと転換を図ることを目的として、その第 1 フェーズでは以下の 5 つの柱が掲げ

られている。 

 Implementing a risk-based approach for Investment Lending (IL) 
 Enhancing implementation support 
 Consolidating and rationalizing the menu of financing options 
 Providing a better enabling environment, including an enhanced information technology 

system for IL 
 Modernizing the IL policy framework. 

案件に関連するリスク分析は、従前から審査調書（Staff Appraisal Documents/ Project Appraisal 
Documents）において、案件実施に関連するリスク分野、リスク量およびリスク緩和措置（活

動）が記載されていた。一方、上記改革の一番目の柱である Risk-based approach の中心的ツ

ールとして、2010 年 7 月に、案件の開発目標達成を脅かすリスクをシステマティックに整

理し、案件準備から実施段階に至るまでにそれらのリスクの管理・緩和措置を整理する

Operational Risk Assessment Framework (ORAF) が導入された。ORAF で確認された案件のリ

スク量に応じ、リスクの高い案件にはより多くの資源を投入、リスクの低い案件には投下
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資源を最小化することにより、資源投入の最適化を図ることを意図している。 

ORAF では、案件準備期間中に、実施中、実施後の各段階において事業の円滑実施及び期待

される効果/インパクト発現を阻害する可能性のあるリスクを抽出、各リスクの発生可能性

とリスクが発現した場合のその大きさ（リスク量（発生可能性×リスクが発現した場合の

その大きさ＝リスク量））を評価し、各リスクに対して格付けを付す。その格付に応じて、

案件準備段階において、案件準備段階でリスク緩和対策を講じる他、プロジェクトコンポ

ーネントに実施期間中に必要なリスク緩和措置の組込み、実施期間中のリスクモニタリン

グ体制整備等を実施している。 

ORAF で考慮している事業関連リスクは以下のように①Stakeholder Risks、②Operating 
Environment Risk、③Implementing Agencies Risk、④Project Risks に分類されている。更に各

分類の中に小分類があり、全部でリスクを 10 に分類している。 

 Stakeholder Risk：プロジェクトの開発目標達成に影響を及ぼし得る借入国、他ドナー、

NGOs、一般大衆等主要ステークホルダーに関連するリスク 
 Operating Environment Risk：カントリーリスク、セクターリスク等、案件が実施され

る環境に関連するリスク 
 Implementing Agency Risk：キャパシティリスク、ガバナンスリスク等案件を実施す

る具体的な実施機関に関連するリスク 
 Project Risks：デザインリスク、社会環境リスク、プログラム・ドナーリスク、持続

性リスク等案件に直接関連するリスク 
 

 
（出所）World Bank. Reference Material on the Operational Risk Assessment Framework (ORAF) 

図 1-1 事業リスク評価の枠組み（ORAF） 
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上記 4 分類（4 分類の小分類も含め計 10 分類）に関するリスク評価業務は、タスクマネー

ジャーだけでなく、国、セクターの担当者、調達、財務管理、セーフガード、リーガル、

渉外担当等、各分野の専門性と経験を有するチームにより案件準備期間中に実施され、各

リスクのリスク量に応じて“Low”、“Moderate”、“Substantial”、“High”の 4 段階の格付けを付

す。これらのリスク確認やその格付付与は可能な限り、過去の関連案件の ICR や PPARs 等
各種評価報告書に記載された提言、教訓の知識、Inspection Panel ケース等、過去の関連する

成功・失敗案件に係る情報、実施機関の状況、関連する Economic Scope Work (ESW)、CAS
等関連する文書や最近の案件、WB の国・セクター担当の知識・経験等を参考にに実施され

る。なお、Country Risk 分析は国担当、セクターリスク分析はセクター担当が実施する。 

リスク確認後、案件準備期間および案件実施期間に実施されるリスク緩和対策を借入国と

協議の上決定する。一般的に、リスク緩和対策は、①全てのリスクに対して講じられるわ

けではなく、モニタリングのみが必要なリスクもある、②リスク格付けが“Low”の場合には

何もしない、③実施期間中における不必要なリスク要素を出来るだけ排除するために、可

能な限りプロジェクトデザインを通じてリスク緩和を実施する、④平均して、一つのリス

クに対する緩和措置として 3 つ以下の対策が講じられる。 

案件の総合的リスク格付けは、Concept Review Meeting（通常 Country Director が議長）にお

いて、プロジェクトチームから提出された“Overall Preparation Risk Rating”, “Overall 
Implementation Risk Rating”を基に決定される。総合格付けが、“Low”および “Moderate”に分

類された案件については、理事会承認に至る内部手続きの一部省略や必要書類の簡素化が

行われる（Track1：express lane）。その他の案件（Track2: regular lane）は、審査調書におけ

る追加的資料、付表、案件準備で適切にリスク対応策が講じられていることを確認するた

めに意思決定会議が必要となる。 

ORAFは案件準備で実施されるだけでなく、確認されたリスクは実施期間中に監理される。

プロジェクトチームは借入国と協議の上、最低年 1 回OARFを利用した包括的なリスクチェ

ックを実施する。その過程で、チームはリスク緩和対策の実施状況、その有効性、緩和或

いはモニタリングが必要な新たなリスクの有無を確認し、Implementation Status and Results 
（ISR）で報告する。リスク緩和対策が効果的でない場合には、借入国と共同でその対策を

変更する 8。 

このように、OARFのリスク管理面の特徴は、①事業実施に関するリスク分析の内容自体は

従前の内容から多く前進するものではないが、それらを包括的、システマティックに整理

し、リスクの存在箇所、その大きさ、対応策を明確にすることにより、一覧性を高めて総

合的リスク管理を容易にするもの、②チェックすべき項目の明確化に加え、リスク確認、

リスク量分析、リスクに対する対応策検討作業のためには、該当国・セクターの知識・経

験、案件関係者の専門的知識・経験や過去類似案件からの教訓の更なる活用の必要性が高

まる（逆に言えば、案件関連者の豊富な知識・経験の共有や類似案件からの有用な教訓抽

                                                        
8 上記は主に以下の 2 文書を参考。World Bank, “Guidance Note on the Operational Risk Assessment Framework 
(ORAF), July 2011、World Bank, “Reference Material on the Operational Risk Assessment Framework (ORAF).” 
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出が出来ない場合には、適切なリスク分析が出来なくなるリスクも包含している）、③リス

ク所在の一覧性により、事業実施中のリスク管理実施モニタリングを容易にするもの、と

考えられる。なお、現在WBでは 2013 年 10 月の年次総会時に了承されたReform Strategyの
実施を議論している最中であり、ORAF改訂を含む新たなオペレーションリスク管理枠組み

構築もその改革の一つとして検討されているところである 9。 

                                                        
9 World Bank Group Strategy October 2013,  
https://openknowledge.worldbank.org/bitstream/handle/10986/16095/32824_ebook.pdf?sequence=5 

https://openknowledge.worldbank.org/bitstream/handle/10986/16095/32824_ebook.pdf?sequence=5
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2. アジア開発銀行（ADB：Asian Development Bank） 

2-1. 事業評価体制 

(1) 総論 

ADBの事業評価はIndependent Evaluation Department (IED)が実施している。従前はOperation 
Evaluation Department (OED)として独立形態ではなかったが、2003 年より独立形態となり、

更に 2008 年からはその独立性を反映して名前をIEDに変更した。IEDの業務は、その独立性

確保の観点から、直接理事会に報告される。IEDの評価業務の目的は、開発有効性と（i）
ADBの借入国支援、(ii) Country Partnership Strategies (CPS)、(iii) ADBの政策、実施、手続き

の長期的インパクトの評価であり、各評価には、(i) ADB支援の開発インパクトと持続性を

推進するための教訓とベスト・プラクティスの導出、(ii) 将来の事業、CPS、セクターポリ

シー/戦略デザイン、およびADB政策、業務の変更に必要な適切な対策の推奨、(iii) 資源活

用の開発有効性の評価、(iv) 評価提言のフォローアップの機能がある。このような目的の下、

IEDは以下の業務を実施している 10。 

 CPS 完了報告書、プロジェクト/プログラム完了報告書の検証等評価報告・出版、完

了した ADB 業務、継続ポートフォリオのパフォーマンス評価、広範なテーマ別課

題評価、ADB の政策、業務実施、手続きの有効性の評価 

 (a) オペレーション文書へのコメント、マネージメント・レビュー会議への参加、

(b) IED からの提言の実施・進捗状況の定期的なモニタリング、検証等オペレーショ

ン部門へのフィードバック 

 政策、業務実施、手続きの評価を通じた ADB の政策、オペレーション支援 

 評価結果、提言および、関連する知識マネージメントの ADB 内外の普及 

 外部との調整（合同評価実施、マルチ開発金融機関の評価部門が形成する Evaluation 
Cooperation Group を通じた評価実務・活動の調整等） 

 開発効果の測定、モニタリング、管理支援 

 ADB 支援国の評価能力向上支援 

(2) 評価体制 

IED は、局長（Director General）の下に、2 つの評価部署と局長事務局の 3 部門を有する。

総職員数 50 名程度で、うち評価担当者は 46 名となっている。 

                                                        
10 ADB, Operational Manual Bank Operation (BP), May 2011 
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（出所）ADB ウェブページ http://www.adb.org/sites/default/files/IED-Org-Chart_0.pdf (平成 26 年 1 月現在) 

図 2-1 ADB の評価体制 

 

(3) プロジェクトレベル評価 

IED による完了案件の評価は、WB と同様に、①机上ベースでの Project Completion 
Reports(PCRs)/Extended Annual Review Reports (XARRs)の検証、②現地調査を含んだ Program 
Performance Evaluation Report (PPREs)による評価の 2 段階で実施されている。 

① IED による PCR/ XARRs 検証 

IEDは、担当部署が案件完了後に作成するProject Completion Report (PCR)（ソブリン案

件）、Extended Annual Review Report (XARRs)11（民間案件）を机上により検証している。

IEDによるこの検証は、①案件実施結果の達成状況の改善、②将来のPCRsおよびXARRs
の品質改善、③プロジェクト/プログラムに対する独立したチームによるレーティング

付与、を目的として、2007 年から全PCRs/XARRsを対象に実施されており、最終的な

検証報告書は、担当部署からの反論等検証へのコメントを付して、理事会とマネジメ

ント・チームに回覧された後、IEDのウェブサイトに掲載される。 

検証は、関連する国/セクターに専門性を有する評価者（IED 内部あるいはコンサルタ

                                                        
11 XARRs は投資案件が完成し、少なくとも 18 か月の営業収入があり、少なくとも 12 か月の監査報告後、

用意される（ADB、Operational Manual Operational Procedure (OP), May 2011）。 
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ント）により、関連文書・情報を活用して通常 3 日間予算の机上レビューで実施され

る。複雑な案件や PCRs/XARRs が不十分な案件は更に追加した日数でレビューされる。

レビュー終了後、検証の品質をチェックするために IED の品質管理検証者又はピア検

証者によるレビュー、IED の Director によるチェック後、担当部署にコメントを求める

ために検証結果が送付される。担当部署は、検証結果をレビューし、結果に合意でき

ない場合、反論に必要な資料を添付して IED にコメントを送付する。IED がその反論

に合意できない場合には、IED の Director、評価者、品質管理者と担当部署が面談し最

終的には IED の Director が決定する。 

② Program Performance Evaluation Report (PPERs)による評価 

PPERsは、IEDによる現地調査ベースでの終了案件の独立評価であり、相手国の経済・

社会開発推進におけるプロジェクト/プログラムの有効性の客観的評価、将来のプロジ

ェクト/プログラムのデザインや実施改善への有用な教訓提供、ADB支援の開発インパ

クト評価を目的に実施されている。PPERsは終了案件全件を実施するのではなく、毎年

選択的に案件を抽出して実施されており、2012 年度では 5 件のPPERsが実施されてい

る 12。ADBのPEERガイドラインでは、PPREsの実施目標は、PCRが完了し、3 年以上

運営している終了案件の 25%とされ、その案件選択は、セクター毎に階層化されたラ

ンダムサンプルを基に、(i) PCRsのレーティング比率、(ii) セクター毎対象数、(iii) 国
別支援政策、セクター評価、特別な評価調査の予定がある国/セクター/テーマ等、(iv) 国
毎の対象数による修正が加味されて決定されるとされている 13 14。PEERsの評価対象

案件は、毎年 12 月にその採択基準と共に公表される。ちなみに、現在公表されている

3 案件の採択理由は、①PCR検証時の効率性と持続性の意見の相違、②PCR検証をして

いない案件、③ガバナンスに係る特別評価の実施、である。 
 

2-2. 情報共有、教訓フィードバック方法 

IED による情報共有、教訓フィードバック方法としては、①審査調書ドラフトへのコメント

および IED 局長のマネジメントレビュー会議への参加、②評価情報データベース構築やテ

ーマ別・セクター別案件の教訓文書作成が挙げられる。 

IED 案件の質の強化を目的に、案件審査前にプロジェクト審査調書（Report and 
Recommendation of the President(RRP)）ドラフトや一部の案件コンセプトペーパーにレビュ

ー、コメント付与をすることにより教訓等のインプットを実施している。また、IEG の局長

は、新融資政策や戦略を検討するマネジメント・レビュー会議への参加により評価結果・

教訓の共有を図っている。これは、マネジメントチームに対して戦略検討段階で評価結果・

教訓の直接フィードバックが可能になると同時に、ADB の現状、業務の方向性の把握が可

                                                        
12 2004 年以前は、全完了案件のパフォーマンス評価が実施されていたが、それ以降は選択的に実施されて

いる。 
13  ADB, Guideline for Preparing Performance Evaluation Reports for Public Sector Operation, February 
2006(amended in March 2013) 
14 この他に、PCR 検証時のレーティングで担当部署と論議がある場合にも案件選択の要因となる（ADB, 
Operational Manual Bank Operation (OP), May 2011。） 
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能となる、より的確な評価業務への結びつけることが可能となるという理由から参加して

いるものであり、評価者として完全に業務部門から乖離するのではなく、独立性が維持で

きる範囲内で、業務・案件の質の改善や IED の業務改善のために業務部門に関与している。

一方、WB では、IEG の独立性維持の観点から案件形成には一切関与しないことになってお

り、組織間での対応の違いが見られる。 

IED は 2006 年以降 WEB を通じて見やすい評価結果の情報公開を推進しており、利用者が

種々のパラメータ―で評価情報を検索可能なデータベースである評価情報システム（評価

からの教訓、提言、活動、提言に対するマネージメントに対応等を含む）により、その成

果物を共有している。成果物には、案件評価報告書の他、テーマ/セクター/国別の評価から

の教訓文書(Learning Curves や Learning Lessons)も含まれている。また、一般向けに WEB 上

でのビデオ、Facebook や Podcast などを活用した評価の情報公開を積極的に実施している。 
 
2-3. 事業リスク評価 

（ガバナンスおよび汚職防止行動計画 (GACAPII：Governance and Anti-Corruption Action 
Plan II)） 

ADB の事業リスク評価に関する幅広い指針・枠組みとして、「Governance and Anti-Corruption 
Action Plan II (GACAPII)」が存在する。GACAPII は、ADB が支援しているセクターでの 3
重点事項（公共財政管理改善、調達システム強化、汚職撲滅）実施に係る ADB の成果向上、

国別援助政策（Country-level Partnership & Strategies (CPS)）、プログラムやプロジェクトデザ

インの改善を目標とする包括的リスクベース・アプローチ である。そのため、汚職や調達

監理等狭義のガバナンスに限定せず、より広範なガバナンス改善を目標としている。本方

針に沿って、CPS 策定作業の一貫として、「Governance Risk Assessments and Risk Management 
Plan (RAMP)」が国、セクター別に策定され、公共財政管理、調達、汚職分野での ADB プ

ロジェクトシステムや国の開発効果に影響を及ぼす種々のリスクを確認・分析し、主要リ

スクに関する対処・緩和方策（Risk Assessment (RA) / Risk Management Plan (RMP)）を提案

し、それらが CPS に反映される。 

GACAPII では以下の 4 重点分野（Key Result Area）を設定しており、毎年その進捗状況のフ

ォローアップが、各重点分野で実施されている。 

 KRA 1: CPS においてガバナンス、組織、汚職リスクも確認、対処方法の改善 

 KRA 2: プログラム、プロジェクトデザインにおけるガバナンス、反汚職コンポー

ネントの強化 

 KRA 3: プログラム、プロジェクトに関する事務能力及びポートフォリオ管理強化 

 KRA 4: ADB の組織構造、人材育成、専門家アクセスの改善 
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GAGAPII のフレームワーク下におけるプロジェクトレベルでのリスク管理は以下の通り15。 

① プロジェクト・コンセプトペーパーでの、CPS、セクターRA/RMPs 等のリスク評価

を基にした、公共財政管理、調達、汚職リスクに係る初期的評価の記載。調達に関

しては、実施機関調達能力評価の添付 

② プロジェクト・コンセプト承認後、プロジェクトデザインにリスク緩和措置を取組

むための詳細リスク評価の実施。プロジェクト準備中の技術支援が必要な場合には、

RA/RMP の準備に関する TOR も準備 

③ RRP において、(i) プロジェクトに係る公共財政管理、調達、汚職リスク評価状況、

(ii) プロジェクトデザインで採用された具体的リスク緩和策、(iii) プロジェクト実

施中にリスク緩和のために借入国（実施機関）により実施される活動（ローン・ア

グリーメントに含める）、(iv) プロジェクト実施中に ADB により実施されるリスク

緩和措置、の記載 

④ RRP の RA/RMPs で確認されたハイリスク事項ついて、実施期間中に ADB または

相手国が実施したリスク緩和措置の効果について、プロジェクトレビュー・ミッシ

ョン時にレビューされ、リスク評価のアップデート、相手国と協議の上必要なリス

ク緩和措置変更、プロジェクト・パフォーマンス報告への記載等、プロジェクト実

施中のリスク管理の実施 

上記 GACAPII を補足する目的でセクターごとの分析指針が、道路、電力、教育、都市上下

水分野で策定・公表されている。これらの指針は、制度的観点（政策、法規制フレームワ

ーク）と組織的観点（計画、財務管理、調達、人的資源）、セクターの運営をカバーしたガ

バナンスリスクのマッピングフレームワークを提供するものであり、国別戦略策定に活用

される。前半では、機能、制度的特徴（政策、法規制フレームワーク）、実施機関等組織的

特徴、関連ステークホルダー等が概略的にまとめられ、後半では、主要項目におけるセク

ターの具体的なガバナンスリスクの事例がまとめられている。なお、本指針では、関連す

るリスク例示はあるが、そのリスク対応策については、国の事情等が異なれば対応も異な

ることから、対応策に係る例示の記載はない。 

                                                        
15  ADB. Revised Guidelines for Implementing ADB’s Second Governance and Anticorruption Action Plan 
(GACAPII), December 2011 
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3. 保健・医療機関における教訓活用・リスク管理手法 

医療・保健分野における教訓活用・リスク管理手法としては、「根拠に基づく医療（EBM：

Evidence-Based Medicine）」や症例検討会が挙げられる。「根拠に基づいた医療（EBM）」と

は、「最良の医学的知見を用いる」ことにより患者に「最良の結果」をもたらすことを目的

とした、「最良の治療法」を選択する方法論のことである。 

複数の医療従事者がそれぞれの役割（責任）をもって 1 人の患者の診断・治療に当たるた

め、カルテ（患者の症状および治療の履歴）をベースとした診断・治療体制には、複数の

関係者がいる。また、治療の選択は患者にゆだねられるにもかかわらず、医療従事者は治

療の結果（健康状態の回復）についての説明責任を負う。医療機関についての教訓活用・

リスク管理、そのための人材育成については、これまでに発生した医療事故からの反省・

教訓を踏まえ、厚生労働省および関係機関によりガイドライン等が作成され、一般に公開

されている。 
 

3-1. EBM の手順 

EBM では、患者の問題について定式化し、問題のカテゴリーによって解決すべき手段につ

いての情報（臨床研究結果の論文等）を検索し、得られた情報（論文）に対する批判的吟

味（critical appraisal）により当該研究成果の信頼性や適用可能性について検証を行ったうえ

で、エビデンスとともに患者の価値観やニーズも踏まえて、最適・最良の治療法の選択を

行うというプロセスを経る。 

なお、一度効果が高いとされたエビデンスでも覆されることがある。科学的な結論は常に

暫定的であり、反証可能性も参照すべきであり、臨床研究による知見は常に覆されうるも

のであるということを認識し、最新の情報に当たることも重要とされている。 

EBM は標準化されたマニュアルのみで適用・実践できるものではない。下表のステップ 1
～3 については方法論が確立しており、導き出される結果にそれほどバラつきは出ない。し

かし、EBM ではステップ 4 が最も重要であり、個々の患者の特性、医療環境や医療チーム

の技術水準、さらには患者の価値観やニーズを適切に把握する必要があるため、患者や他

の医療者との対話やコミュニケーション、状況判断、統合力など、治療者としての豊富な

経験と高度な技術が求められる。 

過去における EBM に関する教育・実践では、ステップ 1～3 に重点が置かれ、「良い臨床研

究を見つけ出し、マニュアル化することが EBM」との誤解も見られ、研修医の教育におい

ても、エビデンスをまとめた 2 次資料を参照し、そのまま実行するという課題も指摘も見

られる。ステップ 4 を適切に実践できる人材をいかに育成するかということが、EBM の実

践において重要であると考えられる。 
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表 3-1 EBM の手順 

 EBM 
ステップ 1 【治療を行う患者についての問題*の定式化】 

・Patient, population, problem：どのような対象に？ 
・Intervention, indicator, expose：どのような治療を行う？ 
・Comparison, control：治療を行わない場合に比べて、他の治療と比べて 
・Outcome：どのように結果が異なるか？ 
 
* 問題のカテゴリーは、以下の 7 つ 

治療、予防、頻度、診断、予後、病因／危険因子、害/副作用 

ステップ 2 【定式化した問題を解決する情報の検索】 
・問題を解決できる適切な研究デザインを想定し、適切なデータベースを検索することで、そのよう

な研究結果が存在するかどうか調べる。 

ステップ 3 【検索して得られた情報の批判的吟味】 
・入手した具体的な情報（論文）について、評価を行う。医学研究では、計画段階からデータ収集、

解析、報告に至るまで、さまざまな形で結果に影響する要因（バイアス）が存在するため、それらを

適切に評価したうえで、当該研究結果の信頼性（内的妥当性）と他のケースへの適用可能性（外

的妥当性）を判断する。医学的な知識に加えて、臨床疫学や統計学などの知識も活用した検討が

必要となる。 

ステップ 4 【批判的吟味した情報の患者への適用】 
・問題の解決に向けて、得られた医学情報に加えて、一般常識や患者の希望を含めて、最良の選

択肢を検討する。 
・標準的治療のガイドラインを現場で適用する。 

ステップ 5 【上記 1～4 のステップの評価】 
・ステップ 4 までの判断が適正であったかについて、事後評価を行い、今後の改善につなげる。 
・ガイドラインの有効性の評価（ガイドラインを用いた結果として、①医師の診療行為が改善したか、

②患者の健康アウトカムが改善したか、の検証） 
（出所）「診療ガイドラインの作成の手引き 2007」監修 Minds 診療ガイドライン選定部会 

 

3-2. 根拠に基づく標準的治療の考え方：周産期診療ガイドライン 16の例 

厚生労働省では、医療の質と安全の向上のため、様々な医療分野における研究を行い、ガ

イドラインを作成している。ここでは、参照すべき教訓の検索・選定の際の参考として、「根

拠に基づく標準的治療の考え方：周産期診療ガイドライン」の例を見る。ガイドラインの

目的は、周産期医療の質と安全性の向上のための研究に向けたガイドラインであるが、各

診療施設の改善行動計画の立案・策定に役立て、診療の現場に応用し、役立てることも含

まれている。 

ガイドラインの策定にあたっては、医学系の文献データベースから質の高い分析を網羅的

に検索し、加えてデータベースに登録されていない文献についても、専門家の人的ネット

ワークにより追加した。検索された文献は、分野ごとの担当チームが個別に批判的吟味を

行い、科学的根拠のレベルを基準とした採否を決定した。推奨グレードは、根拠になる情

報の確かさや強さに基づくものであり、その推奨の重要度を示すものではない。 

                                                        
16 「周産期医療の質と安全の向上のための研究『根拠に基づく標準的治療の考え方』」（平成 23 年 7 月 19
日版）監修 平成 23 年度厚生労働科学研究（地域医療基盤開発推進事業）周産期医療の質と安全の向上の

ための研究・研究班、作成 周産期診療ガイドライン作成グループ 
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ガイドラインの完成

クリニカル・クエスチョンの策定（治療成績に影響する分野の中から最も

予後に影響する要因の特定）

文献検索 文献選択 批判的吟味

科学的根拠のまとめ

仮推奨の策定

デルフィー変法による総意形成

意見公募

本推奨の決定

 
（出所）「周産期医療の質と安全の向上のための研究『根拠に基づく標準的治療の考え方』」（平成23年7月19日版） 

図 3-1 診療ガイドライン作成過程 
 
推奨の強さは、①研究方法によって決定されるエビデンスレベル（研究手法の統計的な信

頼度 17、研究の質や検査方法の適切性 18、サンプル数の適切性と追跡期間および脱落率 19）、

②エビデンスの強さと結論のバラつき、③臨床的有効性の大きさ、④臨床上の適用性（医

師の能力・地域性・医療資源・保険制度）、⑤害やコストに関するエビデンスに基づいて判

断される。 
 

表 3-2 根拠の強さと推奨グレードの例 

研究デザインと質 非常に質が高く、そのまま

利用可能な研究 
利用可能だが、少し 
注意が必要な研究 

質やその他の理由

で利用不能な研究 
（科学的根拠が強い） 

ランダム化比較試験あるいはランダム化

比較試験のシステマティックレビュー 

A 
（強い科学的根拠があり、

行うよう強く勧められる） 

B 
（科学的根拠があり、

行うよう勧められる） 
参考にしない 

非ランダム化比較試験あるいは 
それ以外の観察研究 

B B 参考にしない 

（科学的根拠が弱い） 
症例報告あるいは学会などからの 

専門家意見 

C 
（科学的根拠はないが、

行うよう勧められる） 
C 参考にしない 

（出所）「周産期医療の質と安全の向上のための研究『根拠に基づく標準的治療の考え方』」（平成 23 年 7 月 19 日版） 

                                                        
17 完全なランダム化による比較試験によるメタ分析のエビデンスレベルは最も高く、専門家個人の意見は

エビデンスレベルは最も低い。 
18 新しい診断検査と標準的な検査を同時に行い、ブラインドで検査の特性を評価する場合のエビデンスレ

ベルは最も高く、新しい検査方法のみを実施し、比較を行わない場合は最も低い。 
19 対象者数 200 人以上、平均（あるいはメディアン）追跡期間が 5 年以上、脱落率 10%未満の場合のエビ

デンスレベルは最も高く、対象者数、追跡期間にかかわらず脱落率が 10%以上の場合、エビデンスレベル

は最も低い。 
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科学的根拠を元に、ガイドライン作成メンバーにより、周産期治療に係る仮推奨が策定さ

れ、総意形成を経て広く受け入れられる推奨とするために、デルフィー変法 20および意見公

募による総意形成が行われた。事実に基づく科学的根拠に加え、「子どもを中心に考える」

という価値観を加えた判断を行い、最終的な推奨が作成された。 

 

                                                        
20 専門家の意見・判断を反復型アンケートにより集約する総意形成法。 
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CODE No.○○－○○－○ 
Ver. (年).(月).(日)  
 

個別プロジェクト教訓シート (例) 
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案件名 小学校建設計画 

国・地域 レソト  

分野 教育 

スキーム 無償資金協力 

担当課（担当者） ○○○ 

キーワード レソト、基礎教育、アフリカ、案件形成、現地状況、施設建設 

 
 教訓 （事後評価時） 

事例 
やっておいてよかった/ 

やっておくべきだった対応策 

時点 案件形成時 

国内で異なる社会習慣等により生活してい

る地域での支援の場合には、効果発現の観

点から、一般的国内基準仕様適用の可否の

検討、現地事情等を十分に考慮した施設仕

様検討をすべきである。 

 

案件形成時において、事業対象地域におけ

る社会習慣、近隣の学校等の施設仕様・活

用状況等を十分に検討のうえ、適切な施設

仕様を決定することにより事業効果がより

発現することができる。 

場所 学校建設地域 

対応者 実施機関 

内容 

学校便所棟が教室棟から離れて設置さ

れ、便所棟の水道栓が破壊され機能し

ていないが、水の無駄利用を防ぐため

の措置として敢えて修理をせず放置さ

れている。 

背景・理由 

当該国の標準的仕様による学校建設・

機材供与が、現地事情等に適合してい

ない。 

 

その他（提言・気づき） 
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個別プロジェクト教訓シート (例) 
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案件名 日中協力林木育種科学技術センター計画 

国・地域 中国  

分野 環境 

スキーム 技術協力 

担当課（担当者） ○○○ 

キーワード 中国、アジア、林業、案件実施、モニタリング、事業普及 

 
 教訓 （事後評価時） 

事例 
やっておいてよかった/ 

やっておくべきだった対応策 

時点 案件形成時 

周辺地域に対する効果波及型事業の場合、

事前評価段階で効果波及経路や課題を明確

にし、活動内に事業効果の波及を支援する

取組みを含めること、実施段階ではモニタ

リングを通じ波及状況を把握し、プロジェ

クト活動へのフィードバックを行うことが

望ましい。 

 

 

場所 ○○○ 

対応者 実施機関 

内容 

事業実施省の材木育種事業の実践結果

が、複数の省における育種事業に関連

する計画や制度に普及されることを上

位目標としていたが、地方分権が進展

している中、対象複数省の技術者に対

する研修は実施されている一方、育種

事業に関連する計画策定や制度構築に

係る具体的な普及活動が行われておら

ず、その波及効果は限定的となった。 

背景・理由 

中国の林業行政では地方分権が進展し

ており、各省の自律性が高い中、本事

業では対象複数省の林業行政機関に対

する育種事業に関する計画策定や制度

構築に係る具体的な普及活動が実施さ

れていない。 

 

 

その他（提言・気づき） 
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個別プロジェクト教訓シート (例) 
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案件名 小規模インフラ整備事業 

国・地域 スリランカ  

分野 社会基盤一般 

スキーム 有償資金協力 

担当課（担当者） ○○○ 

キーワード スリランカ、南アジア、ツーステップローン、小規模分散型、 

モニタリング 

 
 教訓 （事後評価時） 

事例 
やっておいてよかった/ 

やっておくべきだった対応策 

時点 案件形成時 

 

全国を対象とし、且つ複数のセクターを跨

る多数 SP を実施する案件においては、中

央の PMU の実施体制整備の他、各地域に

サブプロジェクト案件実施監理、モニタリ

ングのための専属スタッフを配置する等、

多数のサブプロジェクトの円滑な実施、監

理が可能な体制を整備する必要がある。 

 

 

 

 

場所 スリランカ全土 

対応者 実施機関 

内容 

全国を対象とした複数のセクター、多

数のサブプロジェクト（SP）が実施さ

れる案件で、PMU の実施・案件監理

体制が不十分なことにより、各 SP 事

業のモニタリングが十分に実施されて

おらず、施設維持管理が十分になされ

ていない SP も存在し持続性に課題が

ある。 

 

背景・理由 

財務計画省内に PMU が設置された

が、PMU 専属スタッフ数は 3 名のみ

で、事務作業遅延発生等で、各 SP の

モニタリング業務の対応が出来ていな

い。 

 

その他（提言・気づき） 
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CODE No.○○－○○－○ 
Ver. (年).(月).(日) 
 

ナレッジ認定教訓シート 
LLS の中で、複数の個別プロジェクト教訓シートを元に、後続案件や類似案件の形成を行

う際に、JICA 職員（本部・現地事務所のナレッジマネジメントネットワークや地域部等関

連部署）が、使用する。 
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認  定  教  訓 (検討・適用すべき事項) 

教訓の種類 
・セクター・分野別の特性における教訓 

・国別・地域別の特性における教訓（内陸国、島嶼国等の地理的特性を含む） 

キーワード 電力、地方電化、アフリカ、低開発国、案件形成、JICA 

No. 適用条件 教訓（対応策） 

1  

 

対象国の人口密度が低く、

実施機関の事業実施および

維持管理機関の能力が著し

く低い低開発国の場合。ア

フリカの脆弱国あるいは他

地域でも人口密度が低く、

内戦で国内の政府機関が

人・予算面で著しく弱体化

した復興国等。 

 

時点 案件形成時（要望書検討時～協力準備調査） 

対応者 JICA 事務所担当者、本部担当者 

対応策 
（アプローチ） 

左記の条件の国では以下のように各側面で事

業実施や効果発現を阻害するリスクが大き

く、各リスクに対する対応策が同時に必要と

なる。 

 

① 電力供給者側：実施機関および維持管理担

当機関、工事を請け追う民間工事会社の人

的・技術的・組織的キャパシティが低く、

工事実施の進捗大幅遅延、不十分な維持管

理や長距離低圧送電線による頻繁な停電

や電圧変動、送配電ロス等の発生。 

② 電力消費者側：電力使用ニーズはあるが、

自己負担資金（グリッド接続費用、屋内配

線費用等）の目途が立たず、電力への接続

が進まない。電力利用に係る知識不足によ

り電気の経済活動への利用が限定的。 

③ 効果発現の制約：経済・社会水準が低く、

人口が希薄な国における地方電化では、電

化コストが高く、周辺インフラの未整備に

より電力増の前提となる経済活動の発展

に制約があるケースが多い。充足すべき効

果の発現条件は多い上、効果発現までに非

常に時間がかかることが想定される。 

 

対応策 

1. 効果の確保に焦点をあてた事業化 

まず、プロジェクト案件形成の早い段階で、

対象国、案件対象地域、電化対象施設の状況

をよく分析し、以下のとおりケース別で案件

のアプローチの焦点を絞ることが重要である

(②、③の対応)。 

 

ケース１：地方電化事業と対象地域の他イン

フラ整備との連携があまりない。 



様式 2  
CODE No.○○－○○－○ 
Ver. (年).(月).(日) 
 

ナレッジ認定教訓シート 
LLS の中で、複数の個別プロジェクト教訓シートを元に、後続案件や類似案件の形成を行

う際に、JICA 職員（本部・現地事務所のナレッジマネジメントネットワークや地域部等関

連部署）が、使用する。 
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⇒周辺インフラ整備状況と、目標とする電化

効果発現への影響度合いを分析し、効果阻害

要因となる場合には可能な限り阻害要因が低

い場所での事業実施を検討する。 

 

ケース 2：対象地域の学校、病院など公共施

設を主な電化対象とする場合 

⇒対象施設への電力接続、屋内配線工事に係

る資金負担能力、予算措置状況等を分析し、

資金負担能力・予算確保の可能性が高い地域

での事業実施を検討する。 

 

2. 実施機関と維持管理機関への能力強化 

プロジェクトの内部のコンポーネントにいれ

るか、他プロジェクト（他ドナー案件も含め）

との連携を図る（①の対応策）。能力強化の内

容には電力消費者への啓蒙活動や電力消費者

の接続料金負担に関する内容も含める（②の

対応策） 

 

期待される 

効果 

地方電化事業による経済社会効果が比較的早

期に期待できる。 

 

上記教訓活用実績と結果 

No. 国 案件名 活用結果 

    

参 考：本教訓の元となったレファレンスプロジェクト 

No. 国 案件名 

1 ザンビア 地方電化能力開発プロジェクト(技術協力) 

2. ザンビア 電力アクセス向上事業(有償資金協力) 

3 ブータン 地方電化促進プロジェクト(技術協力) 

4 ブータン 地方電化事業（有償資金協力） 

5 モロッコ 地方電化事業(1～3)（有償資金協力） 

6 インドネシア 地方電化事業（有償資金協力） 

7 ガーナ 地方電化計画(無償資金協力) 
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プロジェクトリスク管理ツール 
① 想定されるリスクと分析の視点(例) 

② プロジェクトリスク管理チェック表 

（プロジェクトリスク管理シート） 

 

有償資金協力・無償資金協力案件用 
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(1) プロジェクトリスク管理ツールの使用目的 
計画、実施、評価と PDCA サイクルの各段階においてプロジェクトリスクの把握、リスクへの対応に活用し、管理ツールに基づいてモニタ

リングを行うとともに、対応策がリスクの回避・軽減に有効であったか、想定されたリスクが各プロジェクトの効果の発現およびその持続

性の確保にどのように影響を与えたか、について検証を行う際に JICA 職員が活用することを目的とする（詳細は下図参照） 

 

図：プロジェクトサイクルにおけるリスク管理ツールの利用 

 

 

 

案件形成 案件実施・モニタリング 

 

案件終了時評価・事後評価 

想定されるリスクの特定と対応策の

検討・準備・実施 

 

「リスク管理ツール」によって 

 想定されるリスクを把握し、その

対応策を検討 

 案件形成中に実施可能な対応策

は検討 

 上記は事前評価表等、へ記載 

リスク対応策の実施・モニタリング 

 

「リスク管理ツール」で以下の点につい

て再整理・追記・修正する。 

 

 案件形成段階で検討した対応策の

実施 

 想定されたリスクのモニタリング（対

応策が実施できたか。また対応策は

有効であったか） 

 対応策が充分でなかったときは具体

策の再検討・実施 

 環境変化等により、新たなリスクが

生じた場合、それらについても具体

策を再検討 

 

分析結果を記載した文書は、事業実施

途中の報告書に適宜記載／添付 

リスク対応の分析・評価 

「リスク管理ツール」の分析結果と事

業実施中の報告書をレビューし 

 分析されたリスクとの対応策の有

効性、リスクの効果発現および持

続性の確保に与えた影響につい

て検証 

 

事業完了報告書には、適宜リスクの

分析結果を添付 

新規に判明したリスク・対応策の 

フィードバック 

 

 新規リスク、新規対応策等に関し、

検証の結果得られた有効なリスク管

理の方法は、教訓シートに転記し、

認定教訓として蓄積。新規案件形成

時の資料として追加 

案件形成へのフィードバック 
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(2) JICA 案件のプロジェクトリスク管理の視点 
これまでの①会計検査院の指摘事項、②開発協力適正会議の指摘事項、③有償資金協力（円借款）事業中間レビュー、④事後評価結果、⑤

事業評価年次報告書での指摘事項、⑥事後モニタリングにおいて、頻出している課題を整理し、特に、①計画・デザイン、②実施能力、③

維持管理能力を分析の視点として、事業効果の発現およびその持続性の確保に影響を及ぼす事業管理上のリスクとして想定する。なお、プ

ロジェクトリスクの管理の視点（分析項目、想定されるリスク、分析の視点）は、LLS の中で出てきた認定教訓の内、横断的なプロジェク

トリスクに相当するものを加える事でアップデートする。 
 

（プロジェクトリスク管理ツールを用いたリスク分析・対応策検討時の留意点） 

 本ツールを以下の手順で用いて分析・検討した結果を、①案件形成から審査、モニタリング等で作成する既存の様式の該当項目に反映、または②

プロジェクトリスク管理シートに記載する。 

(1) 本ツールの利用者は、案件形成のできるだけ早い段階から本ツールを活用し、リスクの特定および対応策の検討を行うことが求められる。 

(2) まず、分析項目のうち、分析が必要となる項目の有無を確認し、特に問題がないと判断される項目については、「大きなリスクは想定されない」

と記載する。 

(3) プロジェクトリスク管理チェック表の「当該プロジェクトの現状」を分析する上では、次ページ以降の「想定されるリスクと分析の視点（例）」

を参照し、想定されるリスクや懸念される問題点を記載する。なお、これらの例は参考用に過去に実施された案件別事後評価において頻繁に確

認されているリスク、問題点を整理したものであるため、これ以外のリスク、分析の視点にも十分に注意し、必要に応じて分析の視点を加え、

現状分析を行う。 

(4) 現状分析に応じて、PDCA の各段階に応じた具体的な対応策を記載する。具体的な対応策の検討にあたっては、当該国、当該セクターの知識や

経験、過去の類似案件での成功や失敗事例、教訓等を参考にする。 

(5) 把握されている情報から見て、外部リスクと通常見做される事項についても、内部化が可能かどうか対応策を検討することが望ましい。 

(6) 確認できていない事項で、リスクが高いと思われる事項がある場合には協力準備調査等の調査項目に反映し、案件審査（無償、有償資金協力）

までの段階で対応策を講じられるよう、留意する。 
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想定されるリスクと分析の視点（例）：有償資金協力・無償資金協力案件 
 

分析項目 想定されるリスク 
（何に対するリスクか？） 分析の視点 

1．計画・デザイン 
1.1 受益者ニーズ 【受益者のニーズとの不整合による事業効果・持続性の低減】  受益者性向のデザイン、設計、スペック等への

影響 
 需要予測の適切性の影響 
 需要の変化の影響（外部要因、市場環境の変

化等） 

 受益者のニーズに合致しないデザイン、設計、スペック等による不使用・低

稼働 
 需要の変化による不使用・低稼働 

1.2 地域状況分析 【政治・社会、経済状況、社会・商習慣、気候、関連インフラの整備状況等と

の不整合による事業効果・持続性の低減】 
 現地の状況の機材、施設の稼働率・活用度へ

の影響 
 現地の状況の機材、施設の安全性、耐用年

数、維持管理費への影響 
 スペア部品等の入手経路・困難度 
 民間事業者・利用者組合等の活動への影響 
 一体的に運用される施設・設備の一部のみを

支援する場合の、施設・設備整備の全体計画

の実施可能性（含む、資金手当て） 

 現地の状況との不適合による機材、施設不使用、低稼働 
 現地の状況との不適合による機材・施設の故障 
 現地の状況との不適合による事故の発生 
 現地の状況との不適合による耐久性の低下による効果・持続性の低減 
 スペア部品等の入手困難による機材・施設の低稼働、維持管理費の増加 
 経済状況、政策変更等による民間事業者・利用者組合等の案件への非参

加による低稼働、運営の非効率 
 一体的に運用される施設・設備の一部のみを支援する場合の、施設・設備

整備の全体計画の実施の遅れによる事業の遅延、効果の低減 
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分析項目 想定されるリスク 
（何に対するリスクか？） 分析の視点 

1.3 関係者の分

析・協議・合意 
 

【関係者の合意が得られないことによる事業計画の変更、事業遅延、費用増

加、事業効果の低減】 
 関係者の事業計画への合意の有無 
 住民移転計画、緩和策等への合意の有無 

 案件実施段階における協議の必要性発生や案件デザイン変更に伴う事業

実施遅延、コスト増 
 周辺地域住民等による反対による事業遅延 
 住民移転、環境対策の実施の遅れによる事業遅延 

1.4 投入 【外部要因の影響等による投入の変動、遅延による事業遅延、事業未完了、

事業効果の低減】 
 外部要因も加味した投入（事業期間、事業費

用）の適切性 
 外部要因による投入の変動のアウトプットへの

影響 
 天災等による工事の中断や設計変更の必要による事業の遅延、費用の増加 
 政策等との整合性を確保するための無理な工期の設定により、予定工期

の大幅な超過による効率性の低減 
 為替レート等の変動によるコスト増加とそれへの対応によるアウトプットの

削減による効果の低減 

2．実施 
2.1 実施機関の 

組織・体制 
【実施機関等の組織・体制の不備による事業遅延、事業未完了、事業効果

の低減】 
 案件実施に係る権限、責任体制、意思決定方

法の影響（関係省庁を含む） 
 案件の実施機関の組織体制（マネジメント、人

員配置、等）の影響 
 組織変更・人事異動の影響 
 案件実施機関の関係機関調整機能の影響 
 プロジェクト対象外の事業遅延等による影響 
 関係省庁の事業全体（当該案件に対するコミッ

トメント）の影響 

 実施機関における十分な権限付与・人員配置等が行われないことによる事

業の遅延 
 実施機関の頻繁な体制変更、組織変更、人事異動による事業の中断・遅

延 
 支援する政策、制度等の未整備による事業の遅延 
 関係省庁の調整が不十分なことによる事業の遅延（許認可等） 
 住民移転計画等の実施主体（実施機関と同じとは限らない）の権限・人員

配置等の不備による事業の遅延、事業未完了 
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分析項目 想定されるリスク 
（何に対するリスクか？） 分析の視点 

 住民移転計画の実施主体の権限、責任体制、

意思決定方法の影響 
 住民移転計画の実施主体の組織体制（マネジ

メント、人員配置、等）の影響 
2.2 実施機関の 

技術 
【実施機関等の技術水準の低さによる事業遅延、事業効果の低減】  実施機関の技術水準・知識、経験の影響（技

術スキル、社会・環境配慮知識、実施マネジメ

ント、調達、財務管理、関係機関調整等重要分

野におけるスキル） 
 現地サブコントラクターの技術水準、経験の影響 

 実施機関の技術・マネジメント能力、経験が不十分なことによる事業の遅

延（特に、先方負担事項） 
 現地サブコントラクターの技術水準の低さによる事業遅延、事業効果の低減 

2.3 実施機関の 
財務 

【実施機関等の財源不足による事業の遅延、事業の未完了、事業効果の低

減】  実施機関の財源確保、予算配分・執行の影響 
 実施機関の予算不足による先方負担事項の実施の遅延、未完了 

2.4 実施に係る 
調達・監理 

【調達・監理の不備による事業の遅延、事業の未完了、事業効果の低減、持

続性の低減】 
 実施機関の調達業務に関する知識・経験 
 実施機関の監理業務に関する知識・経験 

 実施機関の調達業務のマネジメント能力、経験が不十分なことによる事業

の遅延 
 実施機関の監理業務の能力、経験が不十分なことによる事業の遅延、事

業の未完了、事業効果の低減 
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分析項目 想定されるリスク 
（何に対するリスクか？） 分析の視点 

3．維持管理 
3.1 組織・体制 【運営維持管理機関等の組織・体制の不備による事業効果の低減、持続性

の低減】 
 運営維持管理に関する権限、責任体制、人員

配置の影響 
 機材、施設の維持管理計画・マニュアルの影

響 
 組織体制の変更・人事異動の影響 
 スペアパーツ等の調達体制の影響 
 監督機関による支援（モニタリング・巡回活動

等）の影響 
 他ドナーの支援の影響 
 地方分散型事業の場合、各施設の運営維持

管理機関の組織体制・能力の影響 
 

 運営維持管理機関の組織・人員配置の不備・不足による低稼働 
 運営維持管理機関の組織・人員配置の不備による施設・機材の不適切な

維持管理（点検が行われないなど）、故障の発生 
 監督機関の組織・人員配置の不備によるモニタリング・監督活動の不徹底

に起因する低稼働、故障の発生 
 スペアパーツ等の調達体制の未整備による不適切な維持管理（修繕・改修

が行われないなど） 
 地方分散型事業の場合、各施設の運営維持管理機関（例、地方給水事業

の水管理組合）の体制・人員配置の未整備による低稼働、故障の発生、不

適切な維持管理 

3.2 技術 【運営維持管理機関の技術水準の低さによる事業効果の低減、持続性の低

減】 
 運営維持管理機関の技術水準の影響 
 運営維持管理機関のマネジメント能力の影響 
 運営維持管理機関の研修体制の影響 
 運営維持管理マニュアルの整備状況、質の影

響 
 技術協力の影響 

 運営維持管理機関の技術、マネジメント能力の低さによる低稼働、故障の

発生 
 運営維持管理機関の技術の低さによる不適切な維持管理（定期点検、修

理、改修） 

3.3 財務 【運営維持管理機関の財源不足による事業効果の低減、持続性の低減】  財源確保、予算配分・執行体制の影響 
 料金システム、回収状況の影響 
 運営維持管理費の変動の影響（燃料費等） 
 他ドナーによる支援の影響 

 運営維持管理機関の予算不足による低稼働 
 運営維持管理機関の予算不足による不適切な維持管理（定期点検、修

理、改修） 
 運営維持管理機関の予算不足による人員不足、技術不足 



作成日：〇年〇月〇日 

更新日：〇年〇月〇日 
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プロジェクトリスク管理チェック表（プロジェクトリスク管理シート）（円借款・無償）事業名：           

分析項目 当該プロジェクトの現状 具体的対応策 対応策の結果 
1．計画・デザイン 
1.1 受益者ニーズ 
（プロジェクトのスコ

ープ・質） 

（記載例） 
事業対象地域における受益者調査は実施されてい

ない。 

（記載例） 
協力準備調査時に、事業対象地域における受益

者調査を実施し、ニーズに即した設備の規模・デ

ザインを基本設計に反映する。 

 

1.2 地域状況分析 
（政治・社会・経済

状況、社会・商慣

習、気候、インフラ

整備状況等） 
（プロジェクトのスコ

ープ・質） 

（記載例） 
事業対象地域では、経済悪化が危惧されており、輸

入によるスペア部品による対応では、部品調達不調

による機材修理困難、機材未稼働となる可能性が高

い。現状経済状態は悪化傾向にあり、本リスク発生

の可能性は高く、その際には持続性が大きく損わ

れ、想定するプロジェクトの目的の達成に支障を生じ

る可能性が高い。 

（記載例） 
案件形成時に、機材のスペア部品を輸入調達に

依存する機材導入ではなく、国内で容易に調達可

能な部品で構成される機材に変更した。ただし、

純正部品でないため、耐用年数等への影響の可

能性がある。 

 

1.3 関係者の分

析・協議・合意 
（プロジェクトのスコ

ープ、質、コミュニケ

ーション） 

（記載例） 
〈住民移転が必要な場合〉 
プロジェクト対象地域の市政府が住民移転計画を作

成し、住民の合意を得る必要があるが、早めのプロ

ジェクトの計画の発表は、カットオフデート前の不法

居住者の流入を招くとして、プロジェクトの計画は発

表されておらず、住民の合意形成の準備は進められ

ていない。 

（記載例） 
協力準備調査時に、住民説明会を開催し、住民

移転計画を含むプロジェクトの計画を説明する。 
合意された住民移転計画の実施がプロジェクト実

施の条件となるため、住民移転計画のモニタリン

グを行う。 

 



作成日：〇年〇月〇日 

更新日：〇年〇月〇日 
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分析項目 当該プロジェクトの現状 具体的対応策 対応策の結果 
1.4 投入 
（タイム・コスト） 

（記載例） 
<防災案件の場合> 
10 年確率の洪水対策を検討しているが、実施中に

50 年確率の洪水が発生した場合、建設中の堤防が

破損する可能性がある上、設計の変更も必要とな

り、建設期間の延長、コストの増加が見込まれる。 
 
<無償資金協力の場合> 
日本での調達機材の送付遅れによる事業遅延が想

定される。 
 
 
<有償資金協力の場合> 
政府の方針で、急激な電力需要の増加に対応する

ため、5 年後の発電所の運転開始が計画されている

が、これまでの実績を考えると、工期は 6 年以上か

かることが想定される。 

（記載例） 
<防災案件の場合> 
50 年確率の洪水対策の要・不要を詳細に検討し

た上で、万が一に備えて工期が長引くことも想定

した、建設期間・費用を設定する。 
 
 
 
<無償資金協力の場合> 
 
現地税関や港での陸揚げに係る時間を含めた余

裕をもった調達スケジュールを設定する。 
 
<有償資金協力の場合> 
ユニットを分けて、1 号機は 5 年後に間に合うよう

にフェーズ分けをするなど、無理のない建設計画

を検討するとともに、先方政府に現実的な電源開

発計画の見直しを求めるなどの対応も行う。 
 

 



作成日：〇年〇月〇日 

更新日：〇年〇月〇日 
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分析項目 当該プロジェクトの現状 具体的対応策 対応策の結果 
2．実施 
2.1 実施機関の 

組織・体制 
（記載例） 
無償資金協力/有償資金協力によるプロジェクトを実

施するのは初めてであり、手続きに慣れていない。 
また、実際の担当者は 1 名と実施能力に不安があ

る。 

（記載例） 
予め、詳細設計（無償資金協力の場合）/コンサル

ティングサービス（有償資金協力の場合）の TOR
として、実施機関支援を組み入れて、対応する。 

 

2.2 実施機関の 
技術 

（記載例） 
当該国において初めて導入される技術であり、当該

技術に関する知識を持った担当者はいない。 

（記載例） 
協力準備調査の段階で、担当者・関係者に対す

る技術面での説明を十分に行い、理解を得る。ま

た、詳細設計調査/コンサルティング・サービスに

おいても、必要に応じて、実施機関担当者への技

術的支援・説明を行うことを TOR に組み入れる。 

 

2.3 実施機関の 
財務 

（記載例） 
1 年後の大統領選挙で、政権交代の可能性が高く、

省庁再編と予算の見直しが予見され、先方負担の

確保の見通しが不透明。 

（記載例） 
政権交代による影響を見極め、先方負担の確保

が確認できた段階で、案件を進める。 

 

2.4 実施に係る 
調達・監理 

（記載例） 
サブコントラクターが 1 社しかないものの、技術面で

問題があり、当該国の類似案件では、瑕疵検査時に

施工不良が見つかり、やり直しに半年を要した。 
 
<無償資金協力の機材供与案件の場合：マラリア検

査機材の各保健センターへの配布> 
保健省の機材部の人員が不足しており、機材管理

能力に問題が見られ、機材引渡後の対象保健センタ

ーへの配布が適切に行われるかどうかに不安があ

る。 

（記載例） 
コンサルタントによるサブコントラクターへの指

導、監督の徹底を指示するとともに、必要に応じ

て本部からのモニタリングを行う。 
 
 
<無償資金協力の機材供与案件の場合：マラリア

検査機材の各保健センターへの配布> 
WHO が支援しているマラリア治療薬の各保健セ

ンターへの配布のモニタリング・監理を行っている

NGO と連携し、マラリア検査機材の配布のモニタ

リングを行う。 

 



作成日：〇年〇月〇日 

更新日：〇年〇月〇日 
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分析項目 当該プロジェクトの現状 具体的対応策 対応策の結果 
3．運営維持管理 
3.1 組織・体制 （記載例） 

通常の定期点検・保守は行える体制であるが、大規

模改修・修理の場合には国内に対応できる業者が

存在しない。 
 
 
〈地方給水の事例〉 
水管理組合に対する水利省の巡回モニタリングがな

いため、故障に対応できず、深井戸の利用が停止さ

れている。 

（記載例） 
詳細設計調査/コンサルティング・サービスにより、

具体的な維持管理計画を作成し、大規模改修・修

理のための維持管理契約をサプライヤーと締結

するなどの対応策をあらかじめ検討する。 
 
〈地方給水の事例〉 
深井戸運営維持管理マニュアルの整備および水

管理組合の運転員への指導の徹底、民間代理店

と水管理組合との維持管理契約による対応 

 

3.2 技術 （記載例） 
運営維持管理機関では頻繁な人事異動や離職が一

般的であるため、研修等の実施効果が組織として蓄

積されない傾向にある。そのため、整備された施設・

機材の運営維持管理に必要なノウハウが継承され

ず、施設・機材の維持管理が適切になされず、頻繁

に故障が発生する。 

（記載例） 
頻繁な人事異動発生を考慮した運営維持管理マ

ニュアルの整備。 

 

3.3 財務 （記載例） 
運営維持管理機関の財務状況が脆弱で、十分な維

持管理費用の捻出が困難となる可能性が高い。そ

の際施設の適切な維持管理が困難となり、事業効

果が抑制される可能性は高い 

（記載例） 
• 協力準備調査において、実施機関の財務状況

を詳細に分析し、改善方策提案のうえ、政府に

よる予算支援等のコミットメントを財政当局に対

しハイレベルでの申込み、予算計上を確認す

る。 
• 実施期間中に、継続的な財務状況のモニタリン

グを行うとともに、必要に応じて、運営維持管

理機関から財政当局への財政支援の要請や

予算要求、予算計上確認への支援を行う。 
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プロジェクトリスク管理ツール 
① 想定されるリスクと分析の視点(例) 

② プロジェクトリスク管理チェック表 

（プロジェクトリスク管理シート） 

 

技術協力プロジェクト用 
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(1)プロジェクトリスク管理ツールの使用目的 
計画、実施、評価と PDCA サイクルの各段階においてプロジェクトリスクの把握、リスクへの対応に活用し、リスク管理ツールに基づいて

モニタリングを行うとともに、対応策がリスクの回避・軽減に有効であったか、想定されたリスクが各プロジェクトの効果の発現およびそ

の持続性の確保にどのように影響を与えたか、について検証を行う際に JICA 職員が活用することを目的とする（詳細は下図参照） 
 

 
図：プロジェクトサイクルにおけるリスク管理ツールの利用 

 

 

案件形成 案件実施・モニタリング 

 

案件終了時評価・事後評価 

想定されるリスクの特定と対応策の

検討・準備・実施 

 

「リスク管理ツール」によって 

 想定されるリスクを把握し、その

対応策を検討 

 案件形成中に実施可能な対応策

は検討 

 上記は事前評価表等、へ記載 

リスク対応策の実施・モニタリング 

 

「リスク管理ツール」で以下の点につい

て再整理・追記・修正する。 

 

 案件形成段階で検討した対応策の

実施 

 想定されたリスクのモニタリング、対

応策が実施できたか。また対応策は

有効であったか。 

 対応策が充分でなかったときは具体

策の再検討・実施 

 環境変化等により、新たなリスクが

生じた場合、それらについても具体

策を再検討 

 

分析結果を記載した文書は、事業実施

途中の報告書に適宜記載／添付 

リスク対応の分析・評価 

「リスク管理ツール」の分析結果と事

業実施中の報告書をレビューし 

 分析されたリスクとの対応策の有

効性、リスクの効果発現および持

続性の確保に与えた影響につい

て検証。 

 

事業完了報告書には、適宜リスクの

分析結果を添付 

新規に判明したリスク・対応策の 

フィードバック 

 

 新規リスク、新規対応策等に関し、

検証の結果得られた有効なリスク管

理の方法は、教訓シートに転記し、

認定教訓として蓄積。新規案件形成

時の資料として追加 

案件形成へのフィードバック 
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(2) JICA 案件のプロジェクトリスク管理の視点 
これまでの①会計検査院の指摘事項、②開発協力適正会議の指摘事項、③モニタリングシート、③終了時評価結果、④事後評価結果、⑤事

業評価年次報告書での指摘事項において、頻出している課題を整理し、特に、①計画・デザイン、②実施能力、③維持管理能力を分析の視

点として、事業効果の発現およびその持続性の確保に影響を及ぼす事業管理上のリスクとして想定する。なお、プロジェクトリスクの管理

の視点（分析項目、想定されるリスク、分析の視点）は、LLS の中で出てきた認定教訓の内、横断的な事業リスクに相当するものを加える

事でアップデートする。 
 

（プロジェクトリスク管理ツールを用いたリスク分析・対応策検討時の留意点） 

 本ツールを以下の手順で用いて分析・検討した結果を、①案件形成から審査、モニタリング等で作成する既存の様式の該当項目に反映、または②

プロジェクトリスク管理シートに記載する。 

(1) 本ツールの利用者は、案件形成のできるだけ早い段階から本ツールを活用し、リスクの特定および対応策の検討を行うことが求められる。 

(2) まず、分析項目のうち、分析が必要となる項目の有無を確認し、特に問題がないと判断される項目については、「大きなリスクは想定されな

い」と記載する。 

(3) 分析が必要となる項目については、プロジェクトリスク管理チェック表の「当該プロジェクトの現状」、次ページ以降の「想定されるリスクと分

析の視点（例）」を参照し、想定されるリスクや懸念される問題点を記載する。なお、これらの例は参考用に過去に実施された案件別事後評価等

において頻繁に確認されているリスク、問題点を整理したものであるため。これ以外のリスク、分析の視点にも十分に注意し、必要に応じて分

析の視点を加え、現状分析を行う。 

(4) 現状分析に応じて、PDCA の各段階に応じた具体的な対応策を記載する。具体的な対応策の検討にあたっては、当該国、当該セクターの知識

や経験、過去の類似案件での成功や失敗事例、教訓等を参考にする。 

(5) 把握されている情報から見て、外部リスクと通常見做される事項についても、内部化が可能かどうか対応策を検討することが望ましい。 

(6) 確認できていない事項で、リスクが高いと思われる事項がある場合には、詳細計画策定調査の調査項目に入れ込み、必要に応じてプロジェクト・

デザイン等に反映する。 
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想定されるリスクと分析の視点（例）：技術協力案件 
 

分析項目 想定されるリスク 
（何に対するリスクか？） 分析の視点 

1．計画・デザイン 
1.1 受益者ニーズ 【受益者のニーズとの不整合による事業効果・持続性の低減】  プロジェクトのターゲットグループのニーズ（含、

能力、技術水準、教育水準）の影響 
 プロジェクトの対象地域の社会、経済、文化・習

慣等の影響 
 

 受益者のニーズに合致しないデザインによる効果・持続性の低減（研修等

による能力向上が定着しない、等） 
 対象地域の社会、経済、文化・習慣等と合致しないデザインによる効果・

持続性の低減 
1. 2 政策・制度環

境分析 
【政策上・制度的優先度が低いことによる事業効果・持続性の低減】  現行の政策・制度における優先度 

 既存法制度の影響 
 関係省庁・機関の既存制度の影響 
 政府の政策変更の可能性 
 政権交代による影響 
 他ドナーの支援の影響 

 既存の法制度とプロジェクトで構築・強化する新たな仕組み・制度との不

整合による効果・持続性の低減（制度が活用されない、機能しない） 
 関係省庁・機関の所管業務や既得権益との調整が必要となることによる、

進捗の遅延、効果・持続性の低減 
 方針変更によるプロジェクトで構築・強化する新たな仕組み・制度の妥当

性の低下、効果・持続性の低減 
1.3 投入 【投入】  投入の適切性（量、質、タイミング） 

 投入の実施可能性（アウトプットの産出に必要

な投入が行えるか。例えば、派遣される専門家

の専門性・経験・能力等） 

 日本側の投入（専門家の派遣、本邦研修、機材供与等）が予定通り行え

ないことによる、進捗の遅延、効果の低減 
 相手国側の投入が予定通り行えないことによる、進捗の遅延、効果の低

減 
 特に、技術移転の対象が配置されないことによる、研修等の実施の遅れ

による研修効果の低減、研修効果の定着が低下することによる持続性の

低減 
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分析項目 想定されるリスク 
（何に対するリスクか？） 分析の視点 

1.4 モデルの普及

体制（モデル構

築型プロジェクト

の場合） 

【プロジェクトにおいて普及体制の未整備による効果・持続性の低減】  普及体制（人員、技術、予算） 
 モデルの制度化 
 他ドナーによる支援 
 

 （プロジェクト目標としてモデルの構築が掲げられ、上位目標として普及が

掲げられているプロジェクトの場合） 
 普及体制がないため、普及活動が展開されない 
 既存の普及体制では、人員、技術、予算が不十分であり、普及活動が限

定的。 
 モデルが制度化（政策等に反映されるなど）されていないため、普及活動

が限定的 
2．C/P の能力 
2.1 C/P の適切性 【技術移転の主たる対象として不適切なC/P機関が選定されることによる事

業効果・持続性の低減】 
 移転しようとする技術を習得させるべき対象の

適切性 
 移転された技術を活用したサービスプロバイダ

ー 
 技術移転の対象が存在しないことにより、プロジェクト活動が実施できず、

効果が発現しない 
 技術移転を行っても、移転された技術を活用したサービスの提供は行わ

れず、効果が発現しない 
2.2 組織体制 【C/P の組織体制の未整備による事業効果・持続性の低減】  C/P 機関の人員配置の影響 

 C/P 機関の組織変更の影響 
 C/P 機関の人事異動の影響 
 C/P 機関の通常業務とプロジェクトで導入・構築

した制度の親和性 

 C/P 機関にプロジェクト活動を実施する人員が十分配置されず、活動が実

施できず、効果が発現しない。 
 C/P 機関の組織変更・人事異動が頻繁であるため、プロジェクト活動の継

続性が確保できず、効果が発現しない、あるいは抑制される、持続性が低

減する。 
 プロジェクトの活動内容、導入・構築されたあらたな制度・仕組みが、C/P
機関の通常業務に含まれていないため、プロジェクト実施期間中のみの

活動にとどまり、定着せず、持続性が低減する。 
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分析項目 想定されるリスク 
（何に対するリスクか？） 分析の視点 

2.3 技術 【C/P 機関の技術が不十分であることによる効果・持続性の低減】  C/P 機関の主たる技術移転の対象となる各職

員の技術・知識・教育水準の影響 
 他ドナーの支援の影響 
 

 C/P 機関職員の技術・知識・教育水準にばらつきがあり、想定した水準で

のサービスの提供が困難。 
 C/P 機関職員の技術・知識水準が不十分であり、想定した期間内で技術

を定着させるのが困難。 
2.4 財務 【C/P 機関の予算・財源の不足による効果・持続性の低減】  C/P 機関の予算配分・執行の影響 

 必要な活動の実施に係る費用 
 他ドナーによる支援の影響 

 C/P 機関の予算不足による実施期間中に必要な人員・資機材等が確保で

きず、プロジェクト活動が実施できない、あるいは縮小せざるを得ない 
 C/P 機関の予算不足によるプロジェクト終了後の活動に必要な人員・資機

材が確保できず、効果を持続させるために活動が継続できない。 

 



作成日：〇年〇月〇日 

更新日：〇年〇月〇日 
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プロジェクトリスク管理チェック表（プロジェクトリスク管理シート）（技術協力）  事業名：             

分析項目 当該プロジェクトの現状 具体的対応策 対応策の結果 
1．計画・デザイン 
1.1 受益者ニーズ （記載例） 

（イスラム圏における母子保健の例） 
既婚女性は夫あるいはその両親の許可を得ずに外

出することができず、家族に妊婦健診の重要性の理

解がない場合には、妊婦健診を受診するための外

出が許可されず、受診することができない。 

（記載例） 
妊婦健診の重要性の理解を広めるための IEC 活

動（妊婦の家族も含めた「母親学級の開催」等）を

組み入れる。 

 

1.2 政策・制度 
環境分析 

（記載例） 
現行法規制、行政制度下では、支援事業による新制

度を適正に運営させるための新たな法規制制度整

備が必要。法規制制度の変更を伴わない場合には

新たな仕組みの適正な運営が阻害される可能性が

高く、事業効果発現が抑制される 

（記載例） 
案件形成段階で、当初計画を変更し、新制度構

築及び新制度の適切な運営に必要な新たな法規

制制度導入支援を追加した。 
 

 

1.3 投入 
（タイム・コスト） 

（記載例） 
（電力公社の技術者の能力向上の例） 
訓練センターの研修機材が老朽化しており、配電線

の改修訓練用の機材供与の必要があるが、どのよう

な機材を整備すればよいか、既存の配電網の状況と

今後の配電網改修のスペック等を検討したうえで、

決める必要がある。 
 
 

（記載例） 
詳細計画策定時点においては、左記の詳細情報

は確認できないため、プロジェクト開始後に、プロ

ジェクト活動の一環として C/P 機関と日本人専門

家で現況調査を行い、配電網改修のスペックと提

案を行ったうえで、訓練機材のスペックを確定す

る。スペック確定までの期間、機材調達に係る期

間を含め、機材が供与されてから、想定した研修

回数を十分実施できるよう、プロジェクト期間を設

定する。また、必要な機材が調達できるよう、詳細

計画時点においては、類似案件の例を参考に十

分な機材調達の予算を確保する。 

 



作成日：〇年〇月〇日 

更新日：〇年〇月〇日 

別添 3-26 

分析項目 当該プロジェクトの現状 具体的対応策 対応策の結果 
1.4 モデルの普及

体制 
(モデル構築型事業の

場合) 

（記載例） 
（母子保健の例） 
妊産婦ケアの重要性への理解を広めるための活動

として母親学級の普及を上位目標としているが、プロ

ジェクトではモデル県における活動にとどまり、3 年

間のプロジェクトでは普及体制の構築までは困難で

あるため、普及の実現性は不透明である。 

（記載例） 
プロジェクト終了後の支援として、 
 当初計画範囲内でソフト型フォローアップ（調査

団）の派遣あるいは追加的な技術協力新案件

として短期専門家を派遣し、指導できる助産師

の育成にあたる。 
 母親学級の普及を保健政策に反映し、母親学

級実施に必要な予算を確保する 
 他県で妊産婦ケアプロジェクトを実施している

他ドナーと連携して、母親学級の活動を取り入

れてもらうことを検討する。 

 

2．C/P の能力 
2.1 C/P の適切性 （記載例） 

（政策支援型技術協力プロジェクトの場合） 
国全体の開発計画の策定を支援するプロジェクト

で、農業省の企画局を C/P 機関とせず、計画の実施

を所管する農業局としたため、専門家がドラフト作成

をせざるを得ず、かつ作成したドラフトの承認プロセ

スに入れない。 

（記載例） 
C/P を企画局に変更することは困難であるため、

企画局で作成された開発計画の行動計画を農業

局が作成し、実施体制を整備するというプロジェク

ト目標に変更する。 

 

2.2 組織体制 （記載例） 
C/P 職員（中央レベル）が人事異動により頻繁に交

代するため、C/P 職員を対象とする研修の長期的な

効果が期待できない。 

（記載例） 
異動の少ない地方（県・郡レベル）の職員を対象

に実務的な研修を行い、現場レベルのサービスを

改善するアプローチに変更する。 

 



作成日：〇年〇月〇日 

更新日：〇年〇月〇日 
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分析項目 当該プロジェクトの現状 具体的対応策 対応策の結果 
2.3 技術 （記載例） 

（技術者育成の例） 
技術移転の対象となる機関の技術者は、高卒から

大卒レベルと教育水準や知識・経験にばらつきが多

い。日本人専門家がプロジェクト期間中にすべての

技術者を対象として研修を行い、一定水準にまで能

力向上を行うことは困難である。 

（記載例） 
日本人専門家は主任エンジニアをコアトレーナー

として育成し、コアトレーナーが他のエンジニアを

育成させる体制を構築する。 

 

2.4 財務 （記載例） 
（母子保健の例） 
プロジェクト終了後の予算の確保が不透明である。 

（記載例） 
機材供与以外の活動費をできるだけ C/P 機関が

負担できる範囲に抑え、必要な活動の実施可能

性・継続性を確保する。 
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